


資料1-1　平成25年度国土交通省関係予算（国費）






I　国土交通行政関係資料



１　予算、法律、政策評価、社会資本整備、輸送の動向



（予算）




　
資料1-1　平成25年度国土交通省関係予算（国費）




[image: 資料1-1　平成25年度国土交通省関係予算（国費）]














　
資料1-2　国土交通省関係予算の推移（国費：当初ベース）
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資料1-3　平成25年度国土交通省関係財投機関財政投融資計画総括表




[image: 資料1-3　平成25年度国土交通省関係財投機関財政投融資計画総括表]













　

資料1-4　平成25年度国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資・自己資金等内訳表




[image: 資料1-4　平成25年度国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資・自己資金等内訳表(1)]
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資料1-5　建設投資の推移（名目値・実質値）
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資料1-6　平成25年度公共事業予算の一括計上等




[image: 資料1-6　平成25年度公共事業予算の一括計上等]











（法律）




　

資料1-7　国土交通省関係法律等の審議状況等（第183国会および第185国会）




[image: 資料1-7　国土交通省関係法律等の審議状況等（第183国会および第185国会）]











（政策評価）




　
資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧
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[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(4)]
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（社会資本整備）




　
資料1-9　住宅・社会資本整備の推移




[image: 資料1-9　住宅・社会資本整備の推移]













　
資料1-10　住宅・社会資本の整備水準・目標、国際比較




[image: 資料1-10　住宅・社会資本の整備水準・目標、国際比較]













　

資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標及び実績値について




[image: 資料1-11　「第3次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成24年度〜平成28年度）の指標及び実績値について(1)]
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（輸送の動向）




　
資料1-12　国内旅客輸送




[image: 資料1-12　国内旅客輸送(1)]
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資料1-13　国内貨物輸送




[image: 資料1-13　国内貨物輸送(1)]
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資料1-14　我が国の国際輸送量
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資料1-15　交通とエネルギー
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2　総合政策




　
資料2-1　国土交通省所管PFI事業一覧（実施主体別）
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資料2-2　建設廃棄物の工事区分別排出量の経年変化




[image: 資料2-2　建設廃棄物の工事区分別排出量の経年変化]













　
資料2-3　品目別建設副産物の排出量




[image: 資料2-3　品目別建設副産物の排出量]













　
資料2-4　建設廃棄物の再資源化率等
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資料2-5　建設業許可業者の資本金階層別構成比
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資料2-6　建設技能労働者不足率の推移（全国、原数値、年平均）
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資料2-7　主要建設資材の国内出荷の推移




[image: 資料2-7　主要建設資材の国内出荷の推移]













　
資料2-8　建設機械の業種別購入台数比率の推移
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資料2-9　主要建設機械の推定保有台数の推移




[image: 資料2-9　主要建設機械の推定保有台数の推移]













　
資料2-10　建設機械レンタル年間売上高の推移




[image: 資料2-10　建設機械レンタル年間売上高の推移]













　
資料2-11　建設投資と主要建設機械購入台数の推移
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資料2-12　宅地建物取引業者数の推移
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資料2-13　監督処分等の状況の推移
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資料2-14　倉庫
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資料2-15　我が国建設業の海外受注額推移
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資料2-16　国際協力
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資料2-17　交通産業
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（観光）




　
資料2-18　国際観光
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資料2-19　国内観光
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資料2-20　旅行業（旅行業者数）
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3　国土政策




　
資料3-1　国土形成計画の概要




[image: 資料3-1　国土形成計画の概要]













　
資料3-2　国土利用計画（全国計画）概要の比較
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資料3-3　広域ブロックの諸指標




[image: 資料3-3　広域ブロックの諸指標]











4　土地・建設産業




　
資料4-1　土地購入・売却金額の推移（購入・売却主体別）
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資料4-2　不動産証券化の実績の推移
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資料4-3　法人及び世帯の土地所有率
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資料4-4　公示価格の推移
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資料4-5　地域区分別地籍調査の進捗状況
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5　都市




　
資料5-1　都市計画の概況
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資料5-2　業務核都市
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6　水管理・国土保全




　
資料6-1　治水施設等の整備状況
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資料6-2　国土交通省所管ダム
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資料6-3　河川延長等の現況（都道府県別）
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資料6-4　近年の災害復旧決定工事費の推移
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資料6-5　全国の水使用量
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資料6-6　各種用水の渇水発生地区数
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資料6-7　世界各国の降水量等
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資料6-8　渇水発生年数
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資料6-9　地域別降水量及び水資源賦存量
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7　道路




　
資料7-1　一般道路の整備率
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資料7-2　高規格幹線道路網図
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8　住宅




　
資料8-1　世帯数及び住宅戸数の推移（全国）
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資料8-2　住宅水準等の推移（全国）
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資料8-3　住生活基本計画（全国計画）における誘導居住面積水準及び最低居住面積水準
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資料8-4　新設住宅着工戸数の推移
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9　鉄道




　
資料9-1　鉄道旅客輸送の推移
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資料9-2　鉄道貨物輸送の推移




[image: 資料9-2　鉄道貨物輸送の推移]













　
資料9-3　新幹線輸送の推移
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資料9-4　輸送障害件数の推移




[image: 資料9-4　輸送障害件数の推移]











10　自動車




　
資料10-1　旅客自動車輸送量の実績




[image: 資料10-1　旅客自動車輸送量の実績]













　
資料10-2　貨物自動車輸送量の実績




[image: 資料10-2　貨物自動車輸送量の実績]













　
資料10-3　自動車保有車両数
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11　海事




　
資料11-1　我が国商船隊の動向




[image: 資料11-1　我が国商船隊の動向(1)]
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資料11-2　国内旅客輸送実績




[image: 資料11-2　国内旅客輸送実績]













　
資料11-3　旅客船事業の自動車航送台数及び台キロ




[image: 資料11-3　旅客船事業の自動車航送台数及び台キロ]













　
資料11-4　長距離フェリー輸送実績




[image: 資料11-4　長距離フェリー輸送実績]













　
資料11-5　内航貨物輸送量の推移
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資料11-6　内航船舶の船種・船質別船腹量
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資料11-7　造船の動向
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資料11-8　船員の動向
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12　港湾




　
資料12-1　都道府県別港湾数一覧




[image: 資料12-1　都道府県別港湾数一覧]













　
資料12-2　重要港湾位置図
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資料12-3　港湾取扱貨物の現況
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資料12-4　港湾運送量の推移
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13　航空




　
資料13-1　世界の定期航空輸送量（国際線・国内線の計）の推移
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資料13-2　我が国航空企業の国際線輸送実績
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資料13-3　我が国出入国航空貨物量及び航空企業の積取比率
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資料13-4　世界の国際航空に占める我が国航空企業のシェア
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資料13-5　国内航空旅客輸送実績
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資料13-6　国内航空貨物輸送実績
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資料13-7　空港の利用状況
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資料13-8　空港分布図
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14　北海道




　
資料14-1　北海道総合開発計画の概要
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15　国土地理




　
資料15-1　全国都道府県別面積の推移（5年間）
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II　国土交通行政に係る主な出来事
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第I部　これからの社会インフラの維持管理・更新に向けて〜時代を越えて受け継がれる社会インフラ〜



第1章　これまでの社会インフラとこれからの課題



第1節　社会インフラの歴史とその役割



◯1　時代別に見るインフラ整備



　我が国においてもインフラの整備には長い歴史がある。ここでは、古代（平安時代末期まで）、中世（鎌倉時代から江戸幕府成立前まで）、近世（江戸時代）、近代（明治時代から戦前まで）、現代（戦後から現在まで）と時代を追って我が国におけるインフラ整備の歴史を振り返る。その際、整備されたインフラがどのように維持管理がなされていたのかもあわせて考察していく。




（1）古代−我が国におけるインフラ整備の草創期−

　我が国有史以前のインフラ事情は、古くは3世紀の中国の史書「魏志倭人伝」に見ることができる。当時、対馬や九州北部を訪れた魏の使者によると、道路は「けものみち」に等しく、生い茂った草木によって前方を歩く者すら見ることができなかったという。やがて、古墳時代を迎え、各地に古墳が作られるようになるが、この巨大な構築物からは、当時の土木技術の高さがうかがえる。我が国の史伝によれば、難波に都を構えた第16代の仁徳天皇によるインフラ整備の記録が残されており、最古の治水事業として淀川に茨田堤（まんだつつみ）を築き、猪甘津（いかいづ）注1に橋を架け、難波の都から丹比邑（たぢひのむら）注2へ大道を通したと言われている。


　645年には、大化の改新と呼ばれる政治改革が始まり、国家が土地と人民を所有する公地公民の制や地方の行政区画が定められるなど、律令制に基づいた中央集権体制の国造りが進んだ。相次いで造営された藤原京や平城京では大規模な排水施設として道路側溝網が張り巡らされていた。また、水運に恵まれた我が国では、古来より津や泊等と呼ばれた現代で言う港が見られたが、律令時代、国家への貢納物の発送を目的として、国ごとに国津が整備された。


　道路整備は、国内統一のための軍事的観点により始まり原型は大化の改新（645年）以前に形成されていたが、天智・天武期（668〜686年）頃に本格的な整備が進み、7本の幹線道路（東海道・東山道・北陸道・山陰道・山陽道・南海道・西海道）を指して「七道駅路」と呼ばれた。



　
図表1-1-1　七道駅路概要図


[image: 図表1-1-1　七道駅路概要図]




　当時のインフラの維持管理については、718年に編纂された養老律令の「営繕令」によれば、各地域において津、橋及び道路を9月半ばから10月に修理を行うことや重要な道路が壊れて通行ができないときは時期を問わず修理を行うこととされていた。また、大河に近い堤防は、国司・郡司に巡視させ、修繕を要する場合は秋の収穫後に修理を行うことや大破の場合は時期を問わず修理を行う旨が命じられている。




（2）中世−武家の時代のはじまりとインフラ整備−

　武家政権の成立した中世では、古代律令制に基づいた中央集権的な国家とは性格が異なり、封建制度に基づいた地方分権的な国家が続いた。そのため、国内のインフラ整備は、統一的で全国規模のものではなく、地域的に整備される傾向が強くなった。


　鎌倉幕府では、鎌倉の地において、古代では見られない大規模な城塞都市としての都市づくりが進められた。防衛上の観点による切岸・堀切・切通の設置、側溝を持つ道路、護岸された川のほか、僧侶往阿弥陀仏（おうあみだぶつ）の申請に基づいて築かれた和賀江嶋（わかえじま）は、現存する最古の築港として知られている。道路政策においては、源頼朝が1185年に駅路の法を定め、鎌倉と京都を結ぶ東海道の整備を行った。また、「いざ鎌倉」という緊急事態の場合に備え在地の武士と鎌倉を結ぶ「鎌倉往還」が整備された。維持管理に関しては、保奉行人と呼ばれる役職が設置され鎌倉市中の土地・道路の管理から橋の修理・道路掃除まで行っていた。


　戦国時代に入り、有力な戦国大名が登場するようになると、国力を向上させるために、領国内におけるインフラ整備が行われるようになった。代表的なものとして、武田信玄による、甲府盆地を流れる釜無川（かまなしがわ）と御勅使川（みだいがわ）の合流部の改修工事があげられる。この工事は、一般に信玄堤と呼ばれ、堤防、分水、霞堤（かすみてい）、遊水機能等をもつ総合的な治水技術が用いられた。また、堤防上に神社を設け、祭りを開催し人を集め、堤防を踏み固めさせるなどの工夫を行ったともいわれている（図表1-1-5）。



　
図表1-1-5　信玄堤


[image: 図表1-1-5　信玄堤]



（3）近世−太平の世におけるインフラ整備−

　強固な幕藩体制が敷かれた江戸時代は、太平の世が約270年にわたって続くこととなり、全国規模においても地域的にもインフラ整備が進むこととなった。江戸幕府は、地方分権的な国家であったが、諸大名の領地に対して改易、転封及び減封を行うなど強力な力を持ち、自ら行うインフラ整備に対しても「御手伝普請」として諸大名の資金や労力を負担させることができた。


　江戸期の道路整備では、五街道が挙げられる。五街道は、江戸を基点とした東海道・中山道・日光道中・奥州道中・甲州道中の5つの陸上交通路を指し幕府直轄とされた。各道では、一定間隔で宿が設置され、宿には人馬の常備を義務づけた伝馬制が実施された。五街道は、道中奉行によって管理され、宿駅の取締り、道路・橋梁の修築、並木・一里塚の保全等を担った。日々の維持管理は、沿道の宿駅や村々が負担し、大きな工事は代官や大名が行った。街道は、諸大名の参勤交代の通路としてだけでなく商人や一般民衆の通行として使われることも多く、街道筋の整備や修理はよく行われていた。



　
図表1-1-6　五街道の標準的横断面


[image: 図表1-1-6　五街道の標準的横断面]



　
図表1-1-7　主要街道概要図


[image: 図表1-1-7　主要街道概要図]




　治水の面では事業はさらに大規模となり技術も高度化していった。関東平野では関東郡代の伊奈備前守忠次とその子孫が、現在の東京湾に注いでいた利根川を、度重なる洪水から江戸を守るため、流れを東に替えて、太平洋側の銚子に注ぐようにした「利根川の東遷」と呼ばれる大治水事業を60年かけて成し遂げた（図表1-1-8）。こうした江戸時代の治水事業は幕府の統制下で実施されており、その費用は幕府・藩・村等で負担され、公儀・国役・領主普請、自普請といった工事の規模に応じて分担が定められていた。



　
図表1-1-8　利根川の東遷


[image: 図表1-1-8　利根川の東遷]




　下水道については、中世末期の大阪において豊臣秀吉により「太閤下水」と呼ばれる背割下水が作られたといわれているが、江戸時代になっても拡張が進められ、その維持管理は各町内の町衆の手によって行われていたといわれる。下水溝の清掃は「水道浚え（さらえ）」と呼ばれ、各町が共同で実施し、また、下水溝の補修も町衆が費用を出し合って行っていたことが記されている。この太閤下水は、その後明治政府に引き継がれ、その一部は現在でも使用されている。


　また、我が国の都市公園の原型は、江戸時代に見られるといわれている。8代将軍吉宗は王子権現飛鳥山に桜を植えて花見の場をつくり、また「江戸名所図会」のような、いわばガイドブックも作られるなど、江戸時代には人々が四季の自然に触れ、集う、公園的な場所が存在した。




（4）近代−近代化への歩みのなかでのインフラ整備−

　1868年に成立した明治政府は、版籍奉還や廃藩置県を通して中央集権国家体制を固め、富国強兵や殖産興業の理念のもと、新しい国家づくりを進めていった。インフラ整備においては、産業革命により近代化が進んでいた欧米諸国の技術を積極的に導入することによって、飛躍的な発展を遂げることになった。また、インフラの整備・維持管理については1873年（明治6年）に出された「河港道路修築規則」に見られるように、国と地方との間で工事の実施や費用を分担することとされた。また、民間資本の活用によるインフラ整備・維持管理の事例も見ることができる。




（交通分野におけるインフラ整備）

　鉄道整備では、政府は、1872年（明治5年）に我が国最初の鉄道を新橋・横浜間（約29km）に開通させたが、西南戦争等により次第に財政がひっ迫し、1877年（明治10年）の京都・神戸間をもって鉄道建設は停滞し、その後は民間資本による私設鉄道の建設に積極的となった。1881年（明治14年）に私設鉄道の敷設を目的とした日本鉄道会社が設立されると、鉄道投資の有利性が認識されるようになり、明治20年代には私設鉄道ブームが訪れた。しかし、1892年（明治25年）に成立した鉄道敷設法により鉄道は政府が建設主体となって推進する方針が確立し、1906年（明治39年）の鉄道国有法に至って明治末期には全国の鉄道の9割あまりが官設鉄道の占めるところとなった。昭和期に入ると、都市化の進展に伴い郊外電車網が整備され、1927年（昭和2年）には、浅草・上野間に東京地下鉄道による日本最初の地下鉄が開通した。


　1859年（安政6年）に開港した横浜港は、東西2本の船着き場が築造されたもので、本船は沖に停泊し、小型の艀（はしけ）等により舟着き場と本船の間を往来し貨客を運送するものであった。横浜と新橋間に鉄道が開通したことにより、横浜港では輸出入貨物量が増大し、大型本船が直接繋船できる施設整備の要請が高まったが、財政難から即座に築港事業に着手することができず、1889年（明治22年）になって、ようやく我が国における近代的港湾の修築事業が始まることになった。修築第1期工事（1889年（明治22年）〜1896年（明治29年））、修築第2期工事（1899年（明治32年）〜1916年（大正5年））を通じて、接岸や荷役作業が容易となり、鉄道の貨物引込線を含む総合的な港湾施設が完成するなど、世界でも有数の港へと変貌した。日清・日露戦争後、日本では重工業が進展するなど産業構造の転換が促され、時代の変化に対応できる港湾の政策的導入が必要とされたことから、港湾の築造・計画に関する諮問機関として内務大臣の管轄下に「港湾調査会」が設置された。同調査会は、1907年（明治40年）に「重要港湾ノ選定及ビ施設ノ方針」と題した答申を政府に行い、第1種重要港湾として4港、第2種重要港湾として8港が指定された。重要港湾の選定は、外国貿易港の整備に向けた国庫助成を行うものであり、国内産業の発展につれて追加されていった。


　空港については、1911年（明治44年）に埼玉県所沢に軍用の飛行場が設置されたのがはじまりである。1931年（昭和6年）には、国営民間航空専用空港「東京飛行場」（のちの羽田空港）が開港し、滑走路は「延長300m、幅15m」の1本が設けられた。1939年（昭和14年）には、大阪伊丹飛行場が完成するが、太平洋戦争に突入すると戦時体制の移行とともに民間人が私用のために航空輸送を利用することができなくなった。


　道路整備では、明治政府は鉄道優先策をとったため、全体として後れを取ることとなった。

　最初の道路法制は、1871年（明治4年）12月に太政官布告第648号として出された「治水修路等ノ便利ヲ興ス者に税金取立ヲ許ス」と言われている。これは、料金徴収を認めることによって私人による道路や橋梁整備を促したもので、この布告により、東海道の小夜の中山峠の改修や天竜川の架橋等が行われた。1876年（明治9年）には太政官布告第60号において、道路の分類を国道、県道、里道の3種類とし、1885年（明治18年）に至って、40路線の国道が認定された。その後、1896年（明治29年）より帝国議会において道路法案が審議され、1919年（大正8年）に旧「道路法」が制定されるに至り、現在の道路法が制定（1952年（昭和27年））されるまで、我が国道路行政の中心として重要な役割を果たすこととなった。



　

図表1-1-11　近代日本における「粗国民生産」及び「政府資本ストック」


[image: 図表1-1-11　近代日本における「粗国民生産」及び「政府資本ストック」]



（生活関連分野におけるインフラ整備）

　治水整備については、大量物資輸送の主役である舟運の活性化を目的として、河道を矯正し河底を浚渫（しゅんせつ）する低水工事が実施された。明治中期以降になると、鉄道網の整備によって舟運が衰退し低水工事の重要性は低下していった。一方で、淀川、利根川、木曽川等の大河川で洪水被害が頻発し、抜本的な治水対策の必要性が高まったことから、堤防による高水工事への転換が図られ、次第に洪水被害は減少していった。


　なかでも、荒川放水路は、1910年（明治43年）の大洪水を契機に東京の下町を水害から守る抜本策として基本計画が策定され、翌年1911年（明治44年）に着工した。人力掘削、機械掘削、機械浚渫等を駆使し、1923年（大正12年）の関東大震災等により工事に難航を極めながらも、20年の歳月を経て1930年（昭和5年）に完成した。これにより荒川等の洪水が抑制され、周辺地域の防災に寄与している。



　
図表1-1-12　完成当時の旧岩淵水門


[image: 図表1-1-12　完成当時の旧岩淵水門]




　下水道整備では、都市化の進展により、大雨による浸水被害や停滞した汚水による伝染病の流行が引き起こされるようになったことから、1881年（明治14年）に着工した横浜のレンガ製大下水や、1884年（明治17年）に着工した東京の神田下水といった汚水排除も含めたヨーロッパ式の近代下水道が造られた。その後、1900年（明治33年）には下水道法が制定され、1922年（大正11年）には我が国初の下水処理場として東京の三河島処理場が運転を開始した。しかし、衛生環境整備の面で下水道より上水道の整備が優先されたこと等により、下水道が全国に普及するまでには至らなかった。



　
図表1-1-13　横浜のレンガ製大下水


[image: 図表1-1-13　横浜のレンガ製大下水]




　都市公園整備では、我が国の制度は、1873年（明治6年）の太政官布達第16号によって、江戸時代の緑の名所といった人々が集い、憩う「群衆遊観の地」を「公園」として公有地化し開放することから始まった。この布達に基づいて、東京府において浅草公園、上野公園等が「公園」として指定された。計画的に造成された初の近代都市公園は1903年（明治36年）に開園した日比谷公園である。西洋の公園をモデルにして設計された日比谷公園は、以降に整備される各地の都市公園のデザインの手本となった。




（5）戦後から現代へ

　戦後、我が国は復興期を経て1955年頃には高度成長期を迎え、1973年の石油危機を境に安定成長期へと移行した。1990年代初頭のバブル崩壊により、我が国は、低成長時代を迎え現在に至っている。


　国土の総合的利用、開発及び保全に関しては、長期的かつ国民経済的視点に立った国土総合開発の方向を明らかにするものとして、国土総合開発法に基づき、1962年以降5次にわたり全国総合開発計画が策定され、それらに基づいて地域振興政策、社会資本整備等が実施されてきた（図表1-1-14）。また、分野別のインフラ整備については、1954年の道路整備五箇年計画をはじめとしたそれぞれのインフラごとの長期計画が策定され、長期的な視点による方針を明確にした上で整備の推進が図られてきた（図表1-1-15）。



　
図表1-1-14　これまでの全国総合開発計画


[image: 図表1-1-14　これまでの全国総合開発計画]



　
図表1-1-15　各分野における主な長期整備計画


[image: 図表1-1-15　各分野における主な長期整備計画]




　分野ごとの長期計画は、より横断的に事業間の連携強化を図り、インフラの整備を重点的、効果的かつ効率的に推進するため社会資本整備重点計画に一本化された。また、全国総合開発計画については、今後の成熟社会に対応し、既存ストックの「利用」や自然環境との調和といった「保全」の側面をより重視するなどの観点から2005年に国土総合開発法が国土形成計画法に全面的に改正されたことを受けて、2008年に国土形成計画注3が策定され、現在に至っている。


　また、インフラの整備や維持管理は、一般的に市場原理に馴染まないことから主として公的機関が担ってきたところであるが、世界における民営化の潮流等を踏まえて官と民との役割の見直しが進められてきている。例えば、鉄道では、1987年に国鉄改革が実施され、1872年以来115年続いた国が保有・運営する国有鉄道は、歴史を閉じることとなり、事業は新たに発足したJRへ承継された。また、空港では、2004年に、新東京国際空港公団が解散し、成田国際空港株式会社が発足することとなった。


　インフラの整備・維持管理の方式としては、英国において導入されたPFI方式が「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（PFI法）の制度により、1999年より導入されている。さらに、2011年には、PFIの対象施設の拡大、民間事業者による提案制度や公共施設等運営権の導入等、更なる活用の促進が図られている。


　このように、我が国のインフラの整備・維持管理には、古代からの長い歴史があり、それぞれの時代の社会情勢や国と地方、官と民との関係に応じて、インフラの整備や維持管理が行われてきた。これからのインフラの維持管理を考えるに当たっては、このような歴史的な変遷を踏まえつつ、時代の要請に応じて最も効率的・効果的なマネジメントを模索していくことが求められている。







注1　現在の大阪府大阪市東成区・生野区の一部地域と推測される。

注2　現在の大阪府松原市、羽曳野市、堺市等の一部地域と推測される。

注3　計画年次は2008年よりおおむね10年間としている。










コラム　行基による公共事業



　古代における我が国のインフラ整備においては、宗教家が大きな役割を果たしました。当時、遣唐使として唐に渡った僧たちは、大陸の最新の仏教の教理を学ぶだけでなく、先進的な土木の知識や技術を身につけ帰国しました。例えば、653年に唐へ渡った道昭（629〜700年）は、「西遊記」の実在のモデルとされた三蔵法師玄奘から大乗仏教の利他行を学んだとされています。利他行とは、自らの悟りを追求するばかりではなく、人のために己を滅してつくす仏の道であり、一方で土木事業は、労力を提供することによって生活環境が向上し皆へ利益をもたらすことから、僧たちの考えと一致するところがあり、その学ぶところとなったと言われています。



　
図表1-1-2　行基座像（複製）


[image: 図表1-1-2　行基座像（複製）]




　そのようななかで、最も輝かしい業績を残した宗教家の一人として、道昭に師事した行基（668〜749年）が知られています。当初、行基は朝廷より民衆を惑わす妖僧とされその布教活動が弾圧されました注。


　律令制の下、民衆は調庸といった租税の納付や役民として役務が命ぜられると、その義務を果たすために、自前の食料で都との間を往復する必要があったことから、飢えや病に苦しみ途中で行き倒れる者が多数生じました。そのため、行基は、利他行の実践のために布施屋と呼ばれる福祉施設を建て、食事や宿泊を提供し民衆の救済を図りました。また、利他行を布教する傍ら、教えを実践するために、豪族からの資本提供のもと、農業用の池や溝を掘り、道を拓き、橋を架けるなど、民衆を率いて土木事業を進めていきました（図表1-1-3）。こうした活動により、行基の教えに従う民衆は日増しに増加し、豪族の土地も潤うこととなりました。723年には、三世一身法が定められ、これまで公有を前提としていた土地制度が改められ、土地を開墾した場合に一定期間の私有が認められたことで、自発的な開墾が促されました。こうした土地制度の変更にも後押しされて行基の活動は更に広まり、その名声も更に高まっていきました。このような行基の社会事業は、やがて朝廷も認めるところとなっていきました。



　
図表1-1-3　行基が整備したインフラ


[image: 図表1-1-3　行基が整備したインフラ]



　
図表1-1-4　「元興寺極楽坊縁起絵巻」上巻「行基架橋」場面


[image: 図表1-1-4　「元興寺極楽坊縁起絵巻」上巻「行基架橋」場面]




　743年、天然痘の流行、飢饉、政争等相次ぐ社会不安の高まりから、聖武天皇は国家の安定を願い「盧舎那仏造営の詔」を発しました。この大事業に対し大仏造営の勧進役に行基が起用されました。莫大な費用を調達し、多くの人夫を集めて行う一大公共事業を担えるのは、行基をおいて他にはいないと判断されたと考えられています。その2年後、当初は弾圧の対象であった行基が、聖武天皇によって我が国最初の「大僧正」に任じられ、官僧の頂点に立つこととなりました。行基が亡くなった749年の「続日本紀」には、彼が果たした業績や恩恵等から「行基菩薩」と記録されており、行基の残した様々な足跡は古代における民の力を活用したインフラ整備の事例として、時を越え我々に語り継がれることとなりました。




（参考文献）

	井上薫（1997）「行基事典」国書刊行会

	吉田靖雄（1987）「行基と律令国家」吉川弘文館

	長部日出雄（2004）「仏教と資本主義」新潮新書

	吉田久一（2004）「新・日本社会事業の歴史」勁草書房










注　717年の「続日本紀」では「小僧（僧をおとしめていう言葉）行基」として名が記されています。










コラム　江戸時代における永代橋の民間管理



　1657年の冬、「明暦の大火」と呼ばれる大火災が江戸を襲いました。この火災によって、江戸の町の約6割が焼失したと言われています。その後、江戸は、防災に配慮した町づくりの下、大名屋敷・寺社の分散化や広小路の築造等が行われ、密集化した市街は、当時の郊外であった本所や深川といった江東地区へと拡大しました。このような市域の拡大につれて、隅田川には、1660年に両国橋、1698年には永代橋が架けられ、江戸の町は「江戸八百八町」と呼ばれるほど発展していきました。永代橋は、現在の橋より約200m下流の「深川の大渡し」があった場所に最初の橋が架けられました。橋の規模は、長さ114間（207m）、幅員3間4尺5寸（6.8m）で、桁下は船が航行可能なように大潮のときでも1丈（3m）以上が確保された巨大な木橋でした。


　永代橋は、赤穂浪士が吉良邸に討入りした帰途、高輪の泉岳寺へ向かう際に渡った橋として有名ですが、一方で、江戸期において町方で民間管理された橋としての一面も持っていることで知られています。


　両国橋や永代橋は、江戸幕府によって架けられたものでしたが、複数の長大橋を維持管理していくことは幕府財政にとって大きな負担であったと想像され、老朽化が著しくなった享保期の1719年には永代橋の撤去が決定されました。ところが、地元の町方が橋の存続を願い出たことから、幕府は町方で橋を維持管理することを条件に存続を認めました。


　そして、町方による橋の維持管理が開始されましたが、海水による橋杭の朽損や暴風雨の影響等によりたびたび破損が生じることとなり、維持管理費用の全額を町方に負担させることは困難と判断した幕府は、1726年から7年間に限り、武士を除いた通行人から1人当たり2文を徴収することを許可しました。ここに町方による橋の維持管理に加えて運営が開始されました。早速、1729年には、この橋銭から橋の架け換えが行われています。更に、1736年から10年間は、1文ずつの徴収が認められたほか、焼失・流失等による大規模な修復が生じた際にも橋銭の徴収が認められることとなりました。


　1807年、永代橋において落橋事故が発生しました。その日は、深川にある富岡八幡の祭礼の日であったために死者が500名を超えたとも言われています。この事件の翌年には幕府の負担によって、全面的な架け換えが行われることとなり、町方による管理・運営は終わりを告げることとなりましたが、江戸時代においても、橋は都市を支える重要なインフラとし認識され、官民による管理が行われていたことがわかります。



　

図表1-1-9　江戸時代における本所・深川地区の橋の民営化状況（享保期）


[image: 図表1-1-9　江戸時代における本所・深川地区の橋の民営化状況（享保期）]



　
図表1-1-10　江戸時代の永代橋


[image: 図表1-1-10　江戸時代の永代橋]



（参考文献）

	松村博（2007）「〔論考〕江戸の橋 制度と技術の歴史的変遷」鹿島出版会

	松村博（1998）「日本百名橋」鹿島出版会

	川崎房五郎（1987）「江戸‐その政治と社会」光風社出版













◯2　社会インフラの役割



　前述のように古代からインフラの整備が行われてきたのは、その整備が長期にわたって経済活動を活性化させ、人々の生活を豊かにするという効果が期待されてきたからである。財政支出の効果としてはフローの効果注4について論じられることも多いが、以下ではストックとしての効果について考察する。




（1）社会インフラのストック効果

　社会インフラのストック効果は、

1)移動時間の短縮、輸送費の低下等によって経済活動の生産性を向上させ、経済成長をもたらす効果・・・・生産力効果

2)アメニティの向上、衛生状態の改善、災害安全性の向上等を含めた生活水準の向上に寄与し経済厚生を高める効果・・・厚生効果

の二つに分けることができる（図表1-1-16）。


　
図表1-1-16　社会インフラの整備による効果


[image: 図表1-1-16　社会インフラの整備による効果]




　ストック効果については様々な研究が行われており、特に、前者の生産力効果については、数多くの研究が行われている。経済成長を生み出す生産要素は、「労働力」、「資本」とこれら以外のすべての生産要素（TFP注5）に分けることができる。生産力効果についての研究が注目されたのは、米国において1970年代以降のTFPの上昇率が1960年代に比べて低下していた要因を、当時問題となっていた社会インフラの老朽化や社会インフラ整備の停滞により説明できるのではないかという問題意識から研究が進められたことがきっかけであり、我が国においても様々な実証研究が行われている注6。


　図表1-1-17は、1975年から2009年までのデータを用いて社会資本の生産力効果を検証した結果である。社会資本の限界生産性（生産要素となっている社会資本を1単位増加させた場合に、生産量が何単位増加するかを見るもの）の推移を見ると、民間資本、社会資本ともに、資本の蓄積に伴って限界生産性は低下してきているが、2000年代に入ってからは安定して推移している。これは2000年代に入り厳しい財政制約のなかで費用対効果分析等を通じて特に効率的なインフラ整備が行われたことが影響していると考えられる。また、社会資本の分野ごとの限界生産性を比較すると、生産活動に直接寄与することが想定される道路、港湾、空港といった交通関連の社会資本の限界生産性が高くなっており、インフラの分野ごとの性質によって生産に寄与する効果は異なっていることを示している。



　
図表1-1-17　社会資本の限界生産性の推移


[image: 図表1-1-17　社会資本の限界生産性の推移]




　後者の厚生効果についても、いくつかの先行研究がありその効果が検証されている。図表1-1-18
は、都市雇用圏注7別のデータを用いて社会資本の厚生効果を検証した結果を示している。ここでは、ある条件下では、インフラ整備の便益は、それによる地域の快適性・利便性の上昇による住宅地の需要の増加等によって地代（地価）に帰着されるという資本化仮説の考え方に基づき厚生効果を検証し、その結果をもとに限界効用（社会資本を一単位追加した場合に何単位平均地価が変化するかを示すもの）を計算した。これを見ると、インフラ整備が行われることにより地域の快適性・利便性が上昇し、その効果が地価の上昇となってあらわれることがわかる。また、その効果は、生活・防災関連分野のインフラでも確認でき、下水道や都市公園といった生活基盤関連のインフラや治水、海岸といった防災関連のインフラについても、地域の生活環境や防災力の向上を通じて快適性・利便性の向上につながっていることを示している。



　
図表1-1-18　社会資本の厚生効果


[image: 図表1-1-18　社会資本の厚生効果]




　こうした実証分析は、分析に用いるデータや分析の方法によって結果が異なることも多いため、得られた結果については幅を持って解釈する必要があるが、以上の結果は、社会インフラが経済的な側面から見ても厚生的な側面から見てもプラスの効果をもち、社会インフラが整備されることによって経済活動の効率化を促すとともに、地域の快適性や利便性の向上に貢献していることを示している。




（2）ストック効果の具体例

　生産力効果のわかりやすい例として、交通ネットワークの整備により移動時間が短縮される効果が挙げられる。図表1-1-19は、国土交通省を起点として道路を用いて道府県庁へ貨物を輸送した場合の所要時間を1971年と2010年で比較したものである。高速道路等の整備によるネットワークの充実により、輸送時間は大幅に短縮されたことが見てとれる。



　

図表1-1-19　東京から各道府県庁へ貨物を輸送した際に要する時間


[image: 図表1-1-19　東京から各道府県庁へ貨物を輸送した際に要する時間]




　また、1970年と2010年で全国の貨物の流動件数を比較すると、地域を越えた移動が活発になってきていることがわかる（図表1-1-20）。これは、我が国の産業構造の変化等様々な要因が考えられるが、交通ネットワークの整備により、原材料や製造品等の輸送コストの削減が可能になったこと等から、企業の生産活動が効率的になっていることも一因であると考えられる。



　
図表1-1-20　関東に発着する貨物の流動量の比較


[image: 図表1-1-20　関東に発着する貨物の流動量の比較]



　厚生効果としては、災害安全性が向上した例、衛生状態が改善した例が挙げられる。

　災害に対する安全性について見ると、ダム・堤防等の治水を目的とする社会インフラの整備等により、水害は着実に減ってきている（図表1-1-21）。集中豪雨や台風等は年によって規模が異なるため単純に年ごとの比較をすることは難しいが、水害区域面積の10年間平均の推移を見ると1970年代と比べ2000年代は約1／7程度にまで減っている。



　
図表1-1-21　水害区域面積（全国）の推移


[image: 図表1-1-21　水害区域面積（全国）の推移]




　また、都道府県別で見ても、2000年代は1970年代と比較して、全国的にその規模が小さくなっていることがわかる（図表1-1-22）。



　
図表1-1-22　水害区域面積の比較


[image: 図表1-1-22　水害区域面積の比較]



　次に、衛生状態が改善した例を見ていく。

　下水道はストックが増大するとともに適切な維持管理を実施することで、水環境の改善に大きく貢献してきた。実際、河川の環境基準達成率注8と下水道普及率の推移を見ると、両者とも年を経るごとに上昇していることがわかる（図表1-1-23）。



　

図表1-1-23　河川の環境基準達成率（BOD）と下水道普及率等の推移


[image: 図表1-1-23　河川の環境基準達成率（BOD）と下水道普及率等の推移]




　また、公共用水域の水質改善に伴い、山梨県、東京都、神奈川県を流れる多摩川ではアユの推定遡上数や、シジミの漁獲高が急増している（図表1-1-24）。



　

図表1-1-24　多摩川（調布取水堰）におけるアユ遡上数の経年変化


[image: 図表1-1-24　多摩川（調布取水堰）におけるアユ遡上数の経年変化]




　このように社会インフラの整備は、経済活動の活性化や国民生活の向上に大きく寄与している。しかし、社会インフラがこのように機能を発揮するのは、維持管理・更新が適切に行われてこその結果である。今後も引き続き適切に社会インフラの維持管理・更新に努めることで、社会インフラがその機能を適切に発揮できるようにすることが求められる。








注4　社会インフラ整備のための事業の実施自体が、原材料の購入や使用機械等の需要を波及させたり、雇用の誘発等により消費を拡大させていく効果。乗数効果や生産誘発効果等。


注5　Total Factor
Productivity.「全要素生産性」と言われる。生産に寄与する要素のうち、労働投入量及び資本ストック以外のすべてを考慮した生産性のこと。具体的には、生産効率の改善やより多くの生産が可能となるような技術革新等の要因により向上するものと考えられる。


注6　Aschauer, D.A. (1989) "Is Public Expenditure Productive?" Journal of Monetary Economics, vol.23,
pp.177-200の研究等が嚆矢とされている。また、我が国における実証研究を整理したものとしては、村田治・大野泰資（2001）「社会資本の生産力効果：実証研究のサーベイ」長峯純一・片山泰輔編著『公共投資と道路政策』勁草書房、岩本康志（2002）「社会資本の経済分析：展望」特定領域研究『制度の実証分析』ディスカッションペーパーNo.3等がある。


注7　1)中心都市をDID人口によって設定し、2)郊外都市を中心都市への通勤率が10％以上の市町村とし、3)同一都市圏内に複数の中心都市が存在することを許容する、都市圏設定のこと。都市雇用圏は、「日本の都市圏設定基準」（金本良嗣・徳岡一幸
（2002））によって提案された都市圏で、各都市圏の範囲が東京大学空間情報科学研究センターのウェブサイト（http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/UEA/uea_code.htm）に公表されている。


注8　河川の有機汚濁の代表的な水質指標であるBOD（生物化学的酸素要求量）の環境基準の達成している水域の割合。










第2節　社会インフラを取り巻く経済社会の状況



　前節で見たように、長い歴史のなかで整備されてきた社会インフラであるが、人口減少社会への移行や経済のグローバル化の進展、厳しい財政状況、気候変動に伴って新たに生じてきた災害リスク等、社会インフラを取り巻く経済社会情勢は大きく変化してきている。











◯1　本格的な人口減少社会への移行



　我が国の総人口は、明治期以降毎年平均1％で増加を続けてきたが、現在は増加から長期的な減少過程に入り、2010年から約40年かけて、2050年にはほぼ50年前（1965年）の人口規模に戻っていくことが予想されている（図表1-2-1）。



　
図表1-2-1　我が国人口の長期的な推移


[image: 図表1-2-1　我が国人口の長期的な推移]




　人口の推移を規模とは別に構造で見るため、従属人口指数（年少人口（14歳以下）と老年人口（65歳以上）の合計を、生産年齢人口（15歳以上64歳未満）で除して100を乗じたもの）を用いてその推移を見ると、高度成長期にあたり社会インフラが一斉に整備された1960〜70年代前半では低い水準であったが、1990年代後半から上昇をはじめ、2015年には64.0を超えるとされている。さらに、2060年には96.3にのぼり、働く人1人で子どもや高齢者1人を支える社会になると予想されている。


　つまり、これからの人口の減少では、規模こそ50年前と同様であっても、その年齢構成は全く異なったものとなる（図表1-2-2）。



　
図表1-2-2　人口における年齢構成の推移


[image: 図表1-2-2　人口における年齢構成の推移]




　この従属人口指数の推移を圏域別に見ると、1970年では指数の最も高い九州圏でもおよそ2人で1人を支える社会であったのに対し、2040年には指数の最も低い首都圏でもおよそ1.2人で1人を支える社会となる見込みとなっている（図表1-2-3）。



　
図表1-2-3　従属人口指数の推移（圏域別）


[image: 図表1-2-3　従属人口指数の推移（圏域別）]




　また、市町村別に2010年時点における人口と2010年から2040年までの予想人口増減率との関係を見ると、人口の少ない市町村ほど人口減少率は高い傾向にあることがわかる（図表1-2-4）。



　

図表1-2-4　市区町村別人口と人口変化率・従属人口指数（変化分）との関係（2010年・2040年）


[image: 図表1-2-4　市区町村別人口と人口変化率・従属人口指数（変化分）との関係（2010年・2040年）]




　さらに2050年の人口を推計すると、2010年を100として2050年において50％以上人口が減る地点（1km2毎の地点）は全国の63％にのぼるほか、約2割が無居住化すると予想される（図表1-2-5）。



　
図表1-2-5　人口増減割合別の地点数


[image: 図表1-2-5　人口増減割合別の地点数]




　以上のように、これからの人口減少局面においては、少ない現役世代で多くの高齢者世代を支えるという構造がより強まってくる。そして、その傾向は人口の少ない地方都市において強くなる。今後、こうした現実を念頭に経済社会のあり方を考えていくことが必要となる。











◯2　経済の低迷と国際競争の激化



　前述のとおり、我が国の人口は今後減少していくことが見込まれ、我が国の経済社会に様々な影響を与えることが懸念されている。こうした懸念の一つは、人口減少に伴い我が国の経済規模が縮小していくことである。


　我が国のGDPの推移を見ると、近年の成長率は1980年代と比べて低下している（図表1-2-6）。また、OECD各国の名目GDPの成長率とシェアを見ても、我が国の成長率、シェアともに下降傾向にあることがわかる（図表1-2-7）。



　
図表1-2-6　我が国のGDPの推移


[image: 図表1-2-6　我が国のGDPの推移]



　
図表1-2-7　OECD各国の名目GDPの成長率とシェア


[image: 図表1-2-7　OECD各国の名目GDPの成長率とシェア]




　このような経済の伸び悩みを受けて、国際競争力も低下傾向にある。IMD（International Institute for
Management
Development）は毎年、経済状況、政府の効率性等を表す指標から独自に競争力を定義し、国・地域の競争力ランキングを発表している。このランキングで見ると、我が国については、1990年代初頭は世界でも高位置にランキングしていたが、1990年代後半からランキングは低下しており、近年は20位台を推移している（図表1-2-8）。



　
図表1-2-8　国際競争力の推移


[image: 図表1-2-8　国際競争力の推移]




　経済成長の源泉の一つが人口増加（労働人口増加）であることは事実であるが、我が国の長期的な経済成長を見ると、実質GDPは人口増加を遥かに上回る水準で成長してきたことがわかる（図表1-2-9）。このことは、我が国の経済成長が人口増加以外の要因による影響を強く受けてきたことを示している注9。



　
図表1-2-9　我が国の人口と実質GDP（1875＝100）


[image: 図表1-2-9　我が国の人口と実質GDP（1875＝100）]




　実際、1970年代以降の我が国の経済成長を「成長会計注10」という手法でより詳細に見てみると、労働人口の増加による経済成長の寄与は相対的に大きくなく、むしろ、1990年までは、資本ストック増加やTFPの上昇が経済成長を牽引してきたことがわかる。一方で、バブル崩壊後の1990年代以降について見ると、資本ストックの寄与は小さくなっており、また、TFPの寄与も、1990-1995年はマイナス、2005-2010年はゼロになっている（図表1-2-10）。



　
図表1-2-10　成長会計の推移


[image: 図表1-2-10　成長会計の推移]




　以上を踏まえると、労働人口の減少は確かに経済成長に対してはマイナス要因であるが、その他の要因がどのように寄与するかも今後の経済成長を考えるうえで重要である。労働人口については引き続き女性や高齢者の就業を積極的に促進し個々の労働者の能力を高めていくことで、その影響はある程度緩和することが可能と考えられるが、経済成長を持続するためにはそれだけでは不十分であり、資本ストックを増加させ、TFPを向上させることで持続的な経済成長を実現させていかねばならない注11注12。


　つまり生産効率性の改善や技術革新等によって労働生産性を高めていくことが必要となる。社会インフラが適切に機能を発揮すれば、それは生産性の向上につながる。低迷する我が国の経済を活性化するために社会インフラを賢く使うことが求められる。







注9　吉川洋（2013）「デフレーション」参照。

注10　成長会計は経済成長の源泉を資本ストックの増加、労働人口の増加、TFPの向上に分け、どの要因の寄与が大きいかを量的に把握する手法である。Y：GDP、A：技術水準、K：資本ストック、L：労働量、α：資本分配率、1−α：労働分配率として、コブ＝ダグラス型の生産関数を仮定すると、GDPはY＝AKαL1−αと表すことができる。両辺の対数をとり、時間に関して微分すると[image: 微分の結果の式]（[image: Y、A、K、Lの上部に点を付した記号]はそれぞれY、A、K、Lを時間に関して微分したもの）となり、GDP成長率を技術進歩、資本ストックの増加、労働人口の増加に分けることができる。


注11　厚生労働省（雇用政策研究会）の推計によると、経済成長と労働参加が適切に進まない場合、2030年の就業者数は▲821万人（2012年比）となるが、経済成長と労働参加が進展する場合、▲167万人（2012年比）に留まる見込みである。


注12　ライフサイクル仮説に基づけば、高齢者は貯蓄を切り崩しながら生活することが多いので少子高齢化により人口に占める高齢者の割合が高まれば、貯蓄率が低下することになる。このため、海外からの資金流入を考慮しなければ、投資に回る資金が減少することになる。











◯3　強まる財政制約



　我が国の債務残高について見ると、経済の低迷による税収の落ち込みや進展する少子高齢化等による歳出の増加により、財政は急速に悪化しており、2013年末では、国の長期債務残高は812兆円に達している（図表1-2-11）。



　
図表1-2-11　国の歳出と長期債務残高の推移


[image: 図表1-2-11　国の歳出と長期債務残高の推移]




　債務残高の対GDP比は、経済規模に対する国の債務の大きさを計る指標であり、財政の健全性を図る上で重要な指標であるが、諸外国と比較すると、我が国は最悪の水準であり、財政危機問題が表面化したギリシャやポルトガル等の国よりも高い水準となっている（図表1-2-12）。



　
図表1-2-12　債務残高の国際比較（対GDP比）


[image: 図表1-2-12　債務残高の国際比較（対GDP比）]




　また、これまで我が国では公共投資のGDPに対する比率が他の先進国より高いことが指摘されていたが、他の先進国が公共投資を伸ばすなかで、我が国は継続して公共投資を減少させており、2000年代に入ってからの公共投資の削減により、我が国の数値は、OECD加盟国と同等の水準まで低下している（図表1-2-13、図表1-2-14）。今後は、真に必要な社会インフラの整備やこれまでに整備を進めてきた社会インフラの適切な維持管理・更新を進めるため、必要な公共事業関係費を適切に確保していくことが必要と考えられる。



　

図表1-2-13　一般政府公的固定資本形成の推移（1996年を100とした割合）


[image: 図表1-2-13　一般政府公的固定資本形成の推移（1996年を100とした割合）]



　
図表1-2-14　主要先進国の公共投資比率（Ig/GDP）の推移


[image: 図表1-2-14　主要先進国の公共投資比率（Ig/GDP）の推移]













◯4　脆弱な国土と高まる災害リスク



　以上のような人口動態や経済・財政の状況に加え、我が国における社会インフラのあり方を考えるうえでは、国土の特性にも留意する必要がある。




（1）国土条件と気候

　我が国の国土は南北2,000kmに細長い形状で、その中央部を急峻な山脈が縦断している。国土の大部分を山地が占め、居住可能な平野部は小さく分散しており、国土面積に占める可住地面積割合は27％とヨーロッパの60〜80％に比べるとはるかに少ない（図表1-2-15）。



　
図表1-2-15　日本とヨーロッパの可住地面積の比較


[image: 図表1-2-15　日本とヨーロッパの可住地面積の比較]




　気候面では、年間平均降水量が世界の約2倍となっており、特に梅雨や台風の時期に降雨が集中する（図表1-2-16）。河川は急勾配で距離が短く、大雨が降れば山から海へと一気に流下するため、洪水や土砂災害が起こりやすい（図表1-2-17）。これに加え、多くの都市が河川の水位より低い河口の平野部に位置しており、洪水が発生すれば大きな被害となる危険性が高い。



　
図表1-2-16　世界各国の年間平均降水量


[image: 図表1-2-16　世界各国の年間平均降水量]



　
図表1-2-17　我が国と諸外国の河川勾配の比較


[image: 図表1-2-17　我が国と諸外国の河川勾配の比較]




　また、国土面積の約51％が豪雪地帯となっており、総人口の約15％が居住している（図表1-2-18）。そこに暮らす人々の生活と経済活動を維持するためには、継続的に雪崩や吹雪対策、除雪や融雪対策等を行う必要がある。また、豪雪地帯のみならず、2014年2月には、関東甲信地方を中心に大雪に見舞われ、過去100年で最大の積雪深を記録した地点もあった。この影響で、死傷者が出たほか、交通機関が麻痺し甲府市等で孤立する集落が多数出るといった甚大な被害が発生したことは記憶に新しい。



　
図表1-2-18　豪雪地帯の地域指定図、人口と面積


[image: 図表1-2-18　豪雪地帯の地域指定図、人口と面積]




　我が国周辺は、地球の表面を覆うプレートが4つ重なり合う境界に位置しており、世界のマグニチュード6以上の地震の約2割が発生している地震多発地域であることに加え、四方を海に囲まれ、海岸線は長く複雑であるため、津波による大きな被害も発生しやすい。特に、過去幾多にわたり広範囲で甚大な被害をもたらしてきた南海トラフでは、100年から150年程度の周期でマグニチュード8クラスの海溝型地震が発生しており、過去の発生周期からみて、この地域での地震発生の切迫性が高まっていることが指摘されている（図表1-2-19）。また、首都圏においては、1923年（大正12年）に発生した関東大震災のようなマグニチュード8クラスの海溝型地震が200〜400年周期で発生するものと考えられており、次の海溝型巨大地震は今後100〜300年程度先と考えられているが、それに先立って、マグニチュード7クラスの「首都直下地震」が数回発生することが予想されている（図表1-2-20）。



　

図表1-2-19　南海トラフ巨大地震で想定される最大クラスの震度分布


[image: 図表1-2-19　南海トラフ巨大地震で想定される最大クラスの震度分布]



　

図表1-2-20　首都直下地震で想定される震度分布（都心南部直下地震）


[image: 図表1-2-20　首都直下地震で想定される震度分布（都心南部直下地震）]



（2）気候変動と都市の近代化がもたらした脆弱性

　2013年9月に公表されたIPCC（国連「気候変動に関する政府間パネル」）の第5次評価報告書第1作業部会報告書（自然科学根拠）によれば、前回報告と同様「気候システムの温暖化については疑う余地がない」とされ、さらに、「世界平均地上気温が上昇するにつれて、中緯度の陸域のほとんどと湿潤な熱帯域において、今世紀末までに極端な降水がより強く、より頻繁となる可能性が非常に高い」という見解が示されている。既に我が国でも、年平均気温は上昇を続けており、統計期間が短いことから地球温暖化との関連は明確ではないが、気象庁のアメダス観測による1時間降水量50mm以上の発生回数は増加傾向にある。この発生回数については地球温暖化の進行に伴い21世紀末には更に増加するとの予測があり（気象庁「地球温暖化予測情報第8巻」）、水害や土砂災害の発生の危険性が高まっている（図表1-2-21、図表1-2-22）。



　
図表1-2-21　日本の年平均気温偏差


[image: 図表1-2-21　日本の年平均気温偏差]



　

図表1-2-22　1時間降水量50mm以上の年間発生件数（1,000地点当たり）


[image: 図表1-2-22　1時間降水量50mm以上の年間発生件数（1,000地点当たり）]




　また、大規模地震発生の切迫性の高まりや集中豪雨発生件数の増加といった状況にあるなかで、都市部においては、人口、資産、交通等が集中した結果、自然災害が発生した場合に、都市特有の被害の様相を呈したり、被害規模が拡大するなど、自然災害に対する脆弱性が高まっている。電力や公共交通等に依存する大都市においては、地震等によりその機能が停止すると、大量の帰宅困難者が発生し、混雑による混乱が起きる可能性が指摘されている。また、都市部の高層マンションは増加を続けており、長周期地震動による大きな揺れや、高層階でエレベーターが停止し避難時や復旧までの生活において支障が出る危険性が高まっている。


　さらに、我が国の大都市では諸外国に比べて地下街や地下鉄等の地下空間の利用が発達しており、大雨による水害被害の危険性をはらんでいる。大規模水害が首都圏を襲った場合には、荒川の堤防決壊により、地下鉄で17路線、97駅、約147kmが浸水する可能性があるなど、地下空間での大きな被害の発生が予測されている（図表1-2-23）。



　
図表1-2-23　荒川が氾濫した際の浸水想定


[image: 図表1-2-23　荒川が氾濫した際の浸水想定]




　このような国土の特徴や厳しい自然条件を持つ我が国では、あらゆる社会インフラの整備において、高度な耐震性確保や軟弱地盤対策等の高い水準の防災機能が求められるほか、道路、鉄道等のネットワーク整備においても山地や河川が多く急峻な地形に対応するため、諸外国に比べて橋梁やトンネル等の構造物の比率が高くなっており、それに伴って社会インフラの維持管理・更新に要するコストは高くなると考えられる（図表1-2-24、1-2-25）。



　
図表1-2-24　日本とフランスの橋脚の比較


[image: 図表1-2-24　日本とフランスの橋脚の比較]



　
図表1-2-25　各国の構造物比率の比較


[image: 図表1-2-25　各国の構造物比率の比較]




　人口減少や厳しい財政制約等により、社会インフラを取り巻く状況はますます厳しいものとなってきているが、以上のような国土の脆弱性にどのように対応していくかも、今後の社会インフラの維持管理・更新を考えるうえでは重要である。











コラム　ハリケーン・サンディと米国の防災対応



　2012年10月29日、ハリケーン・サンディが米国東海岸に上陸し、ニューヨークは1938年以来74年ぶりに大規模な高潮被害を受けました。この高潮災害は都市機能が高度に集積した先進国の大都市に壊滅的な被害をもたらした初めての大規模な災害であり、ニューヨーク州及びニュージャージー州の被害額は合わせて8兆円規模にのぼり、米国災害史上2番目に大きな経済損失となりました。


　上陸時はカテゴリ1のハリケーンに相当する1分間平均風速約36m/s、勢力範囲が約1400kmという巨大なストームであったことに加え、大潮の時期と重なったため、マンハッタンをはじめとしたニューヨーク市、ニュージャージーの都市部で深刻な高潮による浸水被害が発生しました。高潮による浸水は地下鉄、道路、鉄道のトンネルや地下鉄駅にまで及び、公共交通機関は運行を停止しました。また、マンハッタン南東部の東十三番街に位置する変電所が高潮に襲われ、浸水さらに爆発に至り、マンハッタン南部一帯の停電が続きました。これに加え、ニューヨーク証券取引所は2日間にわたり閉鎖して取引を停止し、金融活動を含む社会経済活動の中枢に大きな影響を及ぼしました。



　
図表1-2-26　浸水した86ストリート駅


[image: 図表1-2-26　浸水した86ストリート駅]




　ハリケーン・サンディによるニューヨーク州の被害と2005年のハリケーン・カトリーナによるルイジアナ州の被害を比べると、中枢都市であるニューヨーク市が被害を受けたサンディは、地方都市であるニューオーリンズ市の被害が大きかったカトリーナよりも停電被害は2.7倍、ビジネスへのインパクトは14倍以上と言われており、各種の社会インフラが集積する大都市は自然災害を被った際の影響が大きく、大都市を直撃する自然災害の被害が大規模であることがわかります。


　ハリケーン・サンディは甚大な被害をもたらした一方で、米国のハリケーン対策プログラムに基づく対応が大きな減災効果を上げたと言われています。米国の災害対策は、防災に関わる組織が事前調整を図って役割分担し、発災前から実施すべき対策を予め時系列でプログラム化した「タイムライン」と呼ばれる計画に基づき行動することが決められています。また、タイムラインにおける発災時（ゼロアワー）までには防災担当者や消防団自らも安全に避難が完了していることとされています。


　このタイムラインに従い、ニューヨーク地下鉄はハリケーン・サンディ上陸1日前に、乗客に事前通知予告したうえで地下鉄の運行を停止し、浸水による被害は生じたものの、最短2日で一部区間の運行を再開させました。また、ニュージャージー州では上陸の36時間前に州知事から住民に対し避難を呼びかけました。



　
図表1-2-27　タイムライン（ニュージャージー州）


[image: 図表1-2-27　タイムライン（ニュージャージー州）]



　

図表1-2-28　ハリケーン・サンディでの地下鉄会社の浸水防止の取組み


[image: 図表1-2-28　ハリケーン・サンディでの地下鉄会社の浸水防止の取組み]




　ハリケーンは、発生してから被害が生じるまでの猶予時間があり、このような「先を見越した対応」が減災に有効であったといえます。


　我が国の大都市圏は、1959年の伊勢湾台風以降60年近く高潮災害を受けていません。しかし、3大都市圏には多くの住民が居住し、海面以下にある「ゼロメートル地帯」と大規模な地下空間が存在しており、同様の大規模な災害が起きれば多くの命が危険にさらされ、国全体の経済活動に多大な影響が生じる危険性は共通しています。この災害により得られた教訓を今後の我が国の取組みや対策に活かしていかなければなりません。




（参考文献）

　国土交通省・防災関連学会合同調査団（2013）「米国ハリケーン・サンディに関する現地調査報告書」










第3節　社会インフラの維持管理をめぐる状況



　社会インフラを取り巻く経済社会の状況が変化するなかで、これまでに整備されてきた社会インフラをどのように維持管理していくかは、これからの我が国の将来を考える上でも重要な課題の一つである。本節では、社会インフラの老朽化の状況やインフラの維持管理の実態等を明らかにすることで維持管理をめぐる状況を概観し、今後の課題を考察する。











◯1　社会インフラの老朽化



　我が国では、1964年の東京オリンピックの頃に整備された首都高速1号線をはじめ、高度成長期以降に整備したインフラが急速に老朽化し、今後20年間で、建設後50年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる見込みである（図表1-3-1）。



　
図表1-3-1　建設後50年を経過する社会資本の割合


[image: 図表1-3-1　建設後50年を経過する社会資本の割合]



　
図表1-3-2　さまざまなインフラの老朽化


[image: 図表1-3-2　さまざまなインフラの老朽化]




　我が国のインフラが、全体としてどの程度老朽化が進んでいるかについて、インフラのヴィンテージ注13という概念で見ていく。図表1-3-3は、内閣府「日本の社会資本2012」等のデータを用いて、国土交通関係8分野のインフラのヴィンテージの推移を試算したものである。戦後間もない時期には、日本にインフラの蓄積が少なかったため、新規投資が進むにつれてヴィンテージは低下（インフラの平均経過年数が低下）していったが、高度成長期を経てインフラが一定程度蓄積されてくると、ヴィンテージは上昇に転じた。そして、2000年代以降は、公共投資の削減が進むなかで、整備されて間もない社会資本ストックの割合が低下したことから、ヴィンテージは高まってきている。



　
図表1-3-3　国土交通関係8分野のインフラのヴィンテージ


[image: 図表1-3-3　国土交通関係8分野のインフラのヴィンテージ]




　このようななかで、社会インフラの老朽化に対する国民の不安は高まっている。2012年12月2日には、中央自動車道笹子トンネルにおいて天井板の落下事故が発生し、道路構造物が通常の供用状態下で落下し死亡者・負傷者が生じるという、我が国において例を見ない重大な事故となった。国土交通省において実施したアンケート調査（以下「国民意識調査」という。）注14で見ると、この事故の後、社会インフラの老朽化問題を認知している人の割合と、社会インフラの今後について不安に思う人の割合は高まっており、人々の社会インフラの老朽化に対する関心は高まっていることがうかがえる（図表1-3-4）。



　
図表1-3-4　社会インフラの老朽化をめぐる意識


[image: 図表1-3-4　社会インフラの老朽化をめぐる意識]




　個別の社会インフラの老朽化程度には、立地条件や利用条件等によりばらつきはあるが、供用後に特に大規模な補修・修繕や更新を行わなければ、おおむね経過年数や過酷な使用状況の蓄積に伴い、インフラの損傷は進んでいく。例えば、首都高速道路株式会社の調査では、供用経過年数や累積交通量に応じて、kmあたりの損傷数が増加することが確認されている（図表1-3-5）。



　
図表1-3-5　首都高速道路の老朽化の状況


[image: 図表1-3-5　首都高速道路の老朽化の状況]




　老朽化したインフラは、本来は適切に補修・修繕を行い、機能維持を図ることが望ましいが、なかには、適切な補修・修繕が実施されないこと等により損傷程度が悪化し危険性が増し、供用することができなくなったインフラも出てきている。こうした状況は市区町村においてより深刻であると考えられ、通行止め・通行規制が行われている橋梁について見ると、その数は、管理する橋梁数が国等に比べて多い市区町村において大きく増加している（図表1-3-6）。



　
図表1-3-6　全国の通行止め橋梁数・通行規制橋梁数
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注13　ヴィンテージとは設備の古さのことであり、ここではある時点における社会インフラの平均経過年齢を示している。

注14　2014年2月に、全国の個人を対象としてインターネットを通じて実施（回答数3002）。なお、比較に用いている過去の調査結果は、それぞれの時点において全国の個人を対象として、インターネットを通じて実施したものである。











◯2　「荒廃するアメリカ」とその後の取組み



　図表1-3-7は我が国と米国の橋梁数を建設年別に見たものである。これを見ると、我が国では高度成長期以降、橋梁数が大きく増加している一方、米国では、1920年代のニューディール政策以降、大規模にインフラの整備が進められてきたことがわかる。このように、日本に先んじてインフラ整備が行われた米国では、インフラの老朽化問題も早くに顕在化した。



　
図表1-3-7　日米の橋梁数（建設年別）


[image: 図表1-3-7　日米の橋梁数（建設年別）]




　1980年代の米国では、インフラの老朽化問題が深刻化し、それが経済や生活の様々な面に影響を及ぼした。例えば、当時の記録として、スクールバスで通学する学童が、橋梁の重量制限のため迂回路を通らねばならなかったり、また、橋の手前でスクールバスを降りて橋を歩いて渡ることを余儀なくされたりといった様子が記録されている注15。また、図表1-3-9に見るように、多数の橋梁により周辺地域とつながるマンハッタン島では、1980年代に複数の橋梁で損傷事故が起こり、いたるところで大規模補修が行われた。このような状況のなか、1981年にはパット・チョートとスーザン・ウォルターにより「荒廃するアメリカ」が出版され、劣化するインフラの状況について警鐘が鳴らされた。この本は日本語にも翻訳され、「荒廃するアメリカ」はインフラ老朽化に直面する1980年代の米国を象徴する言葉となった。



　

図表1-3-8　スクールバスを降りて橋を渡る生徒達（ペンシルバニア州）


[image: 図表1-3-8　スクールバスを降りて橋を渡る生徒達（ペンシルバニア州）]



　

図表1-3-9　1980年代マンハッタン島における橋梁損傷事故・大規模補修


[image: 図表1-3-9　1980年代マンハッタン島における橋梁損傷事故・大規模補修]




　米国においてこのような事態が生じた一因としては、1960年代後半から1970年代にかけてハイウェイ関係予算が削減されるなかで、十分な維持管理・更新がなされなかったことが挙げられる（図表1-3-10）。



　

図表1-3-10　連邦政府・州政府・地方政府によるインフラ投資額（百万ドル・実質（2009年基準））
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　インフラの劣化が広く社会問題化したことを背景として、1983年には、持続的なインフレーションにもかかわらず1959年の水準に据え置かれてきたガソリン税が5セント増税されほぼ倍増となり、財源の拡充が図られた注16。図表1-3-11は、米国連邦政府のハイウェイ関係支出の推移を、資本的支出と運営・維持管理に分けて示したものであるが、維持管理費の確保は、単純に新規投資を削減することによってなされたのではなく、インフラ全体に対する投資を確保し、既存インフラの適切なメンテナンスと戦略的なインフラ整備を両立させていたことがわかる。その後は、継続的な維持管理・更新の取組みを通じ、米国における欠陥のある橋梁数は着実に減少を続けている（図表1-3-12）。



　

図表1-3-11　連邦・州・地方政府によるハイウェイ関係支出（百万ドル・実質（2009年基準））


[image: 図表1-3-11　連邦・州・地方政府によるハイウェイ関係支出（百万ドル・実質（2009年基準））]



　
図表1-3-12　米国における欠陥のある橋梁数


[image: 図表1-3-12　米国における欠陥のある橋梁数]




　こうしたインフラの劣化に対する一連の政策的対応は、国としての交通政策を規定する長期的・戦略的な計画策定を通じて行われたことにも注目する必要がある。レーガン大統領は、「新たな連邦主義」を掲げ、州政府への権限委譲と歳出削減による小さな政府の実現を目指していたが、「荒廃するアメリカ」の現実を前に、1983年に陸上交通支援法（Surface
Transportation Assistance
Act（STAA））が制定され、交通政策において連邦政府の強い関与が残されるとともに、増税による財源確保が行われた注17。


　現行のオバマ政権においても、グローバル経済において企業集積と雇用創出を促進するために、質の高いインフラが必要であるとの問題意識が強く表明されている。2013年の一般教書演説等のなかでは、1)「Fix-it-first」プログラムにより、補修・修繕の遅れたインフラのメンテナンスに対する400億ドルの支出を含む、500億ドルをインフラへの投資に充てること、2)「インフラバンク」の設立等により、官民が連携したインフラ事業に対する貸付や債務保証を行うこと、3)インフラ事業の許可にかかる事務手続きを効率化すること等が提案された。上下両院のねじれと、財政政策をめぐる共和党・民主党の対立により、政府閉鎖等の混乱が生じたため、「Fix-it-first」プログラムを含む多くの政策は実施されるには至らなかったが、2014年の一般教書演説においても、インフラの機能強化のために交通関係の法案を成立させるよう議会に対する呼びかけが行われるなど、インフラの質の向上は引き続きオバマ政権の重要な政策課題の一つとなっている注18。


　今後、我が国においてもインフラの老朽化が本格化するが、その対応を進めるに当たっては、1980年代に「荒廃するアメリカ」と呼ばれる深刻なインフラ老朽化への対応に取り組んだ米国の経験を参考に、「荒廃する日本」となることを避けるべく、インフラの機能の維持について長期的かつ戦略的な取組みを行っていくことが重要である。








注15　国土交通省道路局「「荒廃する日本としないための道路管理」〜荒廃するアメリカの教訓〜Vol.3」

注16　ガソリン税は、1960年代以降、ガロンあたり4セントに据え置かれてきたが、1983年に9セントまで増税された。その後は、新たな計画が策定されるごとに引き上げられ、1990年に14.1セント、1994年に18.4セントとなっている。


注17　Richard Weingroff「Highway History - In Memory of Ronald
Reagan」米国連邦高速道路庁ウェブサイト

http://www.fhwa.dot.gov/infrastructure/reagan.cfm


注18　The White House「Fact Sheet: The President's Plan to Make
America a Magnet for Jobs by Investing in
Manufacturing」2013.2.20

http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2013/02/13/fact-sheet-president-s-plan-make-america-magnet-jobs-investing-manufacture


The White House「President Barack Obama's State of the Union
Address」2014.1.28

http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2014/01/28/president-barack-obamas-state-union-address


Washington Postウェブサイト「Obama's 2013 State of the Union proposals:
What flopped and what succeeded」http://www.washingtonpost.com/blogs/fact-checker/wp/2014/01/28/obamas-2013-state-of-the-union-proposals-what-flopped-and-what-succeeded/











◯3　社会インフラの維持管理の動向



　以下では、社会インフラの維持管理の現状を概観するとともに、その特性や課題を、地方公共団体、建設業者それぞれの側から考察する。




（1）維持管理業務の多様性と特性

　一口に「維持管理」といっても、実際の作業は、インフラの種類や必要とされるノウハウ、どの程度の頻度でどの程度重点的に実施されるかといった、様々な点で大きく態様が異なる。


　図表1-3-13は、身近な社会インフラを維持管理するために必要となる業務の全体像がわかるよう、ある市において2013年度に発注された道路の維持管理に係る業務を整理したものである。これを見ると、道路の維持管理には、舗装の点検や補修・修繕だけでなく、街灯やカーブミラーといった道路施設の点検及び補修・修繕、街路樹や植え込みの除草・消毒・剪定、公衆トイレの清掃、歩道橋にエレベーターが設置されていればその管理等、多岐に及ぶ業務が含まれている。また、巡回や清掃といった日常的に行う維持管理のほか、構造強度や耐震性に関する重点的な点検・診断、耐震補強等の大規模な改修等、頻度は高くないが周期的に発生する業務もあり、その範囲はきわめて広いことがわかる。



　
図表1-3-13　多岐にわたる維持管理業務


[image: 図表1-3-13　多岐にわたる維持管理業務]




　さらに、これらの維持管理に係る業務は、供用中のインフラについて実施されることが多いため、例えば、交通量の多い道路の維持管理であれば、利用者への影響を最小限とするため夜間等の交通量の少ない時間帯に行う必要があるほか、その周囲には、鉄道や高架橋等、他の建造物が複雑に立地している場合があるなど、作業時間や作業環境に制約がある場合も多い。また、ダムや港湾施設のように、補修・修繕が必要となるインフラの大部分が水中に存在しているものや、大きな橋梁等の維持管理が必要な箇所が高所に存在するインフラもあり、そのようなインフラの維持管理は厳しい作業環境で行うことを余儀なくされる。



　
図表1-3-14　維持管理の実施態様


[image: 図表1-3-14　維持管理の実施態様]



（2）維持管理に係る費用の動向

　維持管理に係る費用は社会インフラの蓄積の度合いに影響を受けると考えられる（図表1-3-15）。


　
図表1-3-15　8部門社会資本ストック額の推移


[image: 図表1-3-15　8部門社会資本ストック額の推移]




　現状の社会インフラを今後、維持管理・更新していくのに必要となる費用の合計については、2013年12月に国土交通省社会資本整備審議会・交通政策審議会において、国土交通省所管の社会資本10分野（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設）の国、地方公共団体、地方道路公社、（独）水資源機構が管理者のものを対象に、建設年度ごとの施設数を調査し、過去の維持管理・更新実績等を踏まえた推計が示されており、現在の技術や仕組みを前提とすれば、2013年度に3.6兆円あった維持管理・更新費が、10年後は約4.3〜5.1兆円、20年後は約4.6〜5.5兆円程度になるものと推定されている注19。今後の国土の利用や都市、地域の構造変化の見通し、技術開発による維持管理・更新費の低減の可能性、効果等については、不確定な要素が多いが、決して小さくはない維持管理・更新費の負担に十全に対処し、将来にわたってインフラの機能劣化により経済競争力の低下や安全・安心が脅かされる事態が生じないよう、適切に対策を実施していくことが重要である。




（3）地方公共団体から見た維持管理

　社会インフラの維持管理という課題に適切に対処していくためには、地方公共団体の果たす役割は大きい。

　国・地方が管理するインフラを施設別に見ると、橋長2m以上の橋梁では9割以上が、河川管理施設は65％が、都道府県・政令市・市区町村が管理者となっている。インフラの種類により状況は異なるものの、総じて、地方公共団体が維持管理・更新の役割を担っており、地方公共団体における体制強化や技術者の確保・育成が重要である（図表1-3-16）。



　
図表1-3-16　管理者別施設割合


[image: 図表1-3-16　管理者別施設割合]




　しかしながら、地方公共団体におけるインフラの維持管理・更新に係る体制や技術者等は必ずしも十分ではない。国土交通省が地方公共団体を対象に行った調査では、維持管理を取りまとめる部署・組織がある地方公共団体は1割強に過ぎない。また、地方公共団体が管理するインフラの状況を取りまとめた台帳について、更新できているとする地方公共団体は、都道府県、市町村どちらも半数程度であり、整理・更新が追いついていない状況である（図表1-3-17、図表1-3-18）。



　
図表1-3-17　維持管理全体を取りまとめる部署等の存在


[image: 図表1-3-17　維持管理全体を取りまとめる部署等の存在]



　
図表1-3-18　台帳の整理状況


[image: 図表1-3-18　台帳の整理状況]




　こうした状況は小規模な地方公共団体において特に深刻である。人口規模別に老朽化の把握状況を見ると、小規模な地方公共団体ほど、状況を把握していない、または、簡易な把握方法に拠っているという傾向が見られる（図表1-3-19）。



　

図表1-3-19　地方公共団体における老朽化の把握状況（人口規模別）


[image: 図表1-3-19　地方公共団体における老朽化の把握状況（人口規模別）]




　地方公共団体における維持管理にかかる取組みが必ずしも十全には行われていない背景として、技術的ノウハウを持った職員が限られていることがある。図表1-3-20を見ると、老朽化が進む中での懸念点として、ほとんどの地方公共団体が予算不足や人手不足を挙げるが、加えて、約4割にのぼる地方公共団体が、技術力の不足を懸念点として挙げている。事実、こうした制約は、地方公共団体において社会インフラの老朽化への対応がスムーズになされない原因の一つとなっている。技術職員がいる地方公共団体とそうでない団体を比べると、後者では、より簡易な方法で老朽化状況の把握を行ったり、老朽化状況を把握していないという傾向があり、また、中長期的なインフラの維持管理・更新費を把握していない地方公共団体の約4割は、技術的知見の不足をその理由の一つとして挙げている（図表1-3-20〜図表1-3-22）。



　
図表1-3-20　老朽化が進行するなかで懸念されること


[image: 図表1-3-20　老朽化が進行するなかで懸念されること]



　

図表1-3-21　地方公共団体における老朽化の把握状況（技術職員の有無別）


[image: 図表1-3-21　地方公共団体における老朽化の把握状況（技術職員の有無別）]



　

図表1-3-22　維持管理・更新に必要となる費用を把握していない理由


[image: 図表1-3-22　維持管理・更新に必要となる費用を把握していない理由]




　土木は経験工学といわれることがあり、技術者が現場で実務経験を積み、それが世代間で継承されていくことにより、技術的ノウハウの確保・蓄積が可能となる。しかしながら、近年の緊縮財政や行政改革のなかで、地方公共団体の土木関係職員数は継続的に減少している（図表1-3-23）。このようななかで、地方公共団体において、インフラの維持管理に関する技術的ノウハウの蓄積・継承が困難な環境が形成されつつあることが懸念される。



　
図表1-3-23　地方公共団体職員数の推移


[image: 図表1-3-23　地方公共団体職員数の推移]



（4）維持管理に係る工事の動向

　公共発注工事における維持管理に係る工事の割合を見ると、1990年代にはおおむね15％程度で推移していたが、その後は傾向的に上昇し、近年では3割近くを占めるようになってきている（図表1-3-24）。



　

図表1-3-24　公共発注工事における元請完成工事高（新設工事、維持・修繕工事）と維持・修繕工事の割合の推移


[image: 図表1-3-24　公共発注工事における元請完成工事高（新設工事、維持・修繕工事）と維持・修繕工事の割合の推移]




　その一方で、公共機関からの受注工事について1件当たりの請負契約額を見ると、維持管理に係る工事は、新設等工事に比べ小規模な工事が多い。国土交通省において公表している「建設工事受注動態統計調査」から、発注機関別・工事区分別に工事規模を比べると、国、地方いずれの場合も、維持管理に係る工事の規模は新設等工事のおおむね4割程度であることがわかる（図表1-3-25）。



　

図表1-3-25　工事1件当たりの請負契約額（新設等工事、維持・補修工事）


[image: 図表1-3-25　工事1件当たりの請負契約額（新設等工事、維持・補修工事）]




　また、建設業者の資本金規模別に、新設工事と維持管理に係る工事の元請完成工事高を見ると、小規模な建設業者ほど、元請完成工事高に占める維持管理に関する工事の割合が高くなっている（図表1-3-26）。



　

図表1-3-26　資本金階層別の元請完成工事高（新設工事、維持・修繕工事）と維持・修繕工事の割合


[image: 図表1-3-26　資本金階層別の元請完成工事高（新設工事、維持・修繕工事）と維持・修繕工事の割合]




　現場で維持管理に携わる事業者側から見たときに、この業務にはどのような特性があるのかを、国土交通省が業界団体を通じて建設業者及び建設コンサルタントを対象に実施したアンケート（以下「維持管理・修繕業務に関する事業者アンケート」という。）注20の結果から見てみる。図表1-3-27は、維持管理を実施するにあたり経験したことがある困難について聞いた結果である。それによれば、日常的に行う巡回や軽微な補修等の業務を中心として、総じて作業にあたる人員の確保が困難だった経験があるという回答が多い。



　

図表1-3-27　建設業者等が経験したことがある維持管理業務の実施上の困難


[image: 図表1-3-27　建設業者等が経験したことがある維持管理業務の実施上の困難]




　また、重点的な点検やそれに基づく設計、それに続く大規模改修等の、構造物の状態を詳細に知る必要のある業務においては、図面や管理履歴等の基礎的情報が不足しているという回答が多くなっており、インフラに関する情報基盤を整備していくことが望まれていることがわかる。そのほか、作業環境に関する制約については、主に現場での作業を伴うすべての業務種別において、高い割合の回答者が問題を指摘しており、供用中のインフラに対して作業を行うことの難しさを物語っている。




（5）建設業における労働力の状況

　多くの事業者が人材確保の困難を挙げていることからわかるように、今後本格化するインフラの維持管理に確実に対応していくためには、建設業において適切な労働力が確保されることが重要である。図表1-3-28を見ると、1997年から、建設投資の減少とともに、建設業許可業者数、就業者数が急速に減少しており、就業者数については、全産業と比較しても減少幅が大きいことがわかる（図表1-3-29）。



　
図表1-3-28　建設投資、許可業者数及び就業者数の推移


[image: 図表1-3-28　建設投資、許可業者数及び就業者数の推移]



　
図表1-3-29　就業者数の推移（全産業及び建設業）


[image: 図表1-3-29　就業者数の推移（全産業及び建設業）]




　また、図表1-3-30で年齢層別の建設業就業者数の推移を見ると、2000年時点においては、20代後半と50代前半の年齢層に建設業就業者の山ができており、その後この山が小さくなりながら右にシフトしてきたことがわかる。本図からは、高齢化の進展とともに、引退による建設業就業者の減少が続いていることが読み取れ、建設業においては、離職者の復帰の促進や若年入職者の確保が課題であることがわかる。



　
図表1-3-30　建設業就業者の年齢構成の変化


[image: 図表1-3-30　建設業就業者の年齢構成の変化]




　今後、建設業就業者の減少が続き、建設産業が生み出せる付加価値（生産額）が低下すれば、適切な老朽化対策の実施にも影響を与えかねない。長期にわたって社会インフラの維持管理・更新を適切に行っていくためには、将来を見越して計画的に人材の育成・確保に努めていくとともに、引き続き建設業の労働生産性の向上にも努めていく必要がある。








注19　国土交通省　社会資本整備審議会・交通政策審議会「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について　答申」（2013.12月）第１章及び別紙「将来の維持管理・更新費の推計方法等について」を参照。


注20　2014年2月に国土交通省から全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設コンサルタンツ協会を通じて調査を実施。回答総数は、建設業者521社、建設コンサルタント150社。











コラム　コンクリートの寿命について



　「コンクリートの寿命」と聞いて、「コンクリートには寿命があるのか？」と疑問に思う方も多いかもしれません。図表1-3-4で見たように、笹子トンネル事故後、社会インフラの老朽化問題に対する認識度は高まっているものの、依然として半数以上の方が、社会インフラの老朽化問題を「知らなかった」または「聞いたことはあるがよく知らない」と回答している状況です。


　このコラムでは、頑健に見えるコンクリートにも、材料や施工方法、設置される場所の環境的条件等により変わってくる寿命があるということを、「コンクリート崩壊−危機にどう備えるか」＊の著者である法政大学デザイン工学部の溝渕利明教授へのインタビューを通じてご紹介します。


（＊溝渕利明（2013）「コンクリート崩壊—危機にどう備えるか」PHP研究所）



○先生は、ご著書のなかでコンクリートの歴史についても紹介されておられますね。

　−現在知られているもっとも古いセメント系材料としては、今日使用されている成分や製法とは同じではないものの、イスラエルのイフタフ遺跡から発見されたものがあります。大型居住跡の床から出土したコンクリートは、15〜60N（ニュートン）／mm2の圧縮強度があり、これは現在用いられているコンクリートと同等以上の強度です。イフタフ遺跡は紀元前7000年ごろの遺跡ですから、このコンクリートは9000年以上の寿命をもっているということができます。




○コンクリートには、そのような長い歴史があるんですね。でも、そのような昔の遺跡からコンクリートが出てくるということは、やはりコンクリートの寿命は相当長いということでしょうか。


−コンクリートは、押される力には強い一方、引っ張られる力には弱いという特性があります。この問題を解決するため、19世紀になると、コンクリートの内部に鉄筋を配置した鉄筋コンクリートが開発されました。1867年のパリ万博には、ジョゼフ・モニエという植木職人が鉄筋を配置した植木鉢を出品したことが記録されています。鉄筋を配置したコンクリートの登場により、それまでにない形状の建築物を建設することが可能になりましたが、その一方で、内部の鉄筋の劣化という問題を抱えることになりました。これによりコンクリートの寿命は数十年から数百年に短くなってしまいました。


　コンクリートの寿命は、工事現場で採用される工法とも関係しています。戦前の施工現場では、固いコンクリートを手動のカートで運ぶことが一般的でしたが、高度成長期以降の大量・急速施工の時代には、工場から運ばれたコンクリートを必要な位置までポンプで送るというやり方が一般化しました。ポンプで圧送できるためには、コンクリートに水を多く含ませ、軟らかくしなければなりません。こうした製法で作られたコンクリートの寿命は、比較的好条件のもとで100年程度、海岸部等の悪条件下では50年程度といわれています。




○なるほど。気象条件によっても寿命は変わってくるのですね。

−材料、温度・湿度、含まれる水分量、設置環境における塩化物や二酸化炭素の量といった要因も、コンクリート内部の化学反応を通じて、寿命に影響します。コンクリートの劣化には多様で複雑な過程がありますが、例えば、海岸近くのコンクリートや、冬季に融雪剤に触れるコンクリートでは、塩分がコンクリート内部に浸透し、それが鉄筋と反応することで鉄筋を腐食させます。また、別の例としては、安山岩等を材料に作られたコンクリートは、「アルカリシリカ反応」と呼ばれる亀甲状のひび割れを生じさせることが知られています。この現象は、1980年代に「コンクリート・クライシス」として話題となりました。


　このように、一見すると永久にもつかのように見えるコンクリートも、内部では長期間のうちに様々な要因によって劣化が進行しています。適切なメンテナンスを行うことにより、コンクリート構造物の機能を維持し、大切に使っていくことが重要です。




○現在、社会インフラの老朽化が大きな問題となってきていますが、今後の取組みとして特に先生が重要と感じておられることを教えてください。


−やはりそれは人材の育成です。戦後は、国土の復興や国づくりに携わりたいという志向が強く、土木は大変人気のある分野でした。でも、今は昔と違って学生の間で土木はあまり人気がありません。また、最近は土木系の学部に来る学生でも、計画策定、まちづくり、復興といったテーマに関心が高いように思います。学生の関心が計画やまちづくりというところにあるので、メンテナンスの講義をしてもあまり関心を持ってもらえていないように感じることがあります。


　学生にメンテナンスの知識・ノウハウを学ぼうと意欲を持ってもらうには、例えば資格制度を活用するのが有効ではないかと思います。今の学生は、キャリアメイクへの関心が強いので、社会的に評価・リスペクトされるメンテナンスに関する資格があって、それを取得することのメリットを訴えていけば、自然と若い技術者が育っていくのではないかと思います。



　
図表1-3-31　コンクリートの寿命の幅とその要因


[image: 図表1-3-31　コンクリートの寿命の幅とその要因]













コラム　マンションの老朽化



　今日、我が国において、老朽化が深刻化しているのは社会インフラだけではありません。

　我が国では、戦後一貫して都市化が進み、1970年代以降は、都市部へ流入した人口の居住場所となるマンションが、大量に供給されました。今後は、これらのマンションの多くにおいて、築後長い年月が経過したことに伴い、大がかりな修繕や改修が必要になります。



　
図表1-3-32　全国のマンションストック戸数


[image: 図表1-3-32　全国のマンションストック戸数]



　
図表1-3-33　築後30、40、50年超のマンション数


[image: 図表1-3-33　築後30、40、50年超のマンション数]




　経年後、適切な維持管理や修繕がなされていないマンションは、構造上の安全性の低下や居住環境の悪化だけでなく周辺の住環境や都市環境の悪化といった様々な問題を引き起こす可能性があります。


　しかし、所有者が単一の主体であることが多いオフィスビルや持ち家とは異なり、多くの所有者が一つの建物を区分所有するマンションについては、価値観や経済状態が異なる所有者が集まって暮らしており、大規模な修繕等の合意形成を図ることが難しい場合があるのです。


　加えて、ヒトとカネの不足といった問題もあります。築後長年を経過したマンションでは、居住者が高齢化し、そのために役員のなり手が不足しているという管理組合が増加しています。また、国土交通省の調査では、修繕積立金が不足することを不安に感じるマンション管理組合は約4分の1、管理費の滞納、組合の運営が難しいことを不安に感じるマンション管理組合は約15％に上っています。



　
図表1-3-34　マンション居住者の高齢化


[image: 図表1-3-34　マンション居住者の高齢化]



　

図表1-3-35　管理組合の役員就任を引き受けない理由（重複回答）


[image: 図表1-3-35　管理組合の役員就任を引き受けない理由（重複回答）]



　
図表1-3-36　マンション管理組合における懸念事項


[image: 図表1-3-36　マンション管理組合における懸念事項]




　国土交通省では、マンションストックの適切な維持管理や再生を推進するため、「マンション管理適正化・再生推進事業」を実施しています。また、老朽化マンションの再生が円滑に行われるよう、マンション敷地売却制度の創設等を内容とする「マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部を改正する法律」が2014年6月に成立したところです。（→国土交通省における取組みの詳細については、第II部第5章第1節を参照。）











まとめ



　以上のように、我が国においても社会インフラ整備の歴史は古く、先人たちの知恵と努力によって蓄積されてきた社会インフラが、今日の我が国の経済社会の諸活動や日々の生活の基盤にある。


　今日の我が国は、人口減少社会へと移行しつつあり、今後急激な人口減少が予想される中で、厳しい財政状況を克服しつつ、安定した経済活動の維持に努め一定の経済成長を実現していくことが必要となる。また、我が国特有の厳しい国土条件のなかで引き続き国民の安全・安心は確保していかねばならない。コンクリートにも寿命があるように、整備されたインフラには寿命があり、その効果が永続的に発揮されるわけではない。これまでに整備してきた社会インフラを適切に維持管理することでその機能を適切に発揮させるとともに、必要な社会インフラについてはその充実を図ることが重要となる。さらに、将来世代のためにも、こうした取組みが持続的に行われるよう戦略的に取り組んでいくことが必要である。


　そのためにはまず、厳しい財政状況のなかで、これまでに蓄積された社会インフラをより効率的かつ有効に活用していく「賢さ」が求められる。社会インフラには経済活動を支える機能があり、その機能が適切に発揮されることが経済成長を下支えする。すでにある社会インフラをより賢く使うことができれば、我が国の成長力を高めることにもつながっていくはずである。


　さらに、歴史をふり返ってわかるように、社会インフラの整備や維持管理は公的な主体が中心となって行われてきたものであることは事実であるが、必ずしもそのすべてを公的主体が担ってきた訳ではなく、時代時代の要請に応じて、様々な主体がその役割を担ってきている。江戸期において橋の管理が地域住民の手によって行われたように、これからの社会インフラの維持管理も、適切な役割分担のもと、多様な主体の様々な知恵を活用しつつ連携していくことによって、必要な社会インフラを「みんなで支える」ことが必要であろう。


　そして、我が国の経済社会が持続的に成長していくためには、歴史に学びつつ常に将来を意識した取組みを進めていくことが必要である。「荒廃するアメリカ」は、我が国の社会インフラの維持管理を考える際の重要な教訓である。目先の対応に囚われて長期的な視点を欠いてはそのツケが将来世代に及ぶ。将来世代は先人たちが下した決断を変えることはできない。こうした観点から、有効に活用できていない社会インフラについては思い切って廃止することも含めて、将来生じるリスクや負担等、「将来を見越した」取組みを進めていくことが必要である。


　以下、第2章では、1)賢く使う、2)みんなで支える、3)将来を見越す、という3つの視点から、現在進められている各種の取組みを紹介しつつ、その必要性について考察していく。











第2章　これからの社会インフラのあり方



第1節　賢く使う



　社会インフラは、我が国の経済社会や人々の暮らしを支える上で欠くことのできない重要な要素であるが、一般に、時間の経過とともにその機能は低下していく。このため、その機能がいたずらに低下していくことのないよう適切に維持管理することが求められる。


　社会インフラの機能が低下する大きな要因の一つは老朽化であり、老朽化対策は重要な課題の一つであるが、社会インフラを取り巻く経済社会環境の変化も機能低下に影響を与える要因となる。例えば、特定の社会インフラに対する需要が過度に大きくなってしまうと、混雑の発生等により本来の機能が発揮できなくなるケースもある。逆に人口減少により社会インフラの利用が低下すれば、整備当初想定されていた機能を発揮する機会がなくなる。


　このように、社会インフラが備えている機能と社会が求める機能との間にミスマッチが生じた場合、「賢く使う」ことによって解消することが必要である。また、厳しい財政制約等のもとでは工夫を凝らすことにより社会インフラの機能を従前よりも高めていくことが求められる。


　本節では、社会インフラを「賢く使う」ための取組みを、市場メカニズムの活用、使い方の工夫、集積による効率的な活用という3つの視点から考察する。











◯1　市場メカニズムの活用



　「賢く使う」ことの意味には、既存のインフラから生み出される便益を最大化したり、同じだけのサービス水準を生み出すのに必要となる費用を最小化したりすることが含まれると考えられる。市場メカニズムとは、一般に価格を通じて需要と供給を均衡させるメカニズムのことをいうが、供給が限られた社会インフラについても、価格をシグナルとして最も効率的に利用できる主体を特定する仕組みを構築することができる。




（1）需要の調整への活用

　現在、自動車利用者が車中で過ごす時間は年間約130億時間（1人あたり約100時間）であり、そのうち約4割に相当する約50億時間（1人あたり約40時間）が渋滞により余計にかかった時間であると推定されている注21。これは年間で約280万人分の労働力を失っていることになる注22。主要な渋滞箇所への対策等により渋滞が緩和されれば、利用者の利便性が高まるとともに騒音や排気ガス等の周辺環境への影響も緩和されるなど、道路の有効活用につながる。


　以下では、道路ネットワークの一層の効率的な活用に向けた取組事例を紹介する。



■料金割引による迂回交通への誘導

　特に大都市圏においては、郊外と都心部を往来する交通や通過交通が多く、渋滞が慢性化している。通常、ある地点からある地点までのルートが二つあり、課される料金が同一であれば、より最短の距離が選択されることになる。しかし、それが渋滞を引き起こす要因の一つともなりうる。このため、環状道路ルートと都心通過ルートの料金に差を設けることで、環状道路ルートを選択しやすくすることができれば、都心部の渋滞を緩和でき、両方のルートがより効率的に活用されるようにすることができる。


　そこで首都高速では、2012年1月、都心へ流入する交通を中央環状線に誘導し、都心環状線の渋滞緩和を図るため、中央環状線迂回利用割引を導入した（図表2-1-1）。同制度下では、都心を迂回して中央環状線を利用した場合、普通車は100円引き、大型車は200円引き（2014年4月より210円引き）となる。対象はETC車に限定し、中央環状線より外側の出入口を利用し、中央環状線を利用した方が都心環状線を利用した場合より遠回りとなる場合に割引が適用される。



　
図表2-1-1　中央環状線迂回利用割引


[image: 図表2-1-1　中央環状線迂回利用割引]




　この結果、都心環状線の交通量が減り、中央環状線の迂回交通が増加している（図表2-1-2）。


　
図表2-1-2　割引による交通量の変化


[image: 図表2-1-2　割引による交通量の変化]



■料金圏の撤廃

　首都高速、阪神高速においては、2012年より料金圏ごとの均一料金制から、走行距離に応じて課金する対距離制に移行した（図表2-1-3）。これまでの均一料金制では、料金圏をまたいで利用すると料金が割高になるため、料金圏付近で高速道路から降りてバイパスを利用する者も多く、それがバイパス道路の混雑の原因となっているケースもあった。



　
図表2-1-3　首都高速における対距離制への移行


[image: 図表2-1-3　首都高速における対距離制への移行]




　例えば、埼玉県にある与野出入口から東京都の富ヶ谷出入口まで行く場合、従来の均一料金制では埼玉料金圏と東京料金圏の二つの料金圏をまたぐため、1100円の料金を支払う必要があった。このため、料金圏をまたがないよう併走する新大宮バイパスを選択する利用者も多く新大宮バイパスの道路混雑につながっていた。しかし、対距離制にすることで料金は900円（2014年4月より930円）となったため、高速道路と新大宮バイパスの分担率は変化し、高速道路の有効活用と新大宮バイパスの渋滞の緩和につながった（図表2-1-4）。



　
図表2-1-4　料金圏撤廃による利用の変化（東京線−埼玉線の例）


[image: 図表2-1-4　料金圏撤廃による利用の変化（東京線−埼玉線の例）]




　このように、料金施策を柔軟に活用することで、インフラの稼働率を高めるとともに渋滞等による社会的な損失を減らすことができ、インフラをより賢く使うことが可能となる。




（2）社会インフラの最も効率的な供給主体や利用主体を選定する仕組みの工夫

　市場メカニズムを活用することにより、社会インフラとしての性格を持つサービスを最も効率的に供給し、また、社会インフラを最も有効に活用することができる主体やアイディアを選定することができる。本項では、海外及び我が国における関連の取組みを紹介する。




（海外における事例）

　海外では、インフラを利用して供給されるサービスに関して、最も効率的にインフラを活用できる事業者を選ぶためにオークションの性質を取り入れた仕組みを導入している事例がある。




■EUにおけるPSO

　EUでは、離島や遠隔地域を広域的な交通ネットワークと結ぶ航空路線は、ナショナル・ミニマムとして供給されるべきサービスと認識されているが、赤字となりがちなこうした路線への事業許可及び補助金の支給にあたっては、オークションの性質を導入した仕組みが採用されている。


　EU加盟国は、離島等の生活路線となっている航空路線が商業ベースでは供給されないとき、その路線に対して「公共サービス輸送義務（Public
Service Obligations:
PSO）」を指定することが認められている注23（図表2-1-10）。


　
図表2-1-10　フランスのPSO路線


[image: 図表2-1-10　フランスのPSO路線]




　ある路線がPSOの指定を受けると、EU域内で認可を受けたどのような航空会社でも、定められた運行条件でその路線を運航できるようになるが、それでもなお、独自に当該路線を運航しようとする航空会社が現れないとき、当該路線への参入に対する公開入札が行われる。すなわち、PSO路線を指定した政府が運行頻度や運航機材、タイムテーブル、運賃等に関する基準を示し、入札者はこれらの要素に関する自社の運行計画を、自社が必要とする補助金額と合わせて提示する注24（図表2-1-11）。運航者の決定についての詳細な制度設計は各国政府に委ねられているが、補助金額を提示することについてはEU域内で共通に定められている。そして、当該路線を運航することが決まった航空会社は、契約期間中、その路線で独占的に営業することが認められる。



　
図表2-1-11　PSO路線におけるサービス最低水準


[image: 図表2-1-11　PSO路線におけるサービス最低水準]



■英国における鉄道営業権

　公共交通事業者の決定において同種の競争的なシステムを導入する取組みは、英国における鉄道営業権の入札においても見られる。

　英国では、線路や鉄道施設等の鉄道インフラは、非営利企業として設立されたネットワークレール社が管理を行い、運行事業者が当該社から線路等を賃借して行う旅客運送事業に対して、入札を行うという上下分離方式がとられている注25。


　任意の路線における運行事業者の決定のプロセスとしては、まず現行の運行契約（フランチャイズ）の終期と新たなフランチャイズの決定スケジュールを示した事前情報通知が運輸省により公表される。その後、運輸省と市場関係者等とのコンサルテーションを通じ、運輸省内で詳細な仕様の検討が行われ、それを踏まえ、サービス要件やフランチャイズ契約案等が提示される。それを見た入札参加希望者は、自社の経営安定性や事業実績といった業務遂行能力を示す事前審査書類を提出し、運輸省はそれを基に一定の者に入札参加資格を与える。入札参加者は、運輸省の提示するサービス要件を満たす事業計画と、それを契約期間中実行することで運輸省に支払う対価（プレミアム）ないし必要となる補助金の額を入札する。最終的に、各提案は、予め公表された算式に従い、プレミアムまたは補助金の額とサービス水準が一定のウェイトで点数化され、契約者が決定する注26。



　
図表2-1-12　鉄道の産業組織


[image: 図表2-1-12　鉄道の産業組織]




　英国では、国鉄民営化とフランチャイズ制の導入は1994年に行われたが、その後の鉄道事業の動向を見ると、旅客キロは着実に増加している（図表2-1-13）。また、サービスの質については、定時性指標を見ると、2000年に発生したハットフィールド脱線事故の時点まで悪化しているが、それ以降では改善を続けている注27（図表2-1-14）。また、政府支出への影響を見ると、2003／04年以降は、鉄道事業者に対する補助金が減少傾向にある（図表2-1-15）。



　
図表2-1-13　英国における鉄道事業の旅客キロの推移


[image: 図表2-1-13　英国における鉄道事業の旅客キロの推移]



　
図表2-1-14　英国における鉄道事業の定時性指標の推移


[image: 図表2-1-14　英国における鉄道事業の定時性指標の推移]



　
図表2-1-15　ネットワーク会社及び運行事業者に対する政府支出


[image: 図表2-1-15　ネットワーク会社及び運行事業者に対する政府支出]



（我が国における取組み）

　国内においても、近年、既存の社会インフラの有効な活用を図るため、競争的プロセスを通じ優れた提案や能力ある実施主体を特定する取組みが行われるようになっている。




■道路占用における入札方式の導入

　道路分野において、オークションとしての性格を持つ仕組みにより高架下等の道路空間を利用できる者を決定する制度を導入することとしている。従来、道路は一般交通の用に供することが本来の目的であり、道路の特別使用たる占用は、道路の区域外に物件を設置する余地がない場合に限って許可してきたところである。事実、占用料収入に占める業種別割合を見ると、公益事業に必要な管路等を敷設するための占用が大宗を占めており、商業的な利用は少ない（図表2-1-16）。



　

図表2-1-16　2008年度占用料収入における業種別割合（直轄国道）


[image: 図表2-1-16　2008年度占用料収入における業種別割合（直轄国道）]




　一方で、人口減少や少子高齢化が進み、都市機能の集約が求められるなか、まちづくりや地域活性化の観点から、店舗等の占用希望者が増加することが想定され、このような場合には、従前の維持管理能力や営業時間等の外形的な事項に加え、どの占用主体が最も高い占用料額を提示するかという評価観点から、占用主体を選定しようとするものである。


　こうした考え方から、高架下の活用にあたっては占用基準を緩和し、占用主体の選定にあたっては、基準に該当する者のうち最も高い占用料の額を提示した入札参加者を落札者とすることができるよう措置するため、「道路法等の一部を改正する法律」が2014年5月に成立した。




■政策コンテストによる空港発着枠配分

　航空分野では、2013年9月より、航空会社の自助努力のみでは路線の維持・充実が困難な低需要路線注28について、地域と航空会社による路線充実に係る共同提案を募集し、有識者委員が評価を行った上で、優れた提案を行った路線に対して羽田空港国内線発着枠を配分（最大3便分）するという「羽田発着枠政策コンテスト」が行われた。提案の評価においては、需要見込みや運航コストの効率化といった路線自体の収益性に関する観点だけでなく、地方公共団体と広域的な関係者の連携体制や、地域における観光やビジネス需要の開拓方策に関する観点も含めた評価が行われた。


　このコンテストには、4地域から応募があり、上位の評価を得た羽田−石見路線、羽田−山形路線、羽田−鳥取路線にそれぞれ1便ずつ配分することが決定された。1位となった石見路線の提案には、増便後の利用者数が目標を下回った場合の地域と航空会社間のリスク分担の仕組みや、旅行商品の造成支援といった施策が含まれている。




　当然ながら社会インフラの利用や公共サービスの供給においては、経済合理性だけではなく、高い公共性の確保や地域間・個人間の平等への配慮といった様々な社会的要請を満たすことが重要であり、一様にどのような分野にも市場メカニズムを導入しようとすることは望ましくない。しかしながら、本節の取組みに見られるように、市場メカニズムの活用が適切と認められる状況においては、公正で透明性の高い方法により、公共的性格を持つサービスの供給を効率化したり、希少な社会インフラから生じる便益を最大化していくよう促すことが有益と考えられる。








注21　2012年度プローブデータ。プローブデータとは、個々の車両が走行した位置や速度、前後左右の加速度等の多種多様なデータ。p63参照。


注22　50億時間を一人あたり実労働時間（1,788時間／年（事業者規模30人以上の平均労働時間、厚生労働省「2011年毎月勤労統計調査」より））で除すことにより算出。


注23　REGULATION （EC） No 1008/2008 Article 16

注24　小熊仁（2012）「EUの航空分野における公共サービス輸送義務（Public Service
Obligation）と空港運営に対する効果」『運輸と経済』第72巻第4号 '12.4

注25　柳川隆、播磨谷浩三、吉野一郎（2007）「イギリス旅客鉄道における規制と効率性」『神戸大学経済学研究年報』第54巻

注26　入札のプロセスについては、Department for Transport「Rail Franchising
Competition Guide」（https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/208428/franchise-competition-guide.pdf）参照。


注27　ハットフィールド脱線事故とは、1994年の民営化後に鉄道インフラを管理・運営することになったハットフィールド社において、保守点検に対する投資不足や、外部委託の際の監督が不十分であったこと等により、2000年に起こった大規模な脱線事故。


注28　1便・3便ルール対象路線（庄内、佐賀、鳥取、三沢、八丈島、能登、石垣、稚内、南紀白浜、大館能代、中標津、奄美大島、宮古、石見、紋別、山形、大島、三宅島、中部、久米島）の増便又は新規路線の開設











コラム　海外における料金施策の活用



ロンドンの事例

　海外では、ロードプライシングによって交通量を制御しようという取組みも行われており、ロンドンはその一例です。ロンドンでは、都心部の混雑緩和のため、2003年2月に平日の7：00〜18：30の間に課金エリア内を通行する車両に対して一日5ポンドの通行料を課すというロードプライシングを導入しました注1（図表2-1-5）。支払いはインターネットや電話等を通じて行われ、各所に設置されているカメラが、課金エリア内を通行する車両のナンバープレートを自動で読み取ることで、通行する車両が支払いのあった車両かどうかを確認しています。



　
図表2-1-5　課金エリア


[image: 図表2-1-5　課金エリア]




　ロードプライシングを導入した結果、課金エリアに進入する車両は18％、課金エリア内を通行する車両は15％減少し、交通渋滞は30％緩和されました。また、公共交通利用者が増え、バスの運行本数は23％増加し、バスの運行時間の遅れは60％減少しました。さらに、課金エリア内において、CO2の排出量は19％、燃料消費量は20%減少しました。


　また、ロンドン交通局（Transport for
London）では、交通量だけでなく、ロードプライシング導入の便益や費用を市場価値に換算して測定しています。効果の測定にあたっては、各主体への影響（料金収入等）と社会的影響（交通事故の減少等）に分け、それぞれについて便益と費用を試算しています。その結果、社会全体の便益は費用を7100万ポンド上回ることが示されており、ロードプライシング導入が社会全体として望ましい結果をもたらしたことが示されています（図表2-1-6）。



　
図表2-1-6　ロードプライシングの効果


[image: 図表2-1-6　ロードプライシングの効果]




　なお、一日の通行料については、2005年に8ポンド、2011年には10ポンドに引き上げられ、課金エリアについては、2007年に一旦拡大されたものの2011年には当初のエリアに戻されるなど、様々な動向を踏まえての制度変更が行われています。


　このように、ロンドンではロードプライシングを活用することで、道路という社会インフラを賢く使い社会全体の効用を高めています。




ストックホルムの事例

　ロードプライシングは、スウェーデンのストックホルムにおいても行われています。ストックホルムでは、中心部の混雑緩和と生活環境改善（排出ガス削減、住環境改善）のため、2006年1月から7月にかけてロードプライシングが試行され、2007年8月からは恒久的措置として導入されています。


　同制度は平日の6：30から18：30までの間にストックホルム中心部に流出入する車両を対象に課金をするものです注2。課金ポイントは18箇所あり、課金ポイントを通過する際に、レーザーで車両を検知して前後のナンバープレートを撮影するという仕組みになっています（図表2-1-7、図表2-1-8）。課金額は時間帯により異なり、1回通過するごとに10、15、20クローナ（150、225、300円注3）必要になります注4。



　
図表2-1-7　課金ポイント


[image: 図表2-1-7　課金ポイント]



　
図表2-1-8　課金のイメージ


[image: 図表2-1-8　課金のイメージ]




　ロードプライシングの導入により、ストックホルムにおいても、公共交通機関の利用者が増加し、中心部の交通渋滞は緩和されました。平日の6：00から19：00の間に課金ポイントを通過する車両数は、同制度を適用した2006年の1月から7月と2007年の8月以降は、課金をしていない2005年と比べると約2割減少しています（図表2-1-9）。



　

図表2-1-9　平日の6：00-19：00に課金ポイントを通過する1週間あたり平均車両数


[image: 図表2-1-9　平日の6：00-19：00に課金ポイントを通過する1週間あたり平均車両数]




　なお、同制度は住民に好意的に受け入れられている点も特徴といえます。試行前の住民アンケートでは「賛成」、「おおむね賛成」と答えた者の割合は36％でしたが、試行後の投票では、53％の住民が同制度の継続を支持しました。2007年8月に恒久的措置として再実施されると、年々支持者は増え続け、2011年5月にストックホルムとその周辺地域で行われた投票では、7割を超える支持を得ています。




（参考文献）

	Transport for London「Impacts Monitoring Second Annual
Report」（2004）

	Transport for London「Central London Congestion Charging
Scheme」（2007）

	Road Traffic Technologyウェブサイト

http://www.roadtraffic-technology.com/projects/stockholm-congestion/stockholm-congestion3.html

	Swedish Transport Agencyウェブサイト

http://www.transportstyrelsen.se/en/road/Congestion-tax/Congestion-tax-in-stockholm/How-do-control-points-work1/

	Maria Börjesson, Jonas Eliasson, Muriel Hugosson, Karin
Brundell-Freij「The Stockholm congestion charges - five years on.
Effects, acceptability and lessons learnt」Royal Institute of
Technology









注1　居住地、車両や支払い方法等により料金は異なる。

注2　緊急車両、バス、外交官車両、自動二輪車等は免除。

注3　円換算は2014年2月時点の為替レート15円/クローナによる。

注4　一日の上限は60クローナ（900円）。










◯2　使い方の工夫による既存ストックの活用



　財政制約に直面している我が国では、社会インフラを新規整備する際にはこれまで以上に効率的・効果的に進めていくことが求められるが、既に整備された社会インフラのなかには、経済社会の変化に伴い、必ずしも効率的に利用されていないものもある。このため、既存の社会インフラの使い方を見直すことで、追加的なコストをかけずに従来以上に利用者の便益を増大させていくための工夫をこらすことが求められる。ここでは、使い方を工夫し既存の社会インフラを有効に活用している事例を見ていく。




（1）社会インフラの多面的活用

　一定程度の利用がある社会インフラでも、従来の用途だけでなく、他の用途としても用いれば、社会インフラの便益の及ぶ範囲が広まる。また、既存の社会インフラを使いつつ、その空間を有効活用すれば、社会インフラの価値は更に高まる。以下ではその具体的事例を見ていく。




■様々な可能性を持つ「道の駅」

　「道の駅」は、道路利用者の休憩、情報提供、地域連携の場として、1993年の制度発足から約20年、全国各地に広がり、2014年3月現在1014の施設が登録されている。全国年間売上額は約2100億円、全国年間購買客数は約2.2億人（ともに2011年時点）の規模となっている。



　
図表2-1-17　「道の駅」の機能


[image: 図表2-1-17　「道の駅」の機能]




　当初は、通過する道路利用者へのサービスが中心であったが、近年は、農業・観光・福祉・防災等、地域の個性、魅力を活かした様々な取組みがなされている。


　農林水産業については、地元農水産品の直売、さらに商品開発・加工・販売まで行う6次産業化の拠点となるなど、地域の農林水産業を支えている。例えば、福岡県宗像市の道の駅「むなかた」では、2012年の販売額の99.9％は地元産品が占めるなど地元でとれた新鮮な魚や野菜の直売に力を入れており、地元産業の活性化に貢献している。また、栃木県茂木町の道の駅「もてぎ」では、地元農産物を道の駅で加工し、18種類の新商品を開発、販売している。


　観光業については、宿泊農業体験や地域独自の旅行ツアーの実施、地元ならではの見どころ情報の提供等、観光振興に寄与している。北海道長沼町の道の駅「マオイの丘公園」では「道の駅」での対面販売をきっかけに、地元農家が宿泊農業体験を行っており、2012年の年間の体験者は約4000人にのぼる。また、島根県飯南町の道の駅「赤来高原（あかぎこうげん）」では「道の駅」が旅行業資格を取得し、森林セラピーを売りにしたツアー等を自ら企画・販売している。このように「道の駅」は農林水産業、観光業を通じた地域活性化に一役買っている。


　また、道の駅は、地域活性化だけでなく地域住民の安心な暮らしも支えている。和歌山県古座川（こざがわ）町の道の駅「瀧之拝太郎（たきのはいたろう）」では、診療所や町役場出張所が設けられており、地域住民に医療や行政サービスを提供する場となっている（図表2-1-18）ほか、島根県川本町の道の駅「インフォメーションセンターかわもと」では宅配サービスを提供しており、町内の高齢者世帯の約1割が同サービスを利用するなど、道の駅は地域の住民には欠かすことのできない存在になりつつある。



　
図表2-1-18　瀧之拝太郎（和歌山県古座川町）


[image: 図表2-1-18　瀧之拝太郎（和歌山県古座川町）]




　また、災害時の対応拠点としても道の駅は大きな役割を担っており、東日本大震災の際には自衛隊の活動の拠点になるなど、復旧支援活動の拠点となった。また、岩手県下閉伊（しもへい）郡山田町の道の駅「やまだ」では、流通経路が寸断されるなか、地元農家の出荷等により、速やかに販売を再開し、被災者を支援した。


　このように「道の駅」は、当初の主目的であった「通過する道路利用者へのサービス提供の場」から、地域の暮らしを支え、「地域の課題を解決する場」に成長している。


　今後は「地域の拠点機能の強化」と「ネットワーク化」を重視し、移動中で立ち寄る場所としてではなく、「道の駅」に行くこと自体が目的となるよう更なる取組みを進めることとしている。具体的には、「道の駅」相互、設置自治体、駅長等の関係者間の連携強化、「道の駅」の質を高める取組み、各省庁と連携した、既存の「道の駅」への再投資、個性ある取組みへの重点的な支援等を進めていく予定である（図表2-1-19）。



　
図表2-1-19　「道の駅」の多様な機能の強化


[image: 図表2-1-19　「道の駅」の多様な機能の強化]



■社会インフラにおける防災・減災機能の付加

　前述の道の駅の事例で見たように、社会インフラは災害時の拠点として機能を発揮することが期待されているが、社会インフラにわずかな改良や運用の改善を図ることで、防災・減災の機能を付加することも可能である。


　宮城県は国土交通省と共同して、国道346号のバイパスと二線堤（万一洪水で河川が氾濫した場合、氾濫水による被害を最小限にとどめるために、従来の河川堤防と並んでつくられる第二の堤防）の両方の機能を有する道路を、高さ5mの盛土構造で合併施工し、2013年5月に供用を開始した（図表2-1-20）。これにより、国道346号における交通安全確保や渋滞緩和が図られるだけでなく、周辺を流れる鳴瀬川、吉田川が氾濫したとしても鹿島台総合支所や総合病院等を含む二線堤内の家屋約860戸と浸水面積約230haの浸水が緩和されることが期待できる。



　

図表2-1-20　二線堤及び国道346号鹿島台バイパス（宮城県大崎市）


[image: 図表2-1-20　二線堤及び国道346号鹿島台バイパス（宮城県大崎市）]




　また、兵庫県は、姫路市にある高架道路、高架橋梁を津波避難地として指定し、その情報をホームページに掲載したり、自主防災会が作成する地域防災マップに掲載したりして周辺住民に周知することで、災害時において、道路や橋梁の防災・減災機能が発揮できるようにしている。


　このように、整備の際の工夫や運用の工夫により、社会インフラに本来の用途に加えて防災・減災の面からの機能を付加することも可能である。今後は社会インフラの本来の用途に加えて、防災・減災といった観点からも社会インフラの活用を考えていくことが求められる。




■貨物専用線の旅客線化

　かつて我が国の陸上貨物輸送の大半は鉄道が担っており、臨海工業地帯等では貨物列車のみが運行する貨物専用線が敷設された。その後、大都市圏では人口の増加に伴って、こうした貨物専用線の沿線にも人々の居住地域は拡大してきた。このような背景から、既存ストックを有効活用して効率的に沿線地域の通勤・通学輸送の確保や都市機能の向上・活性化を図るため、貨物専用線を複線化、複々線化して、貨物線と旅客線の両方で利用する「貨物専用線の旅客線化」が行われている。


　大阪外環状鉄道（おおさか東線）は、大阪都心外延部の城東貨物線を複線・電化し旅客線化を進めている。この路線の整備により、大阪東部地域において、都心から放射状に広がるJR、私鉄、地下鉄の各路線とのネットワークが形成され、大阪市中心部までのアクセス時間が大幅に短縮されるなど利便性が大きく向上することが期待されている。（図表2-1-21、図表2-1-22）



　
図表2-1-21　おおさか東線の路線図


[image: 図表2-1-21　おおさか東線の路線図]



　
図表2-1-22　整備効果


[image: 図表2-1-22　整備効果]




　2008年に久宝寺〜放出（はなてん）間が開業しており、放出〜新大阪間は現在旅客線化に向けた工事が進められているところであり2018年春に開業予定である注29。




■公共施設等におけるソーラーパネルの設置

　太陽光発電は、太陽電池等を用い、太陽光を直接電力に変換する発電方式であり、全国の発電量はこの10年間で約8倍になるなど急速に増えている。また、近年は住宅用太陽光発電システム以外に、産業用や公共施設等で導入が進んでいる。


　例えば、新関西国際空港株式会社とSFソーラーパワー株式会社注30は、関西国際空港内にアジアの空港としては最大級の規模となる大規模太陽光発電施設（KIXメガソーラー）を建設し、2014年2月から供用を開始している（図表2-1-23）。



　
図表2-1-23　KIXメガソーラー


[image: 図表2-1-23　KIXメガソーラー]




　このKIXメガソーラーは、事業主であるSF関西メガソーラー株式会社が、B滑走路南側誘導路拡張予定地沿いの土地（約96,700平方メートル）及び貨物上屋等の屋根（約23,000平方メートル）を借り上げ、再生可能エネルギーの固定価格買取制度を活用して発電事業を行うもので、初年度の予定年間電力量は約1,200万kWhとなり、関西国際空港での使用電力のうち約7％に相当する。


　また、全国41箇所の下水道施設において、上部空間等を利用して太陽光発電を導入している。例えば、東京都江戸川区に位置する葛西水再生センターは、2010年4月より3836枚から成る太陽光パネルを設置し、年間約62万kWh（2012年度）を発電している（図表2-1-24）。これは、昼間時における使用電力量の約5％に相当する。



　
図表2-1-24　葛西水再生センター太陽光発電設備


[image: 図表2-1-24　葛西水再生センター太陽光発電設備]




　このように既存の施設の上部スペースを利用し太陽光パネルを設置することが今後期待される。



■公的空間のオープン化

　街ににぎわいをもたらしたり、道路等の維持管理費を捻出したりするために、道路空間、河川空間を活用している地方公共団体もある。


　道路空間については、都市再生整備計画の区域内において道路管理者が指定した区域で余地要件注31等の基準が緩和され、オープンカフェ、広告板等を設置、運営できるようになっている。例えば、北海道札幌市大通地区では、これまでの社会実験の結果を踏まえ、2013年度よりオープンカフェ・広告板事業を実施し、オープンカフェ等の収入を道路維持管理、地域イベント等のまちづくりに還元している（図表2-1-25）。また、2013年4月、大阪府大阪市に開業したグランフロント大阪の一部を形成する「けやき並木」は、幅員11メートルで自然石の舗装が施された歩道空間であるが、その沿道にオープンカフェを開設し、通りのにぎわいを演出している（図表2-1-26）。



　

図表2-1-25　札幌市大通地区における例（2013年8月オープンカフェ開設）
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図表2-1-26　グランフロント大阪における例（2013年4月オープンカフェ開設）


[image: 図表2-1-26　グランフロント大阪における例（2013年4月オープンカフェ開設）]




　さらに、2014年度より、国家戦略特別区域法が施行されたことにより、国家戦略特別区域内において余地要件の基準が緩和され、都市再生整備計画の区域内と同様にオープンカフェ、広告板等を設置できるようになった。


　河川空間についても、かつてのにぎわいを失ってしまった日本の水辺の新しい活用の可能性を創造していくため、水辺に対する社会の関心を高め、様々な立場からの参画を得るための取組みを推進しており、2011年度より河川管理者が指定した区域で、民間事業者が河川敷にイベント施設やオープンカフェ等を設置することが可能になっている。例えば、名古屋市堀川、大阪市道頓堀川、広島市京橋川等ではオープンカフェの設置やイベントの開催等により、にぎわいを創出している（図表2-1-27）。



　
図表2-1-27　河川空間を活用したにぎわい創出の事例


[image: 図表2-1-27　河川空間を活用したにぎわい創出の事例]



（2）低利用インフラの用途転換等

　人口減少社会への移行等の経済社会情勢の変化によって、利用状況が低下するインフラも出てきており、今後はますます増加していくことが予想される。こうしたインフラについて、用途を転換することで有効活用を図ることが必要である。団地の建替に伴って地域の医療・福祉拠点を設置したり、廃校となった小学校を老人福祉施設に転用するといったハコモノの用途転換が代表的な事例としてあげられるが、ここでは橋梁や鉄道施設といったインフラの用途転換事例について紹介する。




（観光施設としての活用）

■余部鉄橋「空の駅」展望施設

　兵庫県美方（みかた）郡香美（かみ）町にある旧余部（あまるべ）鉄橋は、1912年（明治45年）に建設された東洋随一の鋼トレッスル橋で、我が国有数の橋梁として親しまれてきたが、1986年の列車転落事故を契機に、架け替えに向けた取組みがなされ、2010年にコンクリート製の新橋である余部橋梁が完成した。


　一方、約100年間山陰本線の運行を支えてきた旧余部鉄橋の歴史と近代土木遺産としての土木技術の素晴らしさを後世に継承すべく、保存・利活用に向けた検討が進められ、余部鉄橋の一部（3橋脚3スパン）を展望施設として整備することが決まり、2013年5月に余部鉄橋「空の駅」展望施設がオープンした（図表2-1-28）。施設へのアプローチ部と施設先端部は列車走行時そのままのレール、枕木を残すなど、既存の姿を極力残すようデザインし、在りし日の姿の復元に配慮されている（図表2-1-29）。



　
図表2-1-28　余部鉄橋「空の駅」展望施設


[image: 図表2-1-28　余部鉄橋「空の駅」展望施設]



　
図表2-1-29　旧余部鉄橋の現地保存箇所（赤色部分）


[image: 図表2-1-29　旧余部鉄橋の現地保存箇所（赤色部分）]




　展望施設はJR山陰本線餘部駅のホームに隣接しており、地上40メートルの高さから日本海を望むことができる。このほか、展望施設の下部、道の駅「あまるべ」に隣接する場所に公園施設が整備され、歴史的構造物を活用した地域活性化の取組みが行われている。




■廃線後の線路の利活用〜レールマウンテンバイク「Gattan Go!!」

　岐阜県飛騨市神岡町では、2006年に廃線となった神岡鉄道の資産を利活用するために地域の有志を中心に検討が進められ、「レールマウンテンバイク」が考案された。レールマウンテンバイクとは、市販のマウンテンバイク2台を鉄道のレール幅に合わせた特製のフレームで固定し、マウンテンバイクを2人で漕ぐことで前進するという、全国で類を見ない乗り物である注32（図表2-1-30）。鉄道レールの上を自転車が走るため、レールの継ぎ目での「ガタンゴトン」という鉄道ならではの音と振動を感じることができる。また、廃線当時の軌道・トンネル・高架等をそのままコースとして利用しており、鉄道が走っていた風景を楽しむことができることが魅力となっている。



　
図表2-1-30　レールマウンテンバイクの様子


[image: 図表2-1-30　レールマウンテンバイクの様子]




　2007年度の創業当初から2010年度までは連休のイベント的な運行のみであったが、2011年度からはシーズン（4〜11月）中の毎週土日、2012年度からは同期間中の平日を含めた運行を開始し、年間の利用客数は2万人を超え、単体の事業としても黒字を確保しているだけでなく、飛騨地域での宿泊客が増加するなど、周辺の観光地にも大きな経済波及効果を生み出している（図表2-1-31）。この事業は当初は観光協会によって運営され、2011年に町内の非営利活動法人である神岡・町づくりネットワークに事業移管され現在に至っている。今後の展望として、現在の旧神岡鉄道全延長の15％（2.9km）に留まっている運行区間を延長して全延長（19.9km）を利活用したいとしている。



　
図表2-1-31　利用者数の推移


[image: 図表2-1-31　利用者数の推移]




　鉱山の町を支え続けたシンボルともいえる旧神岡鉄道をその形を変えずに残したいという地域の思いが原点となって新たな観光資源を創出した事例として、全国各地の廃線を抱えた地方公共団体や団体からの視察も多く、注目を浴びている。




（移設による有効活用）

　横浜市の新山下運河に架かる霞橋は、老朽化による架替工事が行われ、2013年3月に新たな霞橋として開通した。その架替工事で使われたのは、常磐線の隅田川橋梁として1896年（明治29年）に建設され、その後、1929年（昭和4年）に鶴見区の旧江ヶ崎跨線橋に移設され再利用されていたプラットトラス注33であった（図表2-1-32）。



　
図表2-1-32　トラス橋の変遷


[image: 図表2-1-32　トラス橋の変遷]




　1896年の架橋時、複線式のプラットトラスは我が国初であり、広く外国会社に競争設計され、英国のHandyside社製が採用された。当時最大級の規模、鋼鉄道橋の採用、当時の様式と異なるデザイン等、先進的な橋梁であった。


　架橋から32年後の1928年に、機関車の荷重増加に伴い撤去されたが、新鶴見操車場開業により分断される地域を結ぶ橋として移設され、旧江ヶ崎跨線橋として1929年に竣工した。その後、老朽化が進み、道路幅員も狭いことから、2005年に架替えが決定し、2009年に撤去された。


　このプラットトラスは、「かながわの橋100選」「鉄の橋100選」「日本の近代土木遺産」に選定されるなど、近代土木遺産として歴史的価値が高いとされていたことから、時期を同じくして架替え予定であった霞橋へその損傷の少ない部材を再利用して転用されることとなった注34。


　この事例に見るように、役目を終えるはずであったインフラであっても、貴重な土木遺産を後世に継承しつつ、インフラを再利用することができる。


　当初の役割を終えたインフラでも、その構造物自体は引き続き利用可能というケースは今後も出てくることが想定される。将来的な再利用や転用のしやすさという視点を持って社会インフラの整備を行っていくことが重要となる。




（3）イノベーションによる有効活用

　社会インフラの運用を効率化させる方法の一つとしてイノベーションがある。イノベーションというと新しい技術の活用というイメージが強いが、ここでは、技術革新に限らず、経済・社会にインパクトを与える新しい取組み等を含めた広義の意味で捉えることとする注35。


　既存の社会インフラを有効に活用するイノベーションとしては、IT等の新技術やソフトな手法が考えられる。前者については、新技術を導入することによって、混雑等の非効率性の原因を特定したり、運用を効率化したりするものである。後者については、ハードの整備だけでなく、ソフト面の工夫を行うことで、社会インフラの運用を効率的に改善するものである。


　以下ではこれらの具体的な事例について見ていく。



（新技術の導入による効率化）

■広域航法（RNAV、RNP AR）の導入

　航空機の運航にあたって、従来の航法では、無線施設等の地上施設からの電波を受信しながら飛行するという受動的な飛行を行っていた。したがって、運航ルートは地上施設の設置場所に依存していた。


　しかし、航空機側の航法技術の進歩により、現在、無線施設の他GPS等からの信号をもとに飛行コースを柔軟に設定できる飛行経路が順次導入されている（RNAV、RNP
AR）（図表2-1-33）。これにより、地上施設の設置場所の制約を受けず、自立的な飛行が可能になり、就航率の向上、経路の短縮、燃料の削減やCO2の削減等の効果を生んでいる。



　
図表2-1-33　広域航法（RNAV、RNP AR）の導入


[image: 図表2-1-33　広域航法（RNAV、RNP AR）の導入]



　例えば、秋田県にある大館能代空港のRNP
AR進入方式注36では、従来の航法と比べ約50km経路が短縮されている。また、滑走路に進入するにあたっては、当該地点で滑走路が見えなければ着陸を行うことができない高度（進入限界高度）が定められているが、従来の航法では、944フィート（約288m）の高度で着陸できるかが決まるのに対し、RNAV、RNP
ARでは300フィート（約90m）の高度で着陸できるかが決まり、より視界が悪い天候の場合でも飛行することが可能となっている。




■プローブ情報の活用

　プローブ情報とは、個々の車両が走行した位置や速度、前後左右の加速度等の情報であり、各車両からのプローブ情報を収集することにより、きめ細やかな道路交通情報の把握・提供が可能となり、渋滞対策、交通安全、災害対応等に利用されている（図表2-1-34）。



　
図表2-1-34　プローブ情報の収集


[image: 図表2-1-34　プローブ情報の収集]




　例えば、三重県にある四日市IC付近を先頭とする渋滞について、当初はICからの合流がその原因ではないかと考えられていたが、プローブ情報を利用して渋滞の状況を正確に把握したところ、IC分岐手前のサグ（下り坂から上り坂にさしかかる凹部）が、渋滞発生の大きな要因となっていることが新たに判明した。今後は、こうした分析結果を踏まえ、きめ細やかな対策を行うことで、交通の円滑化を促進していくことが期待されている。




（ソフトな手法による利用の効率化）

■成田空港における同時離着陸方式の導入

　航空機の発着にあたっては、安全性を確保するため、1機ごとに、周囲の航空機と一定の間隔を取ることとなっている（現在の国際基準では、3〜6マイル（5〜11km）程度）（図表2-1-35）。このため、以前の成田空港では、例えば出発が連続する場合は、A滑走路から出発した航空機がある程度離れるまでB滑走路からの出発機は待機させるという、制限的な運用を行っていたが、増大する航空需要に対応するため、A、Bの両滑走路から同時に離着陸するという独立運用を可能とする同時離着陸方式の検討を行ってきた。



　
図表2-1-35　同時離陸のイメージ（北風時の例）


[image: 図表2-1-35　同時離陸のイメージ（北風時の例）]




　同時離着陸方式を導入するには、国際ルール（ICAOの指針）が定められており、成田空港は同時着陸の指針注37については満たしているものの、離陸直後に15度以上分岐するという同時離陸の指針については、飛行ルートを分岐させると騒音影響区域が広がるため、満たすことができていなかった（図表2-1-36）。



　
図表2-1-36　同時離着陸の国際ルール


[image: 図表2-1-36　同時離着陸の国際ルール]




　この指針は各国の航空当局が安全性を検証することにより特例を定めることが可能であるとされていることから、国土交通省において安全性検証を行い、成田空港において必要なリスク低減策（離陸後の経路逸脱を監視するための管制席の設置等）をとることで同時離陸が可能と判断し、2011年10月に導入に至った。


　同時離着陸方式の導入の結果、成田空港の年間発着枠は2010年10月時点の22万回から23.5万回に増加した。このように、従来の離着陸の運用を見直すことで、滑走路等の整備を行わずとも離着陸を効率化することが可能となるケースもある。なお、その後、誘導路新設や駐機場増設等の施設面の整備等により、2013年3月には27万回に増加している。




　以上のようにITをはじめとした新技術の活用により、既存の社会インフラをより効率的に活用することが可能となる。また、ハードの整備等を伴わなくても、従来の運用を見直すことに既存の社会インフラをより効率的に使うためのヒントが隠されていることもある。今後は、社会インフラに関しても、積極的なイノベーションを実現し、社会インフラをより賢く使うことが求められる。








注29　この事業においては、地元公共団体とJR西日本の出資により設立した第三セクターの大阪外環状鉄道株式会社が旅客線の建設及び施設を保有し、JR西日本が運行を行う上下分離方式が採用されている。


注30　ソーラーフロンティア株式会社と株式会社日本政策投資銀行が設立した共同投資会社。

注31　道路の敷地外に余地がないためにやむをえない占用であることという要件。

注32　基本的には2人乗りであるが、様々なタイプの補助席を取り付けることで大人数や幅広い年齢層に対応できるようにしている。

注33　3本の部材を三角形に連結した構造をトラスといい、これを連続して組み合わせて橋としたものをトラス橋という。

注34　霞橋は土木学会平成25年度田中賞作品部門を受賞している。

注35　例えばシュンペーターは、イノベーションを1)新しい製品の生産、2)新しい生産方法の導入、3)新しい販路の開拓、4)新しい供給源の開拓、5)新しい組織の実現導入の5つに分類している。


注36　2013年12月現在、11空港にRNP AR進入方式を導入している。

注37　成田空港のA、B滑走路は2,500m離れているため、1,310m以上離れていることというICAOの指針は満たしている。











◯3　集積による効率化



　先に見たように我が国は、歴史上にも稀な急激な人口減少・高齢化に直面するが、そのなかでも持続的に成長し、人々の生活の質を高めていくことが求められる。そのためには、持続的な成長を実現できるよう社会インフラが賢く使える都市空間の形成を進めていく必要がある。その具体策の一つとして、集約型の都市構造（コンパクトシティ）の形成が考えられる。コンパクトシティが実現すれば、健康で快適な生活の実現、財政・環境面での都市の持続可能性の向上、地域経済の下支え等の効果が期待される。以下ではコンパクトシティの概念、効果、事例について見ていく。




（1）コンパクトシティの概念

　コンパクトシティの定義については、論者や文脈によって異なるが、一般的には、1)高密度で近接した開発形態、2)公共交通機関でつながった市街地、3)地域のサービスや職場までの移動の容易さ、という特徴を有した都市構造のことを示すと考えられる注38。したがって、実際のコンパクトシティにはいくつかの類型があり、例えば「多極ネットワーク型」、「串と団子型」、「あじさい型」といったパターンがある（図表2-1-37）。



　
図表2-1-37　コンパクトシティの類型


[image: 図表2-1-37　コンパクトシティの類型]




　コンパクトシティの実現に向けて、これまで国や地方公共団体等において様々な取組みが進められてきているが、「国民意識調査」によると、約半数の者がコンパクトシティについて「聞いたことがない」と回答しており、国民に広く認知されているとは言い難い（図表2-1-38）。しかしその一方で、コンパクトシティの考え方に共感する者は多く、約半数の者がコンパクトシティの取組みを重要と考えており（図表2-1-39）、コンパクトシティは今後の都市の課題解決に大きく貢献することが期待されていると言える。



　
図表2-1-38　コンパクトシティの認知度


[image: 図表2-1-38　コンパクトシティの認知度]



　
図表2-1-39　コンパクトシティの重要性


[image: 図表2-1-39　コンパクトシティの重要性]




　また、地方公共団体においても、コンパクトシティに対する関心は高まっており、都市計画のマスタープランにおいて将来都市像としてコンパクトシティ等を位置づけ、または位置づける予定としている団体は増加傾向にある（図表2-1-40）。



　
図表2-1-40　コンパクトシティ等のマスタープランへの記載状況


[image: 図表2-1-40　コンパクトシティ等のマスタープランへの記載状況]



（2）コンパクトシティの効果

　コンパクトシティの形成には、ある程度の人口がまとまって居住することにより、福祉・商業等の生活サービスの持続性が向上するとともに、これらのサービスに徒歩や公共交通で容易にアクセスできるようになることで、外出が促進され健康の増進につながるという生活面での効果、除雪や訪問介護等の公的サービスの効率化や公共施設の再配置・集約化等により、財政支出の抑制につながるという財政面での効果、徒歩や公共交通による移動を促進し、過度な自動車への依存が抑制され、二酸化炭素排出量の削減につながるという環境面での効果、サービス産業の活性化と外出の増加による消費の増加という経済面での効果等、多岐にわたる利点がある。



　
図表2-1-41　コンパクトシティ形成のメリット


[image: 図表2-1-41　コンパクトシティ形成のメリット]




　実際、「国民意識調査」でコンパクトシティの効果について尋ねたところ、「効果が期待できない」と回答する者もいるものの、「高齢者などの自家用車を利用しにくい人々が、歩いて商店街や公共公益施設を利用することができるようになる」、「道路や下水道などの新たな社会インフラの整備費、または維持管理・更新費が削減できる」、「公共交通機関を利用するようになるので、環境負荷低減につながる」と回答する者が多く、生活面、財政面、環境面のそれぞれにおいてバランス良く効果があると認識されていることがわかる（図表2-1-42）。



　
図表2-1-42　コンパクトシティの効果


[image: 図表2-1-42　コンパクトシティの効果]




　維持管理・更新費の関係では、集住や生活サービス機能の集約立地が進むことで、既存の公共施設等の人件費や運営費を削減することが見込める。総務省が全国の地方公共団体に対して行った「社会資本の維持管理及び更新に関する意識調査」によると、約6割の地方公共団体が既存の社会インフラの見直し（統廃合等）に関心があると回答しており、特に文教施設や保健施設等のハコモノ系の社会インフラの統廃合が有効だと考えている（図表2-1-43）。第3節でも紹介するように、公共施設の見直しに向けた取組みが始められているが、今後は、都市構造をコンパクトにすることと合わせ、ハコモノ系施設の再配置・集約化等を進め、維持管理・更新に係るコストを削減していくことが求められる。



　
図表2-1-43　社会インフラの統廃合が有効な施設


[image: 図表2-1-43　社会インフラの統廃合が有効な施設]




　以下では、コンパクトシティの効果を経済面の効果（労働生産性の向上、行政コストの効率化）に焦点を当てて分析する。



（集積による労働生産性向上）

　都市に人口が集積すれば、様々な産業が成立しやすくなり、それは多様な財・サービスが供給されることにもつながる。また、様々な産業が存在し規模の経済や範囲の経済が働くことで労働者の生産性も高まる。


　実際、都道府県、政令市ごとの人口密度と労働生産性の関係を見ても、正の相関があり、人口密度の高い地域ほど労働生産性が高くなる傾向があることがわかる（図表2-1-44）。



　
図表2-1-44　労働生産性と人口密度の関係


[image: 図表2-1-44　労働生産性と人口密度の関係]




　都市に人口が集積し人口密度が高くなれば、特にサービス業において効果があると考えられる。多くのサービスはモノとは異なり輸送や保管が困難であるため、たとえ従業員を多く確保しても、利潤は来店者数により左右される。したがって、潜在的に多くの客を見込める人口密度が高い地域に立地すれば、労働生産性は高くなると考えられる。実際、DID地区を有する市町村におけるサービス業の労働生産性とDID地区の人口密度の関係を見ると、正の相関が見られた（図表2-1-45）。



　

図表2-1-45　サービス業の労働生産性とDID地区人口密度との関係


[image: 図表2-1-45　サービス業の労働生産性とDID地区人口密度との関係]




　以上のことから、都市に人口が集積し集約的な都市構造が実現すれば、特にサービス業において、労働生産性が高まることがわかる。



（集積による行政コストの効率化）

　都市構造がコンパクトになれば、行政コストが効率化する。ここでは、市町村の歳出を、人口や都市のコンパクトさ（DID地区人口密度）等で回帰し、その結果を用いて都市のコンパクトさと行政コストの関係を見てみた。DID地区を有する市町村の一人当たり歳出とDID地区の人口密度の関係を見ると、人口密度が高いほど、行政コストが低いことがわかる（図表2-1-46）。



　
図表2-1-46　一人当たり歳出とDID地区人口密度の関係


[image: 図表2-1-46　一人当たり歳出とDID地区人口密度の関係]




　この結果は、都市がコンパクトになり人口密度が高まると、行政サービスを効率よく提供できるようになるため、一人当たりの歳出が低下する可能性を示している。


　以上の分析からわかるように、集約的な都市構造は行政コストの効率化につながる。また、どれだけ費用の効率化が図られるかが明らかになれば、それをもとにまちづくりを進めることも可能となると思われる。


　このようなコンパクトシティ化の効果をまちづくりに際して定量的に分析しようとする動きも出てきており、その一例として、栃木県宇都宮市が挙げられる。


　宇都宮市は、人口50万程度の中核市であり、他市と同様に、高齢化の進展、社会インフラの老朽化、中心市街地の活力低下等の問題を抱えている。このような課題を解決するべく、宇都宮市は「第5次宇都宮市総合計画」のなかで「ネットワーク型コンパクトシティ（連携・集約型都市）」の形成を目指すこととしている（図表2-1-47）。宇都宮市において、都市構造のコンパクト化を進めた場合の効果推計は、森本（2011）注39で行われており、コンパクト化のシナリオとして、趨勢型、都心居住型、ネットワーク型の3パターンが分析されている。



　
図表2-1-47　ネットワーク型コンパクトシティのイメージ


[image: 図表2-1-47　ネットワーク型コンパクトシティのイメージ]




　趨勢型は現在の都市形態を2035年まで維持した場合、都心居住型は宇都宮市の市街化調整区域の人口を全て市街化区域へ集約させた場合、ネットワーク型は中心市街地を核としつつ、各地域のそれぞれに拠点を設けた場合である注40。


　それぞれのシナリオにおいて、2035年における市税、都市施設維持管理費を推計した結果が、図表2-1-48、図表2-1-49である注41。宇都宮市の計画に最も近いネットワーク型では、市税は現状と比べ低くなるものの趨勢型と比べると減少幅が小さく、都市施設維持管理費も趨勢型と比べ減少幅が大きい。従って、市税、都市施設維持管理費のいずれの観点からも、趨勢型と比べネットワーク型の方が望ましいという結果となっている注42。



　
図表2-1-48　市税の推計


[image: 図表2-1-48　市税の推計]



　
図表2-1-49　都市施設維持管理費の推計


[image: 図表2-1-49　都市施設維持管理費の推計]




　現在、宇都宮市では、有識者の意見を聞きながら、計画との整合性をとるなど推計モデルを更に精緻化し、宇都宮市が進めているコンパクトシティの効果について定量的に計測することとしている。


　今後も各地域においてコンパクトなまちづくりに向けた取組みが進められると考えられるが、住民の理解を深め、コンパクトシティの実現性を高めていくためには、コンパクトなまちづくりによる定量的な効果を明らかにしていくことが重要であると考えられる。




（3）コンパクトシティにむけた取組事例

■熊本市におけるコンパクトシティ

　熊本市は、2014年3月現在739,420人の人口を有する政令市である。

　高度経済成長期に着実に人口は増加したが、それを上回る水準で市街地が拡大を続けたため、DID地区における人口密度は急速に低下し、低密度な市街地が広がった。1980年代後半以降は市街化区域内の土地がほぼ埋め尽くされ、高層住宅の建設に伴う中心市街地等への人口回帰が見られ始めたこと等から、DID地区の人口密度は横ばいとなって推移している（図表2-1-50）。今後の人口減少を踏まえると、既成市街地の空洞化、税収の減少等による市の活力の衰退等が懸念される。



　

図表2-1-50　熊本市における人口集中地区人口、面積、人口密度の推移
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　このような課題に対応するため、熊本市は多核連携都市づくりを新しいまちづくりの方向性として位置づけており、その基本的な方針を都市マスタープランに示したところである。


　同マスタープランでは、「豊かな水と緑、多様な都市サービスが支える活力ある多核連携都市（都市のコンパクト化）」を将来像として掲げ、1)公共交通の利便性が高い地域への居住機能誘導、2)中心市街地や地域拠点への都市機能集積、3)公共交通ネットワークの充実、に積極的に取り組むこととしている（図表2-1-51）。



　
図表2-1-51　熊本市が目指す多核連携都市づくりのイメージ


[image: 図表2-1-51　熊本市が目指す多核連携都市づくりのイメージ]




　居住機能誘導については、鉄道駅・市電電停からおおむね半径500m圏、バス停からおおむね半径300m圏を居住促進エリアとし、同エリア内に居住地を誘導するよう支援をしていくとともに、公共交通サービス水準をさらに高め、歩行空間や自転車走行空間を整備すること等により、良好な市街地を形成していく予定である。


　都市機能集積については、約415haある中心市街地と地域拠点注43に分けて取組みを行う。中心市街地においては、バスターミナル、商業、住宅、MICE施設等の複合施設の整備を予定している。地域拠点においては、基幹公共交通とフィーダーバス路線との乗継施設を整備することを検討している。


　公共交通ネットワークについては、基幹公共交通軸の機能強化として中心市街地への急行バス導入検討（図表2-1-52）及び輸送力増強を図るため市電への超低床車両の導入を促進しているほか、バス事業者と連携しながら、競合路線の改善等、バス路線網の再編に向けた取組みを進めており、中心市街地と地域拠点との間や、地域拠点間を結ぶ公共交通ネットワークの充実を目指している。



　
図表2-1-52　急行バス社会実験


[image: 図表2-1-52　急行バス社会実験]




　熊本市はこのような取組みを通じて、2025年時点で居住促進エリア内の人口密度を低下させないという目標を掲げている（図表2-1-53）。



　
図表2-1-53　コンパクトシティの目標


[image: 図表2-1-53　コンパクトシティの目標]




　このようなマスタープランを策定した後も、市民等とも協働しつつ、適切な計画の実践、評価、改善を行う予定であり、引き続き動向を注視していくことが必要である。








注38　OECD（2012）「OECDグリーン成長スタディ　コンパクトシティ政策」

注39　森本章倫（2011）「都市のコンパクト化が財政及び環境に与える影響に関する研究」『都市計画論文集』第46巻参照。

注40　「第5次宇都宮市総合計画」で示される集約拠点の概念図を元に集約拠点を選定。

注41　ここでいう都市施設とは、道路橋梁、下水道等のほか、学校、保育所、公民館等も対象としている。

注42　シミュレーションの結果、ネットワーク型より都心居住型の方が減少幅が大きくなっているが、宇都宮市は、住民の合意形成等の観点から、各地域の拠点が持続的に発展するネットワーク型を目指すこととしている。


注43　日常生活において多くの人が集まり、交通の要衝である鉄道駅やバス停から半径800ｍ圏内として設定される。










第2節　みんなで支える



　第1章で見たように、これからの社会インフラの維持管理・更新においては、公的主体だけに頼ることなく、民間も含めた多様な主体が関与し「みんなで支える」取組みをこれまで以上に広げていくことが必要である。


　本節ではまず、社会インフラの維持管理・更新における民間の資金・ノウハウの活用、すなわちPPP／PFIについて考察し、次に社会インフラから得られる便益を享受する側である地域住民等が参加して社会インフラを維持管理している取組みについて紹介する。











◯1　維持管理におけるPPP／PFIの活用



　PPP（Public Private
Partnership）とは、公共サービスの提供において何らかの形で民間が参画する方法を幅広く捉えた概念で、民間の資金やノウハウを活用し、公共施設等の整備等の効率化や公共サービスの水準の向上を目指す手法のことをいい、その主要な手法としては、PFI方式、指定管理者制度、包括的民間委託等がある（図表2-2-1）。本白書では、PPP手法のうち、PFI方式（コンセッション方式を含む）と包括的民間委託について考察・分析を行う。



　
図表2-2-1　主要なPPP手法


[image: 図表2-2-1　主要なPPP手法]



（1）PFIの動向

　PFI（Private Financial
Initiative）は、公共施設等の建設、維持管理、運営等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用することにより、効率的かつ効果的に社会インフラを整備・運営する手法であり、対象事業における資金調達を公的主体ではなく民間側が担う点が大きな特徴となっている。1999年に「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）」が制定されてから、2013年9月までに実施方針を公表したPFI事業は428事業、総事業費は4兆2,819億円に達している（図表2-2-2）。



　
図表2-2-2　PFI事業数及び事業費の推移（累計）


[image: 図表2-2-2　PFI事業数及び事業費の推移（累計）]




　このうち、国土交通省関係のPFI事業は、実施件数が2014年1月時点で累計120件、事業内容は庁舎、公営住宅等が中心で、公営住宅については、PFI法制定以前から民間活力を導入する取組みが積極的に行われており、公営住宅の建替えに伴う福祉施設の整備等の事業を実施している。その一方で、道路や下水道等のインフラの維持管理におけるPFIの活用事例はまだ少ない。また、スキーム別では、民間事業者が整備した公共施設等の費用等を、公的主体が対価（サービス料）として支払う「サービス購入型」が大半を占めている（図表2-2-3）。



　

図表2-2-3　国土交通省関係のPFI事業の内訳（2014年1月1日現在）


[image: 図表2-2-3　国土交通省関係のPFI事業の内訳（2014年1月1日現在）]




　財政負担の軽減と民間投資の喚起を図りつつ、社会インフラの維持管理・更新を実現していくためには、税財源以外の収入（利用料金の徴収等）によって費用を回収する独立採算型等のPFI事業を特に推進する必要がある。こうした背景から、2011年5月に成立した改正PFI法によって導入された公共施設等運営権制度（コンセッション方式）の活用に向けた取組みが進められている。コンセッション方式では、利用料金の徴収を行う公共施設等について、施設の所有権を公的主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定（付与）することができ、民間事業者はサービス内容や利用料金を自ら設定し、独立採算型等のPFI事業として自由度の高い運営が可能となる。また、公的主体としても、運営権設定の対価を徴収することで財政負担を軽減させることができる。


　具体的には、2013年6月に策定された「PPP／PFIの抜本改革に向けたアクションプラン」、「日本再興戦略」及び「経済財政運営と改革の基本方針」において、コンセッション方式の対象拡大等を通じ、今後10年間（2013〜2022年）で12兆円規模のPPP／PFI事業を推進するという目標が掲げられた。国土交通省では、これらの政府全体の方針を踏まえ、空港、下水道、地方道路公社の有料道路事業の各分野でコンセッション方式の導入に向けた取組みや地方公共団体への支援を進めている。




（PFI市場のポテンシャル）

　上述のとおり、我が国においてPFIを巡る動きが活発化するなか、今後のPFIの市場規模の拡大に伴い、必要に応じてPFI事業への資金の出し手についても多様化を図り、必要な資金が円滑に供給される市場環境を整備していく必要がある。


　海外では、インフラ事業に対して投資を行うインフラファンドが重要な役割を担っており、投資家にとっても魅力的な投資先の一つとして位置づけられている。インフラファンドとは、投資家から資金を集めて、道路、鉄道、空港、港湾等の社会インフラに投資し、そこから得られる利益を投資家に分配する金融商品をいい、取引所に上場しているファンドと機関投資家から資金を募る非上場ファンドがある。海外の上場インフラファンドは、約50銘柄あり、時価総額は約10.4兆円（2013年1月30日時点）にのぼっている（図表2-2-4、図表2-2-5）。



　
図表2-2-4　海外の上場インフラファンド数の推移


[image: 図表2-2-4　海外の上場インフラファンド数の推移]



　
図表2-2-5　上場インフラファンドの取引所別構成比


[image: 図表2-2-5　上場インフラファンドの取引所別構成比]




　また、非上場インフラファンドについても、毎年40件程度、総額300億ドル（約3兆円：1ドル100円として計算）規模のファンドが新規に組成されており、2006年から2013年までの累計では総額2,430億ドル（約24.3兆円）規模にまで発展している（図表2-2-6）。



　
図表2-2-6　非上場インフラファンドの組成動向


[image: 図表2-2-6　非上場インフラファンドの組成動向]




　次に、インフラファンドへ投資を行う機関投資家の構成をみると、年金基金が約4割を占めている。この背景には、長期にわたり安定的なキャッシュフローが期待できること、他の運用資産（株式や債券等）との相関が低いこと、インフレ耐性が強いこと等のインフラファンドの特徴が、年金基金の運用スタンスと合っていることが考えられる（図表2-2-7）。



　
図表2-2-7　インフラ投資を行う機関投資家の構成


[image: 図表2-2-7　インフラ投資を行う機関投資家の構成]




　このように海外では、インフラファンドによる投資規模は拡大基調にあり、年金基金や銀行等の機関投資家から個人に至るまで、多様な資金の出し手が存在している。


　一方で、我が国の状況を見てみると、まだ国内で本格的なインフラファンドの組成実績は見られない。これは、我が国のPFI事業の多くが「サービス購入型」によるもので、その資金調達方法が金融機関からの借入が中心であることと関係している。しかしながら、先に触れたように独立採算型等のPFI事業推進の機運が高まるなかで、インフラファンド市場の整備に向けた取組みが進みつつある。


　2013年10月に、コンセッション方式をはじめとする独立採算型等のPFI事業への金融支援等を目的とした官民ファンドである（株）民間資金等活用事業推進機構（PFI推進機構）が設立された（図表2-2-8）。同機構はまだ事例の少ない独立採算型等のPFI事業に対して、リスクマネーを拠出（主に優先株への出資もしくは劣後融資）することで、民間からの資金調達を行いやすくする「呼び水」の役割を担っており、民間インフラ投資市場の育成に資するものである。



　
図表2-2-8　（株）民間資金等活用事業推進機構のスキーム図


[image: 図表2-2-8　（株）民間資金等活用事業推進機構のスキーム図]




　また、日本取引所グループでは、2014年度にインフラファンド上場市場の開設、2015年末までに第一号案件の上場を実現することを目標として掲げている。この市場創設が実現すれば、個人投資家が市場を通じて株式投資と同じようにインフラ投資を行うことが可能となる。こうした市場開設に向けた取組みとして、投資信託や投資法人が主たる投資対象として投資できる特定資産に、再生エネルギー発電設備と公共施設等運営権を追加するための制度改正に向けた検討が金融庁において進められている。こうしたなか、日本取引所グループにおいては、将来的にできるだけ幅広いインフラを投資対象としていくことを視野に入れ、上場制度の詳細が検討されているところである。


　「国民意識調査」において、こうした社会インフラを対象とした投資商品への投資意向について尋ねたところ、「投資したい」もしくは「やや投資したい」と回答した割合は19.1％に留まり、「どちらともいえない」が45.6％と最も多くなっている。この結果からは、まだ投資商品に対する認知度が低く、投資判断をしかねている状況が見てとれる。一方で、投資したいと思った理由を見ると、安定した収益や投資対象の分かりやすさに加えて、投資を通じてインフラ整備・運営へ貢献したいという意向も高いことが示されており、単なる投資商品としてのニーズだけではなく、社会インフラの整備・運営への参画意識がうかがえるものとなっている（図表2-2-9）。



　
図表2-2-9　社会インフラに投資する投資商品への投資意向


[image: 図表2-2-9　社会インフラに投資する投資商品への投資意向]




　これに加えて、公的年金によるインフラ投資についても議論がなされている。海外の年金基金はインフラ投資の中心となっている一方で、我が国で厚生年金と国民年金の積立金129兆円を運用し、世界最大の年金基金である年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）は、その運用資産のうち国内債券が55％を占めている状況であり、インフラ投資を含めた資金運用先の多様化の検討が進められている（図表2-2-10）。



　
図表2-2-10　GPIFの資産構成（2013年12月末）


[image: 図表2-2-10　GPIFの資産構成（2013年12月末）]




　以上のことから、我が国のPFI事業への資金の出し手については裾野の拡大が見込まれており、今後PFI市場が拡大する要素は十分に備わっているといえる。




（PFIによる効果）

　ここで、PFI市場が拡大することでもたらされる効果について整理する。PFIの活用による効果としては、経済活性化、財政負担の軽減、サービス水準の向上等が挙げられる。


　まず、PFIを活用することで民間の事業機会を創出し、民間投資を喚起することにより、経済活性化につながることが期待される。我が国の資金の流れについて、日本銀行「資金循環統計」から主要経済部門の資金過不足（1年間の貯蓄と投資の差額）の推移を見ると、1990年代後半以降、政府部門の資金不足が続いており、これを家計部門と民間非金融法人（企業）部門の資金余剰で補う構図となっている（図表2-2-11）。また、これらの資金を仲介する民間金融機関を見ると、預貸率が低下するなかで国債保有残高は増加傾向にある（図表2-2-12）。このことは、預金が積み上がるなか、企業の資金需要が低迷し、政府では社会保障費の増大、税収減等により財源を国債に依存せざるを得ない状況から、資金の運用先が企業への貸出から国債保有にシフトしていることを示している。



　
図表2-2-11　各経済部門別資金過不足の推移


[image: 図表2-2-11　各経済部門別資金過不足の推移]



　
図表2-2-12　民間金融機関の国債保有残高と預貸率の推移


[image: 図表2-2-12　民間金融機関の国債保有残高と預貸率の推移]




　このため、PFIの活用拡大は、民間の事業機会を創出し、投資需要を増やすことにつながると考えられる。

　また、民間の資金やノウハウを活用することにより、運営の効率化を通じた事業コストの削減等、財政負担の軽減に寄与することが期待される。同じ事業を公的主体が実施した場合に比べて民間主体が実施した方がコストを低く抑えられるということを評価する指標として、VFM（Value
For
Money）注44があるが、国土交通分野におけるPFI事業についてVFMの傾向を分析したところ、事業費総額に占める運営費割合別に見た場合では、運営費用割合が40〜60％で最も高いVFM分布となっている（図表2-2-13）。社会インフラの維持管理におけるPFI事業では、運営費が相当の割合を占めることが想定され、VFMが高くなる可能性がある。この他に、事業規模が大きく、事業期間が長い案件ほどVFMが高いという分析結果が示されており、民間ノウハウの活用余地が大きいほど、事業コスト削減の効果が高まると考えられる。



　
図表2-2-13　運営費割合別のVFM分布（n=30）


[image: 図表2-2-13　運営費割合別のVFM分布（n=30）]




　さらに、民間ノウハウを活用することにより、サービス水準の向上を図るという観点も重要となる。民間ノウハウが十分に発揮できるような運営の自由度を事業者に付与し、サービス水準の向上によって利用者が増え、それが事業者の収益に繋がるという循環を形成することが望ましい。


　社会インフラの維持管理におけるPFI事業の実施によってサービス水準が向上した事例は、海外に見ることができる。例えば、英国のポーツマス市での統括道路管理PFI事業では、その後の住民満足度調査で、道路の維持管理については22％、街路清掃については19％満足度が増加し、事故への年間クレーム件数が200件以上から40件に減少するなど、サービス水準の向上が実現している注45（図表2-2-14）。



　

図表2-2-14　ポーツマス市の統括道路管理PFI事業による道路整備
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　「国民意識調査」によれば、社会インフラの維持管理・更新においてPPP／PFIに期待する効果として「維持管理・更新費用の削減」と「民間ノウハウの活用によるサービス水準の向上」の割合が高くなっており、PPP／PFIの導入にあたっては、コスト削減とサービス水準向上の両面を実現することが求められている（図表2-2-15）。



　

図表2-2-15　社会インフラの維持管理・更新においてPPP/PFIに期待する効果


[image: 図表2-2-15　社会インフラの維持管理・更新においてPPP/PFIに期待する効果]




　国や地方公共団体の財政状況はますます厳しさを増していくことが予測されており、今後もPPP／PFIの導入の必要性が高まっていくことが見込まれる。こうしたなかで、公的主体の担う業務を単に民間へシフトし財政負担の軽減を図るだけでなく、民間のノウハウを最大限に活用して、公的主体だけでは実現できなかったコスト削減やサービス水準の向上といった新たな価値を創出していくことが必要である。また、インフラファンド等、新たな資金を社会インフラの維持管理・更新に流れ込むようにする仕組みづくりもPFI市場を拡大させるために重要な役割を担うと考えられる。




（2）包括的民間委託

　包括的民間委託の基本的な考え方は、個別業務ごとに単年度で委託していた業務を一括して複数年度の契約で委託し、さらに、要求される水準を定めたうえでそれを達成するための業務運営内容については受注者に委ねる「性能発注」とするものである。


　委託者である公的主体にとっては、委託事務量の軽減による公共人件費の削減や、性能発注によって民間の創意工夫が発揮され、委託事業費が削減されるなどのメリットがある。一方で、受託者である民間事業者にとっては、複数業務の一括受注によってスケールメリットが発現され利益を出しやすいことや、複数年契約によって業務量の見通しが立てられるため、人材確保や設備投資がしやすくなるといったメリットが考えられる。


　包括的民間委託はこれまで主に下水処理場の維持管理に活用されてきたが、近年では、道路の維持管理に包括的民間委託を活用しようとする動きが見られる。


　府中市（東京都）では、2014年度から2016年度までの3年間、市内中心部の道路施設等を対象とする「けやき並木通り周辺地区道路等包括管理事業」を公募型プロポーザル方式によって選定された地元の事業者を含む共同企業体に委託し、試行的に実施している（図表2-2-18）。



　
図表2-2-18　受託者の業務範囲


[image: 図表2-2-18　受託者の業務範囲]




　国土交通省では、府中市での道路維持管理における包括的民間委託の導入について、事業者の意識を把握するため、2013年度に同市の道路・公園の維持管理業務を受託した事業者を対象にしてアンケート調査（以下、「府中市における社会インフラの維持管理業務に関する事業者アンケート」という。）を行った注46。


　回答のあった事業者は従業員5〜20人規模が約60％、公共機関からの受注割合が多いと回答した事業者が50％となっている。また、主な活動地域は府中市と近隣市区内が中心となっている。


　「包括的民間委託」もしくは府中市における道路等包括管理委託の取組みについて「知っている」と回答した割合は50％となっている。そのメリットとしては、「複数年契約であり、業務量の見通しを持つことができる」と回答する割合が最も多く、「特段のメリットはない」が続いている。一方、デメリットとして、ほとんどの事業者が「複数業務の一括発注により他社とJVを組まないと受注できない」、「複数年契約であり、受注できなかった場合の影響が大きい」を選ぶなど、全体的にデメリットの回答割合が高くなっている（図表2-2-19）。また、今後包括的民間委託による業務の発注を拡充していくべきかという質問に対しては、「そう思う」と回答したのは4社にとどまる一方で、8社が「そう思わない」と回答している。



　

図表2-2-19　包括的民間委託のメリット・デメリット（府中市における事業者）


[image: 図表2-2-19　包括的民間委託のメリット・デメリット（府中市における事業者）]




　また、「維持管理・修繕業務における事業者アンケート」においても包括的民間委託に関して同様の質問をしており、建設業者の回答を見てみると、メリットについては「複数年契約であるため、業務量の見通しを持つことができる」、「現場の状況に応じて裁量が発揮でき、コストを削減することができる」が多くなっており、「特段のメリットはない」は府中市における事業者アンケートと比べて少なくなっている（図表2-2-20）。また、全体として従業員規模が大きいほどメリットの各項目で回答割合が高くなっている。一方、デメリットは、「監理（主任）技術者の専任期間が長く、技術者の負担が大きい」が最も多くなっており、「複数業務の一括発注により他社とJVを組まないと受注できない」、「複数年契約であり、受注できなかった場合の影響が大きい」の割合は府中市の事業者アンケートに比べて低くなっている注47。



　

図表2-2-20　包括的民間委託のメリット・デメリット（建設業者・従業員規模別）


[image: 図表2-2-20　包括的民間委託のメリット・デメリット（建設業者・従業員規模別）]




　包括的民間委託に対する受け止め方は、地域の動向によるところもあり、一概に傾向を説明することは困難であるが、これらのアンケートの結果は、規模の大きい事業者ほどメリットと捉える傾向があり、規模の小さい事業者にとってはメリットよりデメリットの方が強く認識される傾向があることを示唆している。特に府中市の事業者アンケートでは、対象業者は小規模かつ特定分野の工事のみを行う専門工事業者が大半であり、包括的民間委託の場合には単独で受注ができなくなることや、包括的民間委託が今回初めて導入されることに伴う不安感から、その傾向が顕著に現れていると考えられる。


　一方で、公共機関からの受注比率別に包括的民間委託のメリットを見てみると、受注割合が高い事業者ほど「公募型プロポーザル方式で事業者を募集する場合、自社のノウハウを活かした提案ができる」と回答する割合が高くなっており、受注実績が積み上がればそのメリットを実感できることが推察される（図表2-2-21）。



　

図表2-2-21　包括的民間委託のメリット（建設業者・公共機関からの受注割合別）
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　包括的民間委託は、公的主体の行政コスト削減に寄与するものであり、厳しい財政状況のなかで社会インフラの維持管理を有効かつ効率的に進めていくうえで、さらなる活用に向けて検討を進めていくことが望まれる。また、従来通り、小さなロットで維持管理・修繕等を発注した場合、ダンピング受注が行われ、公共工事の品質が下がり、地域の社会インフラの維持管理等に支障をきたす結果につながる可能性もあることから、包括的民間委託により事業規模を大きくする工夫も必要となる。今後、地元の規模の小さい事業者への配慮と併せて、事業者を含む関係者がその仕組みや意義について理解を深めてもらうことが重要であり、事例を積み上げてその効果を広く認知させていく必要がある注48。その際には、道路や下水道だけでなく様々な分野において試行するとともに、例えば、道路管理と河川管理といった多分野の維持管理を包括的に委託するということも考えられる。








注44　本来VFMは総事業費の削減とサービス水準の向上の双方から構成される概念であるが、ここでは比較的容易に定量化が可能であるコスト削減分の数値を用いて分析を試みた。


注45　土木学会建設マネジメント委員会「包括的道路修繕・維持管理PFIに関する調査研究報告書」による。

注46　2014年3月に対象となる41社に対しアンケートを送付し、28社から回答を得た。

注47　受注額が2,500万円（建築一式工事にあっては5,000万円）以上の工事は、主任技術者又は監理技術者を現場に専任で設置する必要がある。


注48　なお、今回紹介した府中市の事例では、事業開始にあたって区域内の住民や事業者を対象に説明会を実施し、新たな取組みへの理解を深めてもらうよう努めている。











コラム　江戸時代のPFI−豪商による運河開削−



　文豪森鴎外の著「高瀬舟」の舞台として有名な京都の高瀬川は、江戸時代初期に豪商の角倉了以・素庵父子が江戸時代のPFIとも言える手法で開削した運河でした。インフラ整備は、これまで行基に見られたように宗教家の手による事例がありましたが、多くは、時の為政者によって行われました。しかし、この時代、海外交易等の経済発展を背景として豪商と呼ばれる資本家が活躍するようになり、インフラ整備の新たな担い手として、角倉了以という資本家が登場しました。


　了以は、朱印船貿易を行ったことで有名で、遠く安南（現在のベトナム）まで渡航し莫大な利益を得たと言われています。このように資本を蓄える傍ら、了以は、新たな投資先として馬や牛といった陸上輸送と異なり、安く大量に運ぶことが可能な河川舟運に目を向けました。河川舟運は古来よりありましたが、京都市内を流れる鴨川は、平安時代末期に絶大な権勢を誇った白河法皇をして、天下三不如意注のひとつと言わしめたほど氾濫を繰り返した暴れ川で、この鴨川の例のように、交通の要所にも関わらず河川舟運に不向きな川が多くありました。


　了以は、こうした河川に対して、自らの投資により舟運を開通していきました。なかでも、高瀬川は、水路として不適当と考えられた鴨川に代わって、京都市内の鴨川から水を引き伏見の宇治川に注ぐまでの約10kmの運河開削となりました。了以は、この工事に当たって用地の買収費を負担しただけでなく、運河開削のために買収した土地から従来得られていた年貢も負担したと言われています。了以は、1614年夏に亡くなりましたが、運河の完成は、子の素庵に事業が引き継がれた同年の秋のことでした。同区間の開通により大坂から京都までが一つの水路で結ばれ、広域商業流通圏が形成されることになり、地域産業の振興や地域住民の生活安定に貢献しました。なお、本白書が公表される2014年は、了以没後400年という節目にあたります。



　
図表2-2-16　江戸時代の高瀬川


[image: 図表2-2-16　江戸時代の高瀬川]



　
図表2-2-17　高瀬川流域図


[image: 図表2-2-17　高瀬川流域図]



（参考文献）

　宮田章（2013）「角倉了以の世界」 大成出版社

　石田孝喜（2005）「京都　高瀬川‐角倉了以・素庵の遺産」 思文閣出版







注　白河法皇は、意のままにならないものとして「鴨川の水害、双六の目、山法師」の3つを挙げ嘆いたと言われています。










コラム　維持管理における様々な資金調達方法



　これまで紹介した以外にも、社会インフラの維持管理における資金調達には様々な方法があります。

　ネーミングライツは、スポーツ施設等の名称に、スポンサー企業の社名や商品名等のブランド名を付与する権利であり、集客力のあるスタジアム等では高額で取引されたりするケースも見られます。このネーミングライツは、道路や歩道橋等の社会インフラにも広まってきています。


　公道での初めてのネーミングライツは、2009年に静岡県磐田市で新設された市道2路線「さくら交通通り」「ららぽーと通り」で、それぞれ5年間で約150万円、約210万円の収益が得られ、道路の維持管理費用に充当されています。


　大阪府では安全・安心な道路施設を維持するため、歩道橋の通称名のネーミングライツを全国で初めて実施しました。条件は年間30万円以上、期間5年間であり、現在は10箇所の歩道橋で契約されています。



　
図表2-2-22　歩道橋ネーミングライツ（大阪府）


[image: 図表2-2-22　歩道橋ネーミングライツ（大阪府）]




　このように、スポーツ施設に比べると金額は小さいながらも、ネーミングライツは社会インフラの維持管理の資金調達の方法の一つとなっています。地域の社会インフラの「広告媒体としての価値」を改めて見直すことで、新たな資金調達の選択肢となるかもしれません。




　住民参加型市場公募地方債（ミニ公募債）は、地方公共団体が当該地域に居住している個人・法人等を対象に発行する債券で、2002年に始まりました。ミニ公募債では、調達した資金を充当する事業について具体的に提示することとしており、社会インフラの維持管理を目的とする債券も多く発行されています。


　近年では、市場金利の低下等もあって発行件数、金額とも伸び悩んでいますが、毎年度2,000億円程度の発行があり、地方公共団体の資金調達方法の一つとして定着しています。購入者には、債券の利息に加えて、地域の特性を活かした特典（購入プレミアム）が付与されることもあるのが特徴で、例えば、購入者に抽選でコメが進呈されたり、地域の動物園の無料入場券が進呈されたりしています。これから社会インフラの維持管理が本格化していくなかで、ミニ公募債の購入を通じた地域住民の維持管理への参画が進むことが望まれます。



　
図表2-2-23　ミニ公募債の発行件数、発行額の推移


[image: 図表2-2-23　ミニ公募債の発行件数、発行額の推移]




　以上のように、社会インフラの維持管理のための資金調達の方法として様々な取組みが試みられており、今後、こうしたアイディアを活用・工夫することも、社会インフラをみんなで支えるためには重要と考えられます。











◯2　住民等の参加による社会インフラの維持管理



（1）社会インフラの維持管理に関する住民の参加意向

　「国民意識調査」において、人口減少や財政状況の悪化等から、社会インフラの維持管理・更新が現状のままでは困難になったとき実施すべき対策について尋ねたところ、「維持管理・更新における住民協力の拡大」を「実施すべき」、「どちらかといえば実施すべき」と答えた割合が64.3％と、「長寿命化」と並んで高い割合となっている（図表2-2-24）。図表1-3-4で見たように社会インフラ老朽化による維持管理・更新の問題の認知度が高まってきており、これに伴って住民も協力すべきという考えが広まっていることが推察される。



　

図表2-2-24　社会インフラの維持管理・更新について実施すべき対策


[image: 図表2-2-24　社会インフラの維持管理・更新について実施すべき対策]




　また、住民協力の内容としては、増税や料金の徴収等の経済的負担と回答した割合は低い一方で、地域住民による維持管理・更新工事や美化・清掃、点検・通報への協力といった回答の割合が高くなっており、経済的な負担よりも、維持管理の主体として住民自らが参加することを志向している（図表2-2-25）。



　

図表2-2-25　社会インフラの維持管理・更新への協力に関する住民意識


[image: 図表2-2-25　社会インフラの維持管理・更新への協力に関する住民意識]




　この結果を見ると、今後の社会インフラの維持管理にあたって、経済的な負担を強いるという選択をする前に、まずは住民参加によって維持管理の一部を担ってもらう方法を検討することが望ましいと考えられる。


　次に、公共交通について、現在の水準での運営が困難になった場合の暮らしや移動に対する考え方について尋ねたところ、日常的に利用する移動手段が「自家用車、バイク」の場合を除き、「個人が負担するコストは増加しても、電車やバス等のサービス水準を維持させる」、「個人が負担するコストはそのままで、サービス水準が最低限となっても我慢する」という回答の割合が多くなっており、「移動に困らない中心市街地に引っ越す」が続いている。先に見た社会インフラの維持管理・更新への協力と比べ、より生活と密接な公共交通においては、そのサービス水準を維持するためには経済的な負担が増えても止むを得ないと考える傾向が高いと言える。しかしながら、こうした傾向は日常的に公共交通を利用する住民に見られるものであり、大半を占めている日常的に自家用車を利用する住民にも、自らが居住する地域の公共交通を支えていくという意識を持ってもらうような働きかけが必要である（図表2-2-26）。



　

図表2-2-26　公共交通の運営が困難になった場合の住民意識（日常の移動手段別）


[image: 図表2-2-26　公共交通の運営が困難になった場合の住民意識（日常の移動手段別）]




　維持管理への住民参加は、自らが利用する社会インフラの維持管理に関わることによって、当該インフラの状況への理解が深まり、問題意識を共有することができる点で大きな意味を持つ。以下では、地域住民等が参加して社会インフラを維持管理している取組みについて紹介する。




（2）住民等の参画事例

（社会インフラの維持管理への住民協力）

　地域住民が社会インフラを身近に感じ、自らが積極的に維持管理等に参加できるような取組みが様々な分野で始められている。



■これからは市民によって支えられる街へ〜ちば市民協働レポート実証実験「ちばレポ」〜

　住民のニーズにきめ細かく応えるためには、社会インフラの維持管理においても住民の参画が不可欠であり、そのための制度づくりが必要となる。千葉県千葉市では住民がより参加しやすい仕組みづくりに向け、スマートフォンやパソコンを利用し、地域における様々な課題を市民が専用サイトに投稿できる「ちばレポ」の実証実験を行った注49注50。


　「ちばレポ」では、市民が市内地域の公園や道路の不具合等を、位置情報及び写真付きレポートとしてスマートフォン等から専用サイト上に投稿することができ、投稿されたレポートは公開される注51。これまでは、電話やメールによる通報であったため、通報した住民と受け取った行政担当者だけの情報のやりとりとなっていたが、Web上に公開することにより、行政担当者と投稿した市民だけにとどまらず、広く地域課題を共有することができる（図表2-2-27）。また、そのレポート（課題）に対する行政側の対応も公開されるため、投稿した課題がその後どうなったのかを確認することも可能となっており、一連のプロセスの透明化が図られている。



　

図表2-2-27　ちば市民協働レポート実証実験（ちばレポ）投稿・内容確認フロー


[image: 図表2-2-27　ちば市民協働レポート実証実験（ちばレポ）投稿・内容確認フロー]




　この取組みに参加した市民は850名、市職員は391名で、市民の参加者は30〜50代が中心であった（図表2-2-28）。これまでも、地域課題についての電話による問い合わせは、年間16,000件ほど（道路分野で13,000件、公園分野で3,000件）寄せられていたが、ICTを活用し24時間どこからでも連絡が可能になったことにより、「休日に問い合わせをしたくても市役所が閉まっていてできなかった」、「インフラの不具合について気がついても連絡することに戸惑いがあった」などの理由から、これまでコンタクトしてこなかった層の市民が、「ちばレポ」の導入により新たに参加しやすくなったと考えられる。実際、実験期間中に寄せられた投稿の内訳を時間帯別にみると、午前中の投稿がやや多い傾向があり、通勤、通学時に発見したインフラの不具合を投稿するケースが多いと考えられる（図表2-2-29）。



　
図表2-2-28　参加者（市民）の状況


[image: 図表2-2-28　参加者（市民）の状況]



　
図表2-2-29　投稿の内訳（曜日別・時間帯別）


[image: 図表2-2-29　投稿の内訳（曜日別・時間帯別）]




　また、期間中に寄せられた有効レポート数は628件あり、その85％はスマートフォンから投稿されたものであった。分野別にみると、道路関係が72％と圧倒的に多く、次いで公園関係11％、ごみ関係5％、その他12％（違法駐輪、施設の不具合、市有地の雑草、空き家、防犯灯の故障等）となっている注52。


　実証実験に参加した市民に対して行われたアンケートでは、「仕組みが便利だと思う」が95％、「まちを見る意識に変化があった」が69％となっており、「ちばレポ」は市民からも高い評価が得られている。


　千葉市では、2014年9月より「ちばレポ」の本格運用を開始する予定であり、2〜3年後には、利用者5,000人を目指している。




■組織的な住民参加の仕組み作り〜岐阜県　社会基盤メンテナンスサポーター事業〜

　「ちばレポ」は、住民の協力によりインフラの不具合を早期発見するための取組みであるが、さらに一歩すすめて日頃利用しているインフラ（道路や橋梁等）の簡単な維持点検を住民に担ってもらうという取組みも進められている。


　岐阜県では、県民参加のボランティア活動により、地域の道路を地域で見守る制度として、2009年度から「社会基盤メンテナンスサポーター（以下「MS」という）」事業を開始した。



　
図表2-2-30　社会基盤メンテナンスサポーター制度の概要


[image: 図表2-2-30　社会基盤メンテナンスサポーター制度の概要]




　MSとして活動するのは、公募により募集した住民で、道路施設等の点検活動等に必要な知識を習得するための講習を受け、土木事務所長から委嘱を受ける。2014年4月1日現在、委嘱を受けている住民は894名に達している（図表2-2-31）。また、保護者の同意があれば、未成年でも活動することができる。現在の委嘱者の年齢構成は20代〜80代となっており、幅広い層が道路施設等の点検に参加していることがわかる（図表2-2-32）。



　

図表2-2-31　MS委嘱状況（2014年4月1日現在、単位：人）


[image: 図表2-2-31　MS委嘱状況（2014年4月1日現在、単位：人）]



　
図表2-2-32　MSの年齢構成


[image: 図表2-2-32　MSの年齢構成]




　MSからの点検結果情報を類別にみると、施設の破損や舗装の劣化が多く寄せられており、その点検結果を元に県が修繕等の対応を行っている。



　

図表2-2-33　MSからの情報により対応した事例（道路にできたくぼみの修繕）


[image: 図表2-2-33　MSからの情報により対応した事例（道路にできたくぼみの修繕）]



■住民主体の維持補修活動〜徳島県　かわ普請事業〜

　さらに、インフラの維持補修を住民団体の協力により行っている事例もある。徳島県では「住民による地域のための河川環境づくり」として、2011年6月より、従来のアドプト事業注53を発展させた「かわ普請事業」をはじめている。「かわ普請事業」は、徳島県が管理している河川において、「自分たちが望む、親しめる川づくりを自分たちで」という地域住民の希望のある箇所について、地域住民自身が簡易な施設を整備したり、維持管理を行ったりするものである。


　この「かわ普請事業」により、2012年7月に特定非営利活動法人新町川を守る会が、新町橋から仁心橋付近までの左岸約500メートルの修復を行った。護岸補修が住民によって行われるのは、この取組みが初めてで、剥がれ落ちたままになっていた青石を集めて洗い、約100個の石を元通りに取り付けていく作業を行った。約1ヶ月の事業期間中には、NPOの会員や地域の子どもたち約30人のほか、飯泉嘉門知事ら県職員約20人が参加し、新町橋付近の約50メートル区間で30個ほどの石を取り付けた日もあった。この補修を工事として行うと約110万円かかるところを、県は石を張るためのモルタル等の材料の提供のみを行い、事業費を約2万円に削減することができた注54。



　
図表2-2-34　ひょうたん島・青石護岸再生作戦の様子


[image: 図表2-2-34　ひょうたん島・青石護岸再生作戦の様子]




　なお、特定非営利活動法人新町川を守る会は、「水防法及び河川法の一部を改正する法律」（平成25年法律第35号）により新たに創設された、自発的に河川の維持、河川環境の保全等に関する活動を行う民間団体等を支援する「河川協力団体制度」に基づく「河川協力団体」として、2014年1月24日に全国で初めて指定されている。



　
図表2-2-35　河川協力団体制度の概要


[image: 図表2-2-35　河川協力団体制度の概要]



（公共交通の維持への住民参加）

■乗って守ろう地域の鉄道〜北近畿タンゴ鉄道沿線地方公共団体　高齢者上限200円レールほか〜

　公共交通についても、住民の活動により地域の足としての役割が機能している事例がある。人口減少に伴う利用者の減少により運行本数を減らす、若しくは路線を廃止するケースが各地で見られるが、京丹後市では、住民が積極的に利用することで地域の足を残す取組みとして、2011年6月から5ヶ月間にわたり、土日、祝日に限り「市内の駅で切符を購入した高齢者は片道上限200円」とする社会実験を行った注55。この取組みにより、高齢者の利用は前年度同期に比べ2.8倍に増加した。また取組みの効果は、高齢者の利用増による増収にとどまらず、他の公共交通機関への乗り継ぎによる増収、マイカーによる送迎の負担軽減、外出が増えたことによる高齢者の健康増進等、幅広く見られた。以上の結果を受け、2012年10月から利用対象を平日にも拡大して、北近畿タンゴ鉄道沿線2市2町（京丹後市、宮津市、伊根町、与謝野町）で同事業を進めている。



　
図表2-2-36　200円レールを利用する住民


[image: 図表2-2-36　200円レールを利用する住民]




　このほか、北近畿タンゴ鉄道及び沿線地方公共団体等では、「地域に密着した利用しやすい」鉄道を目指して、高校の美術部の生徒と地域住民が協力し、駅舎に壁画を描く「駅舎アート」注56の取組みや、駅構内を「花の駅」に、駅周辺を「花の名所に」、沿線を「花のトンネル」にする「花の鉄道づくり」を実施し、保育園児から高齢者まで地域住民が参加して花の植栽を行うなど、鉄道を身近に感じてもらえる活動を展開している。



　
図表2-2-37　駅舎アートの様子


[image: 図表2-2-37　駅舎アートの様子]




　また、地元婦人会が駅舎を利用し、「ほっとさろん注57」と呼ばれる会合を毎月開催したり、保育園児の散歩コースとして駅を利用するなど、鉄道があることで地域の輪が広がり、そこから利用促進につながるような取組みも進められている。




■通学するために残そう！沿線高校の生徒会が応援〜かしてつ代替バス

　廃止された鉄道路線を代替運行するバスの存続・活性化のため、代替バスを利用する高校生たちが活動を行っている事例もある。2007年3月末で茨城県の鹿島鉄道が廃止されたことに伴い運行が開始された「かしてつ代替バス」は、それまで通勤・通学に鉄道を利用していた利用者の多くが自家用車に乗り換えたことから、従前の鉄道利用者の4割程度にとどまっていた。このままでは通学のための交通機関がなくなるという問題意識から、沿線の7つの高校の生徒会が「かしてつバス応援団」を発足させた注58。「かしてつバス応援団」は、鹿島鉄道存続に向けて活動した「かしてつ応援団」の活動を引き継いだもので、定期的に「かしてつバス応援団会議」を開催し、代替バスの存続及び活性化に向け意見を出し合っている。


　かしてつバス応援団は、バス停周辺の清掃活動や、生徒及び一般市民に代替バスの利用を呼びかけるため、応援団のキャラクター「かしてつバスくん」を設定しイラスト入りのティッシュの配布、沿線にある幼稚園や小中学校に対するギャラリーバスへの絵画作品の展示の呼びかけ等、代替バスが運行されていることを多くの市民に知ってもらうための活動に取り組んでいるほか、かしてつ沿線地域公共交通戦略会議に沿線の利用者代表として参加するなど、積極的な活動を行っている。



　
図表2-2-38　かしてつバスくん


[image: 図表2-2-38　かしてつバスくん]




　現在、かしてつ代替バスは「かしてつバス」として、廃止された鹿島鉄道の軌道敷を活用したBRT注59により運行されている。また、かしてつバス応援団では、前述の活動に加えて、地域でのイベントにおける「かしてつバスくん」の塗り絵や募金活動、「かしてつバス弁当注60」の企画、「かしてつバスで行く！食べ歩きマップ注61」の作成、文化祭での「かしてつバスくん飴」の販売等、さらなる利用促進に向けた活動を続けている。



　
図表2-2-39　BRTによる運行


[image: 図表2-2-39　BRTによる運行]



■使いながら見直し住民が育む市民バス〜富山県魚津市　魚津市民バス〜

　利用者の減少に伴い民間バス路線が休廃止となったことを受け、2001年度より富山県魚津市では、市内中心商店街の活性化を目的とし「月・水・金の隔日運行、運賃100円」で市民バスの実験運行を行ったが、当初の結果は芳しいものではなかった。そのため「利用してもらうための方策」として、交通弱者等の移動の足の確保を目的とし、ルートの見直しや隔日運行から平日運行へ変更するなど、より利用しやすい運行への見直しを行った。その結果利用者が急増し、土日を含む通年運行及び朝夕の運行時間延長等の要望が出るまでとなり、2004年度からは本格運行を開始した。


　市では、本格運行開始後もアンケート調査だけでなく、公共交通利用者への対面によるヒアリング調査や住民グループインタビュー調査等を行い、バスへの潜在需要を把握した結果、民間事業者撤退後の不採算ルートにおける運行にも関わらず市民バス利用者は増加し続け、2013年10月には累計乗車150万人を達成するまでとなった（図表2-2-40）。



　

図表2-2-40　市民バス乗車人員数推移（2001年度〜2012年度）


[image: 図表2-2-40　市民バス乗車人員数推移（2001年度〜2012年度）]




　また、利用者促進活動として、市民バスを活用した商店街・中心市街地活性化の各種イベントの開催や、商店内におけるバス待合コミュニティプラザの設置、地域小学校による市民バスを活用した校外活動等を行い、地域コミュニティの活性化を図るほか、市民バスへの関心を高めるため、地元ケーブルテレビを活用して市役所職員自らが市民バスのPR放送を行っている。


　さらに、「バス・サポーター制度注62」を創設し、「積極的に利用する」、「身近なところで市民バスのPR」等の活動のほか、バス停ベンチの作成等、環境整備に地域住民が参加できる仕組みを作ることにより、「市民バスは、地域住民の活動により盛り上げ育むものである」という意識醸成及び地域住民との協働体制を構築した。



　
図表2-2-41　バス・サポーターによるバス停の作成


[image: 図表2-2-41　バス・サポーターによるバス停の作成]



　
図表2-2-42　市民バスを活用したイベント


[image: 図表2-2-42　市民バスを活用したイベント]




　2011年度には北陸職業能力開発大学校との共同開発によりバスロケーションシステムを開発・導入し、更なる利便性の向上を図った。パソコンや携帯電話を使用しない市民バス利用者については、バス停に記載してある市役所や観光案内所へ電話で問い合わせることにより、バスの現在位置の情報を知ることができるサービスを行っている。


　「もっと多くの人が利用してみたいと思える」、「もっと乗りたいと思える安全・安心で快適な」、「もっと地域活性化に貢献できる」、「もっと長く維持しつづけることができる」公共交通体系の構築を目標とし、魚津市では現在、市内の地鉄バス（東蔵線・黒沢線）の運賃を市民バスと同水準にしたり、夕方の魚津駅発の便を一便増便するなどの社会実験を実施中である注63。




　以上のように、住民が積極的に社会インフラの維持管理に参加することで、行政だけでは十分に対応できないようなところまで目が行き届き、地域のインフラの機能がより安定的に機能を発揮される可能性もある。また、このような取組みは、行政の負担を軽減することにもつながる。「国民意識調査」の結果に見るように、社会インフラによるサービス水準を維持するためには、増税や利用料金の引き上げといった経済的な負担よりは、積極的な住民参加による社会インフラの維持管理を望む声が大きいことを踏まえると、今後は、地域住民がより積極的に社会インフラの維持管理に参画できるような仕組みや環境整備を進めていくことが求められる。


　また、公共交通の分野においては、民間事業者の努力だけではその維持が困難となったケースにおいて地域住民が地方公共団体と協力・連携しながらその維持に取り組んだ事例を紹介したが、これまで民間事業者が主体であった分野においても、当該地域において将来的に果たす役割を関係者間で理解・共有した上で、地域の住民・行政・事業者が連携して「みんなで支える」環境づくりが求められる。







注49　2013年7月1日〜12月27日の6ヶ月間にわたって行われた。

注50　なお、このような取組みは愛知県半田市でも行われている。

注51　プライバシー等、非公開基準に該当するものは公開しない。

注52　分析結果は、ちば市民協働レポート実証実験「ちばレポ（トライアル）」評価報告書（2013年7月〜9月までのデータ）による。


注53　地元の企業や住民が、地域の道路や河川の土手等の公共物を自分の養子（アドプト）とみなし、定期的に空き缶拾い等の清掃活動等を行う仕組み。


注54　徳島県試算。

注55　65歳以上の高齢者が対象。

注56　岩滝口駅（愛称名「阿蘇の入江駅」（京都府宮津市））での取組み。

注57　岩滝口駅（愛称名「阿蘇の入江駅」（京都府宮津市））での取組み。

注58　現在は6校が加盟。

注59　Bus Rapid Transit（バス高速輸送システム）

注60　かしてつバス弁当は、石岡市内のJAにて500円で限定発売されている。

注61　食べ歩きマップは、掲載店舗、石岡市役所、茨城空港、かしてつバス車内に設置。

注62　2014年3月現在30名登録されている。

注63　2014年9月30日まで。










第3節　将来を見越す



　社会インフラの整備は、長い時間と多額の費用を要する事業であり、一度整備された社会インフラは、現在と将来の暮らしや経済のあり方に多大な影響を与える。その点で、社会インフラに関する現世代の意思決定は、その世代だけではなく将来世代の豊かさや安全・安心にも影響するといえる。そこで、本節では、社会インフラにかかる将来負担に対する人々の意識を分析するとともに、長期の未来にわたって社会インフラの便益を発揮していくための将来を見越した取組みについて考察する。











◯1　将来負担の捉え方



　将来世代のことも視野に入れてインフラのあり方を考えるべきという認識は広く共有されており、野村総合研究所が2008年度に行ったアンケートによれば、約7割の人々が、現世代は、将来世代に対して、社会インフラを適切な状態で残していく責任があると回答している（図表2-3-1）。



　
図表2-3-1　社会インフラと将来世代への責任に関する意識


[image: 図表2-3-1　社会インフラと将来世代への責任に関する意識]




　しかしながら、人口減少や財政状況のひっ迫といった諸制約のなかで、社会インフラの更新においても慎重な考え方をとる傾向が見られる。「国民意識調査」の結果を見ると、現在ある社会インフラをすべて更新するにしても、優先順位を付けて計画的に行うべきと考える人が多く、また、以前の調査結果と比較すると、負担が増えるのであればすべての施設を更新する必要はないと考える人がわずかではあるが増加している（図表2-3-2）。



　
図表2-3-2　インフラの更新と費用負担に対する考え方


[image: 図表2-3-2　インフラの更新と費用負担に対する考え方]




　ただし、社会インフラの更新についての意向は、現在の社会インフラの状態をどのように認識しているかにも影響される。現在の社会インフラの状態をどのように捉えているかという質問に対する回答ごとに傾向を見てみると、社会インフラの状態に不安を感じる人ほど、すべての社会インフラの更新を進める必要があると考え、社会インフラの状態を楽観視する人ほど、社会インフラの更新は必要ないと考える傾向がある（図表2-3-3）。以上の結果を踏まえると、すべての社会インフラの更新は難しいと考える人が増えているものの、社会インフラの老朽化について高い問題意識を持っている人ほど、社会インフラを更新していく必要性を認識しているということがわかる。



　

図表2-3-3　現在の社会インフラの状態について不安に感じる程度と、将来負担を踏まえた社会インフラの更新意向


[image: 図表2-3-3　現在の社会インフラの状態について不安に感じる程度と、将来負担を踏まえた社会インフラの更新意向]




　このような意識は、社会インフラの維持管理・更新にかかる施策に対する選好にも現れている。社会インフラの維持管理・更新について重要だと思うことを見てみると「社会インフラの実態の把握」に次いで、「地域ニーズにあわせた、撤退等も含む、社会インフラの集約・統廃合」が多いが「予防的措置による長寿命化」を挙げる人も多い（図表2-3-4）。このため、これからの社会インフラの維持管理・更新に当たっては、人々が社会インフラの状態を適切に把握したうえで、社会経済情勢の変化に応じて社会インフラの集約・統廃合を判断するとともに、予防保全による長寿命化の努力を進めていくことが望ましいと考えられる。



　
図表2-3-4　維持管理・更新において重要だと考える取組み


[image: 図表2-3-4　維持管理・更新において重要だと考える取組み]



（1）社会インフラの集約・統廃合に対する意識

　「国民意識調査」の結果を見ると、将来の維持管理・更新の負担が大きくなるのであれば、現在から計画的に社会インフラの縮減・廃止を進めていくべきという考え方に同意する人は過半数に上っており、その割合は、高齢者になるほど高い傾向が見られる（図表2-3-5）。地域における社会インフラの集約・統廃合を意思決定する際には、これからの人口減少・高齢化を踏まえると、高齢者の意向がこれまで以上に重要となってくることから、このような傾向は合意形成を進めやすくなる可能性を示している。一方で、年齢が若くなるほど「わからない」と回答する割合が増えていることから、若い世代に対しては、これまで以上に社会インフラの状況の理解促進に努めていくことが望ましいと考えられる。



　

図表2-3-5　将来負担を踏まえたインフラの集約・統廃合に対する考え方（世代別）


[image: 図表2-3-5　将来負担を踏まえたインフラの集約・統廃合に対する考え方（世代別）]




　また、現状で整備された社会インフラから利便性を享受している以上、多くの人が、将来にもできる限りそれを維持すべきと考えていることにも留意する必要がある。図表2-3-6を見ると、財政状況を不安に思う人ほど、社会インフラを維持するべきとする回答が少なくなる傾向が見られることから、現状の社会インフラによる利便性を将来世代に残したいという意向はあるものの、財政に対する懸念からインフラの更新をあきらめざるを得ないと考えている人が多いことがうかがえる。



　

図表2-3-6　財政状況に対する認識と社会インフラをできる限り残すべきと考える程度


[image: 図表2-3-6　財政状況に対する認識と社会インフラをできる限り残すべきと考える程度]




　当然ながら、必要に応じてインフラの縮減を行う場合でも、生活利便性や安全・安心等、地域住民が最低限必要な機能を享受することができるよう、計画的な取組みを進めていく必要があり、これは多くの人が望ましいと考える方向性でもある（図表2-3-7）。すなわち、すべての社会インフラを等しく廃止・縮小することが可能なわけではなく、とりわけ、国民の命を守る防災・国土基盤系の社会インフラについては、廃止・縮小は適当ではないとする人が多い（図表2-3-8）。また、府中市が実施したアンケート調査の結果を見ると、統廃合や複合化を実施する施設としては、土木系インフラ（道路、橋梁、公園、下水道等）よりも、いわゆる「ハコモノ」公共施設（文化・教育・スポーツ施設等）が適当であると考える人が多い（図表2-3-9）。このように、社会インフラの集約・統廃合に当たっては、できるだけ住民の効用が減じることがないよう、社会インフラの目的や種類に応じたきめ細かい対応をしていくことが重要である。



　

図表2-3-7　公共施設の見直しに当たり重視するもの（結果について）


[image: 図表2-3-7　公共施設の見直しに当たり重視するもの（結果について）]



　

図表2-3-8　社会インフラの維持管理・更新が現状のままでは困難となったとき、廃止・縮小・統廃合を実施すべきと考える程度（インフラの種類別）



[image: 図表2-3-8　社会インフラの維持管理・更新が現状のままでは困難となったとき、廃止・縮小・統廃合を実施すべきと考える程度（インフラの種類別）]



　
図表2-3-9　インフラや公共施設の再編・縮減に対する考え方


[image: 図表2-3-9　インフラや公共施設の再編・縮減に対する考え方]



（2）長寿命化に対する意識

　人口減少や財政制約の顕在化といった状況のなかで、社会インフラの老朽化に的確に対処していくためには、将来を見越した計画的な取組みにより維持管理・更新にかかるトータルコストの縮減を図りながら、既存のインフラを良好な状態で維持していくことが重要である。


　これまでの維持管理は、損傷が進んでから補修を行う対症療法的な「事後保全」の考え方が中心であったが、これでは長寿命化は期待できず、将来の更新費用を含めると膨大な費用がかかる。しかし、損傷が小さなうちに補修を行う「予防保全」の考え方を積極的に取り入れることで、長寿命化が図られ、結果として将来にわたる維持管理コストをトータルで削減することができる。


　笹子トンネル事故や、その後の老朽化対策の進展等により、社会インフラについても定期的な維持管理・更新が必要であるという意識は浸透してきているが（図表2-3-10）、維持管理・更新に際しては、サービス水準の引き下げや料金徴収等ではなく、長寿命化により対策を実施すべきとの意見が圧倒的に多い（図表2-2-24）。こうした関心を背景に、維持管理・更新のための政策の選択肢として、長寿命化を挙げる者の割合も高まってきている（図表2-3-11）。



　
図表2-3-10　社会インフラの維持管理・更新に対する考え方


[image: 図表2-3-10　社会インフラの維持管理・更新に対する考え方]



　

図表2-3-11　今後の維持管理・更新について重要だと思うもの（複数選択）


[image: 図表2-3-11　今後の維持管理・更新について重要だと思うもの（複数選択）]




　事後保全ではなく予防保全により維持管理・更新を行った場合の効果については、いくつかの事例に関して試算が行われている。

　例えば、橋長150m、5径間連続橋注64について、事後保全と予防保全の場合の累積補修費のイメージを比較すると、補修を実施せず耐用年数まで使用を続けて、その後架け替えを行うというケースでは約31億円、こまめに舗装塗替やひび割れ注入により補修を行うというケースでは約8億円と試算されている（図表2-3-12）。



　
図表2-3-12　予防保全の累積補修費イメージ


[image: 図表2-3-12　予防保全の累積補修費イメージ]




　社会インフラの長寿命化がインフラ全体について行われた場合の効果については、個別の施設の構造的特性や周辺環境のほか、利用状況や技術進歩等を総合的に考慮しなければ正確な把握は難しいが、内閣府「日本の社会資本2012」のデータを用いてマクロレベルでの長寿命化の効果試算を行うことが可能である。図表2-3-13では、15分野（道路、港湾、航空、公共賃貸住宅、下水道、廃棄物処理、水道、都市公園、文教施設、治水、治山、海岸、農林漁業、国有林、工業用水道）のインフラについて、「日本の社会資本2012」で採用されている除却手法と同じ方法で各年に新設されたインフラが除却されていくとしたうえで、それぞれの種別のインフラについて、「日本の社会資本2012」で採用されている現行の平均耐用年数で除却が進むとした場合と、長寿命化により平均耐用年数が一律10％増加するとした場合に発生するストックの滅失量を計算したところ、長寿命化を行った場合、インフラの滅失が抑制され、2009年の水準に比して、2010年からの50年間における除却されるインフラの量は、長寿命化を行わない場合に比べて12.4％少なくてすむという結果が得られた。



　
図表2-3-13　長寿命化の効果


[image: 図表2-3-13　長寿命化の効果]




　当然ながら、これは個別施設の構造的特性や利用実態を捨象した試算であることのほか、長寿命化に伴う維持管理コストの変化にも留意が必要であるが、予防保全による長寿命化により、中長期的に更新の縮小が期待されることがわかる。こうした取組みにより、トータルコストの縮減や予算の平準化を図りながら、将来世代にわたって社会インフラを適切な状態で維持し、便益が発揮されることを確保していくことが重要である。








注64　「径間」とは、構造物の支点と支点の間のことをいい、ここでは橋台や橋脚の間の床版が5つ連なった構造の橋ということ。










◯2　将来負担を踏まえた計画的な取組み



　厳しい財政状況や、今後人口減少が進み公共施設を中心に社会インフラの利用者が減少することが見込まれるなかで、すでに整備された社会インフラの維持管理・更新について、将来の予測を踏まえて計画的な取組みを進めている地方公共団体も多い。以下では、将来を見越して行われている地方公共団体における様々な取組みのうち、先進的な事例を取り上げ、その特徴を分析・紹介する。




（1）公共施設白書等の作成・公表と公共施設の見直し

　これまでも地方公会計の整備促進にむけた取組みが進められており、多くの地方公共団体において財務書類の作成・公表が進められている注65。財務書類では、当該地方公共団体が保有する公共資産等の資産、地方債等の負債が記載されており、これらのデータから社会資本形成の世代間負担比率等を計算することも可能となっている（図表2-3-14）。こうした情報を公開することで地方公共団体の財務状況を明らかにすることに加え、それぞれの地方公共団体における個別の社会インフラの状況を明確にし、その利用状況や維持管理・更新に要する費用を明らかにする取組みも進められている。



　
図表2-3-14　各県等の社会資本形成の世代間負担率


[image: 図表2-3-14　各県等の社会資本形成の世代間負担率]




　図表2-3-15は、公共施設の現状や維持管理・更新に関する将来の見通し等を公共施設白書等として作成・公表している地方公共団体を示したものであり、都道府県では8団体、市区町村では128団体が公共施設白書等を作成・公表している（2014年2月時点）。公共施設の現状を正確に把握し、その状況を地域住民によく理解してもらうことは、公共施設の見直しを進めていくうえで必要不可欠であり、「国民意識調査」の結果においても、公共施設の見直しを進めるに際しては、「縮減・再編の意義や必要性について十分な説明がなされること」を求める声がもっとも多く、「縮減・再編の効果や影響が客観的なデータで示されること」が続いている（図表2-3-16）。



　
図表2-3-15　公共施設白書等を作成・公表している地方公共団体


[image: 図表2-3-15　公共施設白書等を作成・公表している地方公共団体]



　

図表2-3-16　公共施設の見直しに当たり重視するもの（プロセスについて）


[image: 図表2-3-16　公共施設の見直しに当たり重視するもの（プロセスについて）]




　しかし、実際に具体の取組みの実施につなげていくことは難しい。日本PFI・PPP協会が実施したアンケート調査によれば、公共施設白書等を作成した地方公共団体のうち、実際に公共施設の適正配置の計画を策定し、具体的な事業活動を行っている地方公共団体は15.5％にとどまっており、計画を作成中の地方公共団体と併せても半分に満たない（図表2-3-17）。また図表2-3-7によれば、公共施設の見直しを実施する際には、29.6％の人が「トータルでの財政削減効果を最大にすること」を重視しているが、もっとも多いのは「最低限必要な行政サービスの水準が維持されること」（46.9％）であり、「地域内の平等に配慮がなされること」を重視する者も多い。このため、公共施設の見直しを実行に移していくためには、許容されるサービス水準や地域間のバランスに配慮しつつ、住民との合意形成を進めていくことが必要となる。



　
図表2-3-17　公共施設白書の作成状況とその後の展開


[image: 図表2-3-17　公共施設白書の作成状況とその後の展開]




　そこで、公共施設白書を作成・公表した上で具体の取組みを進めている地方公共団体の事例を見ていく。



（公共施設の削減目標を明示したうえで、住民理解の促進に努めている事例）

　公共施設の更新問題に積極的に取り組んでいる地方公共団体の一つに神奈川県秦野市がある。

　秦野市（人口169,326人（2014年1月現在））は、神奈川県央の西部に位置し、首都圏のベッドタウンとして高度経済成長期に人口が急激に増加した。この時期に集中して整備された公共施設が今後、一斉に老朽化する。


　同市の試算によると、建物更新等費用は、子どもの減少にあわせて学校を縮小しても2050年までに総額758億円必要になる。この不足分を起債で賄おうとすると、市債残高は現在の約2倍に達し、財政破綻に近づく。



　
図表2-3-18　秦野市の今後40年間の建物改修・更新費用の推移


[image: 図表2-3-18　秦野市の今後40年間の建物改修・更新費用の推移]




　このような公共施設更新問題への対応に取り組むにあたり、秦野市では、2008年4月に特命の専任組織である「公共施設再配置計画担当」を設置し、部局横断的に公共施設のあり方について抜本的に見直すこととした。


　特命組織の設置後、まず着手したのが「公共施設白書」の作成である。同白書は、住民との情報の共有、庁内の共通認識の醸成等を目的に、同市の公共施設の現状を「量（ストック）」、「管理運営経費（コスト）」、「利用状況（サービス）」の三つの視点からとらえ、それらの調査・分析結果や評価とともに、管理運営面における課題を明らかにしたものであり、作成を外部委託せずに市職員自らで行っている。


　公共施設白書を2009年10月に公表した後、2010年10月に「公共施設の再配置に関する方針」（2011〜2050年の計画）を定め、同方針に基づき2011年3月に「公共施設再配置計画第1期基本計画」（2011〜2020年の計画）及び「前期実行プラン」（2011〜2015年の計画）を策定し、2011年度から計画を推進している。


　前期実行プランでは、公共施設の再配置の取組みが、より少ない税の負担でより高いサービスを実現するものであり、一概にサービスの低下につながるものではないことを市民にアピールするため、4つのシンボル事業に取り組むこととしている（図表2-3-19）。



　
図表2-3-19　シンボル事業の概要


[image: 図表2-3-19　シンボル事業の概要]




　秦野市は、このような前期実行プランの成果等を踏まえ、それ以降の計画を立て実行していく予定であり、2050年までには31.3％のハコモノを減らす数値目標を掲げている。


　このような大胆な取組みの実施に当たっては住民との合意形成が不可欠であるが、秦野市が2012年12月に実施したアンケートによれば、「公共施設の再配置」の考えに賛成する者が76.8％となっている（図表2-3-20）。このように住民理解が得られている背景には、公共施設白書の公表をはじめとした積極的な広報に加え、取組みの必要性を数値で示したことで住民の納得感を醸成したことが大きく影響していると考えられる。



　
図表2-3-20　秦野市の取組みに賛成する者の割合


[image: 図表2-3-20　秦野市の取組みに賛成する者の割合]



（道路や下水道等の社会インフラも含めたマネジメントに取り組んでいる事例）

　先述のとおり、公共施設白書を作成している地方公共団体が増えてきているが、その大半が建築物（ハコモノ）を対象としており、道路や下水道等のインフラも含めてマネジメントに取り組んでいる事例はまだ少ない。


　府中市では、2012年10月に「道路・橋梁・公園、下水道」等の社会インフラを対象とした「府中市インフラマネジメント白書」を作成した。同市では、先行して2011年3月にハコモノを対象とする「府中市公共施設マネジメント白書」を作成しており、その作成過程において、ハコモノだけではなく社会インフラも含めて一体的に市の財産管理を行っていくことを方針としたことがこのきっかけである。


　インフラマネジメント白書では、現状の施設の数量と管理水準を将来維持するにあたり、従来通りの手法で管理を継続した場合に必要なインフラの「維持管理費」と「補修更新費」に関する今後40年間の将来経費の予測を行った。その結果、下水道を含む将来経費は年間80.70億円（現状の予算執行額は年間54.64億円）、下水道を除く場合の将来経費は24.54億円（現状の予算執行額は18.78億円）と算出され、現状の予算執行額では不足が生じる見通しが示された（図表2-3-21）。



　
図表2-3-21　インフラの将来経費全体の予測


[image: 図表2-3-21　インフラの将来経費全体の予測]




　この白書を踏まえ、2013年1月に長期的なインフラマネジメントの方針を示した「府中市インフラマネジメント計画」が策定された。計画は、「インフラ業務全体」「維持管理費」「補修更新費」の項目に分類され、白書で算出された将来費用の不足額に対応するための歳入確保策、コスト削減策等が示されている。その具体的な取組みの一つが、第2章第2節で見た道路維持管理の包括的民間委託である。


　また、計画による効果として、「維持管理」と「補修更新」のうち試算が可能である施策の費用削減効果の試算合計が公表されている。施策を全て導入する場合には白書で示された経費予測（下水道を除く）に比べ年間3億円、約12％の削減が見込まれている。但し、この費用削減効果を踏まえても現状の予算執行額に対して不足が生じる計算となる。そのため、試算した施策に加え、計画では試算に反映できていない事項についても更なる取組みを進めていくこととしている（図表2-3-22）。



　
図表2-3-22　インフラマネジメント計画による費用削減効果


[image: 図表2-3-22　インフラマネジメント計画による費用削減効果]



（2）ライフサイクルコストの削減を目指した取組み

　青森県では、橋梁の効率的な管理を行うため専用のシステムが導入され、県内の橋梁の統一的把握やライフサイクルコストを最適化する修繕計画のシミュレーションが行われている。


　青森県では、1970年以降に集中して建設された橋梁の更新時期の到来が迫り（図表2-3-23）、また、2003年に策定された「財政改革プラン」により一層の予算削減が求められているという厳しい状況にあった。こうした状況を踏まえ、費用効率よく計画的に橋梁の維持管理を行うため、長期的な視点から橋梁を効率的・効果的に管理し、維持更新コストの最小化・平準化を図る取組みとして、2004年より橋梁アセットマネジメントシステムを構築し、2006年より運用を開始した。



　
図表2-3-23　橋梁の架設年度の分布（橋長15m以上）


[image: 図表2-3-23　橋梁の架設年度の分布（橋長15m以上）]




　予防保全の考え方を取り入れるためには、その運用開始時点で橋梁の健全度を回復させておく必要があり、そのための初期費用がかかる。システムの運用に当たり、新たに開発したブリッジマネジメントシステム（BMS）注66を用いて予算シミュレーションを行ったところ、運用開始年の補修費用は、前年に比べて約3倍の費用がかかるものの、最初の5年間に集中的に投資することにより、従来の事後保全型の維持管理を続けた場合に比べ、予防保全型の維持管理を続けた場合トータルで711億円を縮減できるとの結果が得られた。このような予算シミュレーションを行うことで、橋梁アセットマネジメントに対する理解が得られ、厳しい財政状況の中でも予算の確保につながった（図表2-3-24）。



　
図表2-3-24　BMSによる予算シミュレーションの結果


[image: 図表2-3-24　BMSによる予算シミュレーションの結果]




　2008年における「青森県橋梁長寿命化修繕計画」では、2008年から50年間の予防保全型維持管理費用は745億円、2012年5月の見直しでは、2012年からの50年間の予防保全型維持管理費用は669億円と試算されており、BMSの活用による維持管理費用の低減が見込まれている。


　また、青森県の橋梁アセットマネジメントシステムは、BMSを活用したコスト削減のほか、1)維持管理点検や補修補強等の各種マニュアルの策定、2)行政職員や建設業関係者向けの研修による人材育成も含んだものとなっており、「もの（ITシステム）」、「しくみ（マニュアル）」、「ひと（人材育成）」を3つの柱とするトータルマネジメントシステムとなっていることが特徴である。




（3）維持管理・更新における優先順位付け

　予防保全的な取組みを進めることで、ライフサイクルコストの低減を図ることは重要であるが、そうした取組みを進めても、厳しい財政状況のなかでは維持管理・更新を行う社会インフラの取捨選択に迫られるケースも考えられる。その場合、どの社会インフラを優先的に維持管理・更新するかを決めるには、当該インフラの利用状況や必要性等を勘案して決めることも一つの方法である。


　岐阜県では、道路利用者に安全で安心して利用できる道路を持続的に提供するため、損傷が小さなうちに補修を行う「予防保全」の考え方を取り入れ、適切な施設の維持管理に努めている。


　しかし、これらの道路施設は高度成長期以降に建設されたものが多く、今後の施設の高齢化に伴い、老朽化した施設が急激に増加することが懸念されている。さらに道路予算の減少もあって、全ての施設の維持管理に対応することが困難となることも予想されており、これまでの予防保全の考え方だけでは、重要な道路施設においても、損傷が生じることが懸念されていた。



　
図表2-3-25　架設後50年以上となる橋梁数


[image: 図表2-3-25　架設後50年以上となる橋梁数]




　そこで、施設の損傷による道路利用者への影響を把握し、大きな影響が発生しないように2012年9月に「社会資本メンテナンスプラン」を策定した。


　本プランは、従来の予防保全の維持管理に加えて、道路の区間や施設の社会的影響の程度を考慮し、より効率的に補修を実施していくことが特徴であり、対象施設は「舗装」、「橋梁」、「危険斜面（落石）」の3施設とし、県管理道路の機能維持（可用性確保）のため、社会的な影響の大きい道路を明確にしたうえで、道路利用者等へ与える影響を考慮した評価を行い、補修の順序や施設管理の手法を定めている（図表2-3-26）。



　
図表2-3-26　施設ごとの問題と社会的影響度の内容
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　対象の3施設は、その構造的な特徴の違いから、それぞれの点検結果から施設の劣化状況等を評価して、問題の発生する確率を設定する。これに、社会的影響度を掛け合わせて、施設ごとのリスクを算出する。その後、道路の一定区間にある施設のリスクを合計し、そのリスクの合計が大きい区間の施設から補修を行う（図表2-3-27）。



　
図表2-3-27　道路の一定区間と施設のイメージ


[image: 図表2-3-27　道路の一定区間と施設のイメージ]




　区間リスクの算定では、県が管理する道路を、政策上重点的に管理する必要のある重要路線と一般路線を分け、一般路線における未改良区間の舗装と15m未満の橋梁については、重要路線に比して社会的影響や復旧に要する費用が小さいことなどから、区間リスク算定の評価外としている注67（図表2-3-28）。



　
図表2-3-28　管理方針表


[image: 図表2-3-28　管理方針表]




　ただし、リスク算出は劣化予測を用いて算出しているため、リスク評価に基づく補修計画と現場状況には差異が生じると考えられる。そのため、リスク評価の結果の活用については、道路管理者が補修を実施する箇所の状況を現地で確認し、補修の必要性を最終的に判断した上で、補修箇所を選定する仕組みとなっている。


　今後、社会的影響の評価方法等について、精度向上を図る必要があるものの、このように、社会的影響を取り入れ、リスクの高い箇所から優先的に補修を行っていく手法は、予算が限られた地方公共団体にとって有効な取組みであると考えられる。




　以上の事例を踏まえると、まずは地域の社会インフラの実情を、利用状況や維持管理・更新に係る費用等を定量的に明らかにすることで住民の理解を深め、それをもとにどのような対応を進めるかを考えていくことが重要であることがわかる。また、実際に社会インフラの維持管理・更新を進めるに当たっては、長期的な視点に立ってそのコストを最小化するための取組みを進めるとともに、維持管理・更新においても住民の理解が得られるようなルールを明らかにしつつ選択と集中を進めていくことが重要である。








注65　総務省「地方公共団体における財務書類の作成基準に関する作業部会報告書」（2014年3月）によれば2011年度決算に係る財務書類の作成状況については、全団体（都道府県、市町村及び特別区）の72％が作成済みとなっている。また、作成済団体の89％が、他の地方公共団体との比較等により財務書類を活用している。


注66　点検、劣化予測、LCC算定、維持管理シナリオ選定、予算シミュレーション、長寿命化予算計画、長寿命化修繕計画、長寿命化事業進捗管理、事後評価と橋梁の維持管理に必要な全業務を一貫して支援するシステム。


注67　なお、当該施設は区間リスク算定の評価外であるものの、適切な維持管理は行われている。










◯3　新技術の活用と維持管理・更新の担い手の育成



（1）新技術の活用による維持管理の効率化

　厳しい財政状況や技術者の不足といった制約のなかで、今後の社会インフラの老朽化に適切に対処していくためには、インフラの効率的な維持管理を可能とする新技術の開発・活用を進めていくことが必要である。そこで、以下では、点検・診断技術やモニタリング技術の分野において、効果的・効率的な維持管理の実現に向けて新技術を開発・利用している取組みを紹介する。




（高度な点検・診断技術）

　労働力人口の減少への対応や生産性向上を目的として、産業・生活のさまざまな場面でロボットの活用が進んでおり、ロボット産業は急速な成長が見込まれている。インフラの点検・診断においても、ロボットの活用が期待されており、例えば、東日本高速道路株式会社では、UAV（無人飛行体）システムを橋梁点検等に利活用できるよう検討を行っている。


　現在の点検作業においては、例えば高所で検査路の無い箇所で近接目視を実施するためには車線規制を設け、橋梁点検車を用いて点検を実施する必要があるなど（図表2-3-29）、高橋脚のコンクリート面や付属物、歩行困難な急斜面部や河川部等の橋梁点検には困難が伴う。UAVを導入することは、それらの作業の代替となり、得られた画像を元に打音点検を必要とする箇所を絞り込むことができるようになる。こうしたことにより、点検の効率化に繋がると期待されるとともに、点検技術者をより高度な判定が必要な箇所へ重点化できるようになるものと考えられる。



　
図表2-3-29　橋梁点検車を用いた点検状況


[image: 図表2-3-29　橋梁点検車を用いた点検状況]




　検討に使用しているUAVシステムは、カナダのエリヨン・ラボ社が開発したもので、操作用タブレットに飛行ルート、高度、撮影ポイント等を入力するのみで操作が可能である。離陸後は、あらかじめ入力した目標地点まで自立飛行し、必要な動画や静止画像を自動的に撮影することができる。


　また、一度作成した飛行ルートは、保存することも可能なため、異なるオペレーターが操縦しても、同様のルートで飛行することができる。点検業務において、このような属人的影響を受けない再現性が確保できるということは、非常に大きな利点である。さらに、操作が簡便であるため、飛行自体には特別な技能が必要とならないことも、このUAVシステムの特徴の1つといえる（図表2-3-30）。



　
図表2-3-30　UAVシステム機器構成


[image: 図表2-3-30　UAVシステム機器構成]



　
図表2-3-31　UAVシステムを用いた橋梁点検状況


[image: 図表2-3-31　UAVシステムを用いた橋梁点検状況]



　
図表2-3-32　UAVシステムからの撮影画像


[image: 図表2-3-32　UAVシステムからの撮影画像]




　2013年度には、群馬県渋川市の関越自動車道・利根川橋で、既存カメラにおける床版下面部及び桁下部の探査可能範囲や桁側面への接近可能距離等を確認することを目的として検証を行っており、今後も早期の実運用を目指して検討を進めていくこととしている。


　また、橋梁点検への活用を主として検討を進めているが、今後は交通渋滞時や災害時の調査等への活用も期待し、更なる実証実験を行っていくこととしている。


　別の分野として、近年、インフラの先進的な点検技術として開発・活用が進められているもう一つの技術に、非破壊検査技術がある。従来は、構造物内部の劣化状況を把握するためには、ドリルを使ってコンクリート構造物の試料採取を行ったり、コンクリート内の鉄筋破断について調査するために鉄筋を部分的にはつり出して注68調査を行うなど、調査のたびに構造物を傷つけなければならなかった。また、点検のために交通規制を行う必要があったり、人が入りにくい場所での点検には困難が伴ったりするなど、実施上も課題があった。非破壊検査技術とは、赤外線やレーザー、電磁波等を用いて、構造物の表面や内部の状態を点検・診断する技術であり、こうした技術を活用することで、点検・診断の効率化や質の向上が期待できる。



　
図表2-3-33　コンクリート埋込部の点検・診断技術の例


[image: 図表2-3-33　コンクリート埋込部の点検・診断技術の例]




　非破壊検査の実証例として、2013年6月、国土交通省岐阜国道事務所では、岐阜大学社会資本アセットマネジメント技術研究センターとの連携のもと、橋梁の損傷個所を調べる非破壊検査を実施した。国道258号「羽根谷橋」において、調査機材を搭載した車両が時速約50kmで走行し、床版損傷のデータを収集した。この調査は、交通規制を伴わずに実施できることに加え、軽度な損傷も早期に発見することができることから、深刻な状況になる前に損傷箇所を発見することができる。また、補修が必要になる箇所を工事着手前に事前に把握できることから、工事をスムーズに実施することができ、工事に伴う交通規制を短縮することができる。



　
図表2-3-34　羽根谷橋の位置と調査車両


[image: 図表2-3-34　羽根谷橋の位置と調査車両]




　このように、点検の質と効率性の両面で改善が期待される非破壊検査技術については、今後一層の普及と活用が期待される。



（モニタリング技術）

　技術者による点検で把握されるよりも先に、インフラに生じた変位や異常を常時察知することを可能にするモニタリング技術についても、開発・普及が進んでいる。


　2012年2月に東京湾に開通した東京ゲートブリッジでは、維持管理の省力化、ライフサイクルコストの低減、劣化メカニズムの分析を目的として「橋梁モニタリングシステム」を導入している。東京ゲートブリッジには、橋の左右の伸縮変位や中心部のひずみ、免震装置の変位等を測定する多くのセンサーが取り付けられており、センサーが計測したデータは、システムを通じて、ほぼリアルタイムに監視室にあるパソコンに表示される。また、異常発生時は警報で通知される。



　
図表2-3-35　橋梁モニタリングシステム


[image: 図表2-3-35　橋梁モニタリングシステム]




　橋梁モニタリングシステムは、構造物の状態をリアルタイムに把握するだけでなく、開通時からのデータの蓄積によって、劣化メカニズムの分析に役立てることができる。例えば、重量貨物による疲労劣化は橋梁にとって深刻な問題だが、東京ゲートブリッジでは、床組に設置されたセンサーにより、車両重量等を測定・解析することができる。これにより、劣化を早めに察知し、予防保全を行うことができるようになる。今後のデータの蓄積により、橋梁のライフサイクル全体を通した劣化のメカニズムの解明にもつながっていくことが期待される。


　以上のように、日夜進歩する新技術をインフラの分野に活用することで、維持管理の効率化・高度化を図っていくことが重要である。



（2）維持管理・更新の担い手の確保・育成

（地方公共団体における担い手確保・育成）

　国土交通省が地方公共団体を対象に行った調査によると、維持管理・更新のために取り入れている人材育成・推進体制の整備に対する取組みとして、「全庁的に国や他機関等における維持管理・更新に関する知見習得に向けた研修制度を活用している」が約4割と高い割合となっている一方で、「特に取組は行っていない」が過半数を占めている（図表2-3-36）。「特に取組は行っていない」地方公共団体は、その他市区町村で割合が高くなっており、規模の小さい地方公共団体ほど維持管理・更新を担当する技術職員の数が少ないため、人材育成が進んでいないことが考えられる。例えば、道路部門で技術職員数別の人材育成の取組状況を見た場合、「研修制度の活用」「業務を通じた技術的知見の継承」のいずれも、職員数が少ない（いない）ほど、その実施割合は低くなっている（図表2-3-37）。



　

図表2-3-36　地方公共団体における維持・更新のための人材育成・推進体制


[image: 図表2-3-36　地方公共団体における維持・更新のための人材育成・推進体制]



　

図表2-3-37　技術職員数別の人材育成、推進体制整備の取組状況（道路部門）


[image: 図表2-3-37　技術職員数別の人材育成、推進体制整備の取組状況（道路部門）]




　また、「維持管理・更新にあたる職員（技術職員等）を積極的に採用している」や「維持管理・更新に専任する職員を配置している」といった推進体制の整備に関する取組みは総じて低い割合であり、その他市区町村でその傾向は顕著となっている。図表1-3-23で見たように、地方公共団体の土木関係職員数が総体的に減少し続けるなかで、維持管理・更新を担当する職員を新たに増員することが体制的に難しい状況が見てとれる。


　このように、地方公共団体において、維持管理・更新のための人材育成や推進体制の整備に関する取組みは十分に行われているとはいえない。人員上の制約があるなかでも、地方公共団体はインフラの管理者として維持管理・更新を適切に行う責務があり、そのための方策を模索していかなければならない。そのうえで、図表1-3-19で見たように、小規模な地方公共団体ほど老朽化状況の把握が進んでいないことも踏まえ、特に中小の市町村等において自助努力だけでは対応が難しい状況に直面した場合には、第2節で見たような民間の活用に加えて、国や大規模な地方公共団体等が、自らが保有するノウハウや技術、人材を提供して補完することが必要となる。




■国から地方公共団体への技術支援

　国土交通省では、管内の橋梁に重大な損傷等が発生した場合に、地方公共団体からの相談や要請に応じて職員を派遣し、緊急調査、応急対応方針に関する助言等を行う体制を整備し、社会インフラの維持管理・更新における技術支援を行っている。


　2012年4月、静岡県浜松市が管理する原田橋に損傷が発見され、全面通行止めとなった。迂回には2時間半を要するなど、通行止めに伴う地域住民の生活に与える影響が甚大で対応に急を要したため、浜松市は中部地方整備局に対して支援を要請した。要請を受け、中部地方整備局は対策支援本部を設置し、職員を派遣するとともに、国土技術政策総合研究所・土木研究所の橋梁専門家を現地へ派遣し、調査や復旧方法に関する技術的助言を行った。その後、現橋の利用可能性の検証や補修方法について提案を行い、提案された方法に基づいて補修工事が行われ、同年6月に供用が再開された。



　
図表2-3-38　原田橋の現地調査


[image: 図表2-3-38　原田橋の現地調査]




　こうした職員の派遣以外にも、地方公共団体職員向けに橋梁保全に関する現場研修会や講習会等を行うなど、保全技術向上を図るための支援が進められている。




■都道府県から市町村への支援

　奈良県では、市町村が管理する橋梁の点検業務と長寿命化修繕計画策定を県が受託して実施する「垂直補完」を2010年度より実施している。これは、土木技術職員の不足等から、独自では長寿命化修繕計画の策定が難しい市町村を支援するための取組みである。具体的には、県の支援を希望する市町村について橋梁の点検を県の管轄土木事務所が行い、各市町村の長寿命化修繕計画を県と同じ考え方に基づき県道路管理課において策定している。これにより、市町村においても計画に基づく予防保全型の適切な維持管理が可能となるほか、市町村が独自で計画を策定するよりも費用を低減できるといったメリットも生じる。


　この垂直補完の推進によって、2012年度末に全市町村の橋梁点検が終了し、2013年度には橋梁長寿命化計画の策定が終了した（図表2-3-39）。今後は、長寿命化修繕計画に基づき本格化が見込まれる補修工事についても市町村への支援を検討しており、昨年度はモデルケースとして1工事を受託した。補修工事においては市町村職員を県に派遣してもらい、積算や現場管理等、工事の実践を通して人材育成も同時に進めることも考えている。



　
図表2-3-39　奈良県市町村の橋梁長寿命化修繕事業の進捗


[image: 図表2-3-39　奈良県市町村の橋梁長寿命化修繕事業の進捗]




　一方、橋梁に続いて2013年度には、道路ストック総点検の一環でトンネルについても垂直補完により9市町村15トンネルの点検業務を県が受託するなど、この取組みは広がりを見せている。


　こうした取組みに見られるように、高度な技術やノウハウを有する主体が、それを必要とする他の主体に対して提供し、共有していくといったインフラ管理者間の相互連携を進めていくことは、我が国全体の社会インフラの維持管理・更新の水準向上に寄与するものと考えられる。




（建設業における担い手確保・育成）

　第1章で見たように、建設業の就業者は減少を続けており、社会インフラの維持管理・更新を担う人材不足が懸念されている。この要因の一つとして、建設投資の大幅な減少等が技能労働者の賃金低下をもたらしていることが考えられる。建設業の売上高経常利益率の推移を見ると、1990年代前半は全産業平均よりも収益力が高かったが、バブル崩壊後は低下傾向が続き、2000年代以降は1％台の低水準で推移している。2011年度より、復興需要等でやや回復に向かっているが、依然として全産業や製造業の利益率を下回る状態が続いている（図表2-3-40）。



　
図表2-3-40　建設業の売上高経常利益率の推移


[image: 図表2-3-40　建設業の売上高経常利益率の推移]




　また、技能労働者の賃金について、建設業の男性生産労働者の年間賃金総支給額の推移を見ると、1990年代前半までは大幅上昇を続け、製造業の男性生産労働者との格差はかなり縮小した。しかし、その後は建設業の賃金低下が早期に始まり、かつ下げ幅が大きかったことから、格差は再び拡大した。近年は、賃金水準はおおむね横ばいであり、製造業に比べて建設業の賃金が低い状況が続いている（図表2-3-41）。



　
図表2-3-41　年間賃金総支給額の推移


[image: 図表2-3-41　年間賃金総支給額の推移]




　維持管理・修繕業務の収益性について、「維持管理・修繕業務に関する事業者アンケート」によれば、発注者別では、国、都道府県、市町村のいずれも「収益性は低い」と回答する割合が高くなっており、なかでも、市町村が62.9％と高くなっている。また、収益性の低い理由としては、約90％の事業者が「実際にかかる手間・コストに比べ、積算上の単価・歩掛が低く見積もられる」を挙げており、国が発注する維持管理・修繕業務では「業者間の価格競争が厳しい」が、都道府県、市町村が発注する業務では「発注規模が小さい」が二番目に多くなっている（図表2-3-42）。



　
図表2-3-42　維持管理・修繕業務の収益性（発注者別）


[image: 図表2-3-42　維持管理・修繕業務の収益性（発注者別）]




　積算上の単価について、発注者側の認識を見てみると、国土交通省が地方公共団体に対して実施したアンケートによれば、維持修繕工事で予定価格と実態の経費が乖離している原因について、「乖離しているという認識はない」という回答がもっとも多くなっている（図表2-3-43）。



　

図表2-3-43　維持修繕工事で予定価格と実態の経費が乖離している原因
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　これに対し、上述の事業者アンケートのなかで、地方公共団体が発注する維持管理・修繕に係る工事について収益性の低い要因を見た場合も、やはり「実際にかかる手間・コストに比べ、積算上の単価・歩掛が低く見積もられる」と回答する割合は高くなっており、工事のみの問題か、点検作業等の問題であるか引き続き把握が必要であるが、地方公共団体と事業者の認識にギャップが生じている可能性がある（図表2-3-44）。



　
図表2-3-44　収益性が低い要因（地方公共団体・工事関係業務）


[image: 図表2-3-44　収益性が低い要因（地方公共団体・工事関係業務）]




　このため、発注規模や工期の工夫に加えて、積算単価を実態に即して適宜見直していくことで、建設業が一定の収益性を確保し、将来に向けた設備投資や人材育成を行っていけるような環境づくりを進めていくことが、維持管理の担い手を確保していくために必要である。こうしたことから、2013年度に橋梁補修用歩掛の新設、維持修繕用歩掛の改定、間接工事費率の見直し等を実施したところである。


　維持管理・修繕業務の現場において、どういった人材（技能者・技術者）の確保が困難かを「維持管理・修繕業務に関する事業者アンケート」の結果をもとに見てみると、建設業者では「一般の技能者」「職長クラスの技能者」、建設コンサルタントでは「一般の技術者」が多くなっており、現場作業を担う人材の確保が難しくなっていることがわかる注69。


　一方で、技術者としての人材は、建設業者では「一級土木施工管理技士」、建設コンサルタントでは「技術士」「RCCM注70」「コンクリート診断士」が多くなっている。「一級土木施工管理技士」は、建設工事のいわゆる現場監督を行う監理技術者の資格の一つとなっており、「技術士」「RCCM」は業務発注の際、受注者側が置くべき技術者の要件として求められる場合がほとんどである等、業務を受注するうえで必要となる機会が多い資格を持つ技術者が不足しているという結果となっている（図表2-3-45）。



　
図表2-3-45　維持管理・修繕業務において確保が困難な人材


[image: 図表2-3-45　維持管理・修繕業務において確保が困難な人材]




　これに対し、今後自社の従業員が取得することが有用と考えられる資格については、上記で不足しているとの回答割合が高かった技術者に加えて、建設業者で「コンクリート診断士」が多くなるなど、現状は不足していないが、今後を見据えた場合にニーズがあると考えられている資格があることがわかる（図表2-3-46）。



　

図表2-3-46　今後自社の従業員が取得することが有用と考えられる資格


[image: 図表2-3-46　今後自社の従業員が取得することが有用と考えられる資格]




　「維持管理・修繕業務に関する事業者アンケート」によると、事業者が行っている人材確保・育成のための取組みとしては「新規入職者の確保」「現従業員に対する教育・研修」「高年齢従業員の雇用延長」が多くなっている。従業員規模別に見た場合、全体の傾向として、規模が大きいほど人材確保・育成に取り組む割合が高くなっているが、「高年層従業員の雇用延長」については従業員規模による差異が見られず、規模の小さい事業者も実施しやすい取組みであることが見てとれる（図表2-3-47）。こうした高齢者の活用に引き続き取り組んでいくことに加え、長期的に見た場合には若年層の新規入職者を増加させることが必須となる。



　
図表2-3-47　人材確保・育成の取組状況（従業員規模別）


[image: 図表2-3-47　人材確保・育成の取組状況（従業員規模別）]




　技能者の確保という観点から、国勢調査において、技能者の詳細区分の年齢構成を見ると、職種によって年齢構成に違いがある。30代後半と60代前半に就業者の山ができているが、その大きさは職種によって異なるものとなっており、特に、大工・左官では50代後半から60代にかけての割合が突出して高く、年齢構成が高齢者に偏っている。このため、今後、技能者の人材確保を進めるに当たっては、こうした職種ごとの年齢構成の傾向を見据えながら、戦略的に取り組んでいくことが必要となる（図表2-3-48）。



　
図表2-3-48　技能者の職種別年齢構成


[image: 図表2-3-48　技能者の職種別年齢構成]




　また、第一生命保険株式会社が保育園児、幼稚園児及び小学生を対象に行ったアンケート調査によると、「大人になったらなりたいものは何ですか。」という質問に対し、「大工さん」と答えた割合は安定して推移しており、順位も上位10位以内を維持している（図表2-3-49）。



　
図表2-3-49　就きたい職業に関するアンケート（男子）


[image: 図表2-3-49　就きたい職業に関するアンケート（男子）]




　このように、小学生以下の子どもにとっては、建設業は魅力ある職業として捉えられており、中学生以上に対して、その魅力を発信し、継続して関心を持ってもらうことも、若年入職者の増加につながると考えられる。このため、技能労働者が学生にものづくりの楽しさや喜びを伝える出前講座、工事現場の見学会、現場実習等に加え、適切な賃金が支払われるようにすること等の処遇改善等を通じて、引き続き若者の入職動機の形成、入職促進を図っていくことが必要である。


　さらに、現在外国人労働者の受け入れに関する検討が政府全体で進められており、建設業については、2020年度までの時限的措置として、外国人の技能実習修了者について、引き続き国内で建設業務に従事することを認めるなどによりその活用を図ることとされている。また、女性技能労働者についてもその入職拡大に向けた取組みが進められている。こうした取組みの効果や影響等を踏まえつつ、今後も建設業における技能者の人材確保に向けた取組みを検討していく必要がある。


　技術者の確保という観点では、資格制度を活用することも有効な方法の一つと考えられる。「維持管理・修繕業務に関する事業者アンケート」で社会インフラの維持管理において、今後新設された場合に有用と考える資格について質問したところ、建設コンサルタントでは、橋梁やトンネルといった「対象物別の資格」や構造物を維持・点検する「技術レベル別の資格」、建設業者では入札参加時に義務づけられる「業務範囲別の資格」や巡視パトロールや災害時の緊急点検の「目的別資格」を望む傾向が見られた（図表2-3-50）。これらの違いは、それぞれの業種において主に対象とする維持管理・修繕業務の具体的な内容の違いから生じると考えられるが、こうした資格が、業務上も有効に活用されるとともに、これらの資格を有することが社会的な評価につながることが明らかとなれば、これらの資格の取得を希望し、社会インフラの維持管理に関わる仕事に就くことを希望する若者も増加すると考えられる。



　
図表2-3-50　今後、新設された場合に有用と考える資格


[image: 図表2-3-50　今後、新設された場合に有用と考える資格]




　また、以上のような人材確保の取組みに加えて、一人一人がより高いパフォーマンスを発揮できるよう個々の能力を高めていくことが不可欠であるとともに建設業全体でより効率的な生産システムの構築に努めていくことが必要である。







注68　表面のコンクリートをはがして検査すること

注69　建設コンサルタントにおける「一般の技術者」とは、技術士やRCCMといった資格を有せず、上位の技術者の指示を受けて作業にあたる要員のことをいう。


注70　Registered Civil Engineering Consulting
Manager。建設コンサルティング業務の管理技術者、照査技術者になるための資格。










コラム　「ドボジョ」〜Civil
Engineering注1の世界で働く女性たち〜



　土木系の仕事や学問に携わっている「土木好きの女子」を指す呼び名、「ドボジョ」という言葉をご存じでしょうか。

　1982年、土木学会誌に「女性土木技術者登場」の特集が組まれて以降、女性の土木技術職への進出は拡大してきています。文部科学省の学校基本調査を見ると、大学の土木工学科・土木建築工学科で学ぶ学生に占める女性の割合は、1993年では9.4％でしたが、男子学生数が大幅な減少傾向であった一方、女子学生数は大きな変動がなかったこともあり、2013年には16.7％まで増加しました。また、大学卒業後に建築・土木・測量技術者として就職した人のうち、女性が占める割合も徐々に高まってきています。



　

図表2-3-51　土木工学・土木建築学学生数と女子学生の割合の推移


[image: 図表2-3-51　土木工学・土木建築学学生数と女子学生の割合の推移]




　では、実際に女性の土木技術者はどのくらい存在するのでしょうか。「国勢調査」（2010年）によると、女性の土木・測量技術者数は5,870人（女性比率2.4％）とされており、土木学会企画委員会実施の「技術者動向調査」（2012年12月）によれば、その活躍の場は、官公庁、大学、建設会社、電力会社、コンサルタント業等様々な業種に広がっていると考えられます。



　
図表2-3-52　建築・土木・測量技術者 就業者数の推移


[image: 図表2-3-52　建築・土木・測量技術者 就業者数の推移]




　漫画でもヒロインとして取り上げられた「ドボジョ」。この言葉は、「土木系女子」だけでなく、「作業服姿にヘルメットをかぶり、土木・建築の現場で働く女性たち」すべてを表す言葉として定着しつつあります。しかし、工事現場は通常「囲い」がなされているため、実際に作業をしている「ドボジョ」を目にする機会は少ないようです。そのため、これから土木の世界に入ろうと考える女性には、まだまだ不安も多くあります。1983年に発足した「土木技術者女性の会」注2では、これから「ドボジョ」を目指す女性のために、土木の仕事をイラストで紹介したり、先輩女性土木技術者からのメッセージを込めた「ロールモデル」を集めた冊子「Civil
Engineerへの扉」を作成しています。また、女性土木技術者を応援する本は土木学会からも発行されています。


　
図表2-3-53　漫画「ドボジョ」


[image: 図表2-3-53　漫画「ドボジョ」]



　
図表2-3-54　女性土木技術者を紹介する本


[image: 図表2-3-54　女性土木技術者を紹介する本]




　今後、ますます女性の活躍が広がっていくと予想されるなか、日本建設業連合会では女性技能労働者について5年以内に倍増を目指すことを目標にした、女性技能労働者活用のためのアクションプランを策定（2014年3月20日）し、会員各社に対して職場環境の整備等に積極的に取り組むよう求めています。また、国土交通省においても、「もっと女性が活躍できる建設業」へ向けて官民を挙げた取組みを進めていくこととしています。



　
図表2-3-55　女性技能労働者活用のためのアクションプラン


[image: 図表2-3-55　女性技能労働者活用のためのアクションプラン]




　多くの人の笑顔のために働く女性たち、彼女たち自身が輝く笑顔で働くことができる、そんな土木・建築の現場が今後増えていくことが期待されています。








注1　「市民のための工学」あるいは「市民の文明的な暮らしのために、人間らしい環境を整えていく仕事」を意味する言葉。（公益社団法人　土木学会ウェブサイトhttp://www.jsce.or.jp/より）

注2　2013年11月18日に「一般社団法人土木技術者女性の会」となりました。










コラム　式年遷宮に見る技術継承と技術者確保



　2013年は日本を代表する神社の一つである三重の伊勢神宮で20年に1度の式年遷宮が行われ、多くの参拝客が訪れました。「式年」とは定められた年を意味し、「遷宮」とは新しい社殿を造って御神体を遷すことをいいます。


　伊勢神宮の式年遷宮は飛鳥時代の690年に始まり、約1,300年の歴史を有します。戦国時代に中断された時期はありましたが、現在に至るまで20年ごとに内宮・外宮の正殿等、正宮・別宮の全ての社殿と御装束・神宝の造り替えが繰り返し行われ、2013年は第62回目の式年遷宮を迎えました。社殿には檜の素木造りで堀立柱と萱（かや）の屋根等を特徴とする「唯一神明造（ゆいいつしんめいづくり）」という日本最古の建築様式が用いられており、当時から変わらぬ姿を今も見ることができます（図表2-3-56）。



　
図表2-3-56　正殿（内宮）


[image: 図表2-3-56　正殿（内宮）]




　神宮には内宮・外宮ともそれぞれ東と西に同じ広さの敷地があり、20年ごとに同じ形の社殿を交互に新しく造り替えます。この造り替えによって生じた古材は、可能な限り再利用されています。例えば、内宮と外宮の正殿の一番太い柱である棟持柱は、削り直したうえで、神宮の表玄関である宇治橋の内側と外側の鳥居として20年間利用され、その後は三重県亀山市の「関の追分」と桑名市の「七里の渡」の鳥居としてさらに20年間利用されています。このほかにも、古材は内宮・外宮の摂社・末社の修繕・造り替えに使用されたり、全国の神社に無償で提供したりしています。


　また、遷宮にかかる費用については、古代には朝廷、鎌倉時代には鎌倉幕府、江戸時代には徳川幕府、明治以後戦前までは政府によって賄われてきましたが、戦後は伊勢神宮が民間の宗教法人となり政府の手を離れ、以降は国費の投入はなく伊勢神宮の自己財源により賄われています。今回の遷宮による事業費は約550億円と公表されています。


　遷宮がなぜ20年に一度と定められたか、その理由には諸説ありますが、その説の一つに「技術継承説」があります。20年という期間は、当時の寿命でも2度は遷宮に携わることができ、初めて遷宮を経験する次世代の技術者へ技術を継承していくのに合理的であるという理由です。実際に伊勢神宮ではどのようにその建築技術が受け継がれているのでしょうか。


第61回式年遷宮が行われた1993年から、第62回式年遷宮が終わる2016年までの伊勢神宮の技能者の雇用状況と作業内容について概要を見ていきます（図表2-3-57）。



　
図表2-3-57　伊勢神宮が雇用している技能者の推移と作業内容
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　式年遷宮は正宮の遷宮が終わった後に別宮の遷宮があるため、2年間は約160名の技能者の雇用が続きます。別宮の遷宮終了後、若手や技能優秀者30名ほどを神宮の常勤職員として残し、その他の技能者は解散となり、以後12年間、30名の技能者は摂社・末社の修繕・造り替え等を行います。


　本殿の遷宮終了後15年目に、次の遷宮のための木材加工が始まりますが、この頃から作業量や進捗に応じて全国から技能者を雇い入れていきます。この時、遷宮を経験している30名が新たに参加する技能者の教育を行います。この20年の周期によって、多い人で3回の遷宮に携わることができます。




　特筆すべき点としては、最低限技能を伝承するのに必要な技能者（30名）を遷宮終了後も常勤職員としてその雇用を確保していることです。一方で、ピーク時に雇い入れる技能者は、特に宮大工のみを採用しているわけではなく、一般の大工等を採用した後に必要な技能を教育しています。このことは、中核となる技能者を継続雇用し維持・更新業務に従事させることによって技術力が維持されているゆえに可能となっているといえます。




　このように、伊勢神宮の式年遷宮においては、次回の遷宮を見越して、人材の確保（ピーク時に向けた弾力的な雇用）と技術伝承（中核的な技能者の雇用維持）の取組が実践されています。社会インフラの維持管理・更新の担い手不足が大きな問題となっている昨今、1300年前から続いてきたこの仕組みから学ぶべき点も多いのではないでしょうか。



　
図表2-3-58　社殿造営の様子


[image: 図表2-3-58　社殿造営の様子]



（参考文献）

　伊勢神宮式年遷宮広報本部公式ウェブサイト　http://www.sengu.info/index.html

　（株）野村総合研究所「NRIパブリックマネジメントレビュー（2011/4月）」










第3章　国土交通分野における主な取組み



　第2章では、「賢く使う」、「みんなで支える」、「将来を見越す」という3つの視点から、これからの社会インフラの維持管理・更新にむけた施策の方向性について考察・検討を行った。紹介した事例のなかにはすでに国土交通省において進めている取組みも多いが、これからの社会インフラの維持管理・更新に向けては、引き続き「賢く使う」「みんなで支える」「将来を見越す」ための施策を展開していくことが求められる。本章では、以上の3つの視点から現在国土交通省が取り組んでいる主要な施策を紹介する。











第1節　賢く使うための取組み



◯1　道路空間の有効活用



　第2章でも見てきたように、社会インフラそのものやその空間を利用することで、社会インフラの機能を高め、より有効活用しやすくすることが可能となる。例えば、道路の事例でも見たように、その空間は地域活性化や防災等様々な用途として多面的に活用できる。また、その空間を有効に活用できるような環境を整備していくことが求められる。


　こうした状況等を背景として、2014年5月に、「道路法等の一部を改正する法律」が成立し、新設や改築に限られていた立体道路制度（原則、道路区域は上下空間全てに及ぶが、例外的に道路区域を空間又は地下について上下の範囲を定めることができる制度）を既存の高速道路でも適用できるようになる。これにより、例えば、堀割構造の既存の高速道路の上部に人工地盤を形成することで、当該地盤の上に建築物を建設することが可能になる（図表3-1）。また、道路区域でなくなった空間を活用することにより得られる収益を、首都高速等の高速道路の維持管理・更新費用に充てることが可能となり、民間資金を活用した高速道路の更新と都市再生を一体的に進めやすくなる。そのほか、道路区域以外に余地がある場合でも高架下空間を占用することができるようになり、また、公平かつ効率的な道路空間の活用が図るために有効である場合には、その占用者の決定は入札により行うことが可能となる。



　

図表3-1　立体道路制度の既存の高速道路への適用拡大（道路法第47条の7の改正）


[image: 図表3-1　立体道路制度の既存の高速道路への適用拡大（道路法第47条の7の改正）]













◯2　コンパクトシティの形成



　前章でも見たとおり、特に人口減少が進み財政制約に直面する地方都市において、コンパクトシティを形成していくことが重要である。


　そこで、福祉等の生活サービス機能と居住を誘導し、高齢者も安心して暮らせるコンパクトなまちづくりを進めるため、「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」が2014年5月に成立し、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実等に関する包括的なマスタープラン（立地適正化計画）を作成した市町村では、都市機能誘導区域において誘導したい機能について、容積率及び用途規制の緩和等が可能となる。また、市町村が誘導したい機能が指定した区域外で立地する場合について、届出を受けることにより、市町村が働きかけを行うことができるようになる。これらにより、都市機能や居住を一定のエリアに誘導することが可能となる。また、区域内で都市機能を整備する民間事業者に対して、市町村が公的不動産を提供する場合、国が直接支援する制度を創設する。



　
図表3-2　都市再生特別措置法等を改正する法律概要


[image: 図表3-2　都市再生特別措置法等を改正する法律概要]













第2節　みんなで支えるための取組み



◯1　PPP／PFIの推進



（1）コンセッション方式の活用推進

　第2章で見たように、今後は独立採算型等のPFI事業を推進していく必要があり、なかでもコンセッション方式の活用が重要視されている。政府全体の方針として、「PPP／PFIの抜本改革のためのアクションプラン」、「日本再興戦略」及び「経済財政運営と改革の基本方針」において、コンセッション方式の対象拡大等が掲げられており、国土交通省では、空港、下水道、地方道路公社の有料道路事業の各分野で、コンセッション方式の導入に向けた取組みや地方公共団体への支援を進めている。


　空港分野では、2013年6月に「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律（民活空港運営法）」が成立し、国管理空港等についてコンセッション方式の活用が可能となった。この民活空港運営法に基づき、仙台空港において、2013年11月に事業の基本スキーム案、2014年4月に実施方針が公表され、2014年度に運営権者の公募・選定、2015年度中に運営委託開始が予定されている（図表3-3）。また、関西国際空港及び大阪国際空港については、関西国際空港を国際拠点空港として再生・強化するとともに、両空港の適切かつ有効な活用を通じた航空輸送需要の拡大を図るため、2012年7月に新関西国際空港株式会社の下で経営統合した。同社が両空港を一体的に運営し事業価値の増加を図り、可能な限り速やかに両空港のコンセッションの導入を実現することとしている。



　
図表3-3　仙台空港経営改革に向けた進捗状況


[image: 図表3-3　仙台空港経営改革に向けた進捗状況]




　下水道分野では、管理者である地方公共団体によるコンセッション方式の実施検討を支援するため、有識者検討会による議論を経て、2014年3月に「下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン（案）」を策定した。今後は、ガイドラインの普及を図るとともに、具体的な案件の検討段階で生じた課題等を踏まえて改訂を行っていくとしている。


　地方道路公社の有料道路事業におけるコンセッション方式の活用については、愛知県からの構造改革特区提案の実現に向け、関係省庁と連携し、同県における検討を踏まえた取組みを進めている。




（2）包括的民間委託の活用拡大

　建設業における中長期的な担い手の確保、ダンピング受注の是正、地域の社会インフラの維持管理等の課題に対応するために、国土交通省では、これまでの画一的な入札契約方式から、時代のニーズや事業の特性に応じて選択できる多様な入札契約方式等の導入・活用を推進することとしており、2014年度よりこうした新しい入札契約方式にモデル的に取り組む地方公共団体への支援を開始した。この新たな入札契約方式のなかには、地域の社会インフラの的確な維持管理等を図ることを目的とした包括的民間委託（複数年契約、複数業務の一括発注）が例として挙げられており、モデル事業の成果を反映した発注者向けマニュアルの作成によって、包括的民間委託等の多様な入札契約方式等の普及を進めていく方針である。



　
図表3-4　多様な入札契約方式の検討の例


[image: 図表3-4　多様な入札契約方式の検討の例]













◯2　維持管理における住民協力



　社会インフラの維持管理における住民参加をさらに広げていくためには、積極的な住民参加を後押しするような取組みが求められる。その一環として、「海岸法の一部を改正する法律」が2014年6月に成立し、自発的に海岸の維持、海岸環境の保全等に関する活動を行う法人等（NPO等）を支援する「海岸協力団体制度」が創設される。今後、海岸管理者と連携して海岸の維持管理に協力する法人等（NPO等）を海岸協力団体として指定することにより、その自発的な活動を支援し、地域の実情に応じた海岸の維持管理の充実を図ることとしている。











◯3　地域公共交通の維持



　地域公共交通を取り巻く環境は厳しさを増しており、現在の水準や体制での運営が困難になるケースも想定される。そうした場合には、事業の運営主体だけではなく、地域の住民・行政・事業者が連携して支えていく必要がある。こうした背景もあり、2013年12月に交通政策を総合的かつ計画的に推進するための枠組みを構築する「交通政策基本法」が成立し、これに関連して、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律」が2014年5月に成立した。同法では、持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生を推進するため、市町村等による地域公共交通網形成計画の作成や同計画に定められた地域公共交通再編事業を実施するための地域公共交通再編実施計画の作成等が定められ、地方公共団体が先頭に立って、事業者や住民等の関係者との合意の下で、地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークを再構築し、それを国が支援する枠組みとなっている（図表3-5）。



　

図表3-5　「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律」の概要
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第3節　将来を見越した取組み



◯1　「社会資本メンテナンス元年」の取組みとその未来への継承



　今ある社会インフラが、長期の未来にわたってその便益を発揮することを確保していくために、国土交通省では「将来を見越した」取組みとして戦略的・計画的な社会インフラのメンテナンスを実施している。




（1）「当面構ずべき措置」等に基づく総合的・横断的な取組みの進展

　高度成長期以降に整備した社会資本が今後急速に老朽化することを踏まえ、省を挙げて老朽化対策に取り組むため、2013年を「社会資本メンテナンス元年」と位置付け、同年1月、国土交通大臣を議長とする「社会資本の老朽化対策会議」を設置した。同年3月、同会議において、老朽化対策の全体像を今後3箇年にわたる「社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置」としてとりまとめ、総合的・横断的な取組みを推進してきた（図表3-6）。



　

図表3-6　社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置工程表（概要）（2013.3.21決定）
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　その基本的な考え方は、国民が安心して既存のインフラを利用し続けることができるよう、適切な点検による現状確認及びその結果に基づく適確な修繕の実施並びにこれらの取組みを戦略的・計画的に進めるためのPDCAサイクルの要となる長寿命化計画等の策定・充実を推進するというものであり、具体的には、以下の取組みを進めてきた。




1)総点検の実施と修繕

　笹子トンネル天井板落下事故等を踏まえた緊急点検、また、利用者や第三者の被害の回避を最優先とした集中点検については、2013年度を目標におおむね完了し、点検結果を踏まえ、速やかに修繕を実施している。




2)基準・マニュアルの策定・見直し

　これまでの知見や点検結果等を踏まえ、点検内容や頻度等に係る各種基準・マニュアルについて、2013年度に予定していた策定・見直しをおおむね完了し、2014年度から新基準等での運用を開始しているところである。




3)維持管理・更新に係る情報の整備

　的確な情報に基づく維持管理・更新に係るPDCAサイクルの推進を図るため、台帳整備と合わせ、施設ごとの現況等の情報について、データベースの整備を進めている。また、施設・分野横断的な情報の共有・活用のために、2013年度には当該情報のプラットフォームのプロトタイプを整備した。さらに、2014年度にこれらの一部運用を開始するための機能構築を進めているところである。




4)新技術の開発・導入等

　劣化・損傷箇所の早期発見等に繋がる点検・診断技術の開発・導入のうち、非破壊検査等については、2013年度から、新技術情報提供システム（NETIS）等を活用し、公募による現場での試行と評価を実施するとともに、維持管理技術を対象とした維持管理支援サイトを設立し、技術特性の明確化に取り組んだ。また、ロボット等については、維持管理等の場面におけるニーズや分野を明確化するなど実用化に向けた方策を検討するため、2013年度に「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入検討会」を開催し、2014年度からは、民間企業や大学等の有用な技術を公募し、「次世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会」により、現場検証と評価を実施し、活用と開発の両面を促進しているところである。


　さらに、モニタリング技術については、産学官が連携しながら、現場ニーズとシーズをマッチングさせ、現場実証を通じてその有用性を評価・分析すること等により技術開発等を推進するため、2013年度に「社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会」を開催し、2014年度からは、モニタリング技術に関して公募による現場実証と評価を実施する。




5)地方公共団体への支援

　地方公共団体は管理するインフラの施設数が多い一方、財政力や技術力、人員等の体制が厳しい状況のなかで老朽化対策に取り組んでいることから、2012年度補正予算で創設した防災・安全交付金により、施設の点検・修繕や長寿命化計画の策定に対して財政的な支援を実施している。また、体制的な支援として、地方公共団体等からの相談受付のワンストップ化を図るため、2013年7月に、各地方整備局等に老朽化対策に関する支援相談窓口を設置した。あわせて、維持管理に係る基準・マニュアルの提供や技術講習・研修制度の充実等を推進している。




6)維持管理等の担い手支援

　維持管理・更新の適切な実施を確保するためには、現場での点検や修繕等に実際に携わる人材の確保や技術力の向上が欠かせない。このため、地域における建設産業の技術力を維持・継承していく観点から、複数業務の包括発注、複数年契約の更なる活用等の入札契約制度の見直しに関する対策等を検討・実施している。


　また、官民が連携して維持管理・更新等を進めるために、地域との協働やPPP／PFIの活用により、適確な維持管理・更新が行われるような環境整備を推進している。




7)国の一元的なマネジメント体制や法令等の整備

　インフラの老朽化対策を分野横断的に適切に進め、現場での適確な維持管理・更新等を推進していく必要があることから、2013年3月、国土交通省に「社会資本老朽化対策推進室」を設置し、一元的なマネジメント体制を強化した。


　加えて、法令等については、点検等の維持管理に関する基準の位置付けの明確化等が課題となっていたことから、同年、道路法、河川法及び港湾法等について所要の改正を行った。




8)長寿命化計画の推進

　進捗に遅れが見られる地方公共団体等の長寿命化計画の策定については、海岸保全施設、ダム施設、砂防設備等を新たに防災・安全交付金等の対象とするとともに、河川施設・公園施設は防災・安全交付金等の対象となる期間を延長するなど、重点的な支援を行っている。


　また、国土交通省では、2012年7月に社会資本整備審議会・交通政策審議会の下に社会資本メンテナンス戦略小委員会を設置して調査・審議を進め、2013年12月に、「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について」の答申がとりまとめられた。答申においては、国土交通省や地方公共団体等が重点的に講ずべき施策が提言されており、今後、答申に基づき、同委員会において、点検・診断に関する資格制度や専門の技術者から構成される組織の創設、中小規模の市町村の行政界を越えた新たなメンテナンスの組織体制の確立等について、施策の具体化に向けた検討を行っていく。




（2）あらゆるインフラへの取組みの展開と未来への継承

　このような取組みを政府全体、さらには地方公共団体や民間事業者等にも広げ、あらゆるインフラに展開していくため、我が国の老朽化対策の全体像として、2013年11月に「インフラ長寿命化基本計画（以下「基本計画」という。）」が「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」においてとりまとめられた。


　その考え方は、点検・診断の結果に基づき、適切な時期に必要な対策を着実に実施するとともに、施設の状態や対策履歴等の情報を記録し、次期点検・診断等に活用するという、メンテンナンスのPDCAサイクルをしっかりと回すというものである。この取組みを進めることで、インフラの長寿命化を図り、大規模な修繕や更新をできるだけ回避することにより、中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストを縮減し、予算を平準化することに繋がるのみならず、成長戦略として、点検・診断や修繕・更新といった取組みに関わる新たな市場を生み出すことにも繋がる。


　基本計画は、これらの考え方に基づく必要な施策が位置付けられているが、それらを全国のあらゆるインフラで着実に実施していくため、各インフラの管理者等がインフラ長寿命化計画（行動計画）を作成することになっている。


　国土交通省としては、2014年5月21日に開催した「社会資本の老朽化対策会議」において、「社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置」のフォローアップを実施した上で、審議会の答申も踏まえつつ、基本計画に基づく国土交通省の行動計画をとりまとめたところである（図表3-7）。



　
図表3-7　国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）　概要
（2014.5.21決定）
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　国土交通省の行動計画は、自らが管理するインフラに加え、地方公共団体等が管理するインフラについても個別施設毎の長寿命化計画等の策定や計画に基づく取組みが進むよう、国土交通省の具体的な取組みを確定・見える化し、メンテナンスエンジニアリングの構築に向けた道筋を提示した「メンテナンスの指針」である。


　行動計画に基づき、メンテナンスサイクルを全国に根付かせ、メンテナンス元年の危機感と行動を未来へ継承していくため、老朽化対策について、今後さらに重点的・計画的に取り組んでいく。











◯2　建設工事の適正な施工と担い手の確保



　社会インフラの維持管理・更新を実施していくためには、その担い手たる建設業者の人材が不可欠であり、国土交通省ではその確保に向けて取組みを進めている。


　2014年1月の中央建設業審議会・社会資本整備審議会産業分科会建設部会基本問題小委員会における「当面講ずべき施策のとりまとめ」も踏まえ、維持管理・更新も含めた工事の適正な施工とその担い手確保や、そのために必要なダンピング受注の防止等を目的として、建設業法、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（入契法）等を改正する「建設業法等の一部を改正する法律」が2014年5月に成立した。同法においては、ダンピング防止を公共工事の入札契約適正化の柱として追加し、入札の際の入札金額の内訳の提出を求めるとともに、建設業者団体による担い手の育成・確保及び国土交通大臣による支援の責務等を規定している。あわせて、2014年5月に成立した「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」においても、基本理念に中長期的な担い手確保を明確に位置づけるとともに、発注者に対し予定価格の適正な設定や実効性のあるダンピング対策を求めることとされている。


　また、解体工事については、本格的な維持更新時代の到来に伴い、一定の工事量が見込まれている一方で、重大な公衆災害の発生や環境等の視点からの課題が大きく、適切な施工体制を確保することが急務となっている。そこで、解体工事について、事故を防ぎ、工事の質を確保するため、建設業の許可に係る業種区分のなかに解体工事業を新設し、必要な実務経験や資格のある技術者が配置されるよう措置している。


　なお、国土交通省では、2014年1月に「建設産業活性化会議」を開催（座長：髙木副大臣）し、短期及び中長期といった時間軸に分けて講ずべき施策の検討を進めており、本会議での検討結果を踏まえて建設産業の担い手確保・育成に一層取り組んでいくこととしている。











まとめ



　以上のように、「賢く使う」「みんなで支える」「将来を見越す」という視点から、現在、様々な取組みが進められているところであり、これらの効果が発揮されるよう着実に取り組んでいくことが必要である。また、それと同時に将来に向けて更なる検討を進めていくことも重要である。


　「賢く使う」という観点からは、道路法の改正等の取組みを紹介したが、第2章でも述べたように、国土交通に係る幅広い分野において社会インフラを賢く使うための仕組みや工夫について検討を進めていくことが必要であり、特に、社会インフラの利用者や社会インフラを活用してサービスを提供する事業者をより効率的な方法で選択する仕組みの活用を様々な局面において検討していくことが求められる。


　「みんなで支える」という点では、空港等におけるコンセッション方式の導入、包括的民間委託の活用拡大等について紹介したが、更なる推進にむけて、例えば、包括的民間委託については様々な分野や複数の分野を対象にした包括的民間委託の検討、住民参加については参加意識を高めつつ千葉レポのように参画しやすくなるような仕組みづくり等を進めることが必要と考えられる。


　「将来を見越す」という視点からは、地方公共団体における長寿命化やライフサイクルコストを考慮した取組みを支援していくとともに、社会インフラの維持管理・更新の担い手をしっかりと確保できるような環境づくりを進めることも求められる。そのためには、国や地方公共団体間の連携や、建設業が長期的に人材の確保・育成に取り組めるような工夫が必要である。また、その一方で、どの社会インフラを統廃合し、どのように維持管理・更新するのかを、地域住民が将来世代の負担も踏まえて選択・判断できるよう、行政の側からも社会インフラの現状や将来の見通しについて積極的に情報提供していくことが必要であろう。


　将来世代に我々が何を残すか、常にそのことを意識して社会インフラの維持管理・更新に取り組んでいくことが求められている。










付注1　社会資本の生産力効果の推計について



◯1　推定式



　社会資本ストックを明示的に考慮した以下のコブ・ダグラス型生産関数を想定する（民間資本と社会資本について1期前の変数を用いるのは、内生性の問題に対処するためである）。



　
[image: 式(1)]




　推定に際しては、労働と民間資本に関する一次同次（α＋β=1）を仮定し、対数変換した以下の推定式を最小二乗法により推定した。



　
[image: 式(2)]




　推定結果は以下の通り。ケース2は、社会資本を国土交通省所管の7分野（道路、港湾、空港、下水道、都市公園、治水、海岸）とした場合、ケース3は、社会資本を交通基盤分野の3分野（道路、港湾、空港）とした場合の推定結果である。
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◯2　データ



（1）生産量

　1975年〜1979年については、内閣府『1998年度国民経済計算確報（1990年基準・68SNA）』における「経済活動別国内総生産（実質）」の小計の値から対前年変化率を求め、内閣府『2009年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）』における「経済活動別総生産（実質）」の1980年の小計の値を元に遡及推計。1980年〜2009年については、内閣府『2009年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）』における「経済活動別総生産（実質）」の小計の値を使用。




（2）労働時間

　1975年〜1979年については、厚生労働省『毎月勤労統計』における調査産業計（30人以上）の1980年〜1984年の5年間のデータと、内閣府『2009年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）』における「経済活動別の就業者数・雇用者数、労働時間数」のデータのうちの同期間における労働時間から毎年の比率を計算し、5年間の平均を変換率として、厚生労働省『毎月勤労統計』における調査産業計（30人以上）の1975年〜1979年のデータに乗じたものを使用。1980年〜2009年については、内閣府『2009年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）』における「経済活動別の就業者数・雇用者数、労働時間数」のデータを使用。




（3）就業者

　1975年〜1979年については、内閣府『1998年度国民経済計算確報（1990年基準・68SNA）』における「経済活動別の就業者数および雇用者数」のデータを使用。1980年〜2009年については、内閣府『2009年度国民経済計算（2000年基準・93SNA）』における「経済活動別の就業者数・雇用者数、労働時間数」のデータを使用。




（4）稼働率

　製造業については、経済産業省『鉱工業指数』のうちの稼働率指数のデータを使用。ただし、1978年以降のデータしかとれないため、1978年〜2009年の期間における稼働率のデータを、日本銀行『全国企業短期経済観測調査』における製造業の業況判断DIのデータで回帰し、その結果を用いて、業況判断DIのデータを元に1975年〜1977年の稼働率を推計した。


　非製造業については、経済産業省『第3次産業活動指数』のデータを使用。ただし、1988年以降のデータしかとれないため、製造業と同様の方法を用いて1975年〜1987年の間のデータを推計している。




（5）民間資本ストック

　独立行政法人経済産業研究所『JIPデータベース2013』における製造業、非製造業の実質資本ストックのデータを使用。なお非製造業からは住宅を除いている。




（6）社会資本ストック

　内閣府『日本の社会資本2012』のデータを使用。ただし、民間資本ストックのデータとの対象範囲の整合を図るため、宮川・川崎・枝村（2013）にならい、2000年基準にデータを変換するとともに、全17部門から鉄道、公共賃貸住宅、水道、農林漁業、学校施設、郵便、工業用水を除いたものを暦年値に変換して使用した。また、社会資本の効率性の低下パターン（物理的減耗、陳腐化等）を設定し、それにより想定される将来の社会資本より得られる資本サービスの価値を、割引率を用いて現在価値化する手法を用いた試算3−1のデータを使用している。




〔参考文献〕

　内閣府（2010）『平成22年度　経済財政年次報告』

　宮川努・川崎一泰・枝村一磨（2013）「社会資本の生産力効果の再検討」RIETI Discussion Paper Series
13-J-071










付注2　社会資本の厚生効果の検証



◯1　推定式



　唐木ほか（2006）にならい、以下の式を推定した（推定式の導出の過程については、唐木ほか（2006）を参照）。


　
[image: 式(1)]




　このとき、社会資本ストックの地価で測った限界効用（Rg）は次の式で計算される。


　
[image: 式(2)]



　得られた推定結果は以下の通り。


　
[image: 表　推定結果（大都市雇用圏）]



　
[image: 表　推定結果（小都市雇用圏）]





◯2　データ



　分析の対象とした市町村は、東京大学空間情報科学研究センターの2005年の都市雇用圏基準による大都市雇用圏（MEA）と小都市雇用圏（McEA）に含まれる市町村（政令指定市と特別区はいずれも1市とする）である。


　地価については、「都道府県地価調査」の住宅地価の市町村別平均、所得については、総務省「市町村税課税状況等の調」における市町村課税対象所得を常住人口で割ったものを用いる。市町村の社会資本ストックについては、内閣府「日本の社会資本2012」における都道府県別社会資本ストックを一定基準に基づき市町村に按分したものを用いる。また、都市規模については、総務省「国勢調査」から計算した都市雇用圏ごとの就業者数を用いる。通勤費については総務省「住宅・土地統計調査」「国勢調査」から計算した平均通勤時間を用いた。




〔参考文献〕

　金本良嗣・徳岡一幸（2002）「日本の都市圏設定基準」『応用地域学研究』No.7, 1-15

　唐木芳博・奥原崇・渡真利諭・朝日ちさと・西畑知明（2006）『社会資本ストックの経済効果に関する研究−都市圏分類による生産力効果と厚生効果−』国土交通政策研究第68号　国土交通政策研究所











付注3　都市のコンパクトさが行政支出に与える効果の推計について



（1）推定方法

　DID地区を有する市町村について、住民数（N）、DID地区人口密度（Density）、市町村面積（Square）及び時間ダミー（Dummy）を説明変数とし、住民一人あたりの歳出額（EXP/N）を被説明変数とした以下の式を推定した。なお、市町村別の個別性を考慮するため、固定効果モデルを用いて推定を行っている。



　
[image: 式]




　なお、データについては、総務省「地域別統計データベース」等の2005年度、2010年度の2期間のデータを用いた。



（2）推定結果

　推定結果は以下の通り。


　
[image: 表　推定結果]













第II部　国土交通行政の動向



第1章　東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組み



第1節　復旧・復興の現状と対応策



　東日本大震災からの復興の加速は、国土交通省の最優先課題の一つである。発災当初は約47万人に上った避難者は減少したが、今なお、26万人を超える方々注1が47都道府県、約1,200市区町村注2において避難生活を続けられている。国土交通省としては、復旧・復興を更に加速化させ、被災地の方々に復興を実感していただけるよう、総力を挙げて取り組んでいく。


　また、国土交通省は、地方整備局、地方運輸局、気象庁、海上保安庁等のそれぞれの現場において、被災地の声をしっかりと受けとめ、国土交通省が一丸となって、現場の要望に迅速に対応することとしている。その取組みの一つとして、平成25年1月に、3人の大臣政務官ごとに担当する県を決めた「被災地要望対応支援チーム」を省内に設置し、被災地からの要望にきめ細かく対応している。


　道路・港湾等の基幹インフラの応急復旧はほぼ完了し、本格復旧についても順調に進んでおり、インフラ工程表に基づき事業を確実に実行していく。一方、住宅再建・まちづくりについて更なる加速化が必要であることから、住まいの復興工程表において示した住宅再建・復興まちづくりの工程について、これを加速するための措置を着実に実施していく。具体的には、労務単価の柔軟な見直し、生コンクリートの円滑供給などによる人材・資材の確保、用地取得の短縮化など被災市町村それぞれの隘路を実情に応じ打開していく。また、被災地の観光振興、地域公共交通の確保にも取り組んでいく。



　
図表II-1-1-1　公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況


[image: 図表II-1-1-1　公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況]









注1　263,958人。平成26年3月13日時点。復興庁調べ。

注2　平成26年3月13日時点。復興庁調べ。










第2節　インフラ・交通の着実な復旧・復興



（1）総論

　国土交通省が所管する公共インフラについては、応急復旧段階から本格復旧・復興段階へ移行し、復興の事業計画及び工程表に基づき、着実に整備を推進している。今後も、被災地の要望を踏まえつつ、東北の復興を一日でも早く実現するよう、取り組んでいく。




（2）海岸対策

　海岸堤防等の本復旧工事は、平成26年3月末時点において、被災した471の地区海岸のうち、318地区で着工、86地区で完了している。その内、国施工区間（国が災害復旧を代行する区間を含む）約41kmについては、約26kmの区間において施工を完了し、おおむね28年3月末までの完了を目指している。また、復旧に期間を要する湾口防波堤についても、まちづくりや産業活動に極力支障が生じないよう、計画的に復旧を進め、おおむね28年3月末までの完了を目指している。


　これらの工事を進める際には、津波が越流した場合であっても堤防の効果が粘り強く発揮できるような構造を、可能な限り取り入れることとしており、宮城県岩沼市において堤防と一体的な盛土や植生を配置した緑の防潮堤をモデル的に整備した。また、災害廃棄物を堤防盛土材として積極的に活用するとともに、周辺の景観や自然環境にも十分配慮することとしている。




（3）河川対策

　国管理区間の堤防で被災した箇所について、極めて甚大な被害が発生するなどした2箇所を除き、被災前と同程度の安全水準（地盤沈下分を含む）を確保する本復旧が完了している。引き続き、津波の遡上が想定される区間について市町村が策定する復興計画等と整合を図りながら、堤防のかさ上げを推進し、平成27年度末までの完了を目指すとともに、堤防等の耐震・液状化対策、水門等の自動化・遠隔操作化を逐次実施していく。




（4）下水道

　被災した下水処理場120箇所（福島県内の避難指示区域等内に位置する9箇所を除く）のうち、2箇所は汚水の発生がないため稼働の必要が無く、被害が甚大であった仙台市南蒲生浄化センターを除き117箇所は、平成24年度末までに通常レベルの処理まで復旧済である。また、福島県の「避難指示解除準備区域」に位置する処理場のうち、3箇所は本復旧済みである。被災した下水管675kmについては、25年度末現在、603kmの本復旧が完了している。引き続き、復興計画と整合を図りつつ、耐震化、耐津波化の実施と合わせ、早期の復旧・復興を目指すこととしている。




（5）土砂災害対策

　崩壊が発生するなど危険な状態となっていた宮城、福島、茨城、栃木及び新潟各県の41箇所の緊急的な土砂災害対策を完了している。また、強い地震動により不安定な土砂が流動化し、被災地の復興に不可欠な重要交通網等に甚大な被害を及ぼすおそれが高まっている阿武隈川水系などの地域における土砂災害対策を推進し、平成27年度末までに完了を目指している。




（6）道路

　道路については、1)高速道路は、常磐自動車道の区域見直し前の警戒区域にかかる区間のうち、被災し通行止めとなっていた常磐富岡IC〜広野IC間については平成26年2月22日に再開通し、被災時建設中であった南相馬IC〜浪江IC間については26年内、浪江IC〜常磐富岡IC間については27年ゴールデンウィーク前までを開通目標として整備工事を実施中、2)直轄国道は、24年度末までに本復旧をおおむね完了（なお、国道45号の橋梁等大規模な被災箇所については、復興計画等を踏まえて復旧）、3)復興道路・復興支援道路については、新たに事業化した区間を含め、民間の技術力を活用した事業推進体制（事業促進PPP）により整備を推進しており、25年度末までに、あわせて4路線・18区間について工事着工している。さらに、26年4月には、震災後に事業化された復興道路・復興支援道路において、はじめて開通見通しが確定し、5区間・42kmが事業化から6〜7年という異例のスピードで開通する見通しとなった。これにより、既開通区間を含めると全体の約6割の開通見通しが確定した。




（7）鉄道

　東日本大震災により被災した路線のうち、運休区間が残っているのは三陸鉄道及びJR東日本の6路線（JR山田線、大船渡線、気仙沼線、石巻線、仙石線、常磐線）である。


　三陸鉄道については、平成23年度第3次補正予算において創設した新たな支援制度を活用して同年より復旧工事に着手しており、24年4月1日に北リアス線の田野畑〜陸中野田駅間で、25年4月3日に南リアス線の吉浜〜盛駅間で運行が再開された。残りの区間についても現在復旧工事を進めており、26年4月5日・6日に、南リアス線の釜石〜吉浜駅間・北リアス線の田野畑〜小本駅間の運行再開をもって、三陸鉄道は全面復旧する見込みである。


　常磐線の竜田〜広野駅間については、26年春の楢葉町帰町判断に合わせ運行を再開する見込みである。さらに、石巻線・仙石線は27年内、常磐線の浜吉田〜相馬駅間は29年春の運行再開を目指し復旧工事に着手した。


　一方、山田線、大船渡線及び気仙沼線については、国土交通省東北運輸局が事務局となり、沿線自治体、JR東日本、復興局等で構成する線区別の復興調整会議等の場を通じ、まちづくりと一体となった鉄道復旧について検討を進めている。なお、当面の公共交通を確保するため、気仙沼線については24年12月22日より、大船渡線については25年3月2日より、仮復旧としてBRT注が運行されている。




（8）港湾

　八戸港では平成25年7月末に災害復旧事業が完了した。その他の港湾についても「産業・物流復興プラン」に基づき、湾口防波堤等の復旧を計画的に推進するとともに、経済復興の礎となる岸壁・防波堤等の港湾施設の整備を行った。


　また、東日本大震災により発生した災害廃棄物の処理を進めるため、仙台塩釜港石巻港区と茨城港常陸那珂港区において海面処分場を整備し、仙台塩釜港石巻港区においては、25年2月より、茨城港常陸那珂港区においては、24年7月より災害廃棄物等の埋立処分を実施した。







注　Bus Rapid
Transitの略で、バス専用道路を走行することにより通常の路線バスより速達性・定時性を向上させた交通システム










第3節　復興まちづくりの推進・居住の安定の確保



（1）復興まちづくりの推進

　事業手法や事業区域の柔軟な見直し、事業の段階的実施等の工夫を織り込んだ「住まいの復興工程表」を踏まえ、事業の円滑な推進に取り組んでいる。


　平成26年3月末時点で、高台移転等を行う防災集団移転促進事業については、「住まいの復興工程表」に基づき実施が予定されている339のすべての地区において事業着手の法定手続である大臣同意に至っており、304地区において造成工事に着手している。また、土地区画整理事業については、「住まいの復興工程表」に基づき事業が予定されている51のすべての地区において事業化の段階に達しており、37地区において工事に着手している。


　被災地における復興事業が本格化する中、被災市町村における人員やノウハウの不足を補い、円滑に事業を進める必要がある。このため、被災地方公共団体等への人的支援や、被災地方公共団体の発注業務の負担を軽減する発注方式の導入、（独）都市再生機構の活用等により、事業の推進を支援しているほか、事業の効率的な実施のための手続に関する通知等による技術的支援や、支援施策を取りまとめたホームページ「復興まちづくり情報INDEX」の公開等による情報提供を行っている。




（2）居住の安定の確保

　まちづくりと同様、地区別の工程表を取りまとめた住まいの復興工程表を踏まえ、以下に掲げる支援事業等を通じ、迅速な居住の安定の確保に取り組んでいる。自力での住宅再建・取得が可能な被災者に対しては、（独）住宅金融支援機構による災害復興住宅融資について融資金利の引下げ等を行っているほか、宅地に被害が生じた場合についても支援するため、災害復興宅地融資を実施している。既往の貸付けについても、最長5年間の払込み猶予・返済期間の延長や、猶予期間中の金利引下げ措置を実施している。


　また、自力での住宅再建・取得が困難な被災者に対しては、地方公共団体が公営住宅（災害公営住宅）の供給を進めており、その整備等に要する費用や入居者を対象とした家賃減額に要する費用に対する助成の拡充を行っているほか、入居者資格要件や譲渡に係る特例措置を講じている。


　さらに、福島第一原子力発電所事故に係る対応として、避難指示区域に居住していた方々（避難者）について、災害公営住宅の入居等に関し、地震・津波等の自然災害による被災者と同様の措置をとることにより、居住の安定の確保を図ることとしている。



　
図表II-1-3-1　災害公営住宅の整備状況（Ｈ26.3.31）


[image: 図表II-1-3-1　災害公営住宅の整備状況（Ｈ26.3.31）]













コラム　「新しい東北」の創造に向けた取組み



　東北地方は、震災前から、人口減少、高齢化、産業の空洞化等、現在の地域が抱える課題が顕著にありました。このため、単に従前の状態に復旧するのではなく、震災復興を契機として、これらの課題を克服し、我が国や世界のモデルとなる「新しい東北」を創造すべく、取組みを進めています。


　まず、幅広い担い手（企業、大学、NPO等）による先駆的な取組みを加速するための「新しい東北」先導モデル事業等を実施しています。例えば、まちづくりの分野において、平成25年度には岩手県陸前高田市で、「身近な楽しさを、家族や仲間と分かち合う暮らし」をコンセプトとして、住民自身の声を反映しつつ、住宅街を設計する取組みが行われています。この中では、住民のワークショップを開催し、自分たちが集まりやすい集会所、集まりたくなる集会所をデザインする、といったことが試みられています。


　また、各地で建設が進められている災害公営住宅の中には、将来を見据えて地域の課題を解決する「工夫」や、地域や街の魅力を引き出す「こだわり」を持ったものが数多く見られます。例えば、岩手県大槌町で整備された団地では、歩行者と居住者の日常的な交流を生み出すために、各住戸に縁側を設置するとともに、団地の入口には地域全体の交流の場となる集会所と広場が配置されるなどの工夫がなされています。


　このように、被災地では「ハード」と「ソフト」の両面から、コミュニティの形成や、活発で住み心地のよい暮らしを目指す取組みが芽生え始めており、被災地のみならず、同様の課題を抱える日本全国の地域への展開が期待されます。



　
岩手県大槌町大ケ口地区災害公営住宅


[image: 岩手県大槌町大ケ口地区災害公営住宅]













第4節　地域公共交通の確保と観光振興



（1）地域公共交通の確保

　東日本大震災によって被害を受けた地域公共交通に対しては、地域公共交通確保維持改善事業を活用して被災地のバス交通、乗合タクシー等の確保・維持を支援するため、同事業の補助要件の緩和等の特例措置を講じている。具体的には、地域をまたがる幹線バス交通ネットワークの確保・維持、また、避難所・仮設住宅・残存集落や新規住宅、病院、商店、公的機関等の間の日常生活の移動確保を目的とする地域内のバス交通等の確保・維持について支援している。なお、地域内のバス交通等に関しては、平成25年度から、一定の要件の下で補助上限額を引き上げた。




（2）観光振興

　震災後の外国人旅行者の落ち込みが大きい東北及び北関東の訪日需要の回復のため、海外主要市場における風評被害の払拭と当該地域の観光復興のPR等を実施した。


　具体的には、海外消費者向けには、日本政府観光局のHP上等により空間放射線量等についての正確な情報発信や、観光地としての魅力を訴求するため、東北地域へ海外のメディアの招請を行った。
また、海外旅行会社向けには、東北地域への招請を行い、旅行商品の造成支援や、海外旅行博覧会等において、東北地域の観光情報の発信等を行った。さらに、海外政府等向けには
日・ASEAN観光協力政策対話を東北地域で開催し、東北視察を通じ、正確な情報発信や魅力訴求等、訪日観光需要の回復に向けた様々な取組みの推進を行った結果、平成25年の訪日外国人旅行者数は過去最高の1,036万人（対前年比24％増、対前々年比67％増）となった。


　国内観光需要の回復のために様々な取組みを実施しているが、特に、太平洋沿岸エリア等において、広報展開・情報発信強化、地域ならではの旅行商品・復興ツアーの造成促進、震災の記憶の伝承及び滞在交流促進の仕組みの構築等、発地・受地双方の取組みに対する支援を実施した。また、福島県における早期の観光復興を最大限に促進するため、同県が実施する風評被害対策及び震災復興に資する観光関連事業に対して補助を行った。加えて、東北・北関東を訪問することにより、東北・北関東の復興を応援する「東北・北関東への訪問運動」を24年3月末より本格展開しており、賛同団体の取組みを観光庁のホームページで集約・発信することで、連帯の輪を拡げていくことを目的として民間等に広く賛同を呼びかけている。


　観光庁の宿泊旅行統計調査によると、25年年間値注1の延べ宿泊者数は約4億5,600万人泊となり調査開始以来（19年）最高値を示し、前年比においても3.8％増と、国内景気の回復基調の傾向が顕著に表れた。


　一方、東北6県注2では、延べ宿泊者数が約3,900万人泊となり、震災前の22年と比べて0.8％増であった。ただし、観光客中心の施設注3の延べ宿泊者数でみると、22年と比べ21.2％減となり、震災の傷跡が大きく国内の好況がまだ十分に浸透していない。







注1　暫定値

注2　東北6県：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島。

注3　観光客中心の施設とは、宿泊者数のうち観光目的の宿泊者が全体の50％以上と回答した施設。










第5節　復興事業の円滑な施工の確保



　被災地の復旧・復興事業では、発注件数の増加に伴い、施工条件が厳しい工事などを中心に、入札不調・不落が発生している。これらの工事も、発注者が再発注時でロットの大型化などの工夫をすることにより、ほぼ契約に至っている状況である。国土交通省では、工事を行うために必要な人材と資材の状況を踏まえて工事の円滑な施工確保を図るため、「復興加速化会議」（平成25年3月以降3回開催）や「復旧・復興事業の施工確保に関する連絡協議会」（23年12月以降8回開催）において、関係機関や関係業界と連携しながら必要な対策を講じてきた。この中では、実勢価格に応じた予定価格の設定のため、被災地の労務単価を25年4月に約21％、26年2月にさらに約8％引き上げたほか、被災地の施工実態を踏まえた復興歩掛や間接工事費に係る復興係数の導入を行っている。また、不足が特に懸念される生コンクリートについては、国や県が自らプラントを設置する取組みを進めている。











第6節　福島の復興・再生等



　東京電力（株）の福島第一原子力発電所の事故発生を受け、平成26年3月時点で、避難指示区域からの避難者数は、約8万1千人、いわゆる自主避難者も含め福島県全体の避難者数は、約13万5千人に及んでいる（復興庁調べ）。政府としては、避難指示区域の見直しが25年8月に完了し、田村市への避難指示が26年4月1日に解除されたことを踏まえ、そのほかの市町村についてもインフラや生活関連サービスの復旧、除染作業の進捗を加速させ、住民の方々や地方自治体が将来に向けて新たな一歩を踏み出すことができるよう、早期帰還支援策や新生活支援を拡充・強化していく必要がある。国土交通省としては、25年3月に策定された「早期帰還・定住プラン」や同年12月に閣議決定された「原子力災害からの福島復興の加速に向けて」等を踏まえ、工程表に基づくインフラ復旧や避難者向けの高速道路無料措置、風評被害の払しょく等への取組みを通じて、避難されている方々の一日も早い帰還を実現していく。











第7節　東日本大震災を教訓とした津波防災地域づくり



　東日本大震災の教訓を踏まえ、「津波防災地域づくりに関する法律」が平成23年12月に成立・施行された。同法は、最大クラスの津波が発生した場合でも「人の命が第一」という考え方で、ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防御」の発想による津波災害に強い地域づくりを推進するものである。


　24年度に国土交通省では、津波災害に強い地域づくりのため、地方公共団体に対する支援として、同法の施行に関する技術的助言を通知するとともに、津波浸水想定の設定に関する手引きの公表、津波浸水想定に係る相談窓口の開設、都道府県との意見交換の実施等を行った。


　その結果、24年8月以降、17府県において、最大クラスの津波を想定した津波浸水想定が公表されている（26年3月末時点）。また、26年3月には全国で初めて、徳島県において津波災害警戒区域が指定され、静岡県焼津市において津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画（推進計画）が作成されたところである。


　被災地においては、南三陸町志津川地区等の18地区で、「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」が都市計画決定される（26年3月末時点）など、「津波防災地域づくりに関する法律」を活用した復興の取組みも進められているところである。


　今後とも、地域ごとの特性を踏まえ、既存の公共施設や民間施設も活用しながら、海岸堤防等のハード整備や避難訓練等のソフト施策を組み合わせることにより、国民の命を守るための津波防災地域づくりを積極的に推進していく。











第2章　時代の要請にこたえた国土交通行政の展開



第1節　国土政策の推進



　総合的な国土の形成に関する施策の指針として、「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成」を新しい国土像として掲げる国土形成計画（全国計画）（平成20年（2008年）閣議決定）及び各広域ブロックの地域戦略とその具体的な取組みをまとめた広域地方計画（21年（2009年）大臣決定）並びに持続可能な国土管理を基本方針とする第四次国土利用計画（全国計画）（20年（2008年）閣議決定）に基づき、総合的な国土政策を推進しており、国土形成計画の関係主体への指針性を向上させるため、毎年度計画のモニタリングを実施している。


　また、国土形成計画（全国計画）策定から約6年が経過し、近年の我が国の国土を取り巻く状況を見ると、2050年には人口が約6割の地域で半減し、高齢化率は約4割になるなど、急激な人口減少・少子化や高齢化をはじめ、グローバリゼーションの進展による国家・都市間競争の激化、首都直下地震や南海トラフ巨大地震など巨大災害の切迫等極めて大きな変化に直面している。このような変化に対応するためには、危機感を共有し、国民の叡知を結集して長期的な視野に立った国土政策を構想する必要がある。


　このため、25年10月以降、有識者懇談会の開催等を通じて、今後の国土・地域づくりの指針となる、中長期（おおむね2050年）を見据えた、新たな「国土のグランドデザイン」について検討を進め、26年3月にはその骨子を発表した。


　今後は、この骨子を基に、地方をはじめ各方面の御意見を広く伺いながら更に検討を深め、新たな「国土のグランドデザイン」の取りまとめを行うとともに、その具体化に努めていく。











第2節　第3次社会資本整備重点計画の推進



　社会資本整備重点計画は、「社会資本整備重点計画法」に基づき、社会資本整備事業を重点的、効果的かつ効率的に推進するために策定する計画である。


　平成24年8月に閣議決定した第3次社会資本整備重点計画（24〜28年度）では、厳しい財政状況等、様々な課題に対応するため、中長期的な社会資本整備のあるべき姿を提示した上で、「選択と集中」の基準を踏まえた4つの重点目標（「大規模又は広域的な災害リスクの低減」、「我が国産業・経済の基盤・国際競争力の強化」、「持続可能で活力ある国土・地域づくりの実現」、「社会資本の適確な維持管理・更新」）を設定し、真に必要な社会資本整備を着実に進めているところである。


　また、計画の実効性を確保する方策としてフォローアップを行うこととしており、社会資本整備審議会・交通政策審議会交通体系分科会計画部会において、重点計画で掲げた目標の達成状況、事業・施策の実施状況の把握等を進めている。











第3節　交通政策の推進



◯1　交通政策基本法について



　交通政策に関する基本理念やその実現に向けた施策、国や地方公共団体の責務などを定める基本法制として、「交通政策基本法」が平成25年12月に公布・施行された。


　「交通政策基本法」は、交通に対する時代の要請に的確に応え、関係者の一体的な協力のもとに、施策を策定・実行していく体制を構築するものであり、国民等の交通に対する基本的な需要が適切に充足されることが重要であるという認識のもとに、「豊かな国民生活の実現」、「国際競争力の強化」、「地域の活力の向上」、「大規模災害への対応」等、交通に関する施策の推進にあたっての基本理念や、これらの理念を実現するために実施することが必要な基本的な施策を定めている。


　また、交通に関する施策の策定と実施についての国や地方公共団体の責務、これらの施策への協力についての事業者や国民の責務・役割を定めるとともに、これら関係者相互の連携・協力などについて定めている。さらに、政府は交通施策に関する基本的な計画である「交通政策基本計画」を策定し、交通に関する施策についての基本的な方針や施策の目標、政府が講ずべき施策等を定めることとしている。


　今後、同法に基づいて、交通政策に関して、政府が一丸となって様々な課題に取り組み、交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進することとしている。



　
図表II-2-3-1　交通政策基本法の概要


[image: 図表II-2-3-1　交通政策基本法の概要]













◯2　地域公共交通の充実に向けた新たな制度的枠組みについて



　人口減少、少子高齢化が進展する中、特に地方部においては、公共交通機関の輸送人員の減少により、公共交通ネットワークの縮小やサービス水準の一層の低下が懸念されている。一方で、地域公共交通は、特に自動車を運転できない学生、高齢者等にとって必要不可欠な存在であり、また、地域の活力を維持し、強化するためには、コンパクトなまちづくりと連携して、地域公共交通の充実を図ることが重要である。


　しかし、地域公共交通を担う事業者の経営が更に厳しさを増す中、民間事業者に依存した従来の枠組みでは、これらの地域公共交通に対する社会的要請に応えることは困難である。このため、地域の総合行政を担う地方公共団体が先頭に立って、関係者と適切に役割分担しながら、まちづくりや観光振興などの観点も踏まえつつ、地域にとって最適な交通ネットワーク及び交通サービスを合意の下で実現していくための枠組みづくりが喫緊の課題となっている。



　
図表II-2-3-2　地域公共交通の現状と課題


[image: 図表II-2-3-2　地域公共交通の現状と課題]




　こうした情勢を踏まえ、平成25年9月より、交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会を5回にわたり開催し、26年1月に中間とりまとめ「地域公共交通の充実に向けた新たな制度的枠組みに関する基本的な考え方」がとりまとめられた。


　これを受け、国土交通省では、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律案」を第186回国会に提出し、26年5月に成立した。



　

図表II-2-3-3　新たな制度的枠組みによる公共交通の再編のイメージ


[image: 図表II-2-3-3　新たな制度的枠組みによる公共交通の再編のイメージ]













第4節　海洋政策（海洋立国）の推進



　四方を海に囲まれている我が国は、広大な海をフロンティアとして認識し、真の「海洋立国」を実現していく必要があることから、海洋に関する行政分野の多くを所管する国土交通省では「海洋基本法」に基づく「海洋基本計画」の下、関係機関と連携しつつ、海洋政策を推進している。


　海洋基本計画については、平成20年3月に最初の計画が閣議決定されているが、おおむね5年程度で見直すこととされていることを受けて、25年4月26日に新たな海洋基本計画が閣議決定されたところである。


　新たな海洋基本計画では、東日本大震災以降の防災・エネルギー政策の見直しや、メタンハイドレート等の海洋エネルギー・鉱物資源への期待の高まり、さらには海洋権益保全を巡る国際情勢の変化等の社会情勢の変化を踏まえ、海洋立国日本の目指すべき姿として1)国際協調と国際社会への貢献、2)海洋の開発・利用による富と繁栄、3)「海に守られた国」から「海を守る国」へ、4)未踏のフロンティアへの挑戦の4つを取組姿勢と目指すべき方向性の基本として構成されているところである。


　国土交通省としても新たな海洋基本計画に示された方針に基づき、海洋政策を着実に推進していくこととしている。具体的には、海洋再生可能エネルギーや海洋資源等の利活用の促進、エネルギー等の効率的な海上輸送、海洋産業の振興を図るとともに、我が国の主権と領土・領海を堅守するため、海上保安庁の体制強化に取り組む。さらには海洋権益の保全に資する排他的経済水域の保全・管理、海洋調査等の推進、排他的経済水域の根拠となる低潮線の保全及び沖ノ鳥島・南鳥島の活動拠点整備などの海洋フロンティア等を支える環境整備を今後も積極的に推進していく。



　
図表II-2-4-1　海洋政策（海洋立国）の推進


[image: 図表II-2-4-1　海洋政策（海洋立国）の推進]













第5節　効率的・重点的な施策展開



◯1　公共事業の総合的なコスト構造改善の推進



　公共工事のコスト構造改善については、厳しい財政事情等を背景として、政府全体で進めており、平成20年3月に策定した「国土交通省公共事業コスト構造改善プログラム」では、従来の取組みに加え、VFM注1最大化を重視し、1)環境負荷の低減効果等の社会的コスト構造の改善、2)施設の長寿命化によるライフサイクルコスト構造の改善、3)民間企業の技術革新によるコスト構造改善を評価する「総合コスト改善率」を設定し総合的なコスト構造改善に取り組んでいる。5年間で19年度比15％の総合コスト改善率の達成を目標としており、24年度時点の国土交通省・関係機構等の総合コスト改善率の実績は11.7％となった。







注1　Value for Money：経済性にも配慮しつつ、公共事業の構想・計画段階から維持管理までを通じて、投資に対して最も価値の高いサービスを提供すること











◯2　公共工事の品質確保や入札契約の適正化



（1）総合評価落札方式注2の見直し

　平成17年4月に施行された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（以下「品確法」という。）では、公共工事の品質は「経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、確保されなければならない」と規定している。


　品確法の施行を受けて総合評価落札方式の導入を推進した結果、国土交通省の直轄工事では19年度以降はほぼすべての工事において総合評価落札方式を適用しており、地方公共団体においても、すべての都道府県・政令指定都市、62.5％の市区町村が同方式を導入している。


　適用の拡大を進める一方、競争参加者及び発注者の負担増大、同方式の基本的な理念からの乖離等の課題が顕在化する状況となったため、直轄工事では25年度から、施工能力を評価する「施工能力評価型」及び施工能力に加え技術提案を求めて評価する「技術提案評価型」に二極化するなどの改善策を実施した。




（2）地域維持型契約方式の導入

　入札契約制度の一層の改善を図るため、平成23年8月に「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」の一部変更を閣議決定し、地域維持事業（災害対応、除雪、インフラの維持管理事業）の担い手確保に資するための新たな契約方式として「地域維持型契約方式」を導入し、各発注者における活用を促進している。




（3）施工段階における品質確保の取組み

　工事目的物の品質確保を目的として、受発注者間の情報共有の推進や、施工プロセス全体を通じて工事実施状況等の確認を行い、検査に反映させる「施工プロセスを通じた検査」及び「施工者と契約した第三者による品質証明」を試行している。




（4）多様な入札契約方式等の検討

　今後は、真に必要な社会資本整備とのバランスを取りながら、社会資本ストックの維持管理・更新を行うことが必要となっているが、これまで続いた建設投資の減少に伴い、受注競争が激化し、ダンピング受注等に起因する地域建設企業の疲弊、下請へのしわ寄せ、若手入職者の減少等により、社会資本ストックの将来の戦略的な維持管理・更新に対する懸念が生じているのが現状である。


　また、社会資本の管理者においては、限られた人的資源の中で、インフラサービスへのニーズの多様化・高度化に適切に対応することが求められており、官民の役割分担を含めた業務のあり方の抜本的な見直しも必要となっている。


　このような状況の中で、計画、調査・設計、施工、維持管理といったインフラメンテナンスや災害対応等の適切な実施を可能とする安定的な建設生産・管理システムの構築、官と民あるいは民と民の適切な役割分担、時代のニーズや事業の特性に応じた多様な入札契約方式の導入と活用等が求められている。


　このため、「発注者責任を果たすための今後の建設生産・管理システムのあり方に関する懇談会」を平成25年11月より開催し、中央建設業審議会・社会資本整備審議会産業分科会建設部会基本問題小委員会におけるインフラの品質確保とその担い手確保のための入札契約制度改革の検討結果（26年1月に当面講ずべき施策をとりまとめ）も踏まえつつ、発注者の視点から社会資本整備の企画・立案から設計・施工・管理まで一連の執行プロセスのあり方及び諸課題への対応について検討を行っている。


　さらに、26年5月に成立した改正品確法において、多様な入札契約方式の導入・活用が規定されており、技術提案交渉方式や段階的選抜方式などが位置付けられている。







注2　価格に加え価格以外の要素も総合的に評価して落札者を決定する方式










第6節　新たな国と地方、民間との関係の構築



◯1　国と地方の新たな関係



　活力ある経済社会と地域の形成、安全・安心の確立等の国民生活に直結する重要な課題に対して、国と地方の適切な役割分担を踏まえつつ、連携を図りながら、全国的な規模又は全国的な視点で行うべき施策等を推進している。


　こうした中で、義務付け・枠付けの見直し、事務・権限の移譲等、地方分権に取り組んでいる。

　平成25年度には、義務付け・枠付けの見直し等に関し、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第3次一括法）」が成立し、一部施行されたことに加え、自家用有償旅客運送の登録等の事務・権限の国から希望する地方公共団体への移譲、都市計画区域マスタープランに関する都市計画の決定等の事務・権限の都道府県から指定都市への移譲（一の指定都市の区域内の都市計画区域に係るものに限る。）等について閣議決定され、これに基づき第4次一括法案が国会に提出され、26年5月に成立した。











◯2　官民連携等の推進



　厳しい財政状況の中で民間資金の活用を拡大し、真に必要な社会資本の整備・維持管理を着実に行っていくため、新たなPPP（官民連携）／PFI制度の構築と具体的な案件形成を推進している。また、東日本大震災による被災地の復興に係るPPP／PFI事業の案件形成を促進している。


　官民連携事業の推進に関する検討として、応募のあった案件を題材として検討課題を設定の上、混合型の公共施設等運営権制度の活用に係る検討等を行った。


　先導的官民連携支援事業としては、31件採択し、浜松市において、公共施設等運営権制度の活用を念頭においた下水道事業について実現可能性調査等を行った。


　震災復興官民連携支援事業としては、14件採択し、宮城県気仙沼市において、災害公営住宅の供給を含む震災復興まちづくりを官民連携で実施する事業について実現可能性調査等を行った。











第7節　政策評価・事業評価・対話型行政



◯1　政策評価の推進



　「国土交通省政策評価基本計画」に基づき、1)国民本位の効率的な質の高い行政の実現、2)成果重視の行政の推進、3)国民に対する説明責任の徹底という3つの目的の達成を目指し、政策アセスメント（事業評価方式）、政策チェックアップ（実績評価方式）及び政策レビュー（総合評価方式）を政策評価の基本的な3つの方式として定めるとともに、政策の特性に応じた方式として、個別公共事業、個別研究開発課題、規制及び租税特別措置等の政策評価を実施している。平成25年8月に13の政策目標について、44の施策目標及び181の業績指標を用いて政策チェックアップを実施した。また、これらの評価における政策の改善の方向性等を踏まえ、26年度予算概算要求に当たって、36の新規施策について政策アセスメントを実施した。また、26年3月には3テーマについて政策レビューを実施した注1。







注1　国土交通省政策評価関係ホームページ
　http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/index.html











◯2　事業評価の実施



　個別の公共事業について、事業の効率性及び実施過程における透明性の一層の向上を図るため、新規事業採択時評価、再評価及び完了後の事後評価による一貫した事業評価体系を構築している。評価結果については、新規採択時・再評価時・完了後の事後評価時における費用対効果分析のバックデータも含め、評価結果の経緯が分かるように整理した事業評価カルテを作成し、インターネット等で公表している注2。


　また、新規事業採択時評価の前段階における国土交通省独自の取組みとして、直轄事業等において、計画段階評価を実施している。






注2　事業評価ホームページ
　http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/index.html


事業評価カルテ　http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/jghks/chart.htm











◯3　国民に開かれた行政運営と対話型行政の推進



（1）国土交通ホットラインステーション

　国民生活に極めて密接にかかわる国土交通行政の推進に当たっては、国民からの意見・要望等を幅広く把握し、国民に直結した行政を展開することが重要である。このため、「国土交通ホットラインステーション」を開設しており、月平均約1,100件の意見等が寄せられている。




（2）消費者等に対する情報提供

　従来の行政による監督に加え、消費者等による適切な選択及び市場による監視を通じた安全・安心の確保を図ることを目的に、住宅等の建築物や公共交通機関に関する事業者等の過去の行政処分等の履歴を集約した「ネガティブ情報検索サイト」を国土交通省ホームページ上に公開している。




（3）社会資本整備における計画策定プロセスの透明性の更なる向上

　社会資本整備の推進に当たっては、構想段階から透明性や公正性を確保し、住民等の理解と協力を得ることが重要である。このため、住民を含めた多様な主体の参画を促進するとともに、社会面、経済面、環境面等の様々な観点から総合的に検討を行い、計画を合理的に策定するための基本的な考え方を示したガイドラインを活用することにより、更なる透明性の向上に取り組んでいる。











第8節　2020年東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取組み



　平成25年9月7日の国際オリンピック委員会（IOC）総会において、2020年第32回オリンピック競技大会及び第16回パラリンピック競技大会の開催都市が東京に決定された。政府としては、同年9月10日に開催された関係閣僚会議において、各府省の連携の下、必要な体制整備を進めつつ、支援していくことが確認された。


　国土交通省としては、2040年、2050年の国土づくりを見据えた上で、1)東京、さらには国内各地を訪問する外国人の増加が予想されるため、スムーズな移動ができるような外国人対応、2)高齢社会に対応して、高齢者・障害者をはじめ、あらゆる人に優しいまちづくり、3)大きな災害が発生した場合に備えて、万全の対応ができる防災対策等の事業を着実に進めていく。


　具体的には、大会会場や選手村へのアクセス道路の整備、日本の玄関口である首都圏空港における輸送需要への適切な対応、アクセスの充実、案内標識の多言語対応、来訪者向けの情報案内、宿泊施設における外国人観光客の受入環境整備、バリアフリーのまちづくり等の施策に、大会組織委員会や東京都をはじめとする関係者と連携しつつ取り組んでいくこととしている。











第3章　観光立国の実現と美しい国づくり



第1節　観光をめぐる動向



◯1　観光立国の意義



　観光は、地域経済の活性化、雇用の機会の増大等、国民経済のあらゆる領域にわたりその発展に寄与するとともに、国際相互理解を推進し、急速な成長を遂げるアジアをはじめとする世界の需要を取り込むことによって、力強い日本の経済を取り戻すための極めて重要な成長分野である。











◯2　観光の現状



（1）国民の観光の動向

　平成25年の国内宿泊観光旅行の平均宿泊数は2.35泊（前年2.14泊）、平均回数は1.43回（前年1.35回）、帰省・ビジネスも含めた国内宿泊旅行の消費額は約15.8兆円（前年15.3兆円）であり、前年に比べ宿泊数、回数、消費額共に増加した。


　また、25年の海外旅行者数は、対前年比5.5％（約102万人）減の約1,747万人となり、25年の海外旅行消費額は約4.6兆円と、前年（約4.7兆円）に比べて減少した。




（2）外国人の訪日旅行の動向

　平成25年の訪日外国人旅行者数は、約1,036万人（対前年比24％増）となり、15年のビジット・ジャパン事業開始以来の政府目標であった年間「訪日外国人旅行者数1,000万人」を初めて達成した。


　国籍・地域別では、韓国が約246万人（対前年比20％増）、次いで台湾が約221万人（対前年比51％増）、中国が約131万人（対前年比8％減）の順となっている。また、ビジット・ジャパンの訪日市場別では、台湾、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア、ベトナム、インド、オーストラリア、フランスが過去最高を記録した。


　25年の訪日外国人旅行消費額は、前年比30.6％増（3,321億円増）の1兆4,167億円となった。



（3）観光産業の動向

1)旅行業

　平成25年度の主要旅行業者58社の取扱額は、約6兆4,855億円（対前年度比3.7%増）となった。取扱額の内訳については、海外旅行が約2兆2,705億円（対前年度比1.0％減）、国内旅行が約4兆1,318億円（同6.0%増）、訪日外国人旅行が約832億円（同26.1%増）となった。




2)登録ホテル・旅館

　平成24年度の主要登録ホテル・旅館の客室利用率は、ホテルで73.3％（対前年度比5.5％増）、旅館で58.5％（同0.7％増）となった。また、主要登録ホテル・旅館のうち、黒字施設の割合は、ホテルで68.1％（対前年度比20.2％増）、旅館で59.3％（同16％増）となった。











コラム　史上初の訪日外国人旅行者数1,000万人達成！



　平成25年12月20日、史上初の訪日外国人旅行者数1,000万人を達成しました。

　これまでのビザの発給要件緩和やオールジャパン体制での訪日プロモーション等が功を奏し、24年の訪日外国人旅行者数は約836万人となり、震災等の影響からほぼ回復しました。そして25年には、訪日外国人旅行者数1,000万人達成に向けて、様々な訪日旅行促進の取組みを実施しました。具体的には、7月以降実施してきた東南アジアへのビザの発給要件緩和、訪日プロモーションの実施等、政府を挙げて官民一丸となって取り組んできた諸施策に加え、観光庁が実施するビジット・ジャパン事業を可能な限り年内に前倒しするとともに、新規事業を追加実施しました。更には自治体、経済団体、企業等、国内外の関係者に日本への視察旅行招請等の実施について協力を依頼しました。


　こうした取組みの結果、ビジット・ジャパン事業開始10周年目の節目となった25年12月20日、史上初の「訪日外国人旅行者数1,000万人」を達成することができました。


　12月20日の1,000万人達成日には、太田国土交通大臣出席のもと、成田国際空港において1,000万人達成記念セレモニーを開催しました。セレモニーでは、太田大臣より1,000万人達成宣言がなされ、1,000万人到達者として、家族旅行で訪日されたタイの方へ、記念品等の贈呈がなされました。



　
1,000万人達成セレモニーの様子


[image: 1,000万人達成セレモニーの様子]




　今後、2020年に向けて、訪日外国人旅行者2,000万人の高みを目指し、オリンピック・パラリンピック東京開催決定、富士山の世界文化遺産の決定、和食の無形文化遺産の決定などの国際的な注目度を最大限に活かして、日本が世界に誇る美しい四つの季節、豊かな観光資源に加え、安全で清潔で快適な「まち」、そして「おもてなしの心」など、世界の人々の心に響く素晴らしい魅力を世界に発信し、1人でも多くの外国人の方にお越しいただける取組みを実施していきます。











第2節　観光立国の実現に向けた取組み



　内閣総理大臣主宰による観光立国推進閣僚会議にて、「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」を平成25年6月11日に決定し、政府一丸、官民一体となってこのアクション・プログラムの実施に取り組んだ。25年の目標であった訪日外国人旅行者数1,000万人達成後、26年1月の同閣僚会議において、安倍内閣総理大臣の指示を受け、2020年に向けて、訪日外国人旅行者数2,000万人の高みを目指していくべく、現行のアクション・プログラムの改定にむけた検討を開始した。











◯1　日本ブランドの作り上げと発信



　官民一体となったオールジャパンの体制により、我が国の観光魅力を海外に発信することによって、訪日を促進するビジット・ジャパン事業を展開している。


　具体的には、1)海外旅行会社の招請やツアー共同広告の実施等の現地旅行会社向け事業、2)海外広告宣伝や海外メディアの招請等の現地消費者向け事業、3)広域で連携した外国人誘客の取組みを地域と運輸局等が共同で実施する地方連携事業、4)在外公館をはじめとする関係省庁や民間企業と連携したオールジャパンによる訪日旅行促進における取組みをビジット・ジャパンの訪日市場（韓国、中国、台湾、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、インドネシア、オーストラリア、米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ）を中心に実施した。



　
図表II-3-2-1　訪日外国人旅行者数の推移


[image: 図表II-3-2-1　訪日外国人旅行者数の推移]













◯2　ビザ要件の緩和等による訪日旅行の促進



　平成25年は近年成長著しいASEAN諸国に目を向け、同年の日ASEAN友好協力40周年を契機として、7月1日からタイ及びマレーシアのビザ免除、ベトナム及びフィリピンの数次ビザの導入、インドネシアの数次ビザの滞在期間の延長措置を開始した。また同年、11月18日よりカンボジア及びラオス、26年1月15日よりミャンマー向けの数次ビザの導入を開始した。


　また、海外の富裕層の長期滞在需要の取り込みにつなげるべく、一定の要件を満たした外国人の観光目的による長期滞在を可能とする制度の導入を検討するため、諸外国の制度について調査し、調査結果を参考としつつ、制度の検討を開始した。



　

図表II-3-2-2　2013年の訪日外国人旅行者数及び割合（国・地域別）
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◯3　外国人旅行者の受入の改善



　2020年に向けて、訪日外国人旅行者数2,000万人の高みを目指していくためには、訪日外国人旅行者の快適・円滑な移動・滞在のための環境整備を図ることによって、訪日外国人旅行者が日本に来てよかったと満足して帰国し、リピーターとして再度訪日することが極めて重要である。


　このため、平成25年度は、6月に決定された「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」に基づき、美術館、博物館、自然公園、観光地、道路、公共交通機関等において、外国人目線に立った共通ガイドラインの策定等により、多言語対応の改善・強化に取り組んだ。また、これまで戦略拠点・地方拠点として選定された全国49拠点で、外国人留学生等と協力しながら、道路案内標識が外国人旅行者にも分かりやすいものとなるよう、「ローマ字」から「英語」への改善に先行的に取り組んでいる。併せて、空港や港での出入国手続の迅速化・円滑化、個人旅行者の増大に対応した公共交通の利便性向上、無料公衆無線LANの自主的整備の促進、海外発行クレジットカードに対応したATMの設置の促進、ムスリム旅行者の受入環境整備等に取り組んだ。


　また、全国49拠点のうち、25年度は15拠点で受入環境整備事業を行い、これら地域での先進的な受入環境の整備と他地域への普及を図り、地域における訪日外国人旅行者の受入環境整備を促進した。


　さらに、訪日外国人旅行者が安心して日本を訪れ、滞在を楽しむことができるよう、地震・津波等の災害時における訪日外国人旅行者への初動対応体制を構築すべく、宿泊施設・観光施設における訪日外国人旅行者への対応マニュアルの作成や、IT（アプリ）を活用した訪日外国人旅行者への情報提供システムの整備、地方公共団体が訪日外国人旅行者への対応を地域防災計画等に盛り込むための指針の作成等に取り組んだ。


　通訳案内士については、訪日外国人旅行者のニーズの多様化に的確に対応するため、通訳案内士試験の筆記試験の免除対象拡大や準会場制度の導入など、通訳案内士制度の改善・充実を図った。さらに、「総合特別区域法」等に基づく通訳案内士以外の者による有償ガイド行為を可能とする特例措置の着実な実施を図った。











◯4　国際会議等のMICE分野の国際競争力強化



　国際会議等（MICE）注は海外の人と知恵を我が国に呼び込む重要なツールであり、誘致・開催を促進することは、ビジネス機会・イノベーションの創出や地域への大きな経済効果を生み出し、国・都市の競争力・ブランド力の向上を促す等の幅広い意義を有している。そのようなMICEの重要性向上と市場の拡大を背景に、アジアの競合国では積極的な誘致活動を展開している。そのため、日本のMICEの国際競争力が相対的に低下しつつある中、これを強化することが必要である。


　平成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略」において、「2030年にはアジアNo.1の国際会議開催国としての不動の地位を築く」という目標が掲げられ、これを実現するため、新たな施策として、1)海外競合都市との厳しい誘致競争に打ち勝つことのできる「グローバルMICE戦略都市」の選定と育成、2)国際会議誘致の啓蒙・広報活動等を行う「MICEアンバサダー」に、学会等で国内外に影響力のある方々を任命、3)歴史的建造物や公的空間等で会議・レセプションを開催することにより特別感や地域特性を演出するユニークベニューの利用促進等の取組みを実施した。


　MICE誘致の取組みの結果、9月には、2017年の「第23回世界神経学会議」（参加予定人数7,000名）、2018年の「第11回国際水協会世界会議」（同6,000名）、2021年の「第22回国際栄養学会議」（同4,500名）等の大型国際会議の日本開催が決定した。








注　「MICE」とは、企業等の会議（Meeting）、企業の行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive（Travel））、国際会議（Convention）、展示会・見本市（Exhibition）の頭文字











◯5　観光産業の強化と人材の育成



（1）観光産業の強化

　平成25年4月に取りまとめられた「観光産業政策検討会」の提言を受けて「旅行産業研究会」を開催し、海外OTA（オンライン・トラベル・エージェント）の台頭やインターネット取引の増大に対応した旅行産業の今後のあり方や、観光新興国の台頭等旅行業を取り巻く環境の変化にあわせた標準旅行業約款制度の見直しなどについて、有識者による議論を行った。




（2）観光産業の人材の育成

　地域の観光が魅力あるものとなるためには、その中核である宿泊産業が活力を維持・増進していくことが不可欠であるため、ホテル・旅館の若手経営者層・後継者を対象に、高い経営能力を有した人材を育成するために、意欲のある地域・近隣の大学が連携して人材育成プログラムを実施した。


　また、観光産業に対する理解の促進と就業意識の醸成のため、観光関係団体や観光関連企業の協力を得て、大学生を対象としたインターンシップモデル事業を実施した。




（3）観光旅行の安全の確保

　平成24年に発生した関越自動車道における高速ツアーバス事故、中国の万里の長城付近における遭難事故等を受け、旅行業における組織的な安全マネジメントのあり方の検討を行った。


　さらに、関越自動車道における高速ツアーバス事故を受けて開催した検討会の結果を踏まえて策定した「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」に基づき、安全性向上に向けた取組みを実施した。











◯6　魅力ある観光地域づくり



（1）国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成

　特定のテーマをもって国内外に訴求する際立った魅力をもつ観光地域を創出するため、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（観光圏整備法）」に基づき、滞在交流型観光に対応できる区域として「観光圏」の整備を促進しており、平成25年度は富良野・美瑛観光圏等6観光圏を認定した。


　併せて、当該6観光圏に対し、「観光地域ブランド確立支援事業」により、地域のブランド戦略策定及びブランド戦略に基づく事業実施を支援した。


　また、観光を軸とした地域づくりの取組みを国の所管の事業や施策により総合的に支援する「観光地域づくり実践プラン」について、25年度は八ヶ岳観光圏の認定を行い、観光圏整備の促進に係る社会資本整備等の支援を行った。さらに、各観光圏において観光と社会資本整備の関係者による連絡会議を開催し、26年3月までに19の観光圏（改正前の観光圏整備基本方針に基づく認定観光圏も含む。）において現地調査を実施した。




（2）観光地域づくり人材を育成する取組みの支援

　地域の自主的・自立的な観光地域づくり人材育成の取組みを促進するため、地域の状況に応じた人材育成手法等の策定・試行を行い、その全国的な普及・展開を進めた。


　また、将来の地域づくりの担い手を育成するため、観光教育に熱心な学校関係者と連携して、子ども達の「旅をする心」を育む観光立国教育の推進を図った。




（3）多様化する旅行者のニーズに応じた観光への取組みの促進

　自然環境、農業、文化、地場産業等、地域の特性を活かし、多様化する旅行者のニーズに応じた旅行商品を提供する重要性が高まっている。このため、平成24年度に実施した顧客満足度の向上に資する旅行商品造成のための方策の検討に続き、25年度においては、各地域で造成された旅行商品を一般消費者や旅行会社等に普及・浸透させるための方策を検討し、実施事業者向けの手引き書を作成した。


　加えて観光庁では、25年11月に文化庁と、26年1月に農林水産省と政策推進の連携協定を結び、これらの協定に基づき、地域の文化財や農山漁村が有する資源を活用し、地域ならではの魅力を来訪者のニーズに即して提供する取組みを促進するとともに、日本ブランドとしてこれらを対外的に情報発信するための連携施策を推進することとした。


　また、スポーツツーリズムについては、25年5月にロシア・サンクトペテルブルクで開催された「スポーツアコード会議」で、日本のスポーツ、観光及び文化を紹介する取組みを支援した。7月には韓国・ソウルで「マラソン・ジャパン」を初開催し、日本の多種多様なマラソン大会を魅力的なスポーツツーリズム資源として海外で積極的に発信した。




（4）ユニバーサルツーリズムの促進

　高齢者・障害者等の移動制約者を含む誰もが旅行を楽しむことができる環境を整備するため、地域の受入体制を強化するための取組みやユニバーサル旅行商品の供給促進に向けた検討を実施した。











◯7　休暇取得の促進



　観光庁では旅行需要の創出に向け、学校休業日の柔軟な設定により、地域ぐるみで大人と子どもの休みのマッチングを行う「家族の時間づくりプロジェクト」について、平成25年度は全国11地域134校において実施した。


　また、企業・団体向けには、内閣府、厚生労働省、経済産業省と共同で休暇（オフ）を前向き（ポジティブ）にとらえて楽しむ「ポジティブ・オフ」運動を推進している。この運動には、25年度末現在で387の企業・団体が賛同している。











◯8　観光に関する統計の整備



　観光政策の戦略的立案及び成果の検証に活用するため、宿泊旅行統計調査、旅行・観光消費動向調査及び訪日外国人消費動向調査の公表の早期化に努めた。また、これら3つの観光統計の分析方法の紹介を行った。


　上記の3つの観光統計の他に、観光産業の基本的構造（事業者数、売上規模、雇用・就労状況等）や、観光が地域経済に及ぼす影響等を明らかにするための観光地域経済調査を経済センサスの実施年度に合わせ、全国約9万事業所を対象として実施した。その結果、平成25年8月に観光地域経済調査の速報結果を公表することができた。











第3節　良好な景観形成等美しい国づくり



◯1　良好な景観の形成



（1）景観法等を活用したまちづくりの推進

　「景観法」に基づく景観行政団体注は平成25年9月30日時点で598団体に増加し、景観計画は399団体で策定されるなど、良好な景観形成の取組みが推進されている。また、景観行政団体となることで都道府県事務であった「屋外広告物法」に基づく条例制定を行った市町村は、26年4月1日時点で62団体に増加しており、総合的な景観まちづくりが進められている。




（2）社会資本整備における景観検討の取組み

　景観に配慮した社会資本整備を進めるため、地域住民や学識経験者等の多様な意見を聴取しつつ、事業後の景観の予測・評価を行い、事業案に反映させる取組みを推進している。




（3）無電柱化の推進

　良好な景観の形成や観光振興、安全で快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上等の観点から、道路の新設又は拡幅との同時整備などの多様な整備手法の周知等により無電柱化を推進している。



　
図表II-3-3-1　欧米主要都市等と日本の電線地中化の現状
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（4）「日本風景街道」の推進

　多様な主体による協働の下、道を舞台に、地域資源を活かした修景・緑化を進め、観光立国の実現や地域の活性化に寄与することを目的に「日本風景街道」を推進している。平成26年3月末現在132ルートが日本風景街道として登録されており、道の駅との連携を図りつつ、道路を活用した美しい景観形成や地域の魅力向上に資する活動を支援している。




（5）水辺空間等の整備の推進

　河川が有する固有の自然・文化・歴史等を踏まえ、「多自然川づくり」、「『かわまちづくり』支援制度」、「水辺の楽校プロジェクト」等により、誰もが身近な自然空間として利活用できるよう親水性、景観等に配慮した河川整備を推進している。


　また、公共下水道雨水渠等の空間を活用した、せせらぎ水路の整備や下水処理水をせせらぎ用水として活用するための施設整備等を推進し、下水道の持つ施設空間や下水処理水を活用した水辺の再生・創出に取り組んでいる。さらに、汚水処理の適切な実施により、良好な水環境を保全・創出している。








注　都道府県、政令指定都市、中核市又は都道府県知事とあらかじめ協議した上で、景観行政事務（「景観法」第2章第1節から第4節まで、第4章及び第5章の規定に基づく事務）を処理する市町村をいう。











◯2　自然・歴史や文化を活かした地域づくり



（1）我が国固有の文化的資産の保存・活用等に資する国営公園の整備

　我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用等を図るため、国営公園の整備を推進しており、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園をはじめ、17公園が開園している。平成25年度には、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園（飛鳥区域）において、キトラ古墳周辺地区等の整備を行った。




（2）古都における歴史的風土の保存

　京都市、奈良市、鎌倉市等の古都においては、「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（古都保存法）」に基づき、建築物等の新・増・改築、宅地の造成等行為の制限を行うとともに、土地の買入れなどの古都保存事業や普及啓発活動等を実施することにより、歴史的風土の保存を図っている。




（3）歴史的な公共建造物等の保存・活用

　地域のまちづくりに寄与するために、長く地域に親しまれてきた歴史的な官庁施設の保存・活用を推進するとともに、歴史的砂防関係施設（平成26年3月31日現在、重要文化財2件、登録有形文化財177件）及びその周辺環境一帯を地域の観光資源の核として位置付け、環境整備を行うなど、新たな交流の場の形成に資する取組みを促進している。



　

稲荷山砂防堰堤群（栃木県日光市）　地域を守る歴史的砂防施設を活用した観光・交流活動を推進


[image: 稲荷山砂防堰堤群（栃木県日光市）　地域を守る歴史的砂防施設を活用した観光・交流活動を推進]



（4）歴史文化を活かしたまちづくりの推進

　地域の歴史や伝統文化を活かしたまちづくりを推進するため、「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（歴史まちづくり法）」に基づき、44市町（平成26年3月31日現在）の歴史的風致維持向上計画を認定し、計画に基づく取組みを支援している。また、歴史的まちなみの形成における共通課題の解決に向け、全国の13地域で実証的な検討調査を実施した。




（5）水辺とまちの未来創造プロジェクトの推進

　美しさと風格を備えた魅力ある水辺空間をまちづくりと一体となって生み出し、にぎわい・活力や自然豊かな景観等を保全・創出するための取組みを、住民、企業、行政が一体となって推進する。特に、東京では、2020年オリンピック・パラリンピック開催も見据え、隅田川等において関連する取組みを推進する。



　
ロゴを用いた機運を高める取組み


[image: ロゴを用いた機運を高める取組み]













コラム　国内初のクルーズトレイン「ななつ星in九州」運行開始



　「ななつ星in九州」は、JR九州管内において、平成25年10月15日から運行を開始したクルーズトレインです。この日本初のクルーズトレインとしてつくられた豪華寝台列車による旅の魅力は、匠の心と技が結集した車両、思いと手間が込められた料理と立寄り先でのおもてなし、そしてクルーとのふれあいであり、それらは、九州という地域の持つ豊かさからつくられたものです。また、列車名の由来は、「九州の7つの県」、「九州の主な7つの観光素材（自然、食、温泉、歴史文化、パワースポット、人情、列車）」及び「7両編成の客車」の表現であるとされています。


　列車は、客車7両、機関車1両の8両編成で、全14室を備え、最大定員は30名となっています。列車内では、木やファブリック（布、織物）が様々にあしらわれ、和洋・新旧融合の国内最上級の洗練された空間が演出されています。


　コースは、福岡・大分・宮崎・鹿児島・熊本の5県を周遊する3泊4日と、福岡・佐賀・長崎・熊本・大分の九州北部を周遊する1泊2日の2つがあり、3泊4日コースでは霧島温泉郷において列車外での宿泊も用意されています。


　旅行価格は、25年12月現在で、26年8月から11月に行われる1泊2日コースが18〜52.5万円、3泊4日コースが43〜125万円といった富裕層向けの価格帯であると考えられているにもかかわらず、応募倍率が9倍となるなど、大変な人気を博しています。


　「ななつ星in九州」の運行により、23年3月の九州新幹線全線開業とあわせて、国内外から多くの観光客が訪れています。今後も、九州の各観光地だけではなく、「乗ること、見ること」を目的とする多くの観光客が、九州を訪れることでしょう。



　
クルーズトレイン「ななつ星in九州」HP　http://www.cruisetrain-sevenstars.jp/


[image: クルーズトレイン「ななつ星in九州」HP　http://www.cruisetrain-sevenstars.jp/]













第4章　地域活性化の推進



第1節　地域活性化に向けた取組み



　政府において地域活性化は重要課題として認識されており、地域活性化に関する統合体制（地域活性化統合本部）の下、省庁横断的・施策横断的な視点に立ちながら、地域活性化に向けた取組みが進められている。


　その一環として、平成25年10月、北九州市において第3回国際フォーラムを開催し、「環境未来都市」構想を世界に広く周知した。


　総合特区制度では、これまで48箇所の区域について指定を行い、各特区の取組みが実現するための規制の特例措置等に関する協議を行う等、総合的な支援を実施している。構造改革特区制度では、公用水面埋立地における用途区分の柔軟化等、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入した。地域再生制度では、地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出等を総合的かつ効果的に推進するため、地方公共団体が行う自主的・自立的な取組みに対して財政・金融上の支援を行っている。また、低炭素都市づくりを進める「環境モデル都市」について第3回目となる追加選定を実施した。


　なお、地域活性化の取組みの推進に当たっては、これまで以上に地域の声に耳を傾ける必要があることから、国の相談体制をワンストップ化し、地域ブロックごとに、地方再生の取組みを一貫してフォローする仕組みが構築されている。


　国土交通省においても、暮らしの利便性、にぎわいや活力のある地域経済社会の実現に向けて、地域の鉄道、バス、離島航路等の地域公共交通の活性化・再生、交通結節点の改善等、総合的かつ戦略的な交通施策の推進、中心市街地の活性化や都市再生、集約型都市構造への転換、観光振興等の地域の創意工夫あふれる取組みへの支援、適正価格での契約の推進や地域総合産業化支援等による建設業振興を推進している。


　一方、人口減少・高齢化の著しい地域等に対しては、NPO等の多様な主体による地域づくり活動等の支援や集落機能活性化による日常的な医療・買い物等の基礎的生活サービスの確保、コミュニティバスの導入支援等による日常生活の足の確保等により、生活者の視点に立った暮らしやすい地域づくりに取り組んでいる。


　都市再生については、1)国際空港や広域防災拠点の整備等の都市再生プロジェクトの推進、2)「都市再生特別措置法」に基づく民間都市再生の推進、3)市町村が作成する都市再生整備計画等に基づく全国都市再生の推進に取り組んでいる。











第2節　地域活性化を支える施策の推進



◯1　地域や民間の自主性・裁量性を高めるための取組み



（1）各種交付金の拡充・運用改善

　「地域再生基盤強化交付金」は、地域再生計画に基づき、類似機能を有する施設を一体的に整備するための省庁横断的な交付金であり、「道整備交付金」（市町村道、広域農道又は林道）、「汚水処理施設整備交付金」（公共下水道、集落排水施設又は浄化槽）及び「港整備交付金」（地方港湾の施設及び第一種漁港又は第二種漁港の施設）で構成されている。平成26年3月末時点で全認定地域再生計画は1,666件であり、そのうち国土交通省関係では、1,030件の地域再生計画に基づく事業で「地域再生基盤強化交付金」が施設整備に活用されている。




（2）地方における地域活性化の取組み支援

　民間専門家等からなる地域活性化応援隊の派遣等、地方における地域活性化に向けた取組みに対する支援を図っている。また、各地において個性的で魅力ある地域づくりに向けた取組みが一層推進されることを目指して「手づくり郷土賞」注1の表彰を実施している。平成25年度は、都心部のにぎわいづくりや古道整備を初めとした20件を選定した。そのほか、地域づくりの好事例等、地域づくりに役立つ情報を発信注2している。25年度末時点のメルマガ登録数は1,188件である。




（3）民間のノウハウ・資金の活用促進

　地方都市の成長力・競争力の強化を図るため、地方公共団体が行う都市再生整備計画事業と連携した民間都市開発事業で国土交通大臣認定を受けたもの等、優良な民間都市開発事業に対し、（一財）民間都市開発推進機構による出資又は共同施行等の支援を行うとともに、地域住民等によるまちづくり事業に助成を行う住民参加型まちづくりファンドへの支援を行っている。



　

国土交通大臣認定の民間都市開発事業の例　仙台水族館（仮称）プロジェクト


[image: 国土交通大臣認定の民間都市開発事業の例　仙台水族館（仮称）プロジェクト]




　また、まちの魅力・活力の維持・向上を通じた地域参加型の持続可能なまちづくりの実現と定着を図るため、公園等の公共空間を活用したイベント、屋外広告物事業等の実験的な取組み等を支援している。


　加えて、都市再生と一体的に首都高速の再生を進めるため、立体道路制度を拡充し、築地川区間をモデルケースとして、首都高速の更新計画を契機とした構想の具体化について、関係機関と連携して検討を進めている。


　さらに、民間資金を活用した新たな官民連携によるインフラの整備・管理の展開及び都市の道路空間を活用した新たなビジネスチャンスの創出を図るため、道路空間のオープン化（民間開放）を推進している。具体的には、道路占用許可の特例として、平成23年度には、「都市再生特別措置法」を改正し、にぎわい・交流の創出のための制度（オープンカフェ等の設置）を、25年度には、「国家戦略特別区域法」において、産業の国際競争力強化や国際的な経済活動の拠点形成のための制度（国際的なイベントの実施等）を創設している。








注1　地域の魅力や個性を創出している、良好な社会資本及びそれと係わりのある地域活動を一体として対象とした国土交通大臣表彰制度


注2　地域づくり情報局−Repis:http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/chiiki-joho/index.html











◯2　集約型都市構造の実現に向けた総合的取組み



　これまで、地方都市では、都市部への人口の流入等を背景として市街地が拡大してきたが、人口が減少へと転じる中では、拡大した市街地において生活機能が低下し、地域経済・活力が衰退するおそれがある。このような中、居住者が健康・快適に暮らし、経済活動が維持され、持続可能な都市経営がなされるためには、一定の人口密度を保ち、医療・福祉・学校・商業等の都市機能を計画的に配置することにより、集約型都市構造を実現することが重要である。



　
図表II-4-2-1　集約型都市イメージ


[image: 図表II-4-2-1　集約型都市イメージ]




　一方、大都市では、高齢者の急激な増加とそれに伴う医療・介護需要の増大に対応するため、高齢者が効率的に医療・福祉サービスを利用できるよう、都市機能の適切な配置や公共交通の確保等が求められる。また、高齢者の出歩きを誘発する魅力と歩きやすさを備えたまちづくりを推進していくことが重要である。


　これらの施策を総合的に進めていくため、第186回通常国会において、「都市再生特別措置法」の改正案を提出し、平成26年5月14日に成立した。


　また、都市全体を見渡しつつ、民間事業者の資金や学校・公民館・公有地等の公的不動産を活用して、まちの拠点となるエリアへ医療・福祉等の都市機能を誘導するとともに、都市機能へのアクセスを確保するための公共交通の充実を図る。











◯3　地域特性を活かしたまちづくり・基盤整備



（1）民間投資誘発効果の高い都市計画道路の緊急整備

　市街地における都市計画道路の整備は、沿道の建替え等を誘発することで、都市再生に大きな役割を果たしている。このため、残りわずかな用地買収が事業進捗の隘路となっている路線について、地方公共団体（事業主体）が一定期間内の完了を公表する取組み（完了期間宣言路線（平成25年4月現在48事業主体104路線））を通じ、事業効果の早期発現に努めている。




（2）交通結節点の整備

　鉄道駅やバスターミナル等の交通結節点には、様々な交通施設が集中し、大勢の人が集まるため、都市再生の核として高い利便性と可能性を有する。


　このため、新宿駅南口地区等の交通結節点及びその周辺において、交通結節点改善事業や都市・地域交通戦略推進事業、鉄道駅総合改善事業等を活用し、交通機関相互の乗換え利便性の向上や鉄道等により分断された市街地の一体化、駅機能の改善等を実施し、都市交通の円滑化や交通拠点としての機能強化等を図っている。



　
図表II-4-2-2　交通結節点改善事業の例（新宿駅南口地区）


[image: 図表II-4-2-2　交通結節点改善事業の例（新宿駅南口地区）]




　また、地方公共団体や鉄道事業者等で構成する協議会が策定した総合的な計画に基づく事業に対して助成し、効率的な事業実施を図る、駅まち協働事業を三宮駅前南地区（神戸市）で実施しており、阪神三宮駅の駅施設利用円滑化事業と併せて、一体的整備を図っている。


　さらに、医職住の近接による地域の集約化等の観点から、既存の鉄道駅に子育て支援施設や医療施設を併設するなど、安心して暮らせる地域の総合的な拠点としての駅機能の高度化を推進している。




（3）企業立地を呼び込む広域的な基盤整備等

　各地域が国際競争力の高い成長型産業を呼び込み集積させることは、東アジアにおける競争・連携及び地域活性化の観点から大きな効果がある。このため、空港、港湾、鉄道や広域的な高速道路ネットワーク等、地域の特色ある取組みのために真に必要なインフラへ集中投資を行い、地域の雇用拡大・経済の活性化を支える施策を推進している。




1)空港の機能強化

　国内外の各地を結ぶ航空ネットワークは、地域における観光振興や企業の経済活動を支え、地域活性化に大きな効果がある。特に、近年は、国際分業の進展等による経済のグローバル化に伴い、速達性に優れる航空輸送の重要性が高まっており、ターミナル地域再編事業を推進すること等により、空港機能の強化を進めている。




2)港湾整備

　世界的に資源、エネルギー等の需給が逼迫する中、これら物資のほぼ100％を輸入に依存する我が国において、その安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国産業の国際競争力の強化、雇用と所得の維持・創出を図ることは重要な課題の一つとなっている。このため、大型船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促進等により、国全体として安定的かつ効率的な資源・エネルギー等の海上輸送ネットワークの形成を図っている。




3)鉄道整備

　全国に張り巡らされた幹線鉄道網は、旅客・貨物輸送の大動脈としてブロック間・地域間の交流を促進するとともに、産業立地を促し、地域経済を活性化させることで、地域のくらしに活力を与えている。特に、鉄道貨物輸送は、地域経済を支える産業物資等の輸送に大きな役割を果たしている。




4)道路整備

　物流効率化、輸送利便性等の観点から、新規に立地する工場の大半が高速道路のICから10km以内に立地しており、迅速かつ円滑な物流の実現等により国際競争力を強化するとともに、地域の自立と産業の振興を図るため、高規格幹線道路等の幹線道路ネットワークの形成を進めている。




（4）地域に密着した各種事業・制度の推進

1)道の駅

　「道の駅」は道路の沿線にあり、駐車場、トイレ等の「休憩機能」、道路情報や地域情報の「情報発信機能」、地域と道路利用者や地域間の交流を促進する「地域の連携機能」の3つを併せ持つ施設で、平成26年3月現在1,014箇所が登録されている。「道の駅」が通過する道路利用者へのサービス提供の場から地域の課題に対応するための場、目的地となるために、既存施設のリニューアル、防災施設の整備、各省庁と連携した新しいニーズへの対応等の支援をしていくこととしている。



　
図表II-4-2-3　「道の駅」登録数の推移


[image: 図表II-4-2-3　「道の駅」登録数の推移]



2)かわまちづくりの推進

　観光などの活性化に繋がる景観・歴史・文化等の河川が有する地域の魅力という「資源」や地域の創意としての「知恵」を活かし、地方公共団体や地元住民との連携の下で立案された、実現性の高い河川や水辺の整備・利活用計画による、良好なまちと水辺が融合した空間形成の円滑な推進を図っている。




3)地域住民等の参加による地域特性に応じた河川管理

　河川環境について専門的知識を有し、豊かな川づくりに熱意を持った人を河川環境保全モニターとして委嘱し、河川環境の保全・創出、秩序ある利用のための業務や普及啓発活動をきめ細かく行っている。また、河川に接する機会が多く、河川愛護に関心を有する人を河川愛護モニターとして委嘱し、河川へのごみの不法投棄や河川施設の異常の発見等、河川管理に関する情報の収集や河川愛護思想の普及啓発に努めている。


　さらに、河川協力団体の指定制度の創設に伴い、河川環境の整備や保全等の河川管理に資する活動を自発的に行っている民間団体等を河川協力団体として指定し、河川管理者と連携して活動する団体として法律上位置付けることにより、団体としての自発的活動を促進し、地域の実情に応じた多岐にわたる河川管理の充実を推進している。




4)海岸における地域の特色を活かした取組みへの支援

　海岸利用を活性化し、観光資源としての魅力を向上させることを目的に、海岸利用活性化計画の策定及び計画に基づいた海岸保全施設の整備を行う海岸環境整備事業を社会資本整備総合交付金等によって支援している。




5)港湾を核とした地域振興

　「観光立国」の実現や近隣諸国をはじめとする訪日旅行者の増加に向けて、観光の玄関口である旅客船ターミナルの整備とともに、国土交通省港湾局に外国クルーズ船社向けの「ワンストップ窓口」を設置したほか、寄港地周辺の観光情報を発信するウェブサイトの開設等、外航クルーズ船の日本寄港促進のためのハード・ソフト両面における環境整備を推進し、クルーズの活性化を通じた地域振興に取り組んでいる。


　また、みなとや海岸の施設を地域の情報発信拠点として、あるいは地域の方々や観光客等の交流拠点として活用する「みなとオアシス」を全国に展開しており、平成25年度末現在、76港が登録されている。これらのみなとオアシスを相互の情報交換や交流の場とするとともに、全国のみなとオアシスの振興に関する事業等を共同で行うこと等を目的とした「みなとオアシス全国協議会」において「みなとオアシスSea級グルメ全国大会」等の連携イベントの開催や共同でのPR活動等が行われている。



　
図表II-4-2-4　みなとオアシス全国マップ


[image: 図表II-4-2-4　みなとオアシス全国マップ]



6)マリンレジャーの拠点づくり

　既存の港湾施設やマリーナ、フィッシャリーナ等を活用したマリンレジャー拠点「海の駅（平成25年12月末現在146駅）」の設置を推進するとともに、各海の駅で行われているレンタルボートを利用したクルージングや海産物の販売、漁業体験、イベントの実施等、地域の特性を活かした様々な取組みに対する支援等を行っている。また、プレジャーボート利用者のニーズを受け、水産庁と連携し、受入れに余裕のある漁港の利活用策として、プレジャーボートユーザー向けの漁港利用手引きの作成・配布、漁港の海の駅への登録の推進等を行っている。



　
図表II-4-2-5　「海の駅」イメージ図


[image: 図表II-4-2-5　「海の駅」イメージ図]



　
図表II-4-2-6　「海の駅」登録数の推移


[image: 図表II-4-2-6　「海の駅」登録数の推移]



（5）地籍整備の積極的推進

　地籍調査は一筆ごとの土地の境界等を市町村等が調査するものであり、進捗が遅れている都市部での重点的な実施の促進、地籍調査の前段となる国による官民境界調査及び山村部における境界情報の保全調査、地籍調査以外の測量成果の活用の促進等により、地籍整備の積極的な推進を図っている。


　東日本大震災の被災地では、地籍調査の実施状況に合わせて、国による官民境界調査の実施等により土地境界の明確化を推進して復興の迅速化に努めている。


　また、東日本大震災を教訓として、今後大規模な災害が想定される地域を中心に、防災・減災の取組みと連携して地籍整備を推進し、地域の防災力向上に貢献している。




（6）大深度地下の利用

　「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」に基づく三大都市圏での公共性の高い事業の円滑な実施のため、審査の円滑化に関する技術的検討を進めているほか、対象地域（首都圏、近畿圏、中部圏）ごとに、国の関係行政機関及び関係都道府県により組織されている「大深度地下使用協議会」を活用し、大深度地下空間の情報交換を図っている。












コラム　クルーズの振興のためのワンストップ窓口の設置〜クルーズ船の寄港促進に向けた取組み〜



　近年、世界のクルーズ人口は大幅に増加しており、アジアでも経済成長を背景にクルーズ人口が急増すると予想されています。このような背景から、我が国へのクルーズ船の寄港数も増加傾向にあり、クルーズ船の寄港は、多くの乗客が寄港地を訪れ、大きな経済効果が見込めること等から、観光振興、地域振興につながると期待されています。


　このため、各地でクルーズ船の寄港促進に向けた取組みが行われていますが、クルーズ船社が我が国港湾への寄港を検討するにあたり、我が国の一元的窓口がない、あるいは寄港地の情報が不足しているとの声がありました。これに対応し、我が国へのクルーズ船の寄港を促進するため、関係省庁等と連携し、平成25年6月に国土交通省港湾局にクルーズの振興のためのワンストップ窓口を設置し、クルーズ船社等からの問い合わせに一元的に対応できるようにしました。ワンストップ窓口では、問い合わせに対し、関係行政機関との情報共有・連携を図り、状況に応じて、本窓口または関係行政機関から回答を行っています。


　クルーズの振興については、「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」（25年6月11日観光立国推進閣僚会議）に位置づけられており、ワンストップ窓口の周知など、クルーズ船の寄港促進に向けた取組みを進めてまいります。



　
クルーズ船社に対応するワンストップ窓口


[image: クルーズ船社に対応するワンストップ窓口]













◯4　広域ブロックの自立・活性化と地域・国土づくり



（1）広域ブロックの自立と活性化

　地域の活性化及び持続的な発展を図るため、地域の知恵と工夫を引き出しつつ、総合的に施策を展開することが重要である。そのため、国土形成計画（全国計画）及び広域地方計画に基づき、多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築することを目指し、広域ブロックごとにその特色に応じた施策展開を図っている。また、地域の多様な主体によるその特性を活かした地域の活性化の促進のための官民連携組織による戦略の策定・実施や、それに対する国の支援、多様な主体の協働による自立的・持続的な地域づくりを進めるための施策について取り組んでいる。




1)地域自立・活性化の推進

　自立的な広域ブロックの形成に向けたハード・ソフトが連携した取組みを効率的・効果的に実施し、広域にわたる活発な人の往来又は物資の流通を通じた地域の活性化を図るため、都道府県が作成した広域的地域活性化基盤整備計画に基づき、これまでに119の計画に交付金を交付している。このうち44の計画は、より広域的な地域の活性化を図るため、複数の県が連携・協力して作成されている。




2)官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業

　地域において官民が連携して策定した広域的な地域戦略に資する事業について、民間の意思決定のタイミングに合わせ、機を逸することなく、基盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援するため、平成23年度に制度を創設し、25年度においては、公共土木施設への再生可能エネルギー導入に係る検討を含め、6件の調査に対する支援を行った。




3)多様な主体の協働による地域づくりの推進

　多様な主体の協働による自立的・持続的な地域づくりを促進するため、（ア）地域の「志ある資金」の循環を支えるための仕組みの構築による担い手に対する資金・資源の支援、（イ）中間支援組織等による優良な取組みのノウハウや留意点を共有可能なコンテンツとして整備した。




（2）地域の拠点形成の促進等

1)多様な広域ブロックの自立的発展のための拠点整備

　「多極分散型国土形成促進法」に基づき、地方において特色ある産業、文化等の機能が集積する拠点として振興拠点地域の整備を推進している。また、首都圏整備計画に位置付けられている業務核都市注において、業務施設の立地や諸機能の集積の進展によって、東京中心部への過度の集中の是正等に一定の効果を上げているところであり、引き続き整備を推進している。さらに、「筑波研究学園都市建設法」に基づき、科学技術の集積等を活かした都市の活性化等を目指し、筑波研究学園都市の建設を推進しているほか、つくばエクスプレス沿線で都市開発が進む中、研究学園都市の特性を活かした環境都市づくりに取り組んでいる。なお、平成25年11月12日には、つくば市において「筑波研究学園都市50周年記念式典」が挙行された。一方、近畿圏では「関西文化学術研究都市建設促進法」に基づき、文化・学術・研究の新たな展開の拠点形成を目指して関西文化学術研究都市の建設を推進しており、「サード・ステージ・プラン」を踏まえた「関西文化学術研究都市の建設に関する基本方針」に基づき、関係省庁、地方公共団体、経済界等と連携を取りながら、更なる都市建設の推進を図っている。このほか、世界都市にふさわしい機能と良好な居住環境等を備えた地域とするため、「大阪湾臨海地域開発整備法」に基づく整備計画の実施を推進している。




2)集落地域における「小さな拠点」づくりの推進

　人口減少や高齢化の進む過疎集落等の維持・再生を図るため、小学校区など、複数の集落が集まる地域において、商店、診療所などの日常生活に不可欠な施設・機能や、地域活動を行う場を歩いて動ける範囲に集め、周辺集落とのアクセス手段を確保した「小さな拠点」づくりを推進している。




3)国会等の移転の検討

　「国会等の移転に関する法律」に基づき、国会等の移転に関連する調査や国民への情報提供等、国会における検討に必要な協力を行っている。








注　東京都区部以外の地域で、その周辺の相当程度広範囲の地域の中核となるべき都市（14拠点）










◯5　地域の連携・交流の促進



（1）地域を支える生活幹線ネットワークの形成

　医療や教育等の都市機能を有する中心地域への安全で快適な移動を実現するため、日常の暮らしを支える道路網の整備や現道拡幅等による隘路の解消を支援している。また、合併市町村の一体化を促進するため、合併市町村内の中心地や公共施設等の拠点を結ぶ道路、橋梁等の整備を総務省と連携して市町村合併支援道路整備事業により推進している。




（2）都市と農山漁村の交流の推進

　条件不利地域（過疎、山村、離島、半島、豪雪地域）における廃校舎等の既存公共施設について交流施設等への改修整備を支援する集落活性化推進事業、幹線道路網の整備による広域的な交流・連携軸の形成、田園居住を実現するための住宅・宅地供給、交流の拠点となる港湾の整備等を実施している。また、グリーン・ツーリズム等のニューツーリズムの推進や「オーライ！ニッポン会議」の活動支援等、農林水産省等関係府省と連携して都市と農山漁村との交流を推進している。




（3）地方定住等の促進

　地域づくり活動への参加や農業・産業体験を通じた都市住民と地域住民の相互交流等UJIターンや地方定住に関する事業を実施している市町村の情報について、国土交通省ホームページで情報発信を行っている。また、二地域居住等に関する国や地方公共団体の支援策や取組みについても同様に情報発信を行っている注。


　さらに、多岐にわたる地域の課題に対応するため、社会資本整備総合交付金による地方公共団体の空き家住宅及び空き建築物の活用等への支援、住み替え・二地域居住に関する地方公共団体等の施策情報や全国の空き家バンク等の情報提供等を行っている。




（4）ご当地ナンバーの導入について

　平成25年8月に、ナンバープレートの地域名を地域振興等に活用するために「ご当地ナンバー」（第2弾）の導入地域（盛岡、平泉、郡山、前橋、川口、越谷、杉並、世田谷、春日井、奄美の10地域）を決定した。新たな地域名のナンバープレートの交付は、26年度の予定である。







注　http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_mn_000016.html











◯6　地域の移動手段の確保



（1）地域の生活交通の確保・維持・改善

　地域社会の活性化を図るためにも、日常生活等に必要不可欠な交通手段の確保は重要な課題である。このため、地域公共交通確保維持改善事業において、多様な関係者の連携により、地方バス路線、離島航路・航空路などの生活交通の確保・維持を図るとともに、地域鉄道の安全性向上に資する設備の整備等、快適で安全な公共交通の構築に向けた取組みを支援している。



　
図表II-4-2-7　地域公共交通確保維持改善事業
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（2）地域鉄道の活性化、安全確保等への支援

　地域鉄道は、住民の足として沿線住民のくらしを支えるとともに、観光等地域間の交流を支える基幹的な公共交通として、重要な役割を果たしているが、その経営は極めて厳しい状況にある。このため、地域公共交通確保維持改善事業や税制上の特例措置により、安全設備の整備等に対して支援を行うほか、幹線鉄道等活性化事業により、鉄道利用の潜在的なニーズが高い地方部の路線について、新駅の設置等に対する支援を行っている。




（3）地域バス路線への補助

　地域住民、特に自らの交通手段を持たない高齢者や学童等の移動制約者にとって必要不可欠な公共交通機関である乗合バス等の生活交通の確保・維持は、重要な課題となっている。このため、国と地方の役割分担の下、国は地域特性や実情に応じた地域に最適な生活交通ネットワークの確保・維持が可能となるよう、生活交通（地域をまたがる交通ネットワーク注や、幹線交通ネットワークと密接な地域内のバス交通・デマンド交通等）の運行について一体的に支援することとしている。それ以外の路線については、地方公共団体の判断により維持を図ることとし、所要の財政措置が講じられている。




（4）離島との交通への支援

　離島航空路については、離島の航空輸送の確保を図るため、離島に就航する航空運送事業者に対して、機体購入費補助、運航費補助、衛星航法補強システム（MSAS）受信機購入費補助、着陸料の軽減、航空機燃料税及び固定資産税についての軽減措置を実施している。なお、運航費補助については、平成23年度から地域公共交通確保維持改善事業により支援を行っており、24年度から島民向け運賃割引への助成も新たに盛り込み、支援の充実を図っている。


　離島航路は、島民の日常生活を行う上で必要不可欠な交通手段であるが、その航路の運営は極めて厳しい状況である。このため、唯一かつ赤字が見込まれる航路に対し、地域公共交通確保維持改善事業により運営費補助の支援を行っている。また、他の地域との格差の是正、島民生活の利便性向上を図るため、島民向け運賃割引への助成や離島における港湾施設の整備等を行っている。


　なお、25年度の離島航空路線の数は56路線、24年度末現在の離島航路数は297航路（うち国庫補助航路120航路）となっている。








注　協議会で維持・確保が必要と認められ、国が定める基準（複数市町村にまたがり、1日の運行回数が3回以上等）に該当する広域的・幹線的なバス路線











第3節　都市再生プロジェクト等の推進



◯1　都市再生プロジェクトの推進



　都市再生プロジェクトとは、解決を図るべき様々な「都市の課題」について、関係省庁、地方公共団体、関係民間主体等が協力・連携し、総力を挙げて取り組む具体的な行動計画である。その選定方針は、1)都市構造に係る基本的課題に取り組むものあるいは従来と異なる新しい手法によるもので、関係省庁が総力を挙げて取り組む必要があるもの、2)経済構造改革につなげるという観点から、民間の力を引き出すもの、あるいは土地の流動化に資するものとされている。


　平成26年3月末現在までに、都市再生本部により23の都市再生プロジェクトが決定されている。










◯2　民間都市開発の推進



（1）特定都市再生緊急整備地域制度等による民間都市開発の推進

　昨今の成長が著しいアジア諸国の都市と比較し、我が国都市の国際競争力が相対的に低下している中、国全体の成長をけん引する大都市について、官民が連携して市街地の整備を強力に推進し、海外から企業・人等を呼び込むことができるような魅力ある都市拠点を形成することが、重要な課題になっている。このため、平成24年1月に都市の国際競争力の強化を図る地域として全国11地域を「特定都市再生緊急整備地域」に指定した。このうち8地域（26年3月末現在）においては、官民連携による協議会により整備計画が作成された。



　

図表II-4-3-1　特定都市再生緊急整備地域と都市再生緊急整備地域の指定状況（平成26年3月末現在）
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　特定都市再生緊急整備地域においては、従来の「都市再生緊急整備地域」における支援措置に加え、下水の未利用エネルギーを民間利用するための規制緩和、道路の上空利用のための規制緩和、税制支援等により民間都市開発の支援が行われる。また、整備計画に基づき、地域の拠点や基盤となる都市拠点インフラの整備を重点的かつ集中的に支援する補助制度として、「国際競争拠点都市整備事業」を設けている。


　また、「都市再生緊急整備地域」としては、26年3月末現在で東京・大阪をはじめ政令指定都市や県庁所在地等において計62地域が指定されており、現在、各地域において様々な民間都市開発事業が着々と進行している。また、（一財）民間都市開発推進機構がミドルリスク資金の調達を支援するメザニン支援業務注を実施している。




（2）都市再生事業に対する支援措置の適用状況

1)都市再生特別地区の都市計画決定

　既存の用途地域等に基づく規制を適用除外とした上で、自由度の高い新たな都市計画を定める「都市再生特別地区」は、平成26年3月末現在で66地区の都市計画決定がなされ、うち44地区が民間事業者等の提案によるものとなっている。




2)民間都市再生事業計画の認定

　国土交通大臣認定（平成26年3月末現在67件）を受けた民間都市再生事業計画については、（一財）民間都市開発推進機構による金融支援や税制上の特例措置が講じられている。




（3）大街区化の推進

　我が国の主要都市中心部の多くは、戦災復興土地区画整理事業等により街区が形成されており、現在の土地利用や交通基盤、防災機能に対するニーズ等に対して、街区の規模や区画道路の構造が十分には対応していない。大都市の国際競争力の強化や地方都市の活性化、今日の土地利用ニーズを踏まえた土地の有効高度利用等を図るため、「大街区化ガイドライン」及び「まちづくり推進のための大街区化活用にかかる執務参考資料」に基づき、複数の街区に細分化された土地を集約し、敷地の一体的利用と公共施設の再編を推進している。








注　メザニン支援業務とは、公共施設の整備を伴い、かつ環境に配慮した建築物及びその敷地を整備する事業のうち、国土交通大臣の認定を受けたものに対して、（一財）民間都市開発推進機構がミドルリスク資金（元利金の支払が後順位となる特約が付された貸付け等の資金）の調達を支援する業務をいう。











◯3　国家戦略特区の取組み



　平成25年12月に「国家戦略特別区域法」が成立し、国が定める国家戦略特区において、国・地方公共団体・民間が三者一体となって取り組むプロジェクトを対象に、建築基準法、道路法、都市計画法の特例措置等、大胆な規制改革等の施策を総合的かつ集中的に推進することとした。











第4節　特定地域振興対策の推進



◯1　豪雪地帯対策



　「豪雪地帯対策特別措置法」により、豪雪地帯・特別豪雪地帯を指定し、豪雪地帯対策基本計画により、交通の確保、生活環境・国土保全関連施設の整備等を推進するとともに、安全・安心な地域づくりのための調査を実施している。なお、豪雪地帯に指定されている市町村数は、平成25年4月現在で532市町村（うち特別豪雪地帯201市町村）となっている。











◯2　離島振興



　平成25年4月に全面施行された改正「離島振興法」に基づき、都道県が策定した離島振興計画による離島振興事業を支援するため、公共事業予算の一括計上に加え、25年度より新たに創設した「離島活性化交付金」により、離島における産業の育成による雇用拡大等の定住促進、観光の推進等による交流の拡大促進、安全・安心な定住条件の整備強化等の取組みへの支援等を行っている。











◯3　奄美群島・小笠原諸島の振興開発



　「奄美群島振興開発特別措置法」、「小笠原諸島振興開発特別措置法」に基づく振興開発事業等の実施により、基礎条件の改善、産業や観光の振興等を推進している。さらなる自立的で持続可能な発展に向けて、地域の特性に応じた産業の振興・雇用の拡大、定住環境の改善を行い、定住の促進を図るため両特別措置法の延長・改正法律案が平成26年3月28日に成立した。











◯4　半島振興



　「半島振興法」に基づき、道府県が作成した半島振興計画により、半島振興対策実施地域（平成25年4月現在23地域（22道府県194市町村）が指定）を対象に半島循環道路等の整備や産業の振興等への支援を行っている。


　また、「半島振興法」の施行に必要な情報の収集・分析のための調査と併せて、半島地域の自立的発展を推進するため、半島地域内の多様な担い手により地域活性化の取組みが行われる基盤づくりや半島間連携の推進に係る実証調査を行い、必要な知見の集約及び地域への普及を図っている。











第5節　北海道総合開発の推進



◯1　地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画の推進



（1）北海道総合開発計画の推進

　我が国は、北海道の優れた資源・特性を活かしてその時々の国の課題の解決に寄与していくとともに、地域の活力ある発展を図ることを目的として、北海道の積極的な開発を行ってきた。


　現在は第7期となる「地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画」に基づき、「開かれた競争力ある北海道」、「持続可能で美しい北海道」、「多様で個性ある地域から成る北海道」という3つの戦略的目標の実現に向け、平成24年度に実施した計画の中間点検の結果や近年の社会経済情勢の変化等を踏まえ、「食料供給力の強化」、「インバウンド観光の振興」、「安全・安心な国土の形成」、「活力ある地域づくり」などに重点化を図りつつ施策を推進している。




（2）計画の実現に向けた取組み

1)総合的な食料供給力の強化

　全国の農地面積の25％を占める北海道の食料供給力の強化に向けて、農地の大区画化等の基盤整備により生産力を高めるとともに、品質管理の高度化や観光との連携等、高付加価値化を支援している。また、物流機能の強化のため、必要なインフラ整備を推進するとともに、道産品を直接かつ安定的に輸出するための「北海道国際輸送プラットホーム」の構築等、食関連産業等の育成に向けた取組みを展開している。




2)国際競争力の高い魅力ある観光地づくり

　美しい景観や食等魅力的な観光資源を活かすため、基盤整備を通じた移動時間短縮・周遊性向上やニューツーリズムの振興、シーニックバイウェイ北海道の取組み等による受入環境の整備を推進している。また、多言語によるドライブハンドブックの配布などによる利便性向上等も図っている。さらに、国際会議等（MICE）の北海道開催を推進するため、地域の取組みに対する支援等を行っている。



　
上富良野町のジェットコースターの路


[image: 上富良野町のジェットコースターの路]



3)自然と共生する持続可能な地域社会の形成

　北海道の恵まれた自然と共生する社会を形成するため、湿原環境の保全・再生、水生生物の生息環境に配慮した防波堤の整備、河川・湖沼の浄化等を推進している。また、北海道には、再生可能エネルギー源が豊富に存在しており、その利活用に向けた取組みを各地で展開している。




4)内外の交流を支えるネットワークとモビリティの向上

　北海道総合開発計画の3つの戦略的目標の実現に向け、高規格幹線道路や空港・港湾等の基幹的な交通基盤の整備や物流ネットワーク機能の強化等を多様な主体と連携し効果的に推進している。また、冬期交通の安全性・信頼性の向上のための取組みを推進している。




5)安全・安心な国土づくり

　近年、東日本大震災をはじめとして、大きな自然災害等が続いているが、北海道においても、豪雪や暴風雪、土砂災害、風水害が発生し、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等大規模な地震・津波の可能性も高いなど、安全・安心な地域社会の形成に向けて課題が多く残されていることから、社会基盤の耐震化、総合的な治水・土砂災害対策、信頼性の高い道路ネットワークの構築等の基盤整備や、危機管理体制の強化、地方公共団体や住民等とも連携を図った地域防災等を推進している。また、施設の老朽化や維持管理にかかる課題も顕在化していることから、老朽化対策・長寿命化・予防保全等効果的・効率的な維持管理への取組みも推進している。











◯2　特色ある地域・文化の振興



（1）北方領土隣接地域の振興

　領土問題が未解決であることから望ましい地域社会の発展が阻害されている北方領土隣接地域について、地域の振興や住民生活の安定を図るために必要な施策を総合的に推進している。具体的には、平成25年度を初年度とする第7期北方領土隣接地域振興計画（25〜29年度）に基づき、農水産業の振興、交通体系の整備、国土の保全等を図る公共事業の実施や北方領土隣接地域振興等事業推進費補助金によるソフト施策支援など、隣接地域の魅力ある地域社会の形成に向けた、ハード施策とそれを活用するためのソフト施策を一体にした取組みを推進している。




（2）アイヌ文化の振興等

　「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律」に基づき、アイヌの人々の誇りの源泉であるアイヌの伝統や文化に関する知識の普及啓発を図っている。


　平成25年度は、アイヌ政策推進会議政策推進作業部会報告（24年7月）や24年度に検討した多様な主体との連携による今後の普及啓発活動のあり方等を踏まえ、アイヌ語のあいさつ「イランカラプテ」（「こんにちは」の意）を北海道のおもてなしのキーワードとして多くの国民・道民に認知されることを通じて、アイヌ文化に無関心であった人々にアイヌ文化への更なる興味・関心を抱いてもらうことを目的としたキャンペーンを展開した。キャンペーンの一環として、新千歳空港に加えて、釧路空港においてもアイヌ文物を展示するなど、一層の普及啓発を図った。



　
新千歳空港で行われたキャンペーンキックオフセレモニー


[image: 新千歳空港で行われたキャンペーンキックオフセレモニー]













コラム　根室市のバードウォッチングを軸にした観光推進の取組み



　北海道の根室管内は、日本国内で観察される野鳥630種のうち約360種を観察できる国内有数の野鳥の楽園として知られています。根室市ではバードウォッチングにスポットを当てた周遊観光の推進に取り組んでおり、バードウォッチングを目的に訪れる内外からの観光客を増やすとともに広く周遊してもらうことにより地域経済の活力向上につなげていくための取組みを進めています。


　平成25年度には、野鳥にストレスを与えることなく、また寒さや風雨をしのぎながら野鳥観察ができる「ハイド」と呼ばれる小屋の設置や、中国語版と英語版も備え旅行プラン作成にも役立つ野鳥観光パンフレットの作成、観光拠点の一つである道の駅に併設された桟橋デッキの整備及び野鳥観察スポットの一つである春国岱の木橋の補修等の取組みが北方領土隣接地域振興等事業推進費補助金を活用して一体的に実施されました。


　26年1月27日から2月2日にかけて冬季の集客力アップを図ることを目的に開催された「ねむろバードランドフェスティバル2014」は、情報や環境の提供、もてなしに重点をおいて実施され、内外から延べ2,200人（昨年比20％増）が様々なスポットで野鳥観察を楽しみ、盛況を博しました。


　今後もバードウォッチングを軸にした観光振興の更なる展開が期待されます。


　
完成したハイド（野鳥観察舎）／ハイドから野鳥を観察する様子


[image: 完成したハイド（野鳥観察舎）／ハイドから野鳥を観察する様子]













第5章　心地よい生活空間の創生



第1節　豊かな住生活の実現



◯1　住生活の安定の確保及び向上の促進



　本格的な少子高齢社会の到来、人口・世帯数の減少、厳しい雇用・所得環境等の社会経済情勢の変化や、住生活を支えるサービスに対するニーズ等を踏まえ、平成23年3月に閣議決定した、23年度から32年度を計画年度とする新たな住生活基本計画（全国計画）に基づき、1)安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築、2)住宅の適正な管理及び再生、3)多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備、4)住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保という4つの目標の達成に向け、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を推進している。




（1）安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築

　安全・安心な住宅及び居住環境の整備を図るため、大規模な地震等に備え、住宅・建築物の耐震改修等を促進するとともに、高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世帯が交流し、安心して健康に暮らすことができる「スマートウェルネス住宅・シティ」の実現に向けた取組みを推進することとしている。また、低炭素社会の実現に向けて、住宅の省エネルギー性能の向上、地域材の利用の促進等を図っている。


　さらに、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、住宅及び住宅市街地における高齢者等の生活の利便性の向上を図るとともに、住生活にゆとりと豊かさをもたらす、美しい街並みや景観の維持及び形成を図っている。




（2）住宅の適正な管理及び再生

　マンションのストック戸数は約590万戸（平成24年末現在）に達し、国民の重要な居住形態となっているが、適切な維持管理や再生を推進していく上での様々な課題への対応が必要となっている。


　適正な維持管理や再生を推進していくために、マンションにおける課題の解決に向けた合意形成等の成功事例の蓄積を通じ、今後増大することが予想されている老朽化マンションの管理適正化や再生推進に向けた環境整備を図ることを目的とした「マンション管理適正化・再生推進事業」を実施している。


　また、マンションの耐震改修を促進するため、「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」を改正し、耐震改修の必要性の認定を受けたマンション等について、大規模な耐震改修を行おうとする場合の決議要件を緩和した。


　さらに、老朽化マンションの再生が円滑に行われるよう、マンション敷地売却制度の創設等を内容とする「マンションの建替えの円滑化等に関する法律」が26年6月に成立したところ。




（3）多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備

1)既存住宅が円滑に活用される市場の整備

　中古住宅・リフォームトータルプラン（平成24年3月）に基づき、既存住宅が円滑に活用される市場の整備として、（ア）及び（イ）の取組みを推進した。


　また、25年3月より「中古住宅の流通促進・活用に関する研究会」を開催し、中古住宅の流通促進に向けた課題等について検討を行い、同年6月「中古住宅の流通促進・活用に関する研究会報告書」を取りまとめた。同報告書を受け、中古住宅の建物評価手法の改善に取り組むとともに、その取組みを中古住宅市場及び住宅金融市場に定着させるため、同年9月より「中古住宅市場活性化ラウンドテーブル」を開催し、中古住宅流通に携わる民間事業者等と金融機関等との間で意見交換を行っている。加えて、26年度税制改正において、一定の質の向上が図られた中古住宅を取得した場合の登録免許税の特例措置を講ずるとともに、中古住宅の取得後に耐震改修工事を行う場合についても住宅ローン減税等各種特例措置の適用対象とすることとした。




（ア）消費者が安心してリフォームができる市場環境の整備

　住宅リフォームを検討する消費者は、費用や事業者選びに関して不安を有しており、これを取り除くことが住宅リフォーム市場の拡大には必要である。


　このため、「住まいるダイヤル」（（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター）における電話相談業務及び具体的な見積書についての相談を受ける「リフォーム無料見積チェックサービス」、各地の弁護士会における「専門家相談制度」等の取組みを進めている。平成25年度はリフォームに関する電話相談が9,017件、リフォーム見積チェックが911件、リフォームに関する専門家相談が671件となっている。


　また、消費者が安心してリフォームができるよう、施工中の検査と欠陥への保証がセットになったリフォーム瑕疵保険制度の25年度の加入申込件数は2,638件、マンション大規模修繕工事を対象とした大規模修繕工事瑕疵保険制度の同年度の加入申込件数は810棟となっている。


　なお、事業者が保険に加入するには、建設業許可の有無や実績等の条件を満たした上で、住宅瑕疵担保責任保険法人に事業者登録をする必要があり、登録された事業者は（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会のホームページで公開されるため、消費者は事業者選びの参考とすることができる。


　さらに、消費者が安心してリフォーム工事を依頼することができる市場環境を整備するため、「事業者団体を通じた適正な住宅リフォーム事業の推進に関する検討会」において、消費者保護及び適正なリフォーム工事の推進という観点から、事業者の団体及びその会員が取り組むべき事項について検討を行っている。




（イ）消費者が安心して中古住宅を取得できる市場環境の整備

　中古住宅購入を検討する消費者は、その品質や性能に不安を有しており、これを取り除くことが中古住宅流通市場の拡大には必要である。


　このため、消費者が中古住宅の売買時点の物件の状態を把握するための住宅の現況検査に対する消費者等の信頼の確保と円滑な普及を図るため、検査方法やサービス提供に際しての留意事項等について指針を示す「既存住宅インスペクション・ガイドライン」を平成25年6月に取りまとめた。


　また、消費者が安心して中古住宅の取得ができるよう、検査と欠陥への保証がセットになった既存住宅売買瑕疵保険制度の25年度の加入申込件数は、4,072件となっている。同年度には、既存住宅売買瑕疵保険について、従来5年間だった保険期間を個人間の売買の場合は1年間、事業者が販売する場合には2年間とした商品等を創設し、消費者及び事業者の利用しやすい中古住宅の売買に係る保険商品を開発した。


　なお、消費者は、リフォーム瑕疵保険と同様に登録事業者をホームページで検索し、事業者選びの参考とすることができる。



2)将来にわたり活用される良質なストックの形成

（ア）住宅の品質確保

　「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、新築住宅の基本構造部分に係る10年間の瑕疵担保責任を義務付けるとともに、新築住宅及び既存住宅に対し、耐震性、省エネ対策、シックハウス対策等、住宅の基本的な性能を客観的に評価し、表示する住宅性能表示制度を実施している。平成25年度の実績は、設計図書の段階で評価した設計住宅性能評価書の交付が231,450戸、現場検査を経て評価した建設住宅性能評価書（新築住宅）の交付が180,448戸、建設住宅性能評価書（既存住宅）の交付が562戸となっている。


　建設住宅性能評価を受けた住宅に係る紛争については、指定住宅紛争処理機関である全国各地の弁護士会が裁判によらず迅速かつ適正な処理を図ることとしており、住宅紛争処理支援センターがその支援業務を行っている。同センターは、住宅に関する様々な相談も受け付けている。25年度の実績は、指定住宅紛争処理機関における建設住宅性能評価書が交付された住宅に係る紛争処理の申請受付件数27件、同センターの建設住宅性能評価書が交付された住宅に係る相談受付件数732件となっている。




（イ）住宅の長寿命化への取組み

　「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、住宅を長期にわたり良好な状態で使用し続けることができるよう、その構造や設備について、一定以上の耐久性、維持管理容易性等の性能を備えた住宅（「長期優良住宅」）の普及を図っている（平成25年度認定戸数：117,751戸）。




（ウ）木造住宅の振興

　国民の約8割が木造住宅を志向する注1など、国民の木造住宅に対するニーズを踏まえ、良質な木造住宅ストックの形成を図るため、地域材等資材供給から設計・施工に至るまでの関連事業者からなるグループによる、木造の長期優良住宅の建設に対する支援を行っているほか、木造住宅の建設等に係る人材育成に対する支援を行っている。




3)多様な居住ニーズに応じた住宅の確保と需給の不適合の解消

（ア）住宅金融

　民間金融機関による相対的に低利な長期・固定金利住宅ローンの供給を支援するため、（独）住宅金融支援機構では証券化支援業務を行っている。当業務には、民間金融機関の住宅ローン債権を集約し証券化するフラット３５（買取型）と民間金融機関自らがオリジネーター注2となって行う証券化を支援するフラット３５（保証型）があり、フラット３５（買取型）における平成26年3月末までの実績は、買取申請件数848,684件、買取件数600,489件で、327の金融機関が参加している。また、フラット３５（保証型）における26年3月末までの実績は、付保申請件数20,148件、付保件数12,416件で、5金融機関が参加している。


　証券化支援業務の対象となる住宅については、耐久性等の技術基準を定め、物件検査を行うことで住宅の質の確保を図るとともに、証券化支援業務の枠組みを活用し、耐震性、省エネルギー性、バリアフリー性及び耐久性・可変性の4つの性能のうち、いずれかの基準を満たした住宅の取得に係る当初5年間（長期優良住宅等については当初10年間）の融資金利を引き下げるフラット３５Ｓを実施している。


　また、同機構は、災害復興住宅融資やサービス付き高齢者向け賃貸住宅融資等、政策的に重要でかつ民間金融機関では対応が困難な分野について、直接融資業務を行っている。




（イ）消費税率引上げへの対応

　平成26年4月の消費税率引上げに当たっては、住宅ローン減税の大幅な拡充や現金給付措置（「すまい給付金」）を講じたところであり、すまい給付金については、26年4月1日より申請の受付を開始する。



　
図表II-5-1-1　消費税率8％時のすまい給付金の給付額


[image: 図表II-5-1-1　消費税率8％時のすまい給付金の給付額]



（ウ）賃貸住宅市場の整備

　賃貸住宅市場においては、戸建て住宅、マンション等の持家ストックの賃貸化等を通じたストックの質の向上を図るため、定期借家制度の普及、サブリース注3住宅原賃貸標準契約書の策定等の環境整備に取り組んでいる。




（エ）空き家対策の推進による居住環境の改善

　管理が不適切な空き家等の集積により悪化する居住環境の改善等を図るため、空き家や空き建築物等の活用・除却、空き家所有者に対する相談体制の整備を推進している。




（4）住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

1)公的賃貸住宅等の供給

　住宅に困窮する低額所得者に対し地方公共団体が供給する公営住宅を的確に供給すると共に、各地域における居住の安定に特に配慮が必要な高齢者等の世帯を対象とした良質な賃貸住宅の供給を促進するため、公営住宅を補完する制度として地域優良賃貸住宅制度を位置付け、公的賃貸住宅等の整備等や家賃の減額に要する費用に対する助成を行っている。


　また、解雇等により住居の退去を余儀なくされる者に対する住宅セーフティネットを確保するため、全国のハローワークと連携の下、離職者が利用可能な公営住宅や（独）都市再生機構賃貸住宅等の関連情報の一元的提供を行うワンストップサービスの推進や社会資本整備総合交付金を活用した家賃助成等の取組みの推進等、離職者の居住安定確保に向けた対策を講じている。



　
図表II-5-1-2　公的賃貸住宅等の趣旨と実績


[image: 図表II-5-1-2　公的賃貸住宅等の趣旨と実績]



2)民間賃貸住宅の活用

　民間賃貸住宅のセーフティネット機能の向上を図る観点から、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援団体等により構成される居住支援協議会を通じ、高齢者、障害者、外国人、子育て世帯等が民間賃貸住宅へ円滑に入居することができるようにするため、住宅の情報提供等の居住支援を行うこととしている。







注1　内閣府「森林と生活に関する世論調査」（平成23年）

注2　資産流動化の仕組みにおいて流動化の対象となる資産を保有している企業。オリジネーターは、債権や不動産などの資産を特定目的会社に譲渡するなどして資産を証券化することで資金調達を行う。


注3　賃貸管理事業者等が建物所有者（家主）等から建物を転貸目的で賃借し、自ら転貸人となって転借人（入居者）に賃貸するもの










◯2　良好な宅地の供給及び活用



（1）地価の動向

　平成26年地価公示（26年1月1日時点）の結果は、全国平均では依然として下落しているものの下落率は縮小傾向を継続し、上昇地点数の割合は大幅に増加した。特に三大都市圏平均では、住宅地、商業地ともに上昇に転じた。


　25年都道府県地価調査（25年7月1日時点）との共通地点で半年毎の地価動向をみると、三大都市圏の住宅地はほぼ同率の上昇、商業地は後半上昇を強めた。また、地方圏の住宅地、商業地ともに後半は下落率が縮小した。




（2）宅地供給の現状と課題

　新規宅地の大量供給を促進する従来の施策を転換し、人口・世帯の動向を踏まえた宅地施策を推進している。具体的には、（独）都市再生機構のニュータウン事業では既に着手済みの事業のみを行っている。また、宅地開発に関連して必要となる公共施設の整備を支援するほか、税制の特例等により、良好な居住環境を備えた宅地の供給を促進している。




（3）定期借地権の活用

　借地契約の更新が無く、定められた契約期間で確定的に借地契約が終了する定期借地権は、良好な住宅取得を低廉な負担で実現する上で有効な制度であり、定期借地権付住宅は、平成24年末までに70,000戸以上が供給されている。


　なお、同制度の円滑な普及に向けた条件整備として、保証金、権利金に次ぐ第三の一時金方式である前払賃料方式の税務上の取扱いの明確化等を行っている。



　
図表II-5-1-3　定期借地権付住宅供給の推移
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（4）ニュータウンの再生

　計画開発住宅市街地（ニュータウン）については、住宅や施設の老朽化、居住者の高齢化や小世帯化に伴って生じる機能更新等の課題に対応し、良好なストックとして引き続き活用する必要がある。


　また、ニュータウンの再生に資するよう、エリアマネジメント注に関する情報提供を行っている。







注　地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者等による主体的な取組み










第2節　快適な生活環境の実現



◯1　都市公園等の整備及び良好な都市環境の形成



（1）都市公園等の整備状況と機能充実に向けた取組み

　都市公園等は、国民の多様なニーズに対応するための基幹的な施設であり、1)避難地等となる防災公園の整備による安全・安心な都市づくり、2)少子・高齢化に対応した安心・安全なコミュニティの拠点づくり、3)循環型社会の構築、地球環境問題への対応に資する良好な自然的環境の保全・創出、4)地域の個性を活かした観光振興や地域間の交流・連携のための拠点づくりなどに重点を置き、国営公園、防災公園等の整備や古都及び緑地の保全を、効率的かつ計画的に実施している。


　平成24年度末現在の都市公園等整備状況は、 102,393箇所、
120,217haとなっており、一人当たり都市公園等面積は約10.0m2となっている。また、国営公園については、25年度末の年間利用者数が約3,521万人となっており、25年度は17箇所で整備及び維持管理を行っている。



　

平成26年6月に全エリアが開園した国営みちのく杜の湖畔公園（宮城県柴田郡川崎町）


[image: 平成26年6月に全エリアが開園した国営みちのく杜の湖畔公園（宮城県柴田郡川崎町）]



（2）緑豊かな都市環境の形成

　地球温暖化対策や生物多様性保全等の地球環境問題への適切な対応及び良好な自然的環境の保全と創出による緑豊かな都市環境の実現を目指し、市町村が策定する緑地の保全や緑化の推進に関する基本的な計画である「緑の基本計画」等に基づく取組みに対して、財政面・技術面から総合的に支援を行っている。具体的には、社会資本整備総合交付金等により、緑豊かな都市公園の整備を推進するとともに、建築行為等の規制や土地の買入れにより樹林地等の保全を図る特別緑地保全地区制度や契約に基づき市民に緑地を公開する市民緑地制度等の活用により緑地の保全を図っている。また、緑化地域制度や地区計画等緑化率条例制度等の活用により、民有地の緑化を推進している。さらに、生産緑地地区制度の活用により多面的機能を有する農地の保全を図っている。


　そのほか、全国「みどりの愛護」のつどいや全国都市緑化フェアなどの普及啓発活動を実施するとともに、緑化を進める方々への各種表彰制度や、企業自らの緑化・緑地保全に対する取組みを評価・認証するなど、様々な施策を展開して普及啓発を推進している。











◯2　歩行者・自転車優先の道づくりの推進



1)人優先の安全・安心な歩行空間の形成

　安全・安心な社会の実現を図るためには、歩行者の安全を確保し、人優先の安全・安心な歩行空間を形成することが重要である。特に通学路について、平成24年度に実施した緊急合同点検の結果等を踏まえ、学校、教育委員会、道路管理者、警察などの関係機関が連携して、歩道整備、路肩のカラー舗装、防護柵の設置等の交通安全対策を実施するとともに、「通学路交通安全プログラム」等に基づく定期的な合同点検の実施や対策の改善・充実等の取組みにより、子どもの安全・安心を確保する取組みを推進している。




2)安全で快適な自転車利用環境の創出

　自転車は身近な移動手段として重要な役割を担っているが、交通事故全体に占める自転車関連事故の割合は拡大傾向にあり、より一層安全で快適な自転車の利用環境整備が求められている。このような中、各地域において道路管理者や都道府県警察が自転車ネットワーク計画の作成や道路空間の再配分等による整備、通行ルールの徹底等を進められるよう「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」（平成24年11月、国土交通省、警察庁）の周知を図るなど、安全で快適な自転車利用環境の創出を推進している。


　なお、自転車ネットワーク計画の策定状況は24年度末現在で53市区町村となっている。



3)質の高い歩行空間の形成

　歩くことを通じた健康の増進や魅力ある地域づくりのため、豊かな景観・自然、歴史的事物等を結ぶ質の高い歩行空間の形成を目的とした歩行者専用道路及び休憩施設の整備等を支援している。




4)わかりやすい道案内の推進

　地理に不案内な歩行者等に対して、目的地へのわかりやすい道案内に取り組んでいる。



5)柔軟な道路管理制度の構築

　自動車交通の一層の円滑化と安全に加え、安全な歩行空間としての機能や地域のにぎわい・交流の場としての機能等の道路が有する多様な機能を発揮し、沿道住民等のニーズに即した柔軟な道路管理ができるよう、（ア）指定市以外の市町村による国道又は都道府県道の歩道の新設等の特例、（イ）市町村による歩行安全改築の要請制度、（ウ）NPO等が設置する並木、街灯等に係る道路占用の特例、（エ）道路と沿道施設を一体的に管理するための道路外利便施設の管理の特例等を実施している。











第3節　利便性の高い交通の実現



（1）都市・地域における総合交通戦略の推進

　安全で円滑な交通が確保された集約型のまちづくりを実現するためには、自転車、鉄道、バス等の輸送モード別、事業者別ではなく、利用者の立場でモードを横断的にとらえる必要がある。このため、地方公共団体が公共交通事業者等の関係者からなる協議会を設立し、協議会において目指すべき都市・地域の将来像と提供すべき交通サービス等を明確にした上で、必要となる交通施策やまちづくり施策、実施プログラム等を内容とする「都市・地域総合交通戦略」を策定（平成26年3月現在84都市で策定・策定中）し、関係者がそれぞれの責任の下、施策・事業を実行する仕組みを構築することが必要である。国は、同戦略に基づき実施されるLRT注1等の整備等、交通事業とまちづくりが連携した総合的かつ戦略的な交通施策の推進を支援することとしている。




（2）渋滞緩和に向けたTDM等の推進

　自動車交通の状況や道路交通の混雑を解決する処方せんは都市ごとに異なるものであるが、TDM注2は都市の特性に応じて措置ができる施策であり、総合的かつ効果的なTDMの普及を推進している。


　朝夕のラッシュ時等に発生している渋滞を緩和するために、道路ネットワークの整備、ボトルネックの解消等の交通容量拡大策に加え、バスロケーションシステムの導入等の公共交通機関の利用促進策や、パークアンドライド注3、時差通勤等のTDM施策を実施している。また、地域によっては、バス路線マップや個別冊子を住民に配布することで、自動車の使い方の見直しを促し、公共交通を有効に使うモビリティマネジメント注4を実施していることに加え、路上工事の抑制等により交通への影響の低減に努めている。


　また、円滑かつ安全な交通サービスの実現のため、ITS技術を用いて収集したビッグデータを活用し、既存ネットワークの最適利用を図るなど、道路を賢く使う取組みを推進している。




（3）公共交通の利用環境改善に向けた取組み

　地域の公共交通について、バリアフリー化されたまちづくりの一環として、より制約の少ないシステムの導入等、地域公共交通の利用環境改善を促進するために、地域公共交通確保維持改善事業により、LRT、BRT、ICカードの導入等を支援している。平成25年度においては、阪堺電気軌道等で低床式車両の導入が行われている。




（4）都市鉄道ネットワークの充実

　都市鉄道ネットワークは、輸送力増強による混雑緩和を主眼とした整備が進められてきた結果、相当程度拡充されてきた。その結果、大都市圏における鉄道の通勤・通学時の混雑は少子高齢化の進展等と相まって低下傾向にあるが、一部の路線では混雑率が180％を超えるなど依然として高く、引き続き混雑緩和に取り組む必要がある。このため、特定都市鉄道整備積立金制度を活用した小田急小田原線複々線化工事や東急東横線改良工事を進めている。


　また、既存の都市鉄道ネットワークを有効活用しつつ、速達性の向上や交通結節機能の高度化を図ることを目的とする「都市鉄道等利便増進法」を活用し、神奈川東部方面線（相鉄〜JR・東急直通線）等の整備を進め、利用者利便を増進するなど、都市鉄道ネットワークの一層の充実を図っている。



　

図表II-5-3-1　三大都市圏における主要区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移（指標：昭和50年度＝100）
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（5）都市モノレール・新交通システム・LRTの整備

　少子高齢化に対応した交通弱者のモビリティの確保を図るとともに、都市内交通の円滑化、環境負荷の軽減、中心市街地の活性化の観点から公共交通機関への利用転換を促進するため、LRT等の整備を推進している。平成25年度は、高岡駅周辺整備事業
（高岡市）において、JR北陸本線、城端（じょうはな）線、氷見（ひみ）線及び路面電車の万葉線（万葉線株式会社）が結節する主要な交通ターミナルの機能強化を図るため、新ステーションビルまで万葉線の延伸事業等が行われている。



　
高岡駅周辺整備事業（高岡市）


[image: 高岡駅周辺整備事業（高岡市）]



（6）バスの利便性の向上

　バスについては、公共車両優先システム（PTPS）やバスレーン等を活用した定時性・速達性の向上、バスの位置情報を提供するバスロケーションシステム、円滑な乗降を可能とするICカードシステムの導入等を行い、利便性の向上を図っている。




（7）既存高速道路ネットワークの有効活用・機能強化

1)新たな高速道路料金に関する基本方針

　高速道路の料金については、社会資本整備審議会道路分科会国土幹線道路部会の中間答申（平成25年6月25日）において、これまでの「整備重視の料金」から「利用重視の料金」への転換を図ることとされ、この方針に基づき、ネットワーク化が進みつつある高速道路がより一層有効利用されるよう、

	建設の経緯の違い等による区間毎の料金差を是正し、普通区間、大都市近郊区間、海峡部等特別区間の3つの料金水準への整理

	
大都市圏の料金については、環状道路整備の進捗を踏まえ、道路ネットワークの稼働率を最適化するため、ITS技術を活用しつつ、「世界一効率的な利用」を実現するシームレスな料金体系の構築



に取り組むこととしている。

　20年より緊急経済対策として導入した料金割引は整理し、高速道路の料金割引全体を再編する。再編にあたっては、社会資本整備審議会道路分科会国土幹線道路部会（部会長：寺島実郎・（一財）日本総合研究所理事長）の中間答申を踏まえ、

	効果が高く重複や無駄のない割引となるよう見直し

	生活対策、観光振興、物流対策などの観点を重視しつつ、高速道路の利用機会が多い車に配慮



することを基本的な考え方としている。


　
図表II-5-3-2　3つの料金水準の導入


[image: 図表II-5-3-2　3つの料金水準の導入]



　

図表II-5-3-3　現行及び新たな料金割引と財源（NEXCO地方部の例）


[image: 図表II-5-3-3　現行及び新たな料金割引と財源（NEXCO地方部の例）]



2)スマートインターチェンジの整備等の促進

　既存の高速道路ネットワークを有効に活用し、地域経済の活性化や渋滞の軽減等を図るため、スマートインターチェンジの整備等を促進している。

	我が国の高速道路IC間隔は約10kmで、欧米諸国の平地部における無料の高速道路の2倍程度

	一定規模以上注5の工場の約5割がICの5km圏内に存在

	スマートICは、現在70箇所で開通、59箇所で事業中（平成26年3月末時点）



　平成26年度には、高速道路会社が整備する高速道路区域内の事業について、事業費の一部を国費により補助する制度を創設する。


　
図表II-5-3-4　スマートIC周辺地域の開発の例


[image: 図表II-5-3-4　スマートIC周辺地域の開発の例]









注1　Light Rail Transitの略で、低床式車両（LRV）の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時性、速達性、快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システム


注2　都市又は地域レベルの道路交通混雑を緩和するため、道路利用者の時間の変更、経路の変更、手段の変更、自動車の効率的利用、発生源の調整等により、交通需要量を調整（＝交通行動を調整）する手法


注3　交通混雑緩和のため自動車を都市郊外の駐車場に駐車し（パーク）、鉄道、バス等の公共交通機関に乗り換え（ライド）、目的地に入るシステム


注4　一人一人のモビリティ（移動）が、個人的にも社会的にも望ましい方向（過度な自動車利用から公共交通・自転車等を適切に利用する方向）へ自発的に変化することを促す、コミュニケーション施策を中心とした交通政策


注5　工場又は研究所を建設する目的をもって、1,000平方メートル以上の用地を取得したもの（工場立地動向調査より）










第6章　競争力のある経済社会の構築



第1節　交通ネットワークの整備



◯1　幹線道路の整備



　幹線道路の整備は、昭和29年に策定された第1次道路整備五箇年計画以来、現在に至るまで着実に進められてきた。例えば、高速道路等の幹線道路ネットワークの整備は、高速道路のインターチェンジ周辺での工場の立地を促すなど、地域経済の活性化に大きく寄与するとともに、地方部における広域的な医療サービスの享受、災害等で幹線道路が途絶した場合の広域的な迂回ルートの確保等が可能となるなど、国民生活の質や安全の向上にも大きく貢献してきた。


　一方で、都市間移動の速達性を表す都市間連絡速度を見ると、高速道路が未整備の地域では遅い傾向にあり、諸外国と比較すると、我が国の都市間の速達性は全体的に低い水準にある。中国は、我が国より26年遅れの63年（1988年）に初めて高速道路が開通したが、既に84,946kmが開通し、我が国の62倍のペースで整備が進められている。また、欧米において高速道路は平均4車線以上であるのに対し、日本は片側1車線が3割以上を占めている。



　
図表II-6-1-1　都市間連絡速度


[image: 図表II-6-1-1　都市間連絡速度]



　
図表II-6-1-2　諸外国の高速道路整備延長の変化


[image: 図表II-6-1-2　諸外国の高速道路整備延長の変化]




　高速道路は一般道路と比べて、死傷事故の起こりやすさは約10分の1、二酸化炭素の排出量は約3分の2、車線当たりの走行台数は約7倍と、「安全でクリーン」であるとともに、災害時には「命の道」として機能する。高速道路ネットワークをしっかりつなぐとともに、賢く使う取組みを推進する。











◯2　幹線鉄道ネットワークの整備



（1）新幹線鉄道の整備

　新幹線は、我が国の基幹的な高速輸送体系であり、地域間の移動時間を大幅に短縮させ、地域社会の振興や経済活性化に大きな効果をもたらす。また、新幹線は安全（昭和39年の東海道新幹線の開業以来、乗客の死亡事故はゼロ）かつ環境にもやさしい（鉄道のCO2排出原単位（g-CO2／人キロ）は航空機の1／5、自家用車の1／8）という優れた特性を持っている。整備新幹線注については、平成22年12月に東北新幹線（八戸・新青森間）、23年3月に九州新幹線鹿児島ルート（博多・新八代間）が開業した。北海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）、北陸新幹線（長野・金沢間）については、現在建設が進められているところであり、今後、予定通りの完成・開業を目指して着実に整備を進める。


　また、未着工区間であった北海道新幹線（新函館（仮称）・札幌間）、北陸新幹線（金沢・敦賀間）、九州新幹線長崎ルート（武雄温泉・長崎間）については、「整備新幹線の取扱いについて」（23年12月26日政府・与党確認事項）に基づき、着工に必要な条件をすべて満たしたことから、所要の手続を経て、24年6月29日に工事実施計画の認可を行い、現在、完成・開業に向けて着実に整備を進めている。



　
図表II-6-1-3　整備新幹線の現状


[image: 図表II-6-1-3　整備新幹線の現状]




　中央新幹線については、22年3月より交通政策審議会において審議が行われ、23年5月、営業主体及び建設主体をJR東海、走行方式を超電導リニア方式、ルートを南アルプスルートとすることが適当であるとの答申が取りまとめられた。これを受け、「全国新幹線鉄道整備法」に基づき、国土交通大臣が営業主体及び建設主体としてJR東海を指名し、東京・大阪間について、整備計画の決定並びにJR東海に対する建設の指示を行った。JR東海は、東京・名古屋間の開業予定を39年、名古屋・大阪間の開業予定を57年とし、現在、東京・名古屋間について、「環境影響評価法」に基づく手続を行っている。




（2）技術開発の促進

1)超電導磁気浮上式鉄道（超電導リニア）

　超電導リニアについては、平成9年から山梨実験線先行区間において走行試験が行われ、21年7月に開催された「実用技術評価委員会」において、「超高速大量輸送システムとして運用面も含めた実用化の技術の確立の見通しが得られた」との評価を受けた。25年8月からは、山梨実験線全線において、車両や推進コイル等について実用化仕様を最終検証するための走行試験が実施されている。




2)軌間可変電車（フリーゲージトレイン）

　新幹線と在来線の直通運転が可能となるフリーゲージトレインについては、九州新幹線や北陸新幹線への導入実現を目指し、技術開発を進めているところである。平成25年度は試験に必要な新八代接続線等の設備の整備などを行い、26年度からは、新たな試験車両を用いて、耐久性を検証するために、新幹線走行、軌間変換、在来線走行を繰り返す3モード耐久走行試験を実施する予定である。








注　「全国新幹線鉄道整備法」に基づき、昭和48年に決定された整備計画に定められている5路線










◯3　航空ネットワークの整備



（1）航空ネットワークの拡充

1)首都圏空港の機能強化

　我が国のビジネス・観光両面における国際競争力を強化するため、我が国の成長のけん引車となる首都圏空港の機能強化を図っており、平成26年度中に羽田・成田両空港の年間合計発着枠を75万回化することを最優先課題として取り組んでいる。


　東京国際空港（羽田）については、国際線旅客ターミナルビルの拡張や駐機場等の整備を行うことで、25年度末に、国際線の発着枠を増枠し、年間発着枠を44.7万回へ拡大した。これによりアジア長距離や欧米を含む高需要・ビジネス路線を24時間展開する。また、引き続き長距離国際線の輸送能力増強に必要なC滑走路延伸事業等を着実に推進していくとともに、新たに際内トンネルの整備に着手し、国際・国内乗継機能を強化していく。



　
図表II-6-1-4　東京国際空港（羽田）の主要整備事業


[image: 図表II-6-1-4　東京国際空港（羽田）の主要整備事業]



　

図表II-6-1-5　東京国際空港（羽田）の旅客数・発着回数の推移


[image: 図表II-6-1-5　東京国際空港（羽田）の旅客数・発着回数の推移]




　一方、成田国際空港については、旺盛な首都圏の国際航空需要に対応する国際線のメイン空港として、26年度中の年間発着枠30万回化を着実に実施する。また、25年3月からのオープンスカイの実現にあわせ、6時から23時までという現在の運用時間を前提としつつ、航空会社の努力では対応できないやむを得ない場合に限り、24時までの離着陸を認める離着陸制限（カーフュー）の弾力的運用を開始した。今後とも、国際線ネットワークの強化、国内フィーダー路線の拡充、LCCやビジネスジェット等のニーズへの対応強化等を図り、アジアのハブ空港としての地位を確立していく。



　
図表II-6-1-6　成田国際空港の施設概要


[image: 図表II-6-1-6　成田国際空港の施設概要]



　
図表II-6-1-7　成田国際空港の旅客数・発着回数の推移


[image: 図表II-6-1-7　成田国際空港の旅客数・発着回数の推移]




　また、2020年の東京オリンピック・パラリンピック、さらにはその先を見据え、75万回化達成以降の首都圏空港の更なる機能強化に向けた具体的な方策の検討を進めている。具体的には、25年11月から交通政策審議会航空分科会基本政策部会の下に設置している首都圏空港機能強化技術検討小委員会において技術的な選択肢を取りまとめた後、関係自治体や航空会社なども参画した新たな場を設置し、機能強化方策の具体化について検討・協議を進める。




2)オープンスカイの戦略的な推進

　アジアなど海外の旺盛な経済成長を取り込みつつ、世界的な航空自由化に伴う競争環境の変化に対応するため、首都圏空港を含むオープンスカイ注1を戦略的に推進してきた。平成25年度において、新たに、スイス、フィリピン、ミャンマー及びオーストリアとの間で合意に至り、26年3月までに合計で27箇国・地域注2との間でオープンスカイを実現することとなった。




3)関西国際空港及び大阪国際空港に係るコンセッションの実現

　関西国際空港と大阪国際空港については、関西国際空港の国際拠点空港としての再生及び強化、両空港の適切かつ有効な活用を通じた関西における航空輸送需要の拡大を図ることを目的として、平成24年7月に新関西国際空港株式会社の下で経営統合され、一体的に運用されている。


　同社は、LCCをはじめとする旅客ネットワークの拡大や貨物ハブ化、25年12月27日の大阪国際空港ターミナル株式会社の全株式取得によるターミナルビルの一体運営等、積極的な取組みを進めるとともに、これらの取組みにより、両空港の事業価値の増大を図り、できるだけ早期に公共施設等運営権の設定（コンセッション方式によるPFI事業）を行うことを目指している。




4)空港整備の現状

　一般空港等の整備については、ハード・ソフト施策の組合せや既存空港の有効活用を中心とした質的充実に重点を移し、滑走路新設・延長に係る新規事業については、真に必要なものに限って事業化することとしている。


　平成25年度は処理能力の限界に近づきつつある那覇空港において滑走路増設事業に新規着手するとともに、福岡空港では抜本的な空港能力向上のための滑走路増設に係る環境アセスメント手続を実施している。また、航空機の安全運航を確保するため、老朽化が進んでいる施設の更新・改良を実施するとともに、地震等災害時における空港機能の確保を図るため、耐震化を着実に推進している。さらに、我が国全体の国際競争力や空港後背地域の地域競争力強化のため、既存ストックを活用し、ターミナル地域再編等の機能高質化を推進している。




（2）空港運営の充実・効率化

1)空港経営改革の推進

　平成25年6月に成立した「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律（民活空港運営法）」に基づき、現在、仙台空港等において、関係者と調整しつつ、公共施設等運営権制度（コンセッション）を活用した民間への運営委託の実施に向けた具体的な検討を進めているところである。


　今後、「民活空港運営法」を活用し、地域の実情に応じ、民間の知恵と資金の活用や航空系事業と非航空系事業の一体的経営等を通じて空港経営改革を推進し、地元と緊密に連携協力して、空港を活用した内外の交流人口拡大等による地域活性化を図っていく。




2)LCCの参入促進

　平成24年3月に本邦初となるLCCが就航した。25年度末時点で、ピーチアビエーションは国内10路線、国際6路線、ジェットスター・ジャパンは国内14路線、バニラ・エアは国内2路線、国際2路線へネットワークを展開している。



　
図表II-6-1-8　本邦LCCの概要


[image: 図表II-6-1-8　本邦LCCの概要]




　また、25年12月17日には春秋航空日本が航空運送事業許可を受け、成田空港を拠点に26年5月末からの運航を予定している。

　LCC参入促進により、訪日旅行客の増大や国内観光の拡大等、新たな需要の創出が期待されている。政府の目標としては「新規需要の喚起により航空需要の底上げを図り、2020年までに国内外航空旅客輸送に占めるLCCの割合を欧米並み（2〜3割程度）とする」としている。LCC参入を促進させるため、我が国及び各空港では様々な施策を行ってきている。


　国の施策としては、大きく以下の2点を実施・検討しているところである。

　1点目は、25年度において、地方路線維持やLCC支援による地域活性化実現のため、主に使用される機材（100t以下）に着目した着陸料の引き下げを実施している。


　2点目は、空港経営改革の推進である。日本の空港の多くは、国や自治体が管理しており、今後、滑走路等と空港ビルの運営を一体化するなどし、民間事業者による戦略的な料金体系や営業活動等を行うことによって、LCCを誘致することを期待している。25年7月には「民活空港運営法」が施行され、民間の力によって航空需要を拡大する取り組みが期待される。


　上記の施策に加え、各空港でもLCC受入の環境整備を行っており、大きく以下の2点を実施している。

　1点目は、LCC専用ターミナルの整備である。24年には、成田国際空港においてLCCの暫定受入施設が供用開始されるとともに、関西国際空港において本邦初のLCC専用ターミナルが、那覇空港において既存施設を活用した暫定LCCターミナルが供用開始された。また、成田国際空港では26年度中の完成を、関西国際空港では28年度中の供用開始を目指してLCC専用ターミナルの整備が図られており、中部国際空港でもローコストなターミナルの建設が検討されている。


　2点目は、着陸料を始めとする空港使用料の引き下げである。25年度も前年に引き続き、成田国際空港及び関西国際空港において、着陸料を含む空港使用料の引き下げ・見直しを実施している。




3)ビジネスジェットの受入れ推進

　ビジネスジェットとは、数人から十数人程度を定員とする小型の航空機であり、利用者のスケジュールに応じた時間設定や、プライバシーが確保されるため搭乗中に商談等が可能であることから、時間価値の高いビジネスマン等が利用の対象となっている。


　欧米では既にビジネスジェットがグローバルな企業活動の手段となっている。我が国においても、経済のグローバル化に伴い、日本から工場を進出するなど一方的な交流ではなく、外国から日本に投資を呼び込む必要性が認識されはじめており、今後のアジア地域における経済成長の取り込みの観点から、我が国においてビジネスジェットの重要性・可能性は増してきている。


　ただし、ビジネスジェット機の保有機数を各国で比較した場合、我が国では55機の登録（平成25年）にとどまっているのに対し、最も多い米国においては約19,000機が登録（同年）されており、我が国におけるビジネスジェットの普及は十分とは言い難い。


　そこで、我が国ではビジネスジェットの受入環境の整備を推進するため、ハード整備、規制緩和を以下のとおり行っている。

　首都圏空港においては、ビジネスジェット利用客の出入国やターミナルビルまでのアクセスにかかる時間・距離を短縮するためのルート整備など、利便性の向上に取り組んでいる。


　また、我が国へのビジネスジェットの乗り入れ促進のため、25年10月には外国籍ビジネスチャーター機が我が国に乗り入れる際に、一定の条件を満たした上で、それに接続する国内区間の運送を許可対象とする措置を実施した。さらに、ビジネスジェットを用いたチャーター事業に特化した、運航に関する包括的な審査基準を25年12月に施行した。


　今後、全国の空港におけるビジネスジェットの受入推進施策として、海外における推進施策を参考にし、実施可能なものから順次導入の検討を行い、ビジネスジェットの利用定着のため、積極的な情報発信やビジネスジェットに関する規制の緩和も含めて施策の検討を行っていく。




（3）航空交通システムの整備

1)新たな航空交通システムの構築

　長期的に増大が見込まれる航空交通需要や多様化するニーズへの対応が求められているとともに、国際民間航空機関（ICAO）や欧米において、世界的に相互運用性のある航空交通管理（ATM）に関する長期計画の検討が進められていることから、我が国においても、平成37年を見据えた将来の航空交通システムに関する長期ビジョン（CARATS）を策定した。CARATSは、高度に統合されたシステムにより出発から到着までの航空機の軌道を最適化する航空交通管理への変革を中核としており、その実現に向けたロードマップを策定し検討を進めている。25年度は、CARATSの実現に向けた取組みとして、産学官の連携の下、ロードマップに記載された具体的な施策の導入計画や、CARATSにおける目標を達成するための指標の分析等の検討を行った。


　具体的には、経路短縮による飛行時間や燃料費の削減、運航条件の改善等による空港就航率の更なる向上のため、高規格な広域航法（RNAV）や小型航空機用のRNAVの導入・展開について検討を進めている。また、巡航する航空機を主に扱う一定の高度以上の国内空域を分割して管制処理容量を拡大することや、陸域での定型的な通信や緊急を要しない指示及び許可をデータリンクにより伝達すること、衝突防止のための電子地形・障害物情報の提供、航空気象観測情報等の高度化による運航条件の緩和等のための検討も実施している。




2)首都圏空港の容量増大への対応

　首都圏空港・空域の容量拡大による航空交通サービスの充実を図るため、東京国際空港（羽田）においては、平成22年10月に導入した4本の井桁配置滑走路を使用した運用方式の慣熟を着実に進めた結果、26年3月に年間44.7万回の発着容量を達成した。今後は更なる機能強化に向けて具体的な方策の検討を進める。


　成田国際空港においては、26年度中の年間30万回の発着容量の実現に向け、現行の2本の滑走路を前提としつつ、騒音影響区域を広げずに発着能力を拡大するため、我が国では初、世界的にも例の少ない同時平行離陸方式を23年10月より導入しており、今後は運用方式の慣熟を着実に進めていく。




（4）国際航空施策の戦略的推進

　国際航空施策は、航空交渉、安全・セキュリティ、航空管制等、多岐にわたっており、戦略的・総合的に実施することとしている。

　また、国際民間航空機関（ICAO）の推計によると、アジア・太平洋地域は、平成22年から20年間で年平均6.2％の航空輸送量の成長が見込まれ、近い将来世界最大の航空市場に成長するとされている。地域の航空ネットワークの強化に貢献するとともに、数多くの航空インフラプロジェクトが進行中である地域の成長を我が国に積極的に取り込むことが、戦略上重要である。


　このような中、国際航空施策の戦略的推進の一環として、航空分野におけるインフラ国際展開の取組みを官民の連携により一層拡充するため、25年4月に航空インフラ国際展開協議会を設立し、官民一体となったセールス活動等を実施した。








注1　航空会社の新規参入や増便、航空会社間の競争促進による運賃低下等のサービス水準の向上を図るため、国際航空輸送における企業数、路線及び便数に係る制約を二カ国間で相互に撤廃することをいい、近年、世界の多くの国がこれを進めている。


注2　当該27箇国・地域との間の旅客数は、我が国に発着する総旅客数の約94％を占めている。










◯4　空港への交通アクセス強化



　世界の主要空港（ロンドン、パリ、香港等）は、鉄道による都心からの所要時間がおおむね30分以内であるのに対し、成田国際空港は50分台であった。しかし、平成22年7月に北総鉄道と成田国際空港を接続する成田高速鉄道アクセス線が開業したことにより、都心からの所要時間は30分台まで短縮された。また、これに合わせ、京成電鉄日暮里駅における乗換利便性の向上を図るための駅改良を実施した。さらに、自動車による空港アクセス強化のため、東京外かく環状道路東側の整備等、高速道路ネットワークの整備を推進している。


　一方、東京国際空港（羽田）への鉄道アクセスについては、24年10月に京急蒲田駅の改良が完了したことから京浜急行電鉄空港線の容量が拡大し、品川・横浜方面からの直通列車が増発されるなど、空港アクセスの強化が図られた。


　現在、都心と東京国際空港（羽田）・成田国際空港とのアクセスを更に改善し、東京都心の立地競争力を強化することにより、グローバル企業の誘致を促進し、我が国経済の活性化を図るため、都心と首都圏空港とを直結し、短時間かつ乗換なしでの移動を可能とする「都心直結線」について、整備に向けた検討を進めている。



　
図表II-6-1-9　首都圏空港への交通アクセス強化


[image: 図表II-6-1-9　首都圏空港への交通アクセス強化]




　また、関西国際空港へのアクセス改善方策についても調査・検討を実施している。










第2節　総合的・一体的な物流施策の推進



　グローバル・サプライチェーンの深化や地球温暖化対策及び安全・安心の確保の必要性の高まり等の物流を取り巻く情勢に迅速かつ的確に対応するため、平成25年6月に「総合物流施策大綱（2013-2017）」を閣議決定したところであり、本大綱に基づき、官民で連携しながら物流施策を総合的・一体的に推進している。また、25年7月には、我が国産業の国際競争力の強化に資する効率的な物流システムの構築を国内外で実現し、省横断的な物流施策の推進体制を強化するため、「物流審議官」及び「国際物流課」を設置した。











◯1　グローバル・サプライチェーンの深化に対応した物流施策の推進



　グローバル・サプライチェーンの深化に対応するため、我が国物流システムの海外展開の推進等の国際物流機能強化に向けた取組みを進めている。




（1）我が国物流システムの海外展開の推進

　サプライチェーンのグローバル化が深化する中、我が国産業の国際競争力を維持・向上させていくためには、成長するアジア市場の取り込みが不可欠であり、その基盤となる質の高い国際物流システムの構築が求められている。また、我が国産業のアジア展開を支える我が国物流事業者にとっても、アジア市場の取り込みは急務となっている。


　しかしながら、効率的で環境面でも優れるなど質の高い我が国物流システムをアジア地域へ展開するに当たっては、相手国の制度上・慣習上等の課題が存在している。このため、官民連携により、高度な輸送ニーズに対応できるRORO船を活用した海陸一貫輸送の実証事業の実施や政府レベルでの政策対話等を通じて、我が国物流システムの海外展開の環境整備等を図っている。




（2）国際海上貨物輸送ネットワークの機能強化

　経済のグローバル化が進展する中、世界的な海上輸送量は年々増加してきており、大量一括輸送による海上輸送の効率化の観点から、コンテナ及びバルク貨物輸送船舶の大型化が進展している。このような状況において、コンテナについてはアジア各国の主要港が順調に取扱貨物量を増やし、寄港地の集約により日本へ寄港する国際基幹航路の便数が減少している。また、バルク貨物注1については大型船への対応が遅れており、相対的に不利な事業環境による国内立地産業の競争力低下等が懸念されている。


　このような状況を踏まえ、我が国の経済活動や国民生活を支える物流の効率化を進め、企業の国内立地環境を改善することで、我が国の産業競争力の強化と経済再生を実現するため、国際基幹航路の寄港の維持・拡大や基幹的な資源・エネルギー等の輸入効率化・安定化に向けた取組みを行っている。


　また、このような取組みとともに、引き続き、国際・国内一体となった効率的な海上輸送ネットワークを実現するための取組みを推進するとともに、施策の更なる充実・深化を図ることとしている。




1)国際コンテナ戦略港湾の機能強化

　我が国の産業活動や国民生活を物流面から支えるためには、国際海上コンテナ物流において我が国と北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路を安定的に維持し拡大していくことが必要である。


　このため平成22年8月、阪神港及び京浜港を国際コンテナ戦略港湾として選定し、大水深岸壁の整備や「民」の視点を活かした効率的な港湾運営等、ハード・ソフト一体となった総合的な施策を実施してきたところである。港湾運営の面では、東京港、川崎港、横浜港、大阪港、神戸港において特例港湾運営会社を指定した。


　一方、欧州航路アライアンスの再編（G6アライアンス）やメガキャリアによる新たなアライアンスの出現（P3ネットワーク）、さらにはトリプルE（18,000TEU級）に代表される超巨大コンテナ船の就航により、国際基幹航路の寄港地絞り込みや貨物の囲い込み等、我が国の海運・港湾を取り巻く状況は猛烈なスピードで変化し、そして厳しさを増している。


　このような状況を踏まえ、25年7月から「国際コンテナ戦略港湾政策推進委員会」を開催し、26年1月に、戦略港湾への広域からの貨物集約等による「集貨」、戦略港湾背後への産業集積による「創貨」、大水深コンテナターミナルの機能強化や港湾運営会社に対する国の出資制度の創設等による「競争力強化」の3本柱からなる「最終とりまとめ」を公表した。


　同委員会の議論を踏まえ、国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対して政府出資を可能にするとともに、無利子貸付制度の対象施設に国際コンテナ戦略港湾の埠頭近傍の流通加工機能を伴う倉庫を追加すること等を内容とする「港湾法の一部を改正する法律」が26年4月に成立した。


　今後、これらの施策を総動員し、国際コンテナ戦略港湾政策を深化させるとともに、取組みを加速していく。



2)資源・エネルギー等の安定的かつ効率的な海上輸送ネットワークの形成

　世界的に資源、エネルギー等の需給が逼迫する中、これらの物資のほぼ100％を輸入に依存する我が国において、その安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国産業の国際競争力の強化、雇用と所得の維持・創出を図ることは重要な課題の一つとなっている。


　このため、大型船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促進等により、国全体として安定的かつ効率的な資源・エネルギー等の海上輸送ネットワークの形成を図る。これに資するものとして、石炭等のばら積み貨物の輸入拠点として、国土交通大臣が特定貨物輸入拠点港湾を指定するとともに、当該港湾に対する支援措置等を規定した改正港湾法及び関係政省令が25年12月1日に施行された。これを受け、同年12月19日に国際バルク戦略港湾の一つとして選定されていた小名浜港を全国初の特定貨物輸入拠点港湾（石炭）に指定したところである。今後も、安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国の産業競争力の強化、雇用の創出や所得の海外流出の防止を図ることとしている。




3)日本海側港湾の機能別の拠点化

　経済成長著しい対岸諸国と地理的に近接する日本海側港湾において、既存ストックを活用しつつ、伸ばすべき機能の選択と施策の集中及び港湾間の連携を通じて、対岸諸国の経済発展を我が国の成長に取り入れるとともに、東日本大震災を踏まえた災害に強い物流ネットワークの構築にも資することを目指し、平成23年11月に日本海側拠点港を選定した。今後は港湾管理者が策定した計画の進捗状況等についてフォローアップを行っていくこととしている。




4)総合的物流情報プラットフォームの構築

　システム運営の効率化及び利用者の利便性の向上を図るため、貿易に係るあらゆる手続き処理機能（NACCS）とコンテナ物流情報提供機能（Colins）を統合した総合的物流情報プラットフォームの構築に向けた取組みを進めている。




5)国際港湾の機能向上

　時間的、距離的に国内物流と大差ない対東アジア物流において、高度化・多様化するニーズに対応し、迅速かつ低廉な物流体系を構築するため、ユニットロードターミナル注2の機能強化や貨物積替円滑化施設等の整備を進めている。さらに、コンテナ貨物やバルク貨物の増加に対応するため、国際海上輸送ネットワークや地域の拠点となる港湾において、国際海上コンテナターミナルや国際物流ターミナルの整備を行うとともに、ICT化の推進等利便性向上に向けた取組みを推進している。




6)海上交通環境の整備

　国際幹線航路のうち、浅瀬等の存在により、湾内航行に支障のある箇所の改良等を行うとともに、航路標識の整備等を行うことにより、船舶航行の安全性と海上輸送の効率性を両立させた海上交通環境の整備を行っている。




（3）国際競争力の強化に向けた航空物流機能の高度化

　我が国の国際航空貨物輸送については、国内企業の海外移転及び近年の欧州債務危機等の影響により伸び悩んでいる状況にあることを踏まえ、今後も伸びが期待されるアジア発着貨物を積極的に取り込むため、首都圏空港の更なる容量拡大、機能強化、関西国際空港・中部国際空港等の我が国拠点空港の貨物ハブ化推進や輸送プロセスの円滑化に向けた取組み等を進めている。




（4）物流上重要な道路ネットワークの戦略的整備・活用

　国内輸送の約8割を担う貨物自動車による輸送における効率的な物流ネットワークの構築は極めて重要であり、三大都市圏環状道路や空港・港湾へのアクセス道路等の整備を進めている。また、平成25年6月の道路法等の改正に基づき、それらの根幹的な道路網を中心に「大型車両の通行を誘導すべき道路」に指定し、当該道路を通行する大型車両の通行許可手続を迅速化するとともに、通行支障区間の計画的な解消を図ることとした。加えて、スマートICの整備を進めるなど、既存の道路ネットワークの有効活用・機能強化を図る。




（5）国際物流機能強化に資するその他の施策

　国際物流と国内の陸・海・空の各輸送モードが有機的に結びついた物流ネットワークの形成が急がれる中、韓国・中国との間のシャーシ（動力を持たない被牽引車両）の相互通行の実現や海上輸送と鉄道輸送を組み合わせたSea＆Railの活用を促進する。


　大都市圏における国際物流の結節地域である国際港湾等周辺において、国際コンテナに対応した物流拠点の整備・再整備を推進することにより、大規模災害時における防災機能の向上や都市環境の改善とあわせて国際競争力の強化を図る。








注1　穀物、鉄鉱石、石炭、油類、木材等のように、包装されずにそのまま船積みされる貨物の総称

注2　物流の迅速性・効率性を向上させるため、貨物をシャーシやコンテナ等にまとめて（ユニット化）積み卸しする輸送体系に対応したターミナル











◯2　国内における効率的な物流システムの構築のための施策



　環境への負荷の低減を図りつつ、我が国産業の競争力強化に資するよう、国内における効率的な物流網構築のための取組みを進めている。




（1）地域間物流の効率化

　複合一貫輸送等の推進に向け、港湾・貨物駅等の物流結節点の整備等を進めている。平成25年3月に吹田貨物ターミナル駅新設及び百済駅改良と隅田川駅の鉄道貨物輸送力増強事業が完了したことに伴い、更なる貨物鉄道輸送の効率化が期待される。このほか、東京港等で海上輸送と他の輸送モードとの連携強化のため、複合一貫輸送ターミナルの整備等を実施している。


　また、トラック輸送の効率化に向けて、基幹的な道路ネットワークを整備する。



（2）都市内物流の効率化

　「流通業務市街地の整備に関する法律」に基づき、平成26年3月末までに20都市、29箇所の流通業務市街地注1の整備が行われ（うち27箇所が稼働中）、流通業務施設の適切かつ集約的な立地により都市の流通機能の向上及び道路交通の円滑化を図っている。


　また、路上荷捌き駐車を削減するため、駐車場附置義務条例に荷捌き駐車施設を位置付けるよう地方公共団体に促している。25年3月末現在で、90都市において、一定規模以上の商業施設等への荷捌き駐車施設の設置義務付けを内容とする条例改正が実施された。


　このほか、交通流対策として、渋滞ボトルネック箇所への集中的対策、交差点の立体化、開かずの踏切の解消を図るとともに、「都市の低炭素の促進に関する法律」に基づく共同輸配送の促進や、積載効率の向上を目的としたトラックの自営転換注2等のソフト施策を併せて推進している。




（3）高度化・総合効率化した物流サービス実現に向けた更なる取組み

　高度化・多様化した物流ニーズに応える3PL事業注3をより一層促進するため、人材育成研修の実施や地方におけるビジネスモデルの公開等を通じ、物流事業者が3PL事業に進出しやすい環境の整備を行うとともに、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」に基づき、総合効率化計画注4の認定制度を通じた物流の総合化及び効率化を図っている。26年3月末時点で同法に基づく総合効率化計画の認定は221件である。








注1　トラックターミナル、倉庫等の物流関連施設が集約的に立地した大規模物流拠点として、高速道路インターチェンジ周辺部等の適地に建設された市街地


注2　自家用トラック（自家用貨物を自ら運ぶトラック）から、複数荷主の積合せ貨物の運送等によって輸送効率の向上を図り、運送コストを低下させるため営業用トラック（他人からの依頼に応じ、貨物を有償で運ぶトラック）へ転換すること


注3　サード・パーティー・ロジスティクス：荷主から物流を一貫して請け負うサービス

注4　高速道路のインターチェンジ、港湾等の社会資本の近傍に立地する物流施設を中核として、輸送網の集約・輸配送の共同化等を図りつつ、自動ラックや情報システム等の機器を導入し、物流の総合化・効率化を行う計画











第3節　産業の活性化



◯1　鉄道関連産業の動向と施策



（1）鉄道事業

1)鉄道事業の動向と施策

　平成24年度の鉄道旅客の輸送人員は、前年度と比較してやや増加している。JRでは、新幹線輸送は増加、在来線輸送は横ばいに推移しており、民営鉄道は増加に転じた。


　24年度の鉄道貨物の輸送量については、東日本大震災で被災した製造業の生産拠点の復旧等の理由により、年間輸送トン数、輸送トンキロともに、前年度と比較してわずかに増加した。


　各鉄道事業者においては、主に都市部の民鉄等において、路線名や駅名に、アルファベットや数字を併記するナンバリングを導入するなど、快適で安心な鉄道空間の確保を図っている。また、13年のJR東日本「Suica」以降、交通系ICカードの導入が進んでおり、25年3月から、JRと主な民鉄等の各エリアで導入されていた10種類の交通系ICカードの全国相互利用が開始され、その後も順次、導入事業者やエリアが拡大するなど、更なる利用者の利便性の向上及び地域の活性化が期待される。




2)JRの完全民営化に向けた取組み

　昭和62年4月の国鉄の分割・民営化により設立されたJR各社は、以来25年余りにわたり、それぞれの地域事情や経営環境を踏まえた経営努力を続けてきた。この間、JR東日本、JR東海及びJR西日本については、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構の保有株式の売却も完了し、完全民営化されたが、国鉄改革の経緯を踏まえ、当分の間、JR会社間における相互の連携・協力の確保、利用者利便の確保、中小企業への配慮等に関する措置がとられている。


　一方、JR北海道、JR四国、JR九州及びJR貨物については、各社とも、増収努力や経費削減等の取組みを行っているところではあるが、地域の足の確保や環境負荷の小さい鉄道貨物輸送の推進等の社会的に重要な役割を担っていることから、経営基盤強化のため、従来の固定資産税の軽減措置等に加え、平成23年度より、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」に基づき、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構の特例業務勘定からの資金を活用し、各社に対して経営自立に向けた必要な支援を実施している。




（2）鉄道車両工業

　鉄道新造車両の生産金額は、国内向けは横ばい傾向であり、一方、輸出向けはその年の受注状況によって波がある。平成24年度の生産金額は1,684億円（1,589両）であった。生産金額の構成比は国内向け89.0％（1,499億円）、輸出向け11.0％（185億円）であり、23年度比は国内向け12.5％減少、輸出向け281.2％増加であった。


　また、鉄道車両部品（動力発生装置、台車等）の生産金額は2,351億円、信号保安装置（列車自動制御装置用品、電気連動装置等）の生産金額は1,305億円となっている。


　車両メーカー等は、鉄道事業者と連携し、高速化、安全性・快適性等の向上、低騒音・バリアフリーといった様々な社会的ニーズを満たす車両の開発を進めているほか、昨今の海外案件の受注を契機として、米国や英国等で現地の生産拠点や保守拠点を設置、拡大している。











◯2　自動車運送事業の動向と施策



（1）旅客自動車運送事業

1)乗合バス事業

　乗合バスの輸送人員及び収入は、中心市街地の空洞化等の都市構造の変化やモータリゼーションの進展等に伴う自家用自動車の普及等により、依然として地方部を中心に輸送需要が減少しており、また、景気が低迷する中で、乗合バスを取り巻く環境は極めて厳しい状況が続いている。



　
図表II-6-3-1　乗合バスの輸送人員、営業収入の推移


[image: 図表II-6-3-1　乗合バスの輸送人員、営業収入の推移]



2)貸切バス事業

　貸切バス事業については、平成12年2月の規制緩和後、低廉で多様なバスツアーが催行されるなど、利用者へのサービスの向上が図られる一方で、事業者数の増加に伴い競争は激化している。また、団体旅行の小口化、旅行商品の低価格化等により運送収入は減少しており、加えて、燃料費の高騰等の要因もあり、貸切バス事業を取り巻く環境は、厳しい状況が続いている。



　

図表II-6-3-2　貸切バスの従業者数、輸送人員、車両数、営業収入


[image: 図表II-6-3-2　貸切バスの従業者数、輸送人員、車両数、営業収入]




　こうした中、24年4月に発生した関越道高速ツアーバス事故を受けて開催された「バス事業のあり方検討会」での検討結果を踏まえ、「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」を取りまとめ、25・26年度の2年間にわたる高速・貸切バスの安全性向上のための取り組みを進めている。




3)タクシー事業

　タクシー事業については、長期的に需要が減少傾向にある中、タクシー車両の増加等により、地域によっては、収益基盤の悪化や運転者の労働条件の悪化等の問題が生じており、タクシーが地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難な状況にある。こうした問題への対策として、平成21年10月に施行された「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法」の施行後4年余りが経過し、運転者の賃金が上昇に転ずるなど、一定の効果は出ている一方、多くの地域で供給過剰は解消していない状況となっていたが、そのような中、第185回臨時国会において、議員立法により、供給過剰が生じている地域において、これを一層効果的に解消するとともに、運転者の要件を厳しくするなどして、タクシーサービスの水準を向上させせるための仕組みなどが盛り込まれた「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適性化及び活性化に関する特別措置法等の一部を改正する法律」が25年11月2日に成立した。



　
図表II-6-3-3　ハイヤー・タクシーの日車営収等の推移


[image: 図表II-6-3-3　ハイヤー・タクシーの日車営収等の推移]




　同法は26年1月末に施行され、国土交通省では、法律の規定及び両院の付帯決議に基づいて設定した各種基準に基づいて議員立法の趣旨に即して適切に運用することにより、タクシー事業の供給過剰問題の早期解決とサービスや安全性の向上の実現を図っていくこととしている。




（2）自動車運転代行業

　自動車運転代行業は、飲酒時の代替交通手段として活用することが期待されているところである。国土交通省では、平成24年3月に警察庁と連携して策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心感の向上を図るための施策を推進している。なお、25年12月末現在、認定を受けて営業している自動車運転代行業者の総数は8,848者となっている。




（3）貨物自動車運送事業

　貨物自動車運送事業者数は長期にわたり増加していたが、平成20年度以降は新規参入事業者数と退出事業者数が拮抗しており、事業者数は約63,000者とほぼ横ばいで推移している。



　
図表II-6-3-4　トラック事業者数の推移


[image: 図表II-6-3-4　トラック事業者数の推移]




　軽油価格の影響等から、事業者を取り巻く経営環境は厳しさを増している中、軽油価格上昇分を運賃に転嫁するための燃料サーチャージの導入促進、事業者の燃費改善を後押しするためのトラック輸送の省エネ対策の推進等を進めている。


　また、安全輸送対策を進めつつ、市場の健全化及び運賃・料金の適正収受を図るため、「トラック産業に係る取組作業部会」での議論を踏まえ、参入時許可基準の見直し、貨物自動車運送事業輸送安全規則の改正、書面化推進ガイドラインの制定、荷主勧告制度の運用強化、適正化事業実施機関との連携強化等の施策を実施したところである。











◯3　海事産業の動向と施策



（1）安定的な海上輸送の確保

1)日本籍船・日本人船員の確保

　四面環海で資源の乏しい我が国にとって、貿易量の99.7％を担う外航海運は、我が国経済・国民生活にとって不可欠な産業インフラ、ライフラインとして、極めて重要な役割を果たしている。この輸送の基盤である日本船舶及び日本人船員は、我が国の管轄権・保護の対象であり、経済安全保障の観点から平時より一定規模確保することが必要であるが、コスト競争力の喪失から極端に減少したままの状況にある。


　このような事態に対し、日本商船隊の核となるべき日本船舶・日本人船員の計画的増加を目的として、平成20年にトン数標準税制注1を導入しており、「海上運送法」に基づく「日本船舶・船員確保計画」の認定を受けた事業者がその適用を受け、日本船舶・日本人船員の計画的増加を進めているところである。


　こうした取組みにより、日本船舶及び日本人船員は増加傾向にあるが、東日本大震災や原発事故を契機として、外国船社の日本寄港の忌避等の事案が発生し、日本商船隊による経済安全保障の確立の重要性がより明確化された。こうした状況を受け、24年9月に改正「海上運送法」が成立し、日本船舶を補完するものとして、日本の外航船社の海外子会社が保有する外国船舶であって、同法に基づく航海命令が発せられた場合に確実かつ速やかに日本船舶に転籍して航行することが可能なものを「準日本船舶」として認定する制度が創設された。また、25年4月よりトン数標準税制の適用対象船舶に準日本船舶が追加され、日本船舶の増加のペースアップと準日本船舶の確保の促進を図ることとしている。



　
図表II-6-3-5　我が国商船隊・外航日本人船員数の推移


[image: 図表II-6-3-5　我が国商船隊・外航日本人船員数の推移]



　このような取組みを通じて、非常時を含めた安定的な海上輸送の確保を図っていく。



2)船員（海技者）の確保・育成

　船員は、海運の人的基盤であり、日本人船員を確保し、育成することは我が国経済の発展や国民生活の維持・向上に必要不可欠である。しかしながら、外航日本人船員は、ピーク時の約57,000人から約2,200人へと減少しており、かつ、内航船員の著しい高齢化（50歳以上が約5割）の進展に伴う後継者不足が顕在化するなど、安定的な海上輸送の確保が懸念される状況にある。



　
図表II-6-3-6　日本人船員数の推移


[image: 図表II-6-3-6　日本人船員数の推移]




　このため、日本人船員の安定的な確保・育成を図るべく、海運業界、船員教育・訓練機関等の船員養成に関わる者の強力な連携・協力のもと、外航日本人船員についてはトン数標準税制等を通じ、内航船員については船員計画雇用促進等事業を通じ、日本船舶・船員確保計画の認定を受け、その計画に従って船員を計画的に確保・育成する事業者を支援している。また、海運業界のニーズに応じた即戦力・実践力を備えた新人船員養成のため、外航海運事業者の自社船を活用した乗船実習（社船実習）の拡大や内航海運事業者への社船実習の導入、新卒者向け就職説明会の実施や離職者への技能訓練提供、及び海技大学校による実務教育等、「育てる」「就職する」「キャリアアップ」の各段階において具体的な施策を推進している。


　こうした船員の確保・育成のための取組みに加えて、船員となろうとする者を対象とした求職者支援訓練の実施、海フェスタ・海洋立国推進功労者表彰（内閣総理大臣賞）をはじめとする海事広報活動による船員志望者の裾野の拡大、船員の職業的魅力を高めるために、船員災害の持続的減少を図る取組みである「船内労働安全衛生マネジメントシステム」及び「船内向け自主改善活動（WIB）」の普及についても、引き続き取り組んでいく。


　国土交通省が所管する船員養成機関として（独）海技教育機構及び（独）航海訓練所が設置されている。（独）海技教育機構は、新人船員教育を行うとともに、海運会社のニーズや技術革新に対応した実務教育等を実施しており、（独）航海訓練所は、（独）海技教育機構及び商船系大学・高等専門学校の学生等に対し、5隻の練習船による乗船実習を一元的に実施している。現在、（独）航海訓練所では、老朽化した練習船に代わる内航用の小型練習船大成丸を建造中（平成26年4月就航予定）であり、内航船の運航実態に即した乗船訓練を行うことにより、即戦力を備えた若手船員を効果的・効率的に養成する訓練体制の整備を進めている。




（2）海上輸送産業

1)外航海運

　平成24年の世界の海上荷動き量は、94億6,800万トン（前年比4.0％増）で、24年の我が国の海上貿易量は9億6,011万トン（前年比6.4％増）となった。


　24年度の外航海運は、欧州の財政・金融問題等が新興国にも輸出減少の形で波及し世界的に景気減速の懸念が高まる中、市況の低迷、燃料油価格の高止まり等により全体的に厳しい事業環境となった。




2)国内旅客船事業

　国内旅客船事業は、長引く景気低迷による輸送量の大幅な減少等の様々な要因により厳しい経営状況が続いている。特に地域の足として、また、モーダルシフトの受け皿として重要な役割を果たしているフェリー事業については、減便、撤退が続いており、航路の維持確保が危ぶまれている。



　
図表II-6-3-7　国内旅客船事業者数及び旅客輸送人員の推移
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　このため、低炭素化促進事業による船舶の省エネ化や、船旅の魅力向上、観光業界との連携等による利便性の向上など多様な支援を地方公共団体や事業者と連携しながら進めている。


　なお、平成23年4月1日現在の事業者数は968事業者、23年度の輸送人員は8,407万人（前年度比1.2％減）となっている。




3)内航海運

　内航海運は、経済効率性が高く環境保全の面でも優れた輸送特性を有しており、国内物流の約4割、産業基礎物資輸送の約8割を担う、我が国の経済・国民生活を支える基幹的な輸送機関である。


　しかしながら、世界経済のグローバル化の加速や海外への生産拠点の移転に伴う国内産業構造の変化等を受け、輸送需要の低迷が長期化しており、厳しい経営環境が続いている。また、船舶の老朽化が急速に進んでおり、今後も需要の変化に的確に対応しつつ安定輸送を供給し続けるためには、着実に輸送の効率化を進めながら船舶の代替建造を促進していくことが重要な課題となっている。このような状況に対処するために、共有建造制度を活用した環境性能向上等に資する代替建造等に対する船舶使用料の軽減による支援や、船舶の省エネ化等による競争力の強化に対する支援を行っている。また、内航海運代替建造対策検討会において、内航海運における代替建造促進に向けた施策の方向性を取りまとめ、競争力の強化、環境適応型産業への展開、新たな需要構造への対応等代替建造の促進に向けた施策を推進しており、平成24年7月に船舶管理会社を活用した内航海運の活性化に向けた取組みとして「内航海運における船舶管理業務に関するガイドライン」を策定・公表するとともに、25年4月には内航海運における船舶管理会社のガイドラインへの適合性を評価するための手法を導入し、船舶管理会社の管理サービスの「見える化」を図ったところである。加えて、内航海運暫定措置事業注2の円滑かつ着実な実施の支援等も行っている。



　
図表II-6-3-8　内航船舶の推移
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4)港湾運送事業

　港湾運送事業は海上輸送と陸上輸送の結節点として重要な役割を果たしている。事業の効率化や多様なサービスの提供を図る観点から、改正「港湾運送事業法」により、主要9港については平成12年11月より、その他の地方港については18年5月より事業参入を免許制から許可制に、運賃・料金を認可制から事前届出制とする規制緩和が実施されている（25年4月1日現在で新規許可42件、業務範囲変更269件、運賃・料金届出1,309件）。




（3）造船産業

1)造船産業の現状

　我が国造船産業は、船主の多様なニーズに応じた良質な船舶を安定的に提供することにより、地域経済・雇用に貢献している非常に重要な産業である。また、我が国は、海運業、造船業、舶用工業が互いに強く結びついて集積した海事産業クラスターを有している。



　
図表II-6-3-9　我が国の海事産業クラスター
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　造船業については、世界経済の好況に伴う海上輸送の増加等を背景として中国、韓国が建造能力を急拡大し、世界の平成25年の新造船建造量は7,048万総トン（我が国建造量は1,459万総トン、世界シェアの21％）となり、我が国受注量は上向きに転じているものの、依然として厳しい国際競争が続いており、船価は低い状況にある。



　
図表II-6-3-10　世界の新造船建造量の推移
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　我が国舶用工業製品（船外機を除く）については、24年の生産額7,991億円（前年比約15.3％減）、輸出額1,931億円（前年比約18.1％減）となった。国際競争の激化、従業員の高齢化等、舶用工業を取り巻く環境は今後厳しさを増すものと考えられる。



　

図表II-6-3-11　我が国の船用工業製品生産・輸出入実績の推移
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2)造船産業の国際競争力強化のための取組み

　我が国造船産業の国際競争力の強化を図り、今後とも一流の造船国であり続けるためには、受注力強化、新市場・新事業への展開等を柱とした政策を推進する必要がある。


　受注力強化については、平成25年度から、造船・海運事業者等が行う、船舶のさらなる燃費向上を実現する次世代海洋環境関連技術開発に対する支援を開始した。また、25年度に環境負荷の低い天然ガスを燃料とする船舶（天然ガス燃料船）の早期実用化・導入に向けた環境整備として、燃料補給時の安全対策などを策定した。今後も、官民連携の下で、我が国にとって望ましい国際的枠組みの実現と、船舶の省エネ技術や天然ガス燃料船などの研究開発・普及を進めていくこととしている。


　また、今後成長が見込まれる分野である海洋資源開発、海洋再生可能エネルギー等への展開に向けた取組みや、新たなエネルギー輸送ルートにおける海上輸送体制の確立に係る取組みを推進する。具体的には、洋上ロジスティックハブ注3等我が国の強みを活かせる海洋資源開発プロジェクトへの進出支援、海洋資源開発関連技術開発支援、浮体式液化天然ガス生産貯蔵積出設備（FLNG）の安全要件策定のための調査研究等により、海洋開発分野におけるビジネス拡大を図るとともに、将来の我が国EEZ内の開発を我が国で行うための技術を確保する。また、浮体式洋上風力発電施設については、安全ガイドラインを取りまとめた。


　このほか、舶用工業製品の模倣品対策の協議等に取り組むとともに、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構によるスーパーエコシップ（SES）注4の普及、新技術の実用化支援等を通じ、中小造船業の技術力の強化等に取り組んでいる。








注1　法人税等について、毎年の利益に応じた納税額の算出に代わり、船舶のトン数に応じた一定のみなし利益に基づいて納税額を算出する税制。世界の主要海運国でも同様の税制が導入されている。


注2　スクラップ・アンド・ビルド方式による保有船腹調整事業を解消し、保有船舶を解体、撤去した者に対して一定の交付金を交付するとともに、船舶建造者から納付金を納付させる制度


注3　多数の洋上施設への人員、機材の輸送をハブ・アンド・スポーク方式で行うための大型浮体構造物

注4　電気推進システムを採用し、CO2、NOxや燃費の向上に資する優れた環境性能と経済性を有する次世代内航船











◯4　航空事業の動向と施策



　平成24年度の航空産業を取り巻く状況は、9月に発生した尖閣問題等による一時的な航空需要の減退、燃油費の増加等により航空会社にとっては厳しい状況が続いている。我が国航空企業の輸送実績についてみると、国内旅客が8,599万人（前年度比約8.1％増）と18年度をピークに世界的な景気後退、東日本大震災等の影響により右肩下がりとなっていた旅客数が、東日本大震災からの復興需要、LCC参入による需要増等により6年ぶりに増加に転じた。国際旅客も1,420万人（前年度比約12.8％増）と5年ぶりに増加に転じた。



　
図表II-6-3-12　航空旅客数の推移（本邦社）
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　24年3月に本邦初の本格的LCCであるピーチアビエーション就航開始に続き、同年7月にはジェットスター・ジャパン、8月にはエアアジア・ジャパンが運航を開始した。


　エアアジア・ジャパンは、25年6月25日エアアジア本社（マレーシア）とANAホールディングス（株）が事業提携を解消したことにより、ANAの100％子会社となった。同年11月1日付けで社名をバニラエアに変更し、同年12月20日から新会社として運航を開始した。また、同年12月17日には、春秋航空日本が航空運送事業許可を受け、国内4社目のLCC事業者として、26年5月末からの運航を予定している。











◯5　貨物利用運送事業の動向と施策



　貨物利用運送事業注は、複数の輸送機関を組み合わせることで、多様な利用者のニーズに対応したサービスの提供を行っている。近年は、荷主企業のグローバル化のニーズを反映し、国際輸送に関する航空機・船舶の利用運送事業への参入が増えている。


　また、国際貿易の重要性が高まる中、世界的にも輸送の円滑化が進む一方で、輸送の安全確保も求められている。国土交通省では監査等を通じて事業者のコンプライアンスの徹底を図るなど、安全かつ確実な物流サービスの確保に取り組んでいる。







注　貨物の集荷から配達までのDoor to Doorの複合一貫輸送の担い手として、実運送事業者（自ら運送を行う者）の輸送手段（貨物自動車、鉄道、航空機、船舶）を利用して貨物の輸送サービスを行う事業











◯6　倉庫業の動向と施策



　物流の結節点として重要な役割を果たしている営業倉庫について、参入規制を登録制へ緩和した後、新規参入が着実に増加しており、倉庫事業者数は平成24年度末現在、6,059者（13年度末比1,004者増）となっている。


　近年、大都市圏を中心に物流事業者への賃貸を目的とした外資系や国内の不動産事業者やファンドによる大型で高機能な物流施設の建設が活発化しており、このような施設を借り受けて事業を展開する倉庫事業者が現れている。


　また、災害に強い倉庫の構築に向けた非常用電源・通信設備の導入や物流施設の低炭素化に資する設備の導入が進められている。










◯7　トラックターミナル事業の動向と施策



　トラックターミナル事業は、幹線と端末のトラック輸送の結節点として、輸送の効率化や渋滞の緩和等に重要な役割を果たしている。近年は、高度化・多様化する物流ニーズに対応するため、積み卸し機能に加え、配送センター機能（仕分け・流通加工等）も有する施設の整備が進んでいる。


　また、災害に強いトラックターミナルの構築に向けた非常用電源・通信設備の導入や物流施設における低炭素化に資する設備の導入が進められている。











◯8　不動産業の動向と施策



（1）不動産業を取り巻く状況

　不動産業は、全産業の売上高の2.4％、法人数の11.1％（平成24年度）を占める重要な産業の一つである。

　これまで全国的に下落傾向が続いていた地価は、25年においては都市部、特に3大都市圏で上昇基調への転換が見られ、地方部においても回復基調が見られた。新規住宅着工戸数は、21年度に78万戸と大きく落ち込んだものの、24年度は89万戸を超え、25年度には95万戸を超える勢いを見せるなど、増加傾向を示している。


　既存住宅の流通市場については、指定流通機構（レインズ）注1の24年度の成約件数が15.1万件（前年度比10.6％増）と堅調に推移している。


　賃貸住宅管理業に関して一定のルールを設ける、任意の「賃貸住宅管理業者登録制度」を23年12月から施行し、優良な賃貸住宅管理業の育成と発展に努めている。登録業者数については、25年3月末現在で2,767業者となっている。




（2）宅地建物取引業法の的確な運用

　宅地建物取引に係る消費者利益の保護と流通の円滑化を図るため、「宅地建物取引業法」の的確な運用に努めている。宅地建物取引業者については、122,510業者（平成25年3月末）であり、近年、微減傾向が続いている。


　国土交通省及び都道府県は、関係機関と連携しながら苦情・紛争の未然防止に努めるとともに、同法に違反した業者には、厳正な監督処分を行っており、24年度の監督処分件数は258件（免許取消129件、業務停止51件、指示78件）となっている。


　また、マンションの販売の際の悪質な勧誘については、宅地建物取引に係る勧誘をする際の禁止行為などについて、引き続き、国土交通省ホームページ等で消費者に注意喚起を図るとともに、関係機関とも連携して必要な指導監督に努めている。




（3）マンション管理業者による適正な管理の確保

　マンションストックの増大に伴い、その適正な管理を図るため、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に基づき、マンション管理業者の登録制度や業務規制を実施している。マンション管理業者の登録は、平成24年度末において2,252業者であり、ここ数年大きな増減はない。


　また、マンション管理業者の法令遵守を促進し、不正行為の未然防止を図る観点から、マンション管理業者に対する立入検査を実施している。




（4）不動産市場の活性化

1)不動産市場の現状

　我が国における不動産の資産額は、平成24年末現在で約2,400兆円となっている注2。

　24年度にJリート（不動産投資法人）、不動産特定共同事業者、特定目的会社等により証券化の対象として取得された、不動産又はその信託受益権の資産額は、約3.3兆円となっている。


　不動産投資市場の中心的存在であるJリートについては、25年度の1年間で新たに5件の新規上場が行われた。26年3月末現在、44銘柄が東京証券取引所に上場されており、対象不動産の総額約11.6兆円、不動産投資証券の時価総額約7.6兆円となっている。


　Jリート市場全体の値動きを示す東証リート指数は、デフレ脱却に向けたいわゆるアベノミクスに対する期待や、日銀による追加金融緩和への期待から長期金利が0.8％から0.4％へと大きく低下したこと等を背景に、Jリート市場全体の値動きを示す東証リート指数は大きく上昇し、3月27日には1700.91を記録したが、長期金利が4月から6月にかけて0.4％から0.9％へ上昇したこと等が影響し、6月13日に1246.28まで急落した。その後は一進一退の値動きとなったが、9月に2020年東京オリンピック開催が決定されると、国内景況感のさらなる改善や不動産価格の上昇を期待し、9月末に1500を回復、10月から年度末にかけては1400から1500台で推移するなど、比較的安定的に推移した。


　また、Jリートにおける1年間の資産取得額を見ると、25年は18年の約2.0兆円を上回り、過去最高の約2.2兆円となった。



2)不動産市場の条件整備

　国土交通省では、不動産市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図るため、全国の不動産の取引価格等の調査を行っている。調査によって得られた情報は、個別の物件が特定できないよう配慮した上で、取引された不動産の所在、面積、価格等をインターネット（土地総合情報システム注3）を通じて公表している（平成26年3月現在の提供件数は、1,935,344件、Webアクセス総数は、約4億3千万件）。


　また、サブプライム危機等の教訓から、不動産バブルに対するEarly Warning
Signal（早期警戒指標）を構築するため、国際機関が協力して不動産価格指数（住宅）の作成に関する国際指針を作成した。国土交通省では、この指針に対応した不動産価格指数（住宅）を作成し、24年8月より試験運用を開始しており、今後の本格運用に向けて検討を進めている。また、本指数は、IMFの定める金融健全性指標（FSIs）にも指定されている。


　加えて、欧米に比して住宅流通量全体に占めるシェアが低い中古住宅の流通促進を図るため、中古住宅の取引環境の整備に取り組んでいる。25年度は住宅の過去の取引履歴や周辺の都市計画情報等の不動産取引に必要な情報を効率的に集約し、宅地建物取引業者等に提供する仕組みの検討、宅地建物取引業者とリフォーム等の不動産取引に関連する分野の専門事業者との連携によるワンストップサービスの開発支援、中古戸建て住宅に係る建物評価の改善に向けた指針の策定を行った。



　
図表II-6-3-13　土地総合情報システム


[image: 図表II-6-3-13　土地総合情報システム]



3)税制の活用

　平成26年度税制改正においては、優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例措置（所得税等）や土地等の譲渡益に対する追加課税制度の停止措置（法人税等）について適用期限の延長等を実施した。




4)新しい時代に対応した不動産市場の構築に向けて

　不動産市場の国際化やストック型社会の進展、不動産証券化市場の発展など不動産鑑定評価に対するニーズの多様化を踏まえ、国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会における議論を経て、不動産鑑定評価基準等を改正した。


　また、鑑定評価の信頼性を向上させるため、不動産鑑定業者に対する立入検査や証券化対象不動産の鑑定評価等に関する業務の実態調査などを内容とする鑑定評価モニタリングを実施している。


　耐震性の劣る建物が多数存在していることや東日本大震災による電力需給の逼迫等を背景に耐震・環境性能を有する良質な不動産の形成が必要となっている。そこで、建築物の耐震化等、都市機能の更新に民間資金の導入を促進するため、一定の要件を満たす特別目的会社（SPC）による不動産特定共同事業の実施を可能とする改正「不動産特定共同事業法」が、平成25年12月20日に施行された。


　また、「日本再興戦略」（25年6月14日閣議決定）において、民間資金の活用を図るため、「ヘルスケアリートの活用に向け、高齢者向け住宅等の取得・運用に関するガイドラインの整備・普及啓発等（26年度中）」が位置づけられており、「好循環実現のための経済対策」（25年12月5日閣議決定）においても「ヘルスケアリートの上場推進等を通じたヘルスケア施設向けの資金供給の促進〈予算措置以外〉（金融庁、国土交通省、厚生労働省）と位置づけられている。


　さらに、我が国の環境不動産の拡大・普及に寄与するため「環境不動産普及促進検討委員会」及びワーキンググループを開催し、情報提供等を実施した。過去の提言において推進が望まれた施策・取組み等について検討した内容を、環境不動産ポータルサイト注4等を通じて情報発信を行っている。








注1　宅地建物取引業者が指定流通機構に物件情報を登録し、業者間で情報交換を行う仕組み。成約した物件の取引価格情報等は指定流通機構に蓄積される。


注2　国民経済計算をもとに建物、構築物及び土地の資産額を合計

注3　http://www.land.mlit.go.jp/webland/

注4　http://tochi.mlit.go.jp/kankyo/index.html










◯9　持続可能な建設産業の構築



（1）建設産業を取り巻く現状と課題

　建設産業は、地域のインフラの整備や維持管理等の担い手であると同時に、地域経済・雇用を支え、災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手として、国民生活や社会経済を支える大きな役割を担う。


　一方、近年の建設投資の急激な減少等によるダンピング受注や下請企業へのしわ寄せなどを背景として、現場の技能労働者の減少、若手入職者の減少、高齢化の進行等の問題が発生しているため、防災・減災、老朽化対策、インフラメンテナンス、耐震化の整備等の業務に十分対応できるよう、中長期的に持続可能な建設産業の構築が重要となる。


　建設投資、許可業者数及び就業者数の推移は図表II-6-3-14のとおりである。


　

図表II-6-3-14　建設投資（名目値）、許可業者数及び就業者数の推移


[image: 図表II-6-3-14　建設投資（名目値）、許可業者数及び就業者数の推移]



（2）建設産業の担い手確保・育成について

　建設産業は、技術者・技能者の能力が生産の成否を左右する「人」が支える産業であり、将来にわたって、安全安心な国土の形成など重要な仕事を担っていくためには、若い労働者の入職を促進し、技術・技能を身につけながら、誇りを持って仕事に打ち込めるような環境を整えていく必要がある。


　このため、行政と建設業界が一体となって、技能労働者の適切な賃金水準の確保や社会保険への加入徹底等の就労環境の改善に取り組むとともに、技術者や技能労働者の育成を図るため、建設産業界の人材育成の拠点である富士教育訓練センターの機能の充実強化を推進している。


　また、早期資格取得に向けたインセンティブを与え、優秀な若手技術者を確保するため、技術検定試験の受検資格の見直しを行っている。


　さらに、建設産業に対する世間一般のイメージ向上や入職が期待される若者へのアピールを図るための戦略的な広報活動を推進している。


　これらの取組みに加え、作業管理・調整能力等を有し、基幹的な業務に従事する登録基幹技能者の確保・育成・活用を積極的に推進している。登録基幹技能者数は、平成26年3月31日現在で41,951人（32職種）となり、経営事項審査における加点評価や公共工事における総合評価落札方式（試行工事）における活用等を実施している。




（3）公正な競争基盤の確立

　地域のインフラの整備や維持管理等、地域社会の安全・安心を確保するための担い手である建設産業においては、「その技術力・施工力・経営力に優れた企業」が、成長していけるよう、建設業者における法令遵守の徹底をはじめとする公正な競争基盤の確立が重要である。このため、従来より下請取引等実態調査や立入検査等の実施、建設工事の請負契約を巡るトラブル・苦情等の相談窓口「建設業取引適正化センター」の設置、「建設業取引適正化推進月間」（11月）における都道府県との連携等を通じて、建設業における元請・下請間の取引の適正化に取り組んでいる。




（4）建設企業の支援施策について

1)地域建設業経営強化融資制度

　地域建設業経営強化融資制度は、元請建設企業が公共工事請負代金債権を担保に事業協同組合等又は一定の民間事業者から工事の出来高に応じて融資を受けることが可能となるものであり、これにより元請建設企業の資金繰りの円滑化と金利負担等の軽減を図っている。



　
図表II-6-3-15　地域建設業経営強化融資制度


[image: 図表II-6-3-15　地域建設業経営強化融資制度]




　なお、本制度は平成20年11月から実施されており、26年度においても引き続き実施することとした。



2)下請債権保全支援事業

　下請債権保全支援事業は、ファクタリング会社注1が、下請建設企業等が元請建設企業に対して有する工事請負代金等債権の支払を保証する場合に、保証時における下請建設企業等の保証料負担を軽減するとともに、保証債務履行時のファクタリング会社の損失を補償することにより、積極的な債権の支払保証を促進する事業である。



　
図表II-6-3-16　下請債権保全支援事業


[image: 図表II-6-3-16　下請債権保全支援事業]




　なお、本事業は平成22年3月から実施されており、26年度においても引き続き実施することとした。



3)建設業災害対応金融支援事業

　建設業災害対応金融支援事業は、災害対応等のため災害時において使用される代表的な建設機械の中小・中堅建設企業による購入及び東日本大震災により被災した中小・中堅建設企業による建設機械の購入に係る借入金の金利負担を支援する事業である。


　なお、本事業は平成25年3月から実施されており、26年度においても引き続き実施するとともに助成対象機種を3機種から41機種に拡充した。




4)建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業

　建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業は、中小・中堅建設企業の新事業展開等の経営上の課題又は施工管理等の技術的な課題の解決を支援するため、中小企業診断士等専門家によるアドバイスを実施する事業である。また、特に他企業に対するモデル性のある案件については、専門家の支援チームによる経営改善計画の策定等の目標達成までの継続支援（チームアドバイス支援）や建設企業のもつノウハウを活かした地域の課題解決に資する事業に要する経費の一部支援（ステップアップ支援）を実施しており、平成25年度はチームアドバイス支援23件、ステップアップ支援20件を選定して支援を実施した。


　なお、本事業は23年4月から実施されており、26年度においても引き続き実施するとともに建設関連企業（測量業、建設コンサルタント及び地質調査業）も本事業の対象に加えることとした。




（5）建設関連業の振興

　建設関連業（測量業、建設コンサルタント、地質調査業）全体の登録業者情報を毎翌月末に、その情報を基にした業種ごとの経営状況の分析を翌年度末に、さらに地方公共団体における登録制度の活用状況の調査結果を平成25年11月に、それぞれホームページにて公表しており、建設関連業の健全な発展と登録制度の有効な活用に努めている。




（6）建設機械の現状と建設生産技術の発展

　我が国における主要建設機械の保有台数は、平成23年度で約81万台注2であり、建設機械の購入台数における業種別シェアは、リース・レンタル業が約54％、建設業が約18％となっている。


　なお、建設業の死亡災害のうち、建設機械等によるものは約15％を占め、建設機械施工安全技術指針及び建設機械施工安全マニュアルの周知等により、建設機械施工の安全対策を推進している。


　また、ICTを活用した革新的な施工技術である情報化施工の普及促進を図っており、25年度は、第二期「情報化施工推進戦略」（25年3月策定）に基づき、トータルステーションによる出来形管理技術を直轄事業で一部使用原則化するとともに、マシンコントロール／マシンガイダンス技術を一般化推進技術に位置付け、積極的な活用を図っている。




（7）建設工事における紛争処理

　建設工事の請負契約に関する紛争を迅速に処理するため、建設工事紛争審査会において紛争処理手続を行っている。平成24年度の申請実績は、中央建設工事紛争審査会では50件（仲裁7件、調停40件、あっせん3件）、都道府県建設工事紛争審査会では105件（仲裁31件、調停67件、あっせん7件）となっている。








注1　他人が有する売掛債権の保証や債権の買取りを行い、その債権の回収を行う金融事業会社のこと。現在、銀行子会社系・前払保証会社系・リース会社系など10社のファクタリング会社が、当事業を運営している。


注2　主な機種：油圧ショベル約582千台、車輪式トラクタショベル約132千台、ブルドーザ約34千台










第7章　安全・安心社会の構築



第1節　ユニバーサル社会の実現



◯1　ユニバーサルデザインの考え方を踏まえたバリアフリー化の実現



　「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方を踏まえた「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」により、施設等（旅客施設、車両等、道路、路外駐車場、都市公園、建築物等）の新設等の際の「移動等円滑化基準」への適合義務、既存の施設等に対する適合努力義務を定めるとともに、「移動等円滑化の促進に関する基本方針」において、平成32年度末までの整備目標を定め、バリアフリー化の推進を図っている。


　また、市町村が作成する基本構想に基づき、重点整備地区において重点的かつ一体的なバリアフリー化を推進しているとともに、バリアフリー化の促進に関する国民の理解を深め、協力を求める「心のバリアフリー」を推進するため、高齢者、障害者等の介助体験や疑似体験を行う「バリアフリー教室」等を開催しているほか、バリアフリー施策のスパイラルアップ（段階的・継続的な発展）を図っている。




（1）公共交通機関のバリアフリー化

　「バリアフリー法」に基づき公共交通事業者等に対して、旅客施設の新設・大規模な改良及び車両等の新規導入の際に移動等円滑化基準に適合させることを義務付け、既存施設については同基準への適合努力義務が課されているとともに、その職員に対し、バリアフリー化を図るために必要な教育訓練を行うよう努力義務を定めている。さらに、旅客船、鉄道駅等旅客ターミナルのバリアフリー化やノンステップバス、リフト付きバス、福祉タクシーの導入等に対する支援措置を実施している。



　
図表II-7-1-1　公共交通機関のバリアフリー化の現状


[image: 図表II-7-1-1　公共交通機関のバリアフリー化の現状]



（2）居住・生活環境のバリアフリー化

1)住宅・建築物のバリアフリー化

　高齢者、障害者等が地域の中で安全・安心で快適な住生活を営むことができるよう、一定のバリアフリー性を満たした住宅を取得する際の（独）住宅金融支援機構のフラット35Ｓにおける融資金利の引き下げ、バリアフリー改修工事に対する支援等によって住宅のバリアフリー化を促進しているほか、公営住宅や都市再生機構賃貸住宅については、バリアフリー化を標準仕様とするとともに、民間事業者等によるサービス付き高齢者向け住宅の整備に対する支援等を実施している。


　また、不特定多数の者や主に高齢者、障害者等が利用する建築物で、一定規模以上のものを建築する場合には、「バリアフリー法」に基づくバリアフリー化の義務付けや、所定の基準に適合した認定特定建築物に対する助成制度等の支援措置を行っている。官庁施設については、施設利用者が円滑かつ快適に利用できるよう、不特定かつ多数の者が利用する施設については「バリアフリー法」に基づく建築物移動等円滑化誘導基準に規定された整備水準を確保するなど、高度なバリアフリー化を目指した整備を推進している。その際、高齢者、障害者等の施設利用者の意見を施設整備に反映するなどの取り組みを行っている。



　

図表II-7-1-2　「バリアフリー法」に基づく特定建築物の建築等の計画の認定実績


[image: 図表II-7-1-2　「バリアフリー法」に基づく特定建築物の建築等の計画の認定実績]



2)歩行空間のユニバーサルデザイン

　「バリアフリー法」に基づき、駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道路や駅前広場等において、高齢者・障害者をはじめとする誰もが安心して通行できるよう、幅の広い歩道の整備や歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、視覚障害者誘導用ブロックの整備等による歩行空間のユニバーサルデザインを推進している。




3)都市公園等におけるバリアフリー化

　都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のため「バリアフリー法」に基づく基準や支援制度により、出入口や園路の段差解消、高齢者や障害者等が利用可能なトイレの設置等を進めている。また、身近な自然空間である河川、港湾等の魅力を誰もが享受できるよう、まちづくりと一体となった水辺整備や港湾における旅客船ターミナルのバリアフリー化への支援を行っている。











◯2　少子化社会の子育て環境づくり



（1）仕事と育児との両立の支援

1)子育て世帯に適した住宅確保等の支援

　子育て世帯に適した住宅・居住環境を確保するため、高齢者等が有する比較的広い住宅を子育て世帯等向けの賃貸住宅として活用する住み替え制度を支援しており、これにより（一社）移住・住みかえ支援機構のマイホーム借上げ制度が推進されている。また、子育て世帯向けの賃貸住宅（地域優良賃貸住宅）の整備及び家賃低廉化や、公的賃貸住宅と子育て支援施設等との一体的整備に対して、地方公共団体を通じて支援している。




2)テレワークの推進

　情報通信技術を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークは、職住近接の実現による通勤負担の軽減や、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現、災害時等における事業継続性の確保等の効果が期待されている。


　また、平成25年6月14日に閣議決定された「世界最先端IT国家創造宣言」においては、「就業継続が困難となる子育て期の女性や育児に参加する男性、介護を行っている労働者などを対象に、週一回以上、終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワークにおける、労働者にやさしいテレワーク推奨モデルを産業界と連携して支援し、28年までにその本格的な構築・普及を図り、女性の社会進出や、少子高齢化社会における労働力の確保、男性の育児参加、仕事と介護の両立などを促進する」こととされるなど、これまで以上にテレワークの普及促進に取り組むこととしている。


　関係省庁では、テレワークが様々な働き方を希望する人の就業機会の創出及び地域の活性化等に資するものとして、テレワークの一層の普及拡大に向けた環境整備、普及啓発等を連携して推進している。


　国土交通省では、テレワークによる働き方の実態やテレワーク人口の定量的な把握、業務の効率化・高付加価値化による生産性の向上及び国際競争力の強化や災害時の事業継続性の向上等に資する多様な働き方を実現する施策（テレワークの普及・推進等）の検討等を行った。




（2）子どもがのびのびと安全に成長できる環境づくり

　子どもをはじめとした公園利用者の安全・安心を確保するため、「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂版）」、「プールの安全標準指針」について各施設管理者へ周知を行うとともに、社会資本整備総合交付金等により、地方公共団体における公園施設の安全・安心対策を重点的に支援している。











◯3　高齢社会への対応



（1）高齢者が安心して暮らせる生活環境の整備

　バリアフリー化された公営住宅等の供給とライフサポートアドバイザーによる日常の生活相談、緊急対応等のサービスを併せて提供するシルバーハウジング・プロジェクトを平成24年度までに891団地（23,813戸）において実施している。


　また、高齢者等居住安定化推進事業において、サービス付き高齢者向け住宅の整備や先導的な高齢者等向けの住まいづくり・まちづくりに関する取組み等を支援しているほか、公的賃貸住宅団地を地域の福祉拠点として再整備することに取り組んでいる。このほか、グループホーム注1等、福祉、介護等と連携した新たな住まい方に対し、公的賃貸住宅を活用した支援を行っている。




（2）高齢社会に対応した輸送サービスの提供

　高齢者や障害者等の移動制約者の病院・施設への通院等の需要に対応するため、福祉タクシー注2導入の促進を図っており、平成24年度末現在16,025両が運行されている。また、地域公共交通確保維持改善事業費補助金を活用し、地域で必要と認められた福祉タクシー車両導入の支援とともに、24年度から高齢者等を含む様々な人が利用しやすいユニバーサルデザインタクシーについても国の認定を受けた標準仕様の車両に対して自動車重量税・自動車取得税の特例措置を実施している。さらに、改正「道路運送法」に基づき、地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保するため、バス事業者やタクシー事業者による対応が困難であり、地域の関係者が自家用有償旅客運送の必要性について合意した場合に、市町村による市町村運営有償運送やNPO等による福祉有償運送や過疎地有償運送を可能とする登録制度が施行されており、23年度末現在、2,959団体において実施されている。







注1　高齢者、障害者等が自立して地域社会で生活するための共同住居

注2　車いすや寝台（ストレッチャー）のまま乗降できるリフト等を備えた専用のタクシー車両や、訪問介護員等の資格を有する者が乗務するタクシー車両











◯4　歩行者移動支援の推進



　ユニバーサル社会に向けて、高齢者や障害者をはじめ、誰もが積極的に活動できるバリアフリー環境の構築をソフト施策の面から推進することが重要であり、外部有識者を含めた勉強会を通じて、バリアフリー経路案内等にも活用できるICT（情報通信技術）による歩行者移動支援の推進を行っている。


　このため、福島県福島市をはじめ全国5箇所で実施している実証実験事業等から得られた知見をもとに、歩行者移動支援サービスの効率的な維持更新、民間と公共のコスト負担ルール等の課題と方向性について検討し、地方公共団体等が円滑に導入可能なガイドラインの作成等を進めている。



　
図表II-7-1-3　歩行者移動支援システムの仕組み


[image: 図表II-7-1-3　歩行者移動支援システムの仕組み]













第2節　自然災害対策



　我が国の国土は、気象、地形、地質等が極めて厳しい状況下にあり、毎年のように地震、津波、水害・土砂災害等の自然災害が発生している。平成25年においても、台風第18号や台風第26号等により各地で甚大な被害が発生した。また、気候変動による外力の増大や東日本大震災の経験等を踏まえ、自然災害対策に備えた国土の全域にわたる強靭な国づくりの重要性はますます高まっており、老朽化対策、事前防災・減災対策を抜本的に強化し、ソフト対策を適切に組み合わせつつ、命と暮らしを守るために緊急に必要とされているインフラ整備を着実に推進する必要がある。特に発生が懸念されている南海トラフ巨大地震や首都直下地震に対して、国土交通省として実施する活動を早急に取りまとめる必要がある。











◯1　災害に強い安全な国土づくり・危機管理に備えた体制の充実強化



（1）南海トラフ巨大地震、首都直下地震への対応

　南海トラフ巨大地震により、関東から九州の広範囲において、強い揺れが発生し、巨大な津波が短時間で沿岸域に襲来することが想定されている。死者は最大で32万人にのぼり交通インフラの途絶や沿岸の都市機能の麻痺等の深刻な事態が発生する。また、首都直下地震により、首都圏全域で強い揺れが発生することが想定されている。建物の倒壊や火災が発生し、密集市街地で甚大な人的被害が生じるとともに、政治・経済・行政の中枢機能が被災することで、国民生活や経済活動にも甚大な影響が発生する。現地での対策の担い手となる国土交通省においては、省の総力をあげてこれらの事態に対処すべく、平成25年7月に国土交通省南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策本部を立ち上げ、26年4月1日に首都直下地震対策計画及び南海トラフ巨大地震対策計画を策定した。また、南海トラフ巨大地震については、地方ブロックごとに、より具体的かつ実践的な地域対策計画を策定した。




（2）気候変動への対応

　地球温暖化の進行に伴い海面水位の上昇、大雨の頻度増加、強い台風の増加等が予測されており、これにより水害、土砂災害、高潮災害等が頻発、激甚化するとともに、降水量の変動幅が拡大することに伴う渇水の頻発や深刻化が懸念されている。また、近年、現況の治水安全度や計画規模を上回る外力により災害が頻発している。最近の多様な被害形態を有する災害や、地球温暖化に関する新たな知見等を踏まえ、「社会資本整備審議会河川分科会気候変動に適応した治水対策検討小委員会」において、今後取り組むべき適応策のあり方について検討を行うなど、関係する主体が連携して取組みを進めていく。




（3）水害対策

　我が国の大都市の多くは洪水時の河川水位より低い低平地に位置しており、洪水氾濫に対する潜在的な危険性が極めて高い。これまで、洪水を安全に流下させるための河道の拡幅、築堤、放水路の整備や、洪水を一時的に貯留するダム、遊水地等の治水対策を進めてきたことにより、治水安全度は着実に向上してきている。しかしながら、台風第18号による由良川、桂川での氾濫や山口県・島根県での集中豪雨による被害など、各地で水害が発生している。頻発する集中豪雨等による被害を防止・軽減するため、予防的な治水対策や再度災害防止対策を引き続き推進するとともに、「国土交通省水災害に関する防災・減災対策本部」を設置し、地下街・地下鉄等における浸水対策の推進や水防体制の強化、タイムライン（防災行動計画）の作成など、ハード・ソフト施策を適切に組み合わせた防災・減災対策をより一層推進する。



　

図表II-7-2-1　平成15年〜24年　水害・土砂災害の発生件数
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1)予防的な治水対策

　大規模な水害が発生すると、人的、経済的被害が発生するなど、社会経済活動に大きな影響を与え、その復旧・復興には、多大な時間と費用を要することから、それを未然に防止する予防的治水対策が重要である。そのため、築堤、河道掘削、ダム、放水路等の治水施設の整備を計画的に実施している。また、既設ダムの再開発や複数ダムにおける容量再編等のダム再生技術を活用した既存施設の有効活用にも取り組んでいる。さらに、既設の堤防については、洪水時における浸透破壊や侵食に対して安全性が不十分なものについて、強化対策を推進している。


　また、「人口が集中した区域で、堤防が決壊すると甚大な人的被害が発生する可能性が高い区間」においては、まちづくり事業と一体となって、地域住民の人命を守る安全で良好な住環境を形成するとともに、河川から離れた地域の安全度も高めるため、施設の計画規模を上回る洪水に対しても決壊しない高規格堤防の整備を実施している。



　
図表II-7-2-2　治水安全度等の国際比較
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2)水害の再度災害防止対策

　近年、甚大な水害を受けた地域においては、同規模の洪水で再び被災することがないよう、河川の流下能力を向上させるための河道掘削や築堤等の実施、内水氾濫を防ぐための排水機場の整備等の対策を短期集中的に実施し、浸水被害の防止、軽減に努めている。




3)流域の特性等を踏まえた様々な治水対策

　流域の開発に伴う治水安全度の低下が著しい河川や、従来から浸水被害が著しい既成市街地の河川においては、流域の持つ保水、遊水機能の確保が重要である。このような河川では流域対策の推進を図るなど、地域の特性を踏まえた多様な手法により安全・安心の確保を図っている。




（ア）総合的な治水対策

　近年、流域の都市開発による不浸透域の拡大に伴う洪水時の河川への流出量の増大等により、治水安全度の低下が著しい都市河川においては、河川の整備に加えて流域の持つ保水・遊水機能の確保、災害の発生のおそれのある地域での土地利用の誘導及び警戒避難体制の確立等の総合的な治水対策が重要である。その一環として雨水貯留施設の整備を促進するため、流域貯留浸透事業、税制措置等により、地域の関係主体が一体となって、雨水の流出抑制や民間による被害軽減対策を推進している。


　さらに、都市部において浸水による都市機能の麻痺や地下街の浸水被害を防ぐため、「特定都市河川浸水被害対策法」に基づき、河川管理者、下水道管理者及び地方公共団体が協働して、雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出の抑制のための規制等の流域水害対策を推進している。




（イ）局地的な大雨（ゲリラ豪雨）への対応

　近年、短時間の局地的な大雨等により浸水被害が多発していることから、計画を超えるような局地的な大雨に対しても住民が安心して暮らせるよう、河川と下水道の整備に加え、住民（団体）や民間企業等の参画の下、浸水被害の軽減を図るために実施する総合的な取組みを定めた計画を「100mm／h安心プラン」として登録し、浸水被害の軽減対策を推進する取組みを実施している。



　

図表II-7-2-3　富山県高岡市における100mm／h安心プランに基づく対策事例
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（ウ）土地利用と一体となった治水対策

　近年、浸水被害が著しい地域であり、土地利用状況等により、連続した堤防を整備することに比べて効率的かつ効果的な場合には、輪中堤注1の整備等と災害危険区域の指定等による土地利用規制とを組み合わせる土地利用と一体となった治水対策を地方公共団体等と協力して推進している。




（エ）内水対策

　内水氾濫による浸水を防除し都市等の健全な発達を図るため、下水管きょや排水機場等の整備を進めている。しかしながら、近年、計画規模を上回る局地的な大雨等の多発、都市化の進展による雨水流出量の増大、人口・資産の集中や地下空間利用の拡大等による都市構造の高度化等により都市部等における内水氾濫の被害リスクが増大している。このため、下水道浸水被害軽減総合事業や総合内水緊急対策事業等を活用し、地方公共団体・関係住民等が一体となって、雨水流出抑制施設を積極的に取り入れるなどの効率的なハード対策に加え、降雨情報の提供、土地利用規制や内水ハザードマップの作成等のソフト対策、止水板や土のう等の設置や避難活動といった自助の取組みを組み合わせた総合的な浸水対策を推進している。




4)水防体制の強化

　都道府県や水防管理団体と連携し、出水期前に堤防等の合同巡視や情報伝達訓練、水防技術講習会、水防演習等を実施し、水防上、特に注意を要する箇所の周知や水防技術の習得を図るなど、人命と財産を守り、被害を最小限にとどめるための水防体制の強化に向けた支援を行っている。


　全国各地で豪雨災害が多発する一方、水防団員の減少等による地域の水防力の弱体化が進む中、多様な主体の参画により地域の水防力の強化を図るため、平成25年6月に「水防法」を改正し、1)河川管理者と水防の連携強化、2)浸水想定区域内の地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等における自主的な避難確保・浸水防止計画の取組みの推進、3)水防協力団体の指定対象及び業務内容の拡大などについて規定した。




5)洪水時の予報・警報の発表や河川情報の提供

　国土交通大臣又は都道府県知事は、流域面積が大きい河川で洪水によって国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれのある河川を洪水予報河川として指定し、気象庁長官と共同して水位又は流量を示した洪水予報（氾濫注意情報・氾濫警戒情報、氾濫危険情報、氾濫発生情報）の周知等を行っている。また、洪水予報河川以外の主要な河川を水位周知河川として指定し、洪水時に避難判断水位（特別警戒水位）への到達情報の周知等を行っている。平成26年3月末現在、洪水予報河川は417河川、水位周知河川は1,555河川が指定されている。


　河川の水位、雨量、洪水予報、水防警報等の河川情報をリアルタイムに収集、加工、編集し、ウェブサイト「川の防災情報」注2において、河川管理者、市町村、住民等に提供を行っており、洪水時の警戒や避難等に役立てられている。


　また、放送局等と協力して地上デジタルテレビのデータ放送により、河川の水位や雨量情報を提供する取組みを進めており、26年3月までに全国50放送局にて提供が開始されている。雨量観測に当たっては、従来のレーダ雨量計（Cバンドレーダ）・地上観測網に加え、近年増加する集中豪雨や局地的大雨による水害や土砂災害等に対して、適切な河川管理や防災活動等に役立てるために、リアルタイムでより詳細な雨量観測が可能なXRAIN（国土交通省XバンドMPレーダネットワーク）注3の整備を行っている。インターネット上でも雨量情報の提供を行っており、26年3月末現在、35基での観測体制を構築している。




6)浸水想定区域の指定

　洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、「水防法」に基づき、河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域（浸水想定区域）を指定し、想定される浸水の深さ等を公表している。


　また、洪水が発生した場合でも住民が適切な避難行動をとることができるよう、洪水予報や水位到達情報の伝達方法、避難場所その他避難の確保を図るために必要な情報等を住民に周知するため、市町村に対する洪水ハザードマップ作成や周知の技術的支援や、国土交通省のホームページ上に全国の洪水ハザードマップを検索閲覧できるインターネットポータルサイト注4の開設を行っている。


　浸水想定区域については、洪水予報河川及び水位周知河川の約98％において指定・公表済みであり、洪水ハザードマップについては、浸水想定区域を含む市町村の約97％で作成済みである（平成26年3月末現在）。


　25年6月の「水防法」の改正により、浸水想定区域において、市町村地域防災計画に定められた地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等の所有者又は管理者が自衛水防の取組みとして避難確保・浸水防止計画の作成、訓練の実施、自衛水防組織の設置を行うこととなった。国土交通省では、地域の水防力の強化を図るため、同法に規定する浸水防止計画に基づき取得した浸水防止用設備に係る税制上の支援のほか、全国の地方整備局等の河川関係事務所に設置した災害情報普及支援室を相談窓口として事業者等による自衛水防の取組みに対する支援を行っている。




7)河川の戦略的な維持管理

　整備された河川管理施設等が洪水時等に本来の機能を発揮することができるよう、河川や施設等の状況を把握し、その変化に応じた適切な維持管理を実施している。


　これまで河川整備が進められてきた中で、堤防、堰、水門、排水機場等の管理対象施設が増大し、更にそれら構造物の経年劣化等が進行している。このような状況下で、「河川砂防技術基準維持管理編（河川編）」に基づいて計画的に維持管理を進めていくこととしている。また、河川構造物については、点検等により、劣化状態やその進行を監視して適切な時期に対策を行う状態監視型の保全手法への移行を図りつつ、計画的に施設の長寿命化や更新を図ることとしており、社会資本整備重点計画において、国の管理する主要な河川構造物すべてについて、平成28年度までに長寿命化計画を作成することとしている。あわせて、長寿命化のために必要な技術開発等を進めていくとともに、都道府県等の管理河川についても適切な維持管理が進むよう、中小河川の技術基準に関する検討を連携して進めるとともに、各地方整備局等に常設の相談窓口を設け、技術支援等を行っている。


　25年6月の「河川法」の一部改正に伴い、河川管理施設又は許可工作物の管理者が、河川管理施設又は許可工作物を良好な状態に保つよう維持、修繕すべきことを明確化するとともに、政令において多種多様な河川管理施設等の維持、修繕に関し、管理者が共通して遵守すべき最低限の技術的基準が定められたところである。




8)河川における不法係留船対策

　河川における不法係留船は、治水対策上の支障（河川工事実施の支障、洪水時の流下阻害、河川管理施設の損傷等）やその他の河川管理上の支障（燃料漏出による水質汚濁、河川利用の支障等）の原因となっている。このような不法係留船については、適法な係留施設への移動の指導、撤去を進めている。


　平成25年5月には、放置艇（不法係留船）の解消に向けて「プレジャーボートの適正管理及び利用環境改善のための総合的対策に関する推進計画」を策定した。25年12月には河川法施行令を改正し、河川に船舶等を放置する行為を禁止した。（施行は26年4月1日）




（4）土砂災害対策

　我が国は急峻で複雑かつ脆弱な地質が広く分布していることから土石流、地すべり、がけ崩れの土砂災害危険箇所は約52万箇所存在し、集中豪雨や地震等に伴う土砂災害が、過去10年（平成16年〜25年）の年平均で約1,000件以上発生しており、多大な被害が生じている。また、自然災害による犠牲者のうち、土砂災害によるものが大きな割合を占めている。このため、特に対策の必要な重点箇所に対する砂防施設整備や、自助、共助、公助による安全かつ的確な警戒避難体制の整備等、土砂災害による犠牲者を減らすための、ハード・ソフト一体となった効率的な土砂災害対策を推進している。




1)根幹的な土砂災害対策

　荒廃した山地を源流域に持つ河川は、そこから流れ出す土砂により、流域全体にわたり甚大な被害をもたらすおそれがある。このような土砂災害から国土を保全し、人命保護を図るため、砂防関係施設の整備を推進している。




2)土砂災害発生地域における緊急的な土砂災害対策

　土砂災害発生箇所及び周辺地域を含めた集中的な砂防関係施設の整備により、近年、甚大な土砂災害が発生した地域の再度災害防止対策を推進している。




3)災害時要援護者を守る土砂災害対策

　病院、老人ホーム、幼稚園等の災害時要援護者関連施設が存在する土砂災害危険箇所について、砂防堰堤等の土砂災害防止施設を重点的に整備している。


　また、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂災害防止法）」に基づき、土砂災害特別警戒区域等内への災害時要援護者関連施設等に係る開発行為の制限等を実施している。



　

図表II-7-2-4　土砂災害による死亡・行方不明者に占める災害時要援護者の割合（平成21〜25年）
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4)市街地に隣接する山麓斜面における土砂災害対策

　土砂災害の起こりやすい山麓に隣接する市街地に対し、土砂災害の防止及び緑豊かな生活環境の創出を目指して健全な樹林帯（グリーンベルト）を保全、育成することにより、安全で自然豊かな都市空間を創出している。




5)地域防災力向上に資する土砂災害対策

　土砂災害により社会・経済的に壊滅的な被害が生じやすい中山間地域において、各集落における警戒避難体制の強化や、人命保全上、重要な施設・防災基幹集落の保全を推進している。




6)土砂災害防止法の推進

（ア）土砂災害警戒区域等の指定の推進

　「土砂災害防止法」に基づき、住民等の身体等に危害が生ずる土砂災害が発生するおそれのある土砂災害警戒区域を指定し、当該区域における警戒避難体制の整備を図るとともに、当該区域において、特定の開発行為の制限、建築物の構造規制等のソフト対策を講じている。また、警戒避難体制の整備やハザードマップの作成のためのガイドラインや事例集を示し、市町村の土砂災害に対する警戒避難体制やハザードマップの整備を促進している。



　

図表II-7-2-5　全国の土砂災害警戒区域等の指定状況（H26.3.31）
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（イ）危険住宅の移転の促進

　崩壊の危険があるがけ地に近接した危険住宅については、がけ地近接等危険住宅移転事業の活用等により移転を促進している。平成25年度は、この制度により危険住宅28戸が除却され、危険住宅に代わる住宅18戸が建設された。




7)大規模な土砂災害への対応

　大規模な土砂災害はひとたび発生すれば甚大な被害となることが多く、災害の事象に応じた予防対策・災害対応を効率的に実施することが重要である。


　深層崩壊に対しては、深層崩壊の危険度評価マップを用いた警戒避難体制の整備や予防的対策の検討に加え、振動センサーや衛星画像等の技術を駆使した監視、警戒システムの整備を進めている。



　

図表II-7-2-6　土砂災害警戒情報及び土砂災害警戒判定メッシュ情報
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　河道閉塞（天然ダム）、火山噴火に伴う土石流、地すべり等の災害が急迫している状況においては、市町村が適切に住民の避難指示の判断等を行えるよう、国土交通省や都道府県が緊急調査を行い、土砂災害が想定される土地の区域及び時期の情報を市町村に提供を行う必要があり、訓練などや関係機関との連携強化に努める。平成25年は、火山活動による降灰が顕著な桜島及び霧島山（新燃岳）、23年台風第12号に伴う豪雨による河道閉塞が継続している奈良県の熊野川（十津川）流域及び和歌山県の日置川流域で実施し、監視・観測情報を関係機関へ随時提供した。




8)土砂災害警戒情報の発表

　大雨による土砂災害発生の危険度が高まった時に、市町村長が避難勧告等を発令する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう、土砂災害警戒情報を都道府県と気象庁が共同で発表し、都道府県消防防災部局等を通じて市町村等に提供している。




（5）火山災害対策

1)活発な火山活動に伴う土砂災害への対策

　噴火等の活発な火山活動に伴い発生する火山泥流、火砕流、降雨による土石流などによる火山災害に備え、被害を最小限にくい止めるため土石流を捕捉・抑制する砂防堰堤・床固工、土石流を安全に流下させる渓流保全工（導流工）や導流堤の整備を進めている。加えて継続的かつ大量の土砂流出により適正に機能を確保することが著しく困難な設備は、除石等を行い機能の確保に努めている。また、火山地域は脆弱な地質であり、平成25年台風第26号で甚大な被害が発生した伊豆大島のように降雨による土砂災害発生の恐れも高いことから、砂防堰堤などの施設整備を推進している。


　火山泥流等は大規模な土砂災害となる傾向があるが、あらかじめ噴火位置や規模を正確に予測することが困難である。このため、前述の施設も活用しつつ、火山噴火時の減災を図るため、想定される火山活動と影響範囲の推移に応じた機動的な対応を円滑に実施するための「火山噴火緊急減災対策砂防計画」の策定を、火山活動が活発かつ社会的影響が大きい29火山について進めている。また、火山活動から住民等の円滑な避難が行えるよう、市町村が策定する「火山防災マップ」の作成支援を行う。




2)気象庁における取組み

　火山噴火災害の防止と軽減のため、全国の火山活動の監視を行い、噴火警報等の迅速かつ的確な発表に努めている。特に「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山」として火山噴火予知連絡会によって選定された47火山については、観測施設を整備し、24時間体制で火山活動を監視している。


　また、各火山の火山防災協議会における避難計画の共同検討を通じて、噴火警戒レベル（平成26年3月末現在30火山で運用中）の設定・改善を進めている。



　

図表II-7-2-7　「火山防災のために監視・観測体制の充実が必要な火山」として火山噴火予知連絡会によって選定された47火山における火山ハザードマップ、リアルタイム火山砂防ハザードマップ、噴火警戒レベルの整備状況
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3)海上保安庁における取組み

　海域火山噴火の前兆として、周辺海域に認められる変色水等の現象を観測し、航行船舶に情報を提供している。また、海域火山噴火予知の基礎資料とするため、総合的な調査を実施し、海底地形、地質構造等の基礎情報の整備を行うとともに、伊豆諸島海域においてGNSS連続観測を実施し、地殻変動を監視している。


　平成25年11月に39年振りに噴火を開始した西之島火山については、航空機により火山活動と島の変化の状況を継続して監視している。




4)国土地理院における取組み

（ア）火山活動観測・監視体制の強化

　全国の活動的な火山において、電子基準点（GNSS注5連続観測施設）、自動測距測角装置等の火山変動測量やGNSS火山変動リモート観測装置（REGMOS）等による機動観測を実施し、地殻の三次元的な連続監視を行っている。さらに、他機関のGNSS観測データを合わせた統合解析を実施し、火山周辺の地殻のより詳細な監視を行っている。



　
図表II-7-2-8　GNSS連続観測がとらえた日本列島の動き
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（イ）火山噴火等に伴う自然災害に関する研究等

　GNSS、干渉SAR注6による地殻変動観測により火山活動のメカニズムを解明するとともに、観測と解析の精度を向上する研究を行っている。




（6）高潮・侵食等対策

1)高潮・高波対策の推進

　頻発する高潮や風浪による高潮・高波災害等から人命や財産を守るため、海岸堤防等の整備・補修や水防警報の発令等ハード・ソフト両面から施策を進めている。




2)海岸侵食対策の推進

　様々な要因により全国各地で海岸侵食が生じていることから、河川、海岸、港湾、漁港の各管理者間で連携し、サンドバイパス注7やサンドリサイクル注8等による対策を進めている。




3)高潮にかかる防災情報の提供

　市町村の防災担当者がより的確に防災対応を実施できるよう、気象庁では高潮警報等を市町村単位で発表している。

　また、東日本大震災により地盤沈下が発生した地域の被災者や復興作業を支援するため、天文潮位（潮位の予測値）をまとめた「毎時潮位カレンダー」の公開等、高潮に関する情報提供を行っている。




（7）津波対策

1)津波対策の推進

　南海トラフ巨大地震等による大規模な津波災害に備え、最大クラスの津波に対してはハードとソフトの施策を組み合わせた多重防御による津波防災地域づくりを進めており、津波浸水想定の設定や津波災害警戒区域等の指定、避難計画の立案等において地方公共団体を支援してきている。


　また、東日本大震災を教訓に、関係省庁と連携し、ハザードマップの作成マニュアルの見直しを進めている。

　比較的発生頻度の高い津波を対象に必要な海岸堤防等を整備するほか、耐震対策を進めている。その際、津波が天端を越流した場合でも堤防の効果が粘り強く発揮できるような構造の海岸堤防、防波堤等の整備を推進し、また、人口・機能が集積する三大湾の港湾においては比較的発生頻度の高い津波を想定した防護水準の確保を検討し、さらに、水門・陸閘等の管理運用体制の構築や自動化・遠隔操作化を促進する。


　また、防災・減災対策の強化及び適切な海岸管理を進めるため、「海岸管理のあり方検討委員会」を開催し、平成26年1月に今後の海岸管理のあり方を取りまとめた。


　港湾においては、大規模地震が発生した際にも港湾機能を維持するため、津波来襲時の大型船の待避場所の確保、重要な拠点に至る航路機能の確保などの事前防災・減災対策を推進している。


　さらに、全国の「港則法」の特定港（86港）を中心に「船舶津波対策協議会」を設置しており、関係機関の協力の下、各港において船舶津波対策の充実を図っている。


　河川津波対策については、東日本大震災における堤防の液状化や津波の河川遡上による被害、水門操作員の被災等を踏まえ、河川堤防のかさ上げ、堤防等の耐震・液状化対策、水門等の自動化・遠隔操作化等を引き続き推進していく。


　また、東北地方における4つの水系について、東日本大震災の教訓を踏まえた地震・津波対策の考え方や、地震に伴う地盤沈下等による河口周辺の地形変化を踏まえ、変更を行った河川整備基本方針、同基本方針に沿って策定・変更を行った河川整備計画に基づき地域と連携しつつ、河口部の河川堤防の整備等、地域の復興・まちづくりに向けた取組みを推進していく。


　空港の津波対策については、南海トラフ巨大地震等による大規模な津波災害に備え、津波被災の可能性のある空港で、人命保護のため津波発生時の空港利用者等の避難方法等を定めた津波避難計画を策定し、計画に基づく津波避難訓練等の取組みを引き続き実施していく。また、津波被災後に空港機能を早期に復旧するための計画を策定し、計画に基づく関係機関との協力体制構築等の取組みを推進していく。


　鉄道の津波対策については、東日本大震災における、津波発生時の避難誘導などの状況を検証するとともに、南海トラフ巨大地震等による最大クラスの津波からの避難の基本的な考え方（素早い避難が最も有効かつ重要な対策であること等）を踏まえた津波発生時における鉄道旅客の安全確保への対応方針と具体例等を取りまとめ、鉄道事業者における取組みを推進している。




2)津波にかかる防災情報の提供

　津波による災害の防止・軽減を図るため、気象庁は、全国の地震活動を24時間体制で監視し、津波警報、津波情報等の迅速かつ的確な発表に努めている。また、東日本大震災によって明らかになった課題を受け、気象庁は、マグニチュード8を超える巨大地震の場合には「巨大」という言葉を使った大津波警報で非常事態であることを伝えるなど、新しい津波警報等を平成25年3月より運用している。


　26年3月末現在、気象庁は、東北地方太平洋沖に設置した3箇所のブイ式海底津波計を含め、36箇所の海底水圧計、16箇所のGPS波浪計、172箇所の沿岸の津波観測点を監視し、津波警報の更新や津波情報等に活用している。


　さらに、国土交通省では関係省庁と連携し、南海トラフ巨大地震等の大規模災害対策の1つとして津波・高潮ハザードマップの作成マニュアルや事例集を示している。


　船舶の津波対策に役立てるため、海上保安庁では、南海トラフ巨大地震の新しい想定（24年8月：内閣府）に基づいて、港湾域において予想される津波の挙動を示した津波防災情報図を作成・提供している。




3)津波避難対策

　将来、南海トラフ巨大地震をはじめとする巨大地震の発生による津波被害が懸念されることから、都市計画の基礎的なデータを活用した避難施設等の適正な配置を行うための方法を取りまとめた技術的な指針を策定し、平成25年6月に公表した。


　港湾の津波避難対策については、堤外地で活動する就労者等が津波等の災害時に安全に避難・退避できるよう、港湾の特殊性を考慮した津波避難対策のあり方の検討を行い、「港湾の津波避難対策に関するガイドライン」の策定を行った。また、地方自治体が整備する津波避難施設についは、防災・安全交付金等の活用により、整備の促進を図っている。引き続き港湾における津波避難対策の取り組みを推進していく。




4)津波被害軽減の機能を発揮する公園緑地の整備

　東日本大震災の教訓を踏まえ、地方公共団体が復興まちづくり計画の検討等に活用できるよう「東日本大震災からの復興に係る公園緑地整備に関する技術的指針」を平成24年3月に取りまとめ、公園緑地が多重防御の1つとしての機能、避難路・避難地としての機能、復旧・復興支援の機能、防災教育機能の4つの機能を有するものとし、減災効果が発揮されるための公園緑地の計画・設計等の考え方を示している。




5)官庁施設における津波対策

　官庁施設は、災害応急対策活動の拠点施設として、あるいは、一時的な避難場所として、人命の救済に資するものであるため、津波等の災害発生時において必要な機能を確保することが重要である。


　平成25年2月に社会資本整備審議会より「大津波等を想定した官庁施設の機能確保の在り方について」が答申され、本答申で示されたハード・ソフトの対策の組み合わせによる津波対策の考え方を踏まえ、営繕関係基準類の改定等を行った。官庁施設を運用管理する機関と連携しつつ、総合的かつ効果的な津波対策を推進している。




（8）地震対策

1)住宅・建築物の耐震・安全性の向上

　平成25年11月に施行された改正「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、住宅や多数の人が利用する建築物の耐震化率を27年までに少なくとも9割、住宅の耐震化率を32年までに95％とする目標を定めるとともに、不特定多数の人が利用する大規模建築物等に対する耐震診断結果の報告の義務付け、建築物の耐震性に係る表示制度の創設等により耐震化の促進を図っている。


　住宅・建築物の耐震化に係る補助については、社会資本整備総合交付金等により支援を実施しているが、25年度からは、診断義務付け対象建築物について、通常の支援に加え、重点的かつ緊急的に支援する仕組みを実施している。




2)宅地耐震化の推進

　大地震時における大規模盛土の滑動崩落による被害を軽減するため、新規盛土宅地については、改正「宅地造成等規制法」等により技術基準を強化している。また、既存宅地については、滑動崩落や液状化による被害を防止するため、宅地耐震化推進事業により、変動予測調査や防止対策の地方公共団体等への支援等を実施している。




3)被災地における宅地の危険度判定の実施

　宅地において、二次災害を防止し、住民の安全確保を図るため、被災後に迅速かつ的確に危険度判定を実施できるよう業務マニュアルを整備するなど、都道府県・政令市から構成される被災宅地危険度判定連絡協議会と協力して体制整備を図っている。




4)密集市街地の改善整備

　防災・居住環境上の課題を抱えている密集市街地の早急な改善整備は喫緊の課題である。住生活基本計画（全国計画）において、「地震時等に著しく危険な密集市街地」の面積（全国約6,000ha）を平成32年度までにおおむね解消することとしている。


　この実現に向け、幹線道路沿道建築物の不燃化による延焼遮断機能と避難路機能が一体となった都市の骨格防災軸（防災環境軸）や避難地となる防災公園の整備、防災街区整備事業、住宅市街地総合整備事業等による老朽建築物の除却と合わせた耐火建築物等への共同建替え、避難や消防活動の向上を図る狭あい道路の拡幅等のきめ細かな対策等による密集市街地の防災性の向上と居住環境の整備を推進している。



　
図表II-7-2-9　密集市街地の整備イメージ
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5)オープンスペースの確保

　防災機能の向上により安全で安心できる都市づくりを図るため、地震災害時の復旧・復興拠点、生活物資等の中継基地等となる防災拠点や周辺地区からの避難者や帰宅困難者を収容し、市街地火災等から避難者の生命を保護する避難地等として機能する防災公園等の整備を推進している。また、防災公園と周辺市街地の整備改善を一体的に実施する防災公園街区整備事業を新川防災公園（東京都三鷹市）等6地域で実施している。




6)防災拠点となる官庁施設等の整備の推進

　官庁施設については、来訪者等の安全を確保するとともに、大規模地震発生時に災害応急対策活動の拠点施設として機能を十分に発揮できるよう、総合的な耐震安全性を確保する必要がある。このため、官庁施設の耐震化の目標を定め、計画的かつ重点的に整備を推進しており、平成25年度は神戸地方合同庁舎の耐震改修等を実施している。




7)公共施設等の耐震性向上

　河川事業においては、いわゆるレベル2地震動においても堤防、水門等の河川構造物が果たすべき機能を確保するため、耐震照査を実施するとともに、必要な対策を推進している。


　海岸事業においては、津波到達前に機能を損なわないよう、大規模地震対策地域において耐震対策を推進している。

　道路事業においては、地震による被災時に円滑な救急・救援活動、緊急物資の輸送、復旧活動に不可欠な緊急輸送を確保するため、緊急輸送道路等の重要な道路について、橋梁の耐震補強対策や無電柱化を実施している。また、無電柱化については、平成25年6月の道路法等の改正により、緊急輸送道路等の防災上重要な道路において、道路管理者が占用の禁止・制限ができる制度や、国が地方公共団体を通じて電線管理者に対して無利子貸付できる制度を創設した。


　港湾事業においては、南海トラフの地震や首都直下地震等の甚大な被害が想定される災害に対し、機能不全に陥らない経済社会システムを確保し、我が国の競争力を向上させ、国際的な信頼を獲得するため、災害の切迫性や港湾機能の重要度に応じて国内外の広域ネットワークの拠点となる港湾施設の耐震・耐津波性の向上やコンビナート港湾の強靱化を図っている。


　空港事業においては、地震等被災時に救急・救命活動や緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等において、必要な管制機能を確保するための庁舎等及び最低限必要となる基本施設等の耐震化等を実施している。


　鉄道事業においては、南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模地震に備えて、主要駅や高架橋等の鉄道施設の耐震対策を推進している。また、本州四国連絡橋（本四備讃線）の耐震補強を着実に実施し、南海トラフ地震等による被害を回避・軽減するとともに、本州と四国を結ぶ鉄道ネットワークの確保を図る。


　下水道事業においては、地震時においても下水道が果たすべき機能を確保するため、防災拠点等と処理場とを接続する管きょや水処理施設等の耐震化・耐津波化を図る「防災」と、被災を想定して被害の最小化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を推進している。




8)大規模地震に対する土砂災害対策

　南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模地震に備え、地震により崩壊する危険性が高く、防災拠点、重要交通網、避難路等への影響、孤立集落発生の要因等が想定される土砂災害危険箇所について、土砂災害防止施設の整備、警戒避難体制の整備等、ハード・ソフト一体となった効果的な土砂災害対策を推進する。また、地震後の降雨等に伴う二次災害の発生に備え、土砂災害防止施設・危険箇所および河道閉塞等の土砂災害発生箇所等について、斜面崩壊等による被害想定箇所に関するリスク評価に基づき、地震発生後、緊急的に重点的な点検・調査を行い、崩壊等が確認された場合には迅速な応急対策を行う体制の構築を推進する。




9)気象庁における取組み

　地震による災害の防止・軽減を図るため、全国の地震活動及び地震防災対策強化地域にかかる地殻変動を24時間体制で監視し、緊急地震速報、地震情報、東海地震に関連する情報等の迅速かつ的確な発表に努めている。


　緊急地震速報については、東日本大震災での経験を踏まえ、より適切に情報発表できるよう、地震観測点の電源・通信回線の強化を行うとともに、予想精度の向上や情報発表の迅速化を図るため、計算システムのソフト改修、関係機関が海域や地中深くに設置した地震計のデータを計算システムに取り込む準備等を進めている。


　また、長周期地震動による人的・物的被害の早期把握といった地震直後の初動対応に資する有効な情報を提供するため、平成25年3月より、長周期地震動に関する観測情報を試行的に発表している。さらに、長周期地震動に関する予報の技術的検討を開始したところである。




10)海上保安庁における取組み

　巨大地震発生メカニズムの解明のため、海溝型巨大地震の発生が将来予想されている南海トラフ等の太平洋側海域において、海底地殻変動を観測している。また、沿岸域及び伊豆諸島において、GNSS観測による地殻変動を監視している。




11)国土地理院における取組み

（ア）地殻変動観測・監視体制の強化

　全国及び地震防災対策強化地域等において、電子基準点等約1,300点によるGNSS連続観測、GNSS測量、水準測量等による地殻変動の監視を強化している。




（イ）地震に伴う自然災害に関する研究等

　GNSS、干渉SAR、水準測量等測地観測成果から、地震の発生メカニズムを解明するとともに、観測と解析の精度を向上する研究を行っている。また、国土の基本的な地理空間情報及び過去の災害履歴や震度の情報を組み合わせて解析し、災害時における迅速な情報の取得・提供に関する研究開発を行っている。さらに、関係行政機関・大学等と地震予知に関する調査・観測・研究結果等の情報交換とそれらに基づく学術的な検討を行う地震予知連絡会、地殻変動研究を目的として関係行政機関等が観測した潮位記録の収集・整理・提供を行う海岸昇降検知センターを運営している。




12)帰宅困難者対策

　大都市において大規模地震が発生した場合、都市機能が麻痺し東日本大震災以上の帰宅困難者が発生することが予想されることから、都市機能が集積した地域における避難者・帰宅困難者の安全確保のため、平成24年に都市再生安全確保計画制度を創設した。これは、全国で62の地域が指定されている都市再生緊急整備地域において、都市再生安全確保計画の作成や、都市再生安全確保施設に関する協定の締結、各種規制緩和等により、官民の連携による都市の防災性の向上を図る制度である。25年に、備蓄倉庫に対する課税の特例措置を創設するとともに、主要駅周辺における避難者・帰宅困難者の安全確保のための支援も可能となるよう予算措置の拡充を行った。




13)地下街の安心安全対策

　都市内の重要な公共的空間である地下街は、大規模地震発生時に避難者等の混乱が懸念されるとともに、施設の老朽化も進んでいることから、利用者等の安心避難のための防災対策を推進するため、地下街の安心避難対策ガイドラインを策定した。




（9）雪害対策

1)冬期道路交通の確保（雪寒事業）

　「積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関する特別措置法」に基づき、安全で安心な生活を支え、地域間の交流・連携を強化するため、平成25年11月に「積雪寒冷特別地域道路交通確保五箇年計画」を閣議決定するとともに、雪寒指定道路の見直しを行い、道路の除雪・防雪・凍雪害防止の事業（雪寒事業）を進めている。また、24年7月に北陸雪害対策技術センターを設置し、全国の雪害対策に関する研究・開発、人材育成、自治体等への支援、国民への情報提供・啓発を推進している。異常な降雪時において大型車の立ち往生等が発生した場合、引き続き流入する交通による著しい渋滞を防ぐため、各都道府県警察と連携の上、早い段階で通行止め措置を行い、除雪作業を集中的に実施することで、迅速に交通を確保することとしている。さらに、除雪状況等の情報の共有及び提供の一元化、除雪の効率化等を図るため、道路管理者等の関係機関による情報共有体制の整備を進めている。




2)豪雪地帯における雪崩災害対策

　全国には、約21,000箇所の雪崩危険箇所があり、集落における雪崩災害から人命を保護するため、雪崩防止施設の整備を推進している。




3)消流雪用水導入事業の実施

　豪雪地帯において、治水機能の確保と合わせ、水量の豊富な河川から市街地を流れる中小河川等に消流雪用水を供給するための導水路等の整備を実施している。




（10）防災情報の高度化

1)防災情報の集約

　「国土交通省防災情報提供センター」注9では、国民が防災情報を容易に入手・活用できるよう、保有する雨量等の情報を集約・提供しているほか、災害対応や防災に関する情報がワンストップで入手できるようにしている。




2)ハザードマップ等の整備

　災害発生時に住民が適切な避難行動をとれるよう、避難場所、避難経路等を住民にあらかじめ周知すべく市町村によるハザードマップの作成及び住民への配布を促進するとともに、全国の各種ハザードマップを検索閲覧できるインターネットポータルサイト注10を開設している。



　
図表II-7-2-10　ハザードマップの整備状況
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3)防災気象情報の改善

　気象庁では、警報・注意報を市町村ごとに発表するとともに、竜巻・雷・降水に対して「ナウキャスト」という1時間先までの分布図形式の予報を発表し、携帯端末でも情報を確認できるようにしている。また、竜巻等の突風に対しては竜巻注意情報を発表し、注意を呼びかけている。


　一方、平成23年台風第12号による紀伊半島の大雨災害では、気象庁は大雨警報等により重大な災害への警戒を呼びかけたものの、更に降り続く記録的な大雨によって災害発生の危険性が著しく高まっていることを有効に伝える手段がなく、市町村長による適時的確な避難勧告・指示の発令や住民の迅速な避難行動に必ずしも結びつかなかった。このため、25年5月に「気象業務法」を改正し、同年8月30日から「特別警報」の運用を開始した。同年9月16日には、台風第18号による福井県、滋賀県及び京都府の豪雨に対して、運用開始後初めて大雨特別警報を発表した。




（11）危機管理体制の強化

　自然災害への対処として、災害に結びつくおそれのある自然現象の予測（気象庁）、災害時の施設点検・応急復旧等の対応（施設管理関係部局）、海上における救助活動（海上保安庁）等を行うとともに、職員の非常参集、災害対策本部の設置等の初動対応体制を構築しているところであるが、東日本大震災における災害対応を踏まえ、危機管理体制のさらなる強化を図ることとしている。また、被災した地方公共団体等に対して、国土交通省及び関係団体等が有する資機材、マンパワー、ノウハウ等を活用した支援等をより積極的に推進する。




1)TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）による災害対応

　TEC-FORCEとは、大規模自然災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、被災地方公共団体等が行う、被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施することを目的に平成20年度に設置されたものである。25年度は、7月の山口・島根豪雨、9月の台風第18号、10月の台風第26号による大島町土砂災害等に対して、被害を受けた41都道府県、113市町村へ約1,600名の隊員、延べ約6,100人・日を派遣し、発災直後から被災状況の把握や被害拡大防止などの技術的な支援を実施した。また、25年度は、TEC-FORCE創設以来最大の派遣回数を記録している。




2)業務継続体制の強化

　政府全体の業務継続に関する計画（政府業務継続計画）が決定されたことを受け、国土交通省業務継続計画（第2版）について、これまでの取組みをフォローアップし、平成26年4月1日に国土交通省業務継続計画（第3版）を取りまとめた。さらに、物資の備蓄や本省の指示を待たず他の地域からの応援体制を確保（TEC-FORCEの即時出動）する等しながら、業務継続体制の強化を図っているところである。




3)災害に備えた情報通信システム・機械等の配備

　災害時の情報通信体制を確保するため、国土交通本省、地方支分部局、関係機関等の間で、マイクロ回線と光ファイバを用いた信頼性の高い情報通信ネットワーク整備に加え、災害現場からの情報収集体制を強化するために衛星通信回線を活用した機動性の高いシステムを整備している。また、迅速な災害対応のために全国の地方整備局、事務所等に配備している防災ヘリコプター、衛星通信車、排水ポンプ車、照明車等の災害対策用機械の拡充を図り、大規模災害が発生した場合には、迅速に派遣できる体制をとっている。




4)実践的・広域的な防災訓練の実施

　起こり得る最悪シナリオを想定し、関係機関との連携や全国の地方整備局からのTEC-FORCE派遣等の実践的な防災訓練を積極的に実施した。また、地域住民・企業、NPO等のより一層の参加促進、ハザードマップを活用した避難訓練を行うなど、より実践型、参加型の水防演習等を実施した。


　さらに、東日本大震災では、大規模災害時における関係機関の連携の重要性があらためて認識されたため、地方支分部局等を中心とした指定地方行政機関、消防機関、自衛隊等、多数の団体が一体となった各種訓練を実施するなど、巨大地震等大規模災害に備えた広域的な防災体制の充実強化を図る取組みを進めている。




5)海上での初動対策の準備

　海上保安庁では、災害発生時に迅速に対応できるよう巡視船艇・航空機を24時間体制で配備している。また、災害の規模に応じて対策本部等を設置し、巡視船艇・航空機による被害状況調査や救助活動等を実施するなど、迅速かつ的確に対応している。




（12）ICTを活用した既存ストックの管理

　光ファイバ網の構築により、ICTを活用した公共施設管理、危機管理の高度化を図っている。具体的には、光ファイバを活用した道路斜面の継続監視による管理の高度化、インターネット等を活用した防災情報の提供等、安全な道路利用のための対策を進めている。また、水門等の遠隔操作、河川の流況や火山地域等の遠隔監視のほか、下水処理場・ポンプ場等の施設間を光ファイバ等で結び、遠隔監視・操作を実施するなど、管理の高度化を図っている。


　さらに、水門等の施設を迅速かつ一元的に操作し、津波・高潮被害の未然防止を図る津波・高潮防災ステーションの整備については、社会資本整備総合交付金等により支援している。



　
図表II-7-2-11　津波・高潮防災ステーションのイメージ図


[image: 図表II-7-2-11　津波・高潮防災ステーションのイメージ図]



（13）公共土木施設の災害復旧等

　平成25年の国土交通省所管公共土木施設（河川、道路、海岸、下水道等）の被害は、山口・島根県を中心とした7、8月の豪雨や台風第18号、第26号等の大規模な災害が全国的に多発したことにより、約2,197億円（15,197箇所）が報告されている。


　これらの自然災害による被害について、被災直後より現地にTEC-FORCE等を派遣し、迅速な復旧・復興及び二次災害防止に向けた技術的助言等を行った。


　また、特に被害が集中した自治体に対し、早期復旧を支援するため、災害復旧の迅速化に向け、災害査定における総合単価の使用限度額を通常の1千万円未満から5千万円未満に拡大、実地によらず机上で査定できる限度額を通常の300万円未満から1千万円未満に拡大するなど、査定の簡素化を行うことにより、事業採択までの事務手続を大幅に短縮した。


　さらに、台風第18号及び梅雨前線等に伴う豪雨、低気圧に伴う強風・豪雪・波浪、崖崩れ及び融雪等の自然災害により被害を受けた地区（30件）に災害対策等緊急事業推進費を執行し、住民の安全・安心の確保に資するため、緊急に再度災害防止対策等を実施した。




（14）安全・安心のための情報・広報等ソフト対策の推進

　安全・安心の確保のために、自然災害を中心として、ハード面に限らずソフト面での対策の取組みを進めるため、「国土交通省安全・安心のためのソフト対策推進大綱」に基づき、毎年、進捗状況の点検を行ってきたが、東日本大震災を受けて、ソフトとハードの調和的かつ一体的な検討が必要であることが顕在化したことから、社会資本整備重点計画・国土交通省防災業務計画の見直しを踏まえ、検討を行っている。







注1　住宅等がある区域の周囲を取り囲む堤防

注2　http://www.river.go.jp［インターネット版］、http://i.river.go.jp［携帯版］

注3　既存のレーダに比べ、より高頻度（1分ごと）、高分解能（250mメッシュ）での観測が可能。また、これまで5〜10分程度かかっていた配信に要する時間を1〜2分に短縮。


注4　http://www1.gsi.go.jp/geowww/disapotal/index.html


注5　Global Navigation Satellite Systems：全球測位衛星システム

注6　人工衛星で宇宙から地球表面の変動を監視する技術

注7　海岸の構造物によって砂の移動が断たれた場合に、上手側に堆積した土砂を、下手側海岸に輸送・供給し、砂浜を復元する工法

注8　流れの下手側の海岸に堆積した土砂を、侵食を受けている上手側の海岸に戻し、砂浜を復元する工法

注9　http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/

注10　http://www1.gsi.go.jp/geowww/disapotal/index.html











コラム　「ダム再生」〜既設ダムの再開発による有効活用〜



　ダムは様々な形でその役割を果たしています。既存施設の有効活用を図る観点から、既設ダムの一層の活用が求められており、国土交通省では、「ダム再生」を推進しています。ダム再生とは、既設ダムを改築などして、ダムの容量の拡大、放流能力の拡大、運用の変更、堆砂対策や水質対策など既設ダムの有効活用を図るものです。


　ダム再生を行っている事例として、鶴田ダム再開発事業が最盛期を迎えています。本事業は、平成18年7月に鹿児島県北部の川内川流域で発生した豪雨災害を受け、既設の鶴田ダムの治水機能の強化を図るため、洪水調節容量の拡大や放流能力の増強等を実施するものです。洪水調節機能を向上させるため、ダム堤体に直径6mの穴をあけて新しい放流管を設置することになりましたが、施工にあたっては、既設ダムの治水・利水の機能を維持したまま工事を実施する必要があります。そのため、最大65mの水深下での水中作業を伴うなど、新たにダムを建設するのとはまた違った難しさがあります。これだけの大水深かつ長期の水中施工を伴うダム堤体の削孔工事は我が国初めてであり、現在、29年度の完成に向けて鋭意事業を推進しているところです。


　「ダム再生」は我が国のダムのみならず海外のダムへの適用も期待されており、積極的にその紹介を行っています。例えば、25年8月に、米国シアトルで開催された国際大ダム会議において、パネル展示等を行いました。また、27年度にノルウェーで開催予定の国際大ダム会議大会での議題として、日本が提案した既設ダムの有効活用に関するテーマが決定されました。今後とも我が国の先進的な技術を活かし、積極的な国際展開を図っていきます。


　また、国土交通省では民間ツアー会社と連携し観光ツアーの一部にダム見学を組合わせる「ダムツーリズム」を推進しています。こうしたダムツアーでは管理中のダムだけでなく、前述の鶴田ダムのような「ダム再生」の工事中のダムも対象にしており、日々進むコンクリート打設の様子などまさに今しか見られない現場を見ていただけるよう、積極的に広報を図っていきます。



　
[image: 鶴田ダム再開発（川内川水系）／ダムツーリズムとPRパンフレット]













コラム　台風第18号による洪水に対し、治水事業が効果を発揮



　台風第18号の接近・通過に伴い、平成25年9月15日から16日にかけて四国から北海道の広い範囲で記録的な大雨となり、各地で浸水被害、河川の氾濫、土砂災害等が発生し、全国で死者6名、行方不明者1名、また四国から北海道の広い範囲で浸水家屋10,000棟以上など、大きな被害が発生しました。


　一方、全国174の国土交通省所管ダムが洪水調節を行うなど、各地で治水事業の効果も発揮されました。



ダムの洪水調節により京都市内の甚大な浸水被害の発生を防止

　京都府の淀川水系桂川では、大規模な出水が発生し、日吉ダムでは管理開始以降最大の流入量を記録しましたが、ダムの洪水調節により、下流へ流す水量を最大で約9割低減しました。


　この洪水調節により、京都市嵐山地区（渡月橋付近）では、渡月橋の損傷の拡大を防止するとともに、浸水戸数をほぼ半減できたと推定されます。


　また、下流の京都市の鴨川合流点付近においては、水位が堤防天端まで上昇し右岸側で越水が生じましたが、日吉ダムの洪水調節と水防団や自衛隊等による懸命な水防活動により、堤防の決壊を免れていた状況です。仮に日吉ダムが無く、この付近の右岸側で堤防が決壊した場合、約13,000戸の浸水、約1.2兆円の被害が発生したものと推定されます。




堤防整備により浸水被害を防止

　青森県の岩木川右岸の板柳地区は、かつては堤防の無い区間でしたが、11年から堤防整備及び河道掘削に着手し、25年3月に総延長8.1kmの堤防が完成しています。


　台風第18号による洪水では、計画高水位を上回ったものの、懸命な水防活動等により堤防は決壊しませんでした。堤防が整備されていたことにより、約3,100ha（約5,900戸）の浸水被害を防いだものと推定されます。



　
[image: ＜日吉ダムの事例＞／＜板柳堤防の事例＞]













コラム　特別警報の運用開始



　極めて甚大な被害が発生した「平成23年東北地方太平洋沖地震」による津波や、「平成23年台風第12号」による紀伊半島を中心とする大雨などの災害において、気象庁は警報をはじめとする防災情報により重大な災害への警戒を呼び掛けたものの、災害発生の危険性が住民や地方自治体に十分に伝わらず、必ずしも住民の迅速な避難に繋がらない例がありました。気象庁ではこの事実を重く受け止め、災害に対する気象庁の危機感を伝えるために、25年8月30日より「特別警報」の運用を開始しました。


　特別警報は、警報の発表基準をはるかに超える現象に対して発表し、その発表基準は、地域の災害対策を担う都道府県知事及び市町村長の意見を聴いて定めています。大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪については、数十年に一度の現象が予想された場合に、それぞれの現象名に特別警報を付した名称で発表します。一方、津波、火山現象、地震動については、従前の大津波警報、噴火警報（居住地域）注、震度6弱以上を予想した緊急地震速報を特別警報と位置づけ、それぞれ「大津波警報」、「噴火警報（居住地域）」、「緊急地震速報」の名称で発表します。


　また、特別警報については、より確実かつ迅速に多くの住民へ伝達されるよう、都道府県から市町村への通知、市町村から住民への周知の措置が、それぞれ義務となっています。


　なお、「特別警報が発表されない」は「災害が発生しない」ではありません。今まで通り「重大な災害が起こるおそれのある」場合には警報を発表します。大雨等においては、時間を追って段階的に発表される気象情報、注意報、警報等を活用して、早め早めの防災対応、安全確保行動をとっていただくことが重要です。



　
[image: 表　特別警報の発表基準]










注　噴火警戒レベルを運用している火山では「噴火警報（居住地域）」（噴火警戒レベル４または５）を、噴火警戒レベルを運用していない火山では「噴火警報（居住地域）」（キーワード：居住地域厳重警戒）を特別警報に位置づけています。











コラム　小笠原諸島の西之島付近で39年ぶりに噴火



　平成25年11月20日、小笠原諸島に属する西之島の沖合において、海上自衛隊の航空機が噴煙を視認したとの報を受け、海上保安庁の航空機が直ちに現場に赴いたところ、西之島の南東沖で噴火が起きており、直径約100mの新島が形成されていることを確認しました。西之島では、昭和48年から49年にかけての噴火以来、39年ぶりの噴火になります。


　海上保安庁では、航海安全確保のため、直ちに航行警報を発出して付近航行船舶に注意を呼びかけるとともに、観測結果を火山噴火予知連絡会に報告するなど、噴火災害の防止に努めました。その後、新島からは盛んに溶岩が流出し、周辺の海を埋め立てて拡大を続けた結果、25年12月26日には新島が直径約500mとなり、西之島に接続したことが確認されました。26年3月24日現在、西之島の火山は今なお活発に活動を続けています。


　火山活動により新たな陸地が形成されると領土及び領海等が広がる可能性があります。領海や排他的経済水域の範囲は海上保安庁が刊行する大縮尺海図に記載される低潮線注が基線となります。今後、火山活動が沈静化し安全が確認された段階で精密な水路測量を行い、新たに形成された陸地を海図に記載した段階で領海等の新たな範囲が確定します。


　我が国で戦後、海底火山の活動で新島が形成された事例は4件ありましたが、西之島新島を形成した昭和48年の西之島での噴火を除くと、火山爆発や波浪の影響によりすべて短期間で消滅してしまいました。今回新たに形成された陸地は主に固結した溶岩からなるため浸食には強いと考えられますが、この陸地がどのような運命をたどるのか、海上保安庁は今後も監視・観測を続けていきます。



　
噴火の様子


[image: 噴火の様子]









注　水面が最低水面に達した時の陸地と水面との境界をいう。










コラム　建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）の改正



・地震による人命、経済的損害を防ぐために

　ここ数年の間に、平成19年7月の新潟県中越沖地震、20年6月の岩手・宮城内陸地震、23年3月の東北太平洋沖地震など大地震が頻発しており、我が国において、大地震はいつどこで発生してもおかしくない状況にあるとの認識が広がっています。さらに、東海地震、東南海・南海地震、首都直下地震などは、発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震が発生すると被害は甚大なものになると想定されています。


　中央防災会議では、特に発生の切迫性の高い大規模地震について被害想定を実施し、被害想定をもとに減災目標を定めること等を内容とする地震防災戦略の策定を進めています。


　防災戦略において、建築物の耐震化は、死者数及び経済被害額をおおむね半減するという減災目標の達成のための最も重要な課題とされ、緊急かつ最優先に取り組むべきものとして位置づけられています。そこで、建築物の耐震化を強力に促進するべく「耐震改修促進法」を改正し25年11月25日に施行しています。



　
阪神・淡路大震災（H7）


[image: 阪神・淡路大震災（H7）]



・今回の改正のポイント

1　耐震診断の義務化・耐震診断結果の公表

　昭和56年以前のいわゆる旧耐震基準により建築等が行われたもののうち、病院、店舗、旅館等の不特定多数の方が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避難に配慮を必要とする方が利用する大規模な建築物等の所有者には、耐震診断を行いその結果を報告することを義務付けし、報告された耐震診断の結果については公表することとしました。


2　すべての建築物の耐震化の促進

　現行の建築基準法令の耐震関係規定に適合しないすべての建築物の所有者に対して、耐震診断と必要に応じた耐震改修の努力義務を創設しました。


3　耐震改修計画の認定基準の緩和と認定に係る容積率・建ぺい率の特例

　耐震改修計画の認定基準を緩和し、認定対象となる増改築工事の範囲の限定をなくしました。また、増築を伴う耐震改修工法によって、当該建築物が容積率・建ぺい率制限に適合しなくなる場合において、やむを得ないと認められ、認定された範囲内で、容積率・建ぺい率制限を緩和する特例措置を設けました。


4　耐震性に関する表示制度

　すべての建築物を対象に、建築物が耐震性を有している場合に、その旨を利用者の視認しやすい場所や広告に任意に表示することができる制度を創設しました。


5　区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定

　耐震改修の必要性の認定を受けた区分所有建築物について、大規模な耐震改修を行おうとする場合の決議要件を、3／4から集会の普通決議である過半数により耐震改修を行うことができるとしました。



　
[image: 耐震改修の一例：外付け鉄骨フレーム／新たに認定対象となる耐震改修工法の一例／表示制度の様式]














コラム　東京都大島町における大規模土砂災害の対応〜TEC-FORCEによる支援活動・土砂災害対策の強化について〜



　台風第26号は平成25年10月16日に伊豆大島で24時間降水量824mmの観測史上最大の豪雨をもたらしました。

　この豪雨により、東京都大島町元町地区に流れ込む大金沢上流で広範囲にわたり表層崩壊が発生し、大量の土砂と流木が流域界を超えて元町神立地区を始めとする住宅地に流れ込んだため、死者・行方不明者39名、全半壊家屋111戸にのぼる甚大な被害が発生しました。


　国土交通省においては、甚大な災害が発生した東京都大島町へ、迅速に土砂災害の専門家及びリエゾン（現地情報連絡員）を派遣し、被害情報の収集、町からの必要な支援内容の把握に全力を挙げるとともに、関東・中部・近畿地方整備局に配備する防災ヘリコプターにより、上空から大規模な土砂災害を確認し、関東・北陸・中部・九州地方整備局からTEC-FORCEを日最大84名、延べ約1,300人・日を現地に派遣しました。


　収集した被害情報をもとに、10月16日夕方に自衛隊輸送機にて、本省・関東地方整備局のTEC-FORCE第1陣を派遣、翌17日より現地被害状況調査を開始、翌18日には北陸・中部・九州地方整備局のTEC-FORCEが合流し、現地活動を実施しました。


　現地での活動は、更なる降雨による二次被害防止のため、早急に人命等に影響を及ぼす恐れのある土砂災害危険箇所等の緊急点検を実施し、その結果をもとに東京都や大島町のほか、行方不明者の捜索活動にあたっていた自衛隊や警察、消防へ逐次助言・情報提供を行いました。


　特に、台風第27号通過後における住民への避難指示解除へ向けた土石流危険箇所の緊急点検においては、降雨直後の土石流危険渓流を徒歩で点検するという極めて過酷な現場条件のなかでの活動となりました。この結果、降雨前の状況から大きな変化がなかったため、この点検結果を町及び捜索活動を実施する関係機関へ報告し、避難指示の解除や捜索活動再開の判断材料として活用されました。


　また、捜索活動にあたっては、国土交通省が保有する照明車により夜間作業への支援を実施しました。

　さらに、土石流危険箇所をモニタリングする監視カメラを5箇所に設置し、土石流監視体制を構築・整備を行い、映像を衛星通信により本省はもとより、東京都、大島町、内閣府へ配信を行ったほか、東京都に対してワイヤーセンサーによる泥流監視体制の構築へ向けた技術支援を実施しました。


　国土交通省では、今回の災害や24年7月九州北部豪雨等の土砂災害によって、土砂災害の危険性が高いと想定されていなかった場所でも多数の犠牲者が出ていることを踏まえ、学識経験者による「土砂災害対策の強化に向けた検討会」を開催し、土砂災害に対するハード、ソフト対策について総合的な検討を進めています。



　
[image: 照明車による夜間照明支援／調査結果を踏まえ大島町長へ助言／東京都伊豆大島町での災害のメカニズム／被災現場での監視カメラの設置]













◯2　災害に強い交通体系の確保



（1）多重性・代替性の確保等

　鉄道、港湾、空港等の施設の耐災化や救援・復旧活動に資する緊急輸送体制の確立を図ることにより、多重性、代替性等を確保し、災害発生時の全国的な輸送活動への影響の最少化及び利用者の安全確保に努めている。


　道路ネットワークは、災害時には緊急輸送道路としていち早く救援が可能となるなど、「命の道」として機能するようしっかりつないでいく。




（2）道路防災対策

　豪雨・地震・津波・豪雪等の災害に対して、安全で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、防災対策（斜面・盛土対策等）、震災対策（耐震補強等）及び雪寒対策（防雪施設の整備等）を進めるとともに、道路施設への防災機能強化（道の駅及びSA・PAの防災機能の付加、避難路・避難階段の整備）を進めるとともに、平成25年6月の道路法等の改正に基づく、速やかな道路啓開の実施のための民間企業等との災害協定の締結や、道路管理者間の協議会による啓開体制の構築を進めることとしている。また、特に大規模災害時には、官民が保有する車両の通行実績等（ビッグデータ）を活用し、災害発生状況を迅速かつ的確に把握する取り組みを推進し、災害情報の提供に関する仕組みについて検討している。


　さらに、東日本大震災による津波により壊滅的な被害を受けた地域等において、復興計画に位置付けられた市街地整備に伴う道路整備や、高速道路ICへのアクセス道路等の整備を推進している。また、津波被害を軽減するための対策の一つとして、標識柱等へ海抜表示シートを設置し、道路利用者に海抜情報の提供を推進している。




（3）各交通機関等における防災対策

　鉄道については、旅客会社等が行う落石・雪崩対策や海岸保全等の防災事業、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う青函トンネルの機能保全のための変電所施設、列車制御施設等の改修事業に対し、その費用の一部を助成し、災害に強い、安全かつ安定的な鉄道輸送の確保を図っている。


　港湾については、災害時にも地域の最低限の経済活動を維持するため、また被災した施設の早期復旧を図るため、港湾広域防災協議会等を設置し、国・港湾管理者・港湾利用者等が協働して、港湾の広域的な連携を通じた港湾機能の継続及び災害時の早期復旧のための協力体制の構築を推進している。


　空港については、地震等被災時に救急・救命活動や緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等において、必要な管制機能を確保するための庁舎等及び最低限必要となる基本施設等の耐震化等を実施している。また、南海トラフ巨大地震等による大規模な津波災害に備え、津波被災の可能性のある空港で、人命保護のため津波発生時の空港利用者等の避難方法等を定めた津波避難計画を策定し、計画に基づく津波避難訓練等の取組みを引き続き実施していく。また、津波被災後に空港機能を早期に復旧するための計画を策定し、計画に基づく関係機関との協力体制構築等の取組みを推進していく。




（4）災害に強い物流システムの構築

　東日本大震災では、円滑な支援物資物流を確保する観点から、民間物流事業者のノウハウや施設の活用の重要性が認識されたところである。この教訓を踏まえて、国、地方公共団体、物流事業者等で連携して災害に強い物流システムの構築に向けた検討を実施し、発災時に物資拠点として活用可能な民間物流施設のリストアップ（全国で1169箇所）（平成26年3月14日時点）や当該施設への非常用電源設備、非常用通信設備の導入支援等、官民の連携・協力体制の構築を全国的に推進しているところである。











第3節　建築物の安全性確保



（1）住宅・建築物の生産・供給システムにおける信頼確保

　平成19年に施行された改正「建築基準法」により、建築確認・検査の厳格化が図られたが、建築確認手続の停滞が生じ、建築確認件数が大幅に減少するなどの影響があったことなどを踏まえ、建築確認審査の迅速化・申請図書の簡素化等を図るため、22年及び23年の2度にわたって建築確認手続等の運用改善を実施した。


　24年8月に国土交通大臣が社会資本整備審議会に対し、「今後の基準制度のあり方」について諮問し、同年9月より同審議会建築分科会に設置された建築基準制度部会において特に見直し要請の強い項目について優先して検討を進めている。このうち、「住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方」については、25年2月に第一次答申を取りまとめ、これに基づき、同年11月に改正「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が施行されている。


　また、「木造建築関連基準等のあり方」及び「効率的かつ実効性ある確認検査制度等のあり方」については、26年2月に第二次答申を取りまとめている。これに基づき、「建築基準法の一部を改正する法律」が26年5月に成立したところである。


　建築士に係る施策としては、20年に施行された改正「建築士法」に基づき、建築士に受講が義務付けられている定期講習について、講習内容の充実や受講促進に向けた取組みを行っている。


　さらに、新築住宅に瑕疵が発生した場合においても確実に瑕疵担保責任が履行され、消費者が安心して住宅を購入できるよう、建設業者及び宅地建物取引業者に対し、資力の確保（住宅瑕疵担保保証金の供託又は住宅瑕疵担保責任保険契約の締結）を義務付ける「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行法）」に基づき、住宅瑕疵担保責任保険法人における保険引受体制の整備に引き続き取り組む一方、消費者に対する普及啓発等、制度の浸透に向けた取組みを行っている。




（2）昇降機や遊戯施設の安全性の確保

　昇降機（エレベーター、エスカレーター）や遊戯施設の安全性の確保のため、事故原因究明のための調査を引き続き行うとともに、「石川県内エレベーター戸開走行事故調査中間報告書」に付された意見を踏まえ、同様の事故の再発防止に向けた取り組みを進めている。さらに、地方公共団体及び地方整備局職員を対象に昇降機や遊戯施設の事故調査を行うための研修を実施し、職員の育成に取り組んでいる。











第4節　交通分野における安全対策の強化



　安全の確保は交通分野における根本的かつ中心的な課題であり、ひとたび事故が発生した場合には多大な被害が生じるおそれがあるとともに、社会的影響も大きいことから、事故の発生を未然に防ぐため、各種施策に取り組んでいる。











◯1　公共交通機関等における安全管理体制の構築・改善



　各交通モードにおいてヒューマンエラーに起因すると見られる事故・トラブルが多発したことを契機に平成18年10月に導入された「運輸安全マネジメント制度」は、運輸事業者に「安全管理規程」の作成・届出、「安全統括管理者」の選任・届出等を義務付けるとともに、経営トップの主体的な関与の下で現場を含む組織が一丸となって安全管理体制の構築・強化に取り組んでもらい、国がその取組み状況を確認し、プラス評価や助言をすることで、安全管理体制をPDCAサイクルによって継続的に向上させるものである。



　
図表II-7-4-1　運輸安全マネジメント制度の概要


[image: 図表II-7-4-1　運輸安全マネジメント制度の概要]




　24年10月から25年9月末までに、運輸安全マネジメント評価を延べ510社（鉄道103社、自動車90社、海運299社、航空18社）に対して実施した。この結果をみると、依然、大手事業者とその他の事業者では制度に係る取組み状況の差が大きい。このため、全モード共通の方針として、1)効果が高いと見込まれる分野に重点を置いたメリハリのある評価の実施、2)大手・中堅事業者については、評価の高度化及び事業者による取組みの内容の実効性・有効性に重点を置いた評価の実施、3)中小事業者については官民連携の手法も活用した制度の一層の普及・啓発について重点的に取組みの充実・強化を図っている。



　

図表II-7-4-2　大手事業者とその他の事業者の取組み状況の相違（平成24年度）


[image: 図表II-7-4-2　大手事業者とその他の事業者の取組み状況の相違（平成24年度）]




　具体的には、関越道高速ツアーバス事故を受け25年4月に策定された「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」の一環として、25年10月にバス事業者について運輸安全マネジメント実施義務付け対象を一定規模以上（保有車輌200両以上）の事業者に加えて、全貸切バス事業者等（約4,500者）に拡大したことを踏まえ、新たな評価対象事業者に対する効果的な評価を行うこととしている。また、25年7月には民間機関等が実施するセミナーを国土交通省が認定する仕組みを構築し、民間機関等の活力とノウハウを活用した事業者に対する制度のさらなる浸透・定着を図っている。











◯2　鉄軌道交通における安全対策



　鉄軌道交通における運転事故件数は、自動列車停止装置（ATS）等の運転保安設備の整備や踏切対策の推進等を行ってきた結果、長期的には減少傾向注1にあるが、近年は横ばいで推移していることから、更なる安全対策の推進が必要である。



　

図表II-7-4-3　鉄軌道交通における運転事故件数及び死傷者数の推移


[image: 図表II-7-4-3　鉄軌道交通における運転事故件数及び死傷者数の推移]



（1）鉄軌道の安全性の向上

　過去の事故等を踏まえて、必要な基準を制定するなどの対策を実施し、これを鉄軌道事業者が着実に実行するよう指導するとともに、保安監査等を通じた実行状況の確認や、監査結果等のフィードバックによる更なる対策の実施を通じて、鉄軌道の安全性の向上を促している。




1)JR西日本福知山線列車脱線事故等を契機とした対策

　「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」を改正し、曲線部等における速度制限機能付自動列車停止装置（ATS）、運転士異常時列車停止装置、運転状況記録装置等の設置を義務づけた。




2)JR東日本羽越線脱線事故を契機とした対策

　「鉄道強風対策協議会」を開催し、強風対策についてソフト・ハードの両面から検討を進め、風速計を新たに増設するなど、鉄道における強風観測体制の一層の強化等を図った。




3)JR貨物函館線列車脱線事故を契機としたJR北海道の安全確保に向けた対策

　詳細についてはコラムを参照。



（2）踏切対策の推進

　都市部を中心とした「開かずの踏切」注2等は、踏切事故や慢性的な交通渋滞等の原因となり、早急な対策が求められている。このため、道路管理者と鉄道事業者が連携し、「踏切道改良促進法」及び「第9次交通安全基本計画」に基づき、立体交差化、構造の改良、横断歩道橋等の歩行者等立体横断施設の整備、踏切遮断機等の踏切保安設備の整備等により踏切事故の防止に努めている。


　平成25年度は、「踏切道改良促進法」に基づき、立体交差化すべき踏切道とし7箇所、拡幅等の構造改良をすべき踏切道として25箇所、保安設備を整備すべき踏切道として50箇所の指定を行うとともに、連続立体交差事業等による踏切除却や歩道拡幅等の速効対策を推進した。




（3）ホームドアの整備促進

　視覚障害者等をはじめとしたすべての駅利用者の安全性向上を図ることを目的に、駅からの転落等を防止するホームドアの設置を促進している（平成25年度末現在、583駅で設置）。「移動等の円滑化の促進に関する基本方針」（23年3月）、「社会資本整備重点計画」（24年8月）等を踏まえ、ホームドアや内方線付き点状ブロックの整備促進、車両ドア位置の不一致等の課題に対応した新しいタイプのホームドアの技術開発等ハード面の対策とともに、視覚障害者等への声かけを推進する「ひと声マナー」をキャッチフレーズとした鉄道利用マナーUPキャンペーンを展開する等ソフト面の対策にも取り組んでいる。



　
ホームドア


[image: ホームドア]



　
内方線付き点状ブロック


[image: 内方線付き点状ブロック]



　
ひと声マナーキャンペーン


[image: ひと声マナーキャンペーン]










注1　JR西日本福知山線列車脱線事故があった平成17年度など、甚大な人的被害を生じた運転事故があった年度の死傷者数は多くなっている。


注2　電車の運行本数が多い時間帯において、遮断時間が40分／時以上となる踏切










コラム　JR北海道の安全確保に向けて



　平成25年9月に、JR北海道函館線大沼駅構内において、JR貨物の貨物列車の脱線事故が発生しました。

　この事故を契機として、JR北海道では、脱線事故現場を含め多数の現場において、整備基準値を超える軌道変位を補修することなく放置していたことが判明し、さらに、検査データを改ざんするという鉄道事業者としてあってはならない事態が発覚しました。


　国土交通省では、JR北海道の問題点を洗い出すため、従来の土木、電気、車両、運転の技術部門に加え、経営体制を含む幅広い観点から、また、期限を設けず無通告での実施という方法も一部採用して、3回にわたる異例の特別保安監査を実施しました。


　この特別保安監査の結果については、総合的かつ抜本的な対策を講ずるため、「JR北海道の安全確保のために講ずべき措置—JR北海道の再生へ—」として取りまとめ、26年1月に公表しました。JR北海道において必要な措置を速やかに講ずるよう「鉄道事業法」に基づく事業改善命令及びJR会社法に基づく監督命令を行うとともに、その実行性を確保するため26年1月から5年程度の間、常設の監査体制を整備するなどの対応をとっています。


　JR北海道が運営する鉄道は、北海道の生活・経済を支える基幹的な輸送機関であり、直ちに代替し得るものがないため、JR北海道において、日々の輸送の安全をしっかりと確保するとともに、総合的かつ抜本的な措置の着実な実行を確保し、JR北海道の再生を図って参ります。











◯3　海上交通における安全対策



　我が国の周辺海域では、毎年2,500隻前後の船舶事故が発生している。ひとたび船舶事故が発生すると、尊い人命や財産が失われるばかりでなく、我が国の経済活動や海洋環境にまで多大な影響を及ぼす可能性があるため、更なる安全対策の推進が必要である。




（1）船舶の安全性の向上及び船舶航行の安全確保

1)船舶の安全性の向上

　船舶の安全に関しては、国際海事機関（IMO）を中心に国際的な基準が定められており、IMOにおける議論に積極的に参画するとともに、平成25年12月には、SOLAS条約注1の改正に伴う復原性計算機の備え付け義務化等、国内法令の整備等を実施した。


　25年6月にインド洋で発生したバハマ船籍の大型コンテナ船MOL
COMFORT号折損事故に関し、コンテナ運搬船安全対策検討委員会を開催し、大型コンテナ船の安全対策を検討している。12月、当面の安全対策等を内容とする中間報告書を取りまとめ、公表した。


　また、サブスタンダード船注2の排除のため、ポートステートコントロール（PSC）注3を実施している。




2)船舶航行の安全確保

　STCW条約注4に準拠した「船舶職員及び小型船舶操縦者法」に基づき、船舶職員の資格を定め、人的な面から船舶航行の安全を確保している。平成22年6月には、船員が備えなければならない新たな知識の追加等を内容とした改正STCW条約（マニラ改正）が採択され、26年4月に向けて国内法において所要の改正作業をしている。また、水先制度については、水先を行うことができる者の資格を定め、船舶交通の安全を図っているところであるが、後継者の確保が課題となっており、人材の安定的確保を図りつつ、必要な養成教育を着実に推進している。


　職務上の故意又は過失によって海難を発生させた海技士、小型船舶操縦士及び水先人に対しては、「海難審判法」に基づく調査、審判を実施しており、25年には310件の裁決を行い、海技士、小型船舶操縦士及び水先人計402名に対する業務停止（1箇月から2箇月）及び戒告の懲戒を行うなど、海難の発生防止に努めている。


　海難防止対策としては、沿岸域情報提供システム（MICS）、灯浮標をプラットホームとした気象情報提供システムによる情報提供、海難防止施策の効果的な連携を図ることを目的とした関係省庁海難防止連絡会議の開催、関係機関等が連携した「全国海難防止強調運動」等を展開している。また、小型船舶の海難防止に向け、関係省庁と連携した海難防止講習会の開催、地域に応じた各種海難防止キャンペーンを実施している。


　25年10月の交通政策審議会海事分科会において「船舶交通の安全・安心をめざした取組み（答申）」が取りまとめられ、船舶交通安全政策の方向性と具体的施策が示された。この中で、大規模災害発生時における船舶の安全かつ円滑な避難と被害の極小化、平時における船舶の管制信号待ちや渋滞の緩和のため、東京湾において交通管制業務の一元化を図ることとしている。


　加えて、狭水道における通航船舶の安全性や運航の効率性の向上を図るため、来島海峡において、詳細で正確な潮流観測を行ない、面的なシミュレーションによる潮流情報の提供システム構築を進めている。


　海図については、電子海図情報表示装置（ECDIS）普及に伴い、重要性の増した電子海図の更なる充実を図るとともに、外国人船員に対する海難防止対策の一環として英語表記のみの海図等を刊行しているほか、東日本大震災により被災した主要15港湾について、海図の改訂を進めている。


　航路標識については、船舶交通の環境及びニーズに応じた効果的かつ効率的な整備を行っており、25年度に233箇所の改良・改修を実施した。


　また、東日本大震災により被災した航路標識158基のうち、復旧が完了していない41基（26年3月時点）については、今後、港湾や防波堤の復旧に合わせて復旧していくこととしている。


　さらに、（独）海上技術安全研究所に設置した「海難事故解析センター」において、事故解析に関する高度な専門的分析や重大海難事故発生時の迅速な情報分析・情報発信を行っている。


　輸入原油の8割が通航する我が国にとって極めて重要な海上輸送路であるマラッカ・シンガポール海峡については、「協力メカニズム」注5の下、我が国政府として同海峡沿岸国の支援要請プロジェクトに協力するとともに、我が国産業界及び（公財）日本財団からは航行援助施設基金注6への協力を行っている。25年10月の同メカニズムにおける第6回協力フォーラムにおいて、我が国より、同海峡の重要性、我が国が行っている貢献等を説明し、同基金の安定的な発展を図るためには、他の利用国等から広く基金への拠出を募ることが大切である旨提言した。今後も引き続き、同海峡の第一の利用国として、同メカニズムが創設される以前から唯一協力を行ってきたことを通じて培った我が国の知見と沿岸国との良好な関係を活かし、官民連携して同海峡の安全対策に積極的に協力していくこととしている。




（2）乗船者の安全対策の推進

　乗船者の事故における死者・行方不明者のうち約5割は海中転落によるものである。転落後に生還するためには、まず海に浮いていること、また、その上で速やかな救助要請を行うことが必要である。このため、海上保安庁では、ライフジャケットの常時着用、防水パック入り携帯電話等の適切な連絡手段の確保、海上保安庁への緊急通報用電話番号「118番」の有効活用の3つを基本とする自己救命策の普及・啓発に努めている。また、小型船舶（漁船・プレジャーボート等）からの海中転落による乗船者の死亡率は、ライフジャケット非着用者が着用者の約4倍と高く、ライフジャケットの着用が海中転落事故からの生還に大きく寄与している。このため、LGL注7に対する支援やライフジャケット着用推進モデルマリーナ等注8の指定を行うとともに、関係省庁や地方公共団体と連携し、年間を通じてライフジャケット着用を推進している。




（3）救助体制の強化

　海上保安庁では、迅速かつ的確な救助を行うため、24時間体制で遭難周波数の聴守及び緊急通報用電話番号「118番」の運用を行うなど、事故発生情報の早期把握に努めている。また、特殊救難隊、機動救難士、潜水士等の救助技術・能力の向上を図るとともに、救急救命士が実施する救急救命処置の質を保障するメディカルコントロール体制の充実・強化、巡視船艇・航空機の高機能化等、救助・救急体制の充実・強化を図っている。さらに、関係省庁、地方公共団体、民間救助団体等との連携についても充実・強化を図っている。







注1　1974年の海上における人命の安全のための国際条約

注2　国際条約の基準に適合していない船舶

注3　寄港国による外国船舶の監督

注4　1978年の船員の訓練及び資格証明並びに当直の基準に関する国際条約。海上における人命及び財産の安全を増進すること並びに海洋環境の保護を促進することを目的として、船員の訓練及び資格証明等について定められた国際条約


注5　国連海洋条約第43条の精神に基づき国際海峡における沿岸国と海峡利用国の協力のあり方を世界で初めて具体化したもので、協力フォーラム、プロジェクト調整委員会、航行援助施設基金、の3要素で構成されている。


注6　マラッカ・シンガポール海峡に設置されている灯台等の航行援助施設の代替又は修繕等に要する経費を賄うために創設された基金

注7　漁業者の家族等が行う、ライフジャケット着用推進を図る地域の活動のこと。Life Guard
Ladies（女性着用推進員）の略

注8　ライフジャケットの常時着用を率先して推進しているマリーナや漁業協同組合のこと。地域におけるライフジャケット着用の推進及び安全意識の啓発へつなげる拠点として指定。











コラム　第3次交通ビジョン　〜船舶交通の安全・安心をめざした取組み〜



　我が国の周辺海域では、毎年2,500隻前後の船舶事故が発生しています。ひとたび船舶事故が発生すると、尊い人命や財産が失われるばかりでなく、我が国の経済活動や海洋環境にまで多大な影響を及ぼすことがあります。平成25年10月、交通政策審議会海事分科会で取りまとめられた「船舶交通の安全・安心をめざした取組み（答申）」では、おおむね5年間における船舶交通安全政策の方向性と具体的施策（7つの課題と3つの目標）が示されました。


　海上保安庁では、この答申を「第3次交通ビジョン」と位置づけ、目標達成に向けた施策を推進します。



7つの課題

（1）ふくそう海域注1の安全対策

（2）準ふくそう海域注2の安全対策

（3）港内船舶交通の効率化・安全対策

（4）小型船舶の安全対策

（5）航路標識の整備・管理のあり方

（6）大規模災害発生時における船舶交通の安全対策

（7）戦略的技術開発



3つの目標

（1）ふくそう海域における衝突・乗揚事故の低発生水準の維持

（2）港内等における衝突・乗揚事故の減少

（3）小型船舶における事故の減少



　また、様々な取組みを関係機関と連携し総合的に推進することで、長期的には、2020年代中に現在の船舶事故隻数を半減させることを目指します。


　さらに、交通政策審議会海事分科会に船舶交通安全部会を設置し、毎年1回程度、第3次交通ビジョンに掲げた施策の実施状況の確認、次年度の施策の進め方や次期交通ビジョン策定など、長期的な視点に立った船舶交通安全政策のあり方を引き続き、検討していきます。



　
[image: 大規模災害発生時における船舶交通の安全対策の施策イメージ／長期的な目標]










注1　東京湾、伊勢湾、瀬戸内海及び関門港（海上交通安全法適用海域又は港則法適用海域）

注2　ふくそう海域を結ぶ東京湾湾口〜石廊埼沖〜伊勢湾湾口〜潮岬沖〜室戸岬沖〜足摺岬沖の各海域を経て瀬戸内海に至る海域










◯4　航空交通における安全対策



（1）航空の安全対策の強化

1)航空安全プログラム（SSP）

　平成26年4月から導入することとなったSSPを実効あるものとしていくため、航空の安全性を定量的に測定するために用いる指標（安全指標）及び目標値（安全目標値）の設定を含む年度計画を制定した上で、安全情報の収集・分析及び各分野の関係者と共有、業務提供者に対する検査等の航空の安全性の向上のための活動を実施していく。今後、一連の活動自体をPDCAサイクルで不断に見直し、その質の向上を図っていく。


　また、業務提供者等に対して、一定の違反を伴う事象（航空事故等を除く。）については、対話を経て、内部的に改善措置を講じることを認める（当該対話において業務提供者等から適切な是正措置等が示された場合は、不利益処分等を実施しない。）ことにより、業務提供者が安全管理システム（SMS）を確立することを支援する。




2)航空輸送安全対策

　特定本邦航空運送事業者注において、乗客の死亡事故は昭和61年以降発生していないが、安全上のトラブルに適切に対応するため、航空会社等における安全管理体制の強化を図り、予防的安全対策を推進するとともに、国内航空会社の参入時・事業拡張時の事前審査及び抜き打ちを含む厳正な立入検査を通じた体系的な監査を的確に実施している。また、オープンスカイ政策の推進による外国航空会社の乗り入れの増加等を踏まえ、我が国に乗り入れる外国航空機に対して立入検査等による監視を強化してきたところである。



　
図表II-7-4-4　国内航空会社の事故件数及び発生率


[image: 図表II-7-4-4　国内航空会社の事故件数及び発生率]



3)国産ジェット旅客機の安全性審査

　現在開発が進められている国産ジェット旅客機プロジェクトに対し、設計・製造国政府として、安全・環境基準への適合性の審査を進めているところであり、同審査を適切かつ円滑に進めるため、審査体制の構築・拡充や、米国・欧州の航空当局との密接な連携を実施している。




4)ボーイング787型機バッテリートラブル対応

　平成25年1月にボーイング787型機のバッテリートラブルが発生し、数ヶ月にわたる運航停止を招いた。本事案については、米国等関係国の航空関係者と緊密に連携し、その原因究明及び再発防止策を検討したうえで、バッテリーの改修に加え利用者等に対する適切な情報開示を航空会社に要請するなど、安全・安心を確保するための措置を講じ、25年5月に有償運航を再開した。その後、26年1月に地上駐機中の787型機で類似のトラブルが発生したが、損傷等の影響の範囲は限定的で、運航中に発生しても安全な運航が継続できる事案であった。引き続き、関係者と緊密に連携し対応していく。




（2）安全な航空交通のための航空保安システムの構築

　航空保安業務に係る重大インシデントはヒューマンエラーに起因するものが大半であることから、管制官とパイロットのコミュニケーションの齟齬の防止や、管制官とパイロットに対する視覚的な表示・伝達システムの整備等のヒューマンエラー対策を推進している。


　また、災害対応、急患輸送等ヘリコプターを含めた小型航空機に対する需要が高まっていることから、その運航上の特性を考慮した低高度航空路や出発及び到着・進入方式の設定等のための検討も実施している。








注　客席数が100又は最大離陸重量が5万キログラムを超える航空機を使用して航空運送事業を経営する本邦航空運送事業者のこと










◯5　航空、鉄道、船舶事故等における原因究明と再発防止



　運輸安全委員会は、近年、我が国商船隊のほとんどが外国人船員によって運航されていること、また、日本近海では外国船籍による事故が多発していることから、外国人船員を対象に平成25年9月から英語版船舶事故ハザードマップ（J-MARISIS）の運用を開始した（今後は、世界各地の船舶事故がわかるグローバル版の運用を開始する予定）。



　
英語版船舶事故ハザードマップ


[image: 英語版船舶事故ハザードマップ]




　事故調査等に関しては、23件の航空事故等調査報告書を公表し、このうち23年7月に北海道で発生した基本計器飛行訓練中の航空機が山腹に衝突し、3名が死亡、1名が重傷を負った事故については、国土交通大臣に対し、原因関係者の安全管理体制を自律的かつ着実に運用できるまでの間、安全管理態勢の取組状況の実態を確実に把握するとともに指導を行う等の勧告を行うなど、航空事故等に関して4件の勧告・3件の安全勧告を行った。


　また、21件の鉄道事故等調査報告書を公表し、このうち23年5月に北海道で発生した列車脱線事故について、原因関係者に対し、踏面擦傷、剥離の長さの範囲が使用限度を超えたとして扱うべき車輪を使用することがないよう、車輪踏面の状況を把握するための適切な検査時期及び検査手法を確立し、その管理を徹底することの勧告を行うなど、鉄道事故等に関して3件の勧告を行った。


　さらに、1,151件の船舶事故等調査報告書を公表し、このうち24年9月に宮城県金華山沖で発生した衝突事故については、国土交通大臣及び水産庁長官に対し、漁船の船舶所有者等に対するAISの有用性の一層の周知その他早期普及に必要な施策の検討、船舶事故ハザードマップ等から、船舶が航行する海域における漁船の操業状況の入手、活用について意見を述べるなど、船舶事故等に関連して4件の勧告を行い、2件の意見を述べた。











◯6　公共交通における事故による被害者・家族等への支援



　公共交通事故による被害者等への支援の確保を図るため、平成24年4月に公共交通事故被害者支援室を設置した。同支援室では、1)公共交通事故が発生した場合の情報提供のための窓口機能、2)被害者等が事故発生後から再び平穏な生活を営むことができるまでの中長期にわたるコーディネーション機能等を担うこととしている。


　25年度においては、重大な公共交通事故発生時に、被害者の搬送先病院等における支援活動及び相談窓口の周知活動を実施した。また、平時においては、支援に当たる職員に対する教育訓練の実施、外部の関係機関とのネットワークの構築、公共交通事業者による被害者等支援計画の策定促進等を行った。今後も、関係者からの助言により、同支援室の機能を充実させ、公共交通事故の被害者等への支援の取組みを着実に進めていくこととしている。











◯7　道路交通における安全対策



　平成25年の交通事故死者数は、13年連続で減少し、4,373人（対前年比0.9％減）となったが、交通事故死者数の65歳以上の高齢者の割合が52％を超えるほか、78万人が交通事故で死傷しており、依然として厳しい状況である。このため、更なる交通事故の削減を目指し、警察庁等と連携して各種対策を実施している。



　
図表II-7-4-5　交通事故件数及び死傷者数等の推移
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（1）効率的・効果的な交通事故対策の推進

　近年、道路整備の進展や社会情勢の変化等を受けて、歩行者、自転車等の多様な利用者が安全に安心して共存できる道路環境が求められている。交通事故死者数の約7割を占めている幹線道路については、「事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）」により市民参加・市民との協働の下、効果的・効率的に事故対策を推進するなど、事故の危険性が高い箇所等について重点的に対策を実施している。


　また、歩行者・自転車に係る死傷事故発生割合が大きい生活道路等において、安全な歩行空間の確保等を目的として、都道府県公安委員会と連携し、面的な速度規制と組み合わせた車道幅員の縮小、路側帯の拡幅、歩道整備、車両速度を抑制するような物理的デバイスの設置等の対策を行うなど、面的かつ総合的な交通事故抑止対策を推進している。




（2）通学路の交通安全対策の推進

　通学路については、平成24年4月に相次いだ集団登校中の児童等の事故を受け、学校や教育委員会、警察等と連携した「通学路緊急合同点検」を実施しており、その結果に基づく対策への支援を重点的に実施している。


　さらに、継続的な通学路の安全確保のため、市町村ごとの「通学路交通安全プログラム」の策定などにより、定期的な合同点検の実施や対策の改善・充実等の取組みを推進している。




（3）ITSスポットを活用した高速道路上における安全運転支援

　平成23年8月より、全国の高速道路上においてITSスポットサービスを開始しており、事故多発地点、道路上の落下物等の注意喚起及び積雪や越波等の状況に関する情報を自動車のカーナビ等に提供することにより安全運転支援を推進している。




（4）安全で安心な道路サービスを提供する計画的な道路施設の管理

　平成24年12月2日に、9名の尊い命が犠牲となった中央自動車道笹子トンネルの天井板落下事故が発生した。事故後の「トンネル天井板の落下事故に関する調査・検討委員会」において、落下の発生原因や再発防止策について報告書を25年6月18日に取りまとめた。


　今後、橋梁等の道路構造物が急速に高齢化することを踏まえ、道路構造物の適切な管理のための基準類のあり方について調査・検討することを目的として、「道路メンテナンス技術小委員会」が設置され、点検、診断、修繕等の措置や長寿命化計画等の充実を含む維持管理のメンテナンスサイクルの構築について、中間取りまとめがなされた。


　また、道路の適切な管理を図るため、点検を行うべきことの明確化や、道路構造物への影響が大きい大型車両の通行を誘導する道路を指定する制度の創設、制限違反車両の取り締まりの強化などを内容とする改正道路法を公布し、政令において、改築・修繕の代行の対象となる施設等はトンネル、橋等とすることや、道路の維持・修繕に関する技術的基準等を定めた。


　橋梁・トンネルなどは、5年に1度、近接目視で点検する等、道路管理者の義務を明確化する省令を、26年3月31日に公布した。

　さらに、26年4月14日に、社会資本整備審議会道路分科会においてとりまとめられた「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」を受けて、今後、メンテナンスサイクルの確定（道路管理者の義務の明確化）を図るとともに、メンテナンスサイクルを回す仕組みを構築することとしている。




（5）「高速・貸切バス安全・安心回復プラン」の着実な実施

　平成24年4月に発生した関越道高速ツアーバス事故を受けて、25年4月に「高速・貸切バス安全・安心回復プラン」を策定し、高速ツアーバスの新高速乗合バスへの移行・一本化や交替運転者の配置基準の設定を既に実施したほか、その他の各措置についても25・26年度までの2年間にわたって迅速かつ着実に実施し、また、実施状況について随時フォローアップ・効果検証を行うことにより、バス事業の安全性向上・信頼の回復に向けた取組みを集中的に進めている。




（6）国際海上コンテナの陸上運送の安全対策

　国際海上コンテナの陸上運送の安全対策を充実させるため、新たな「国際海上コンテナの陸上における安全輸送ガイドライン」等を取りまとめ、これに基づく取組みを平成25年8月より開始するとともに、実施状況等について安全対策会議でフォローアップすることとしている。




（7）自動車の総合的な安全対策

1)事業用自動車の安全対策

　平成20年から30年までの10年間で、事業用自動車の事故死者数・人身事故件数の半減、飲酒運転ゼロを目標とする「事業用自動車総合安全プラン2009」に基づき、トラックにおける運行記録計の装着義務付け範囲拡大や運行管理の高度化に資する機器の導入支援等の安全対策を実施している。




2)今後の車両安全対策の検討

第9次交通基本計画（平成23年3月策定）においては、27年までに交通事故死者数を3,000人以下とする目標が設定されている。この交通事故削減目標の達成に向けて、「安全基準等の拡充・強化」、「先進安全自動車（ASV）推進計画」及び「自動車アセスメント」の3つの施策を有機的に連携させ、車両安全対策の推進に取り組んでいる。




3)安全基準等の拡充・強化

　平成27年から市場導入が予定されている燃料電池自動車の世界最速普及を目指すべく、燃料電池自動車の安全基準の整備を行った。また、大型車に備える衝突被害軽減ブレーキの義務付範囲を拡大するとともに基準の強化を図った。更に、チャイルドシートの安全性向上のため、これまで実施していた前面衝突基準・後面衝突基準に加え、側面衝突基準を導入した。




4)先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及の促進

　産学官の協力体制の下、先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及の促進を図っており、衝突被害軽減ブレーキ等の実用化されたASV技術の本格的な普及促進、車車間通信システムや歩車間通信システムといった通信利用型安全運転支援システムの実用化に向けた検討を進めている。この一環として、平成25年10月にITS世界会議東京2013を開催し、車車間通信・歩車間通信を利用した安全運転支援システムの公道デモを実施した。



　
図表II-7-4-6　衝突被害軽減ブレーキの作動例
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5)自動車アセスメントによる安全情報の提供

　ユーザーによる安全な自動車及びチャイルドシートの選択や製作者による、より安全な自動車等の開発を促すことを目的に、自動車等に関する安全性能の評価結果を公表している。平成25年度においては、自動車14車種、チャイルドシート6機種の評価を新たに行った。




6)リコールの迅速かつ着実な実施・ユーザー等への注意喚起

　自動車のリコールの迅速かつ着実な実施のため、自動車メーカー等及びユーザーからの情報収集に努め、自動車メーカー等のリコール業務について監査等の際に確認・指導するとともに、安全・環境性に疑義のある自動車については（独）交通安全環境研究所において現車確認等による技術的検証を行っている。また、ユーザーからの不具合情報の収集を強化するため、「自動車不具合情報ホットライン」（www.mlit.go.jp/RJ/）について周知活動を積極的に行った。


　さらに、国土交通省に寄せられた不具合情報や事故・火災情報等を公表し、ユーザーへの注意喚起が必要な事案や適切な使用及び保守管理、不具合発生時の適切な対応を促進するために必要な事項について、ユーザーへの情報提供を実施した。特に、「エアブレーキを装備したトラックではブレーキのバタ踏みは危険です！」及び「自動車用緊急脱出ハンマーの性能確保と使用方法の周知について」について報道発表等を通じ、ユーザー等への注意喚起を行った。


　なお、平成25年度のリコール届出件数は303件及び対象自動車数台数は7,978,639台であった。



7)自動車検査の高度化

　不正な二次架装注の防止やリコールにつながる車両不具合の早期抽出等に資するため、情報通信技術の活用による自動車検査の高度化を進めている。




（8）自動車損害賠償保障制度による被害者保護

　自動車損害賠償保障制度は、クルマ社会の支え合いの考えに基づき、自賠責保険の保険金支払い、ひき逃げ・無保険車事故による被害者の救済（政府保障事業）を行うほか、重度後遺障害者への介護料の支給や療護施設の設置等の自動車事故対策事業を実施するものであり、交通事故被害者の保護に大きな役割を担っている。



　
図表II-7-4-7　自動車損害賠償保障制度


[image: 図表II-7-4-7　自動車損害賠償保障制度]



（9）機械式立体駐車場の安全対策

　機械式立体駐車場で死亡事故等が発生している状況にかんがみ、安全対策検討委員会において、事故等の発生状況や要因の分析等を行い、安全確保と適正利用について、関係団体等へ要請を行っている。








注　部品等を取り外した状態で新規検査を受検し、検査終了後に当該部品を再度取り付けて使用する行為等










コラム　バス事業の安全性向上・信頼回復に向けた取組みについて



　平成24年４月29日未明、関越道において高速ツアーバスが道路左側の防護壁に衝突し、乗客７名が死亡、38名が重軽傷を負うという重大な事故が発生しました。


　国土交通省は、事故直後に「事故対策本部」を設置して情報収集を行うとともに、被害者相談窓口において、被害者の方々からの相談・要望に対応しました。


　また、事故の発生後、速やかに高速ツアーバス事業者に対する緊急重点監査を実施したほか、利用者通報窓口を開設するなど、24年７月までにバス事業の安全性確保のための「緊急対策」を策定・実施し、夏の多客期に全国のバス乗降場所等において法令遵守状況を確認するための一斉点検を実施しました。


　その後、24年度中に「バス事業のあり方等に関する検討会」を行い、その検討結果を踏まえ、25年４月に「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」を策定・発表しました。同プランに基づき、高速ツアーバスの新高速乗合バスへの移行・一本化、過労運転防止のための交替運転者の配置基準の設定、安全コストが反映された運賃・料金制度への移行等の各措置について、25・26年度の２年間にわたって迅速かつ着実に実施し、また、実施状況について随時フォローアップ・効果検証を行うことにより、バス事業の安全性向上・信頼の回復に向けた取組みを集中的に進めます。




（参考）「高速・貸切バスの安全・安心回復プラン」のポイント

	高速ツアーバスの新高速乗合バスへの移行・一本化

	交替運転者の配置基準の設定

	中小事業者への安全管理規程等の届出の義務付け

	悪質事業者への集中的な監査・処分の厳格化

	安全コストが反映された運賃・料金制度への移行





　
[image: プランの実施効果等に関するチラシを利用者に配布／一斉点検の様子（平成24年7月新宿）]













第5節　危機管理・安全保障対策



◯1　犯罪・テロ対策等の推進



（1）各国との連携による危機管理・安全保障対策

1)セキュリティに関する国際的な取組み

　主要国首脳会議（G7／G8）、国際海事機関（IMO）、国際民間航空機関（ICAO）、アジア太平洋経済協力（APEC）等の国際機関における交通セキュリティ分野の会合やプロジェクトに参加し、我が国のセキュリティ対策に活かすとともに、国際的な連携・調和に向けた取組みを進めている。


　平成18年（2006年）に創設された「陸上交通セキュリティ国際ワーキンググループ（IWGLTS）」には、現在16箇国以上が参加しており、陸上交通のセキュリティ対策に関する枠組みとして、更なる発展が見込まれているほか、日米、日EUといった二国間会議も活用し、国内の保安向上、国際貢献に努めている。




2)海賊対策

　世界の海上輸送路の要衝であるソマリア沖・アデン湾における平成25年の海賊事案は15件と、自衛隊を含む各国海軍等による海賊対処活動の継続、商船側によるベスト・マネジメント・プラクティス（BMP）注1に基づく自衛措置の実施、商船への武装警備員の乗船等、国際社会による海賊対策の効果により前年に比べ減少したものの、海賊を生み出す根本的な原因となるソマリア国内の貧困等の問題は解決しておらず、依然として商船の航行にとって予断を許さない状況が続いている。


　このような状況の下、我が国としては、「海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律（海賊対処法）」に基づき、アデン湾において海上自衛隊の護衛艦により、通航船舶の護衛及びCTF151注2の中でのゾーンディフェンス注3を行うと同時に、P-3C哨戒機2機による警戒監視活動を行っている。国土交通省においては、船社等からの護衛申請の窓口及び護衛対象船舶の選定を一元的に実施しているほか、25年11月に施行された「海賊多発海域における日本船舶の警備に関する特別措置法」に基づく民間武装警備員による特定警備が実施されることにより、日本籍船の航行安全の確保に万全を期していく。


　海上保安庁では、ソマリア周辺海域における海賊対策として、海賊行為があった場合の司法警察活動を行うため、海賊対処行動発令によりソマリア沖・アデン湾に派遣されている海上自衛隊の護衛艦に海上保安官8名を同乗させているほか、（独）国際協力機構（JICA）の海上犯罪取締り研修等にジブチ、オマーン等ソマリア周辺海域沿岸国の海上保安機関の職員を招へいするなど、当該沿岸国の海上保安機関の能力向上支援を実施している。


　また、東南アジア周辺海域における海賊対策としては、巡視船派遣による連携訓練や研修を実施しているほか、JICAの枠組みを利用した専門家派遣や我が国への招へい研修を実施し、当該沿岸国の海上保安機関に対する人材育成、技術供与等の能力向上支援を実施している。同海域での海賊発生件数は、ピーク時（12年）に比べると減少しているが、近年、増加傾向にあり、依然として根絶されていないことから、当該海域に対して、引き続き対策が必要な状況である。



　

図表II-7-5-1　日本関係船舶の海賊等事案被害発生状況（平成25年）


[image: 図表II-7-5-1　日本関係船舶の海賊等事案被害発生状況（平成25年）]



　

図表II-7-5-2　世界における海賊等事案の発生件数の推移及び海域別の発生状況（平成25年）


[image: 図表II-7-5-2　世界における海賊等事案の発生件数の推移及び海域別の発生状況（平成25年）]



3)港湾における保安対策

　ASEAN諸国を対象に、研修、専門家会合等を通じて、港湾における保安対策に係る人材育成を実施している。また、諸外国と情報共有しつつ、国際港湾における保安水準向上のための取組みを一層推進していくこととしている。




（2）公共交通機関等におけるテロ対策の徹底・強化

　米国同時多発テロ事件（平成13年9月）以降、ロンドン同時爆発テロ事件（17年7月）、インド・ムンバイ連続テロ事件（20年11月）など、交通機関等を標的としたテロ事件が世界各地で発生している。このような情勢を踏まえ、各分野ごとにテロ対策に取り組んでおり、多客期にはテロ対策の徹底指示や点検を実施している。




1)鉄道におけるテロ対策の推進

　駅構内の防犯カメラの増設や巡回警備の強化等に加え、「危機管理レベル」の設定・運用を行うとともに、「見せる警備・利用者の参加」注4を軸としたテロ対策を推進している。また、主要国との鉄道テロ対策の情報共有等にも積極的に取り組んでいる。



　

図表II-7-5-3　「見せる警備・利用者の参加」を軸とした鉄道テロ対策の実施


[image: 図表II-7-5-3　「見せる警備・利用者の参加」を軸とした鉄道テロ対策の実施]



2)船舶・港湾におけるテロ対策の推進

　「国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律」に基づく国際航海船舶の保安規程の承認・船舶検査、国際港湾施設の保安規程の承認、入港船舶に関する規制、国際航海船舶・国際港湾施設に対する立入検査及びポートステートコントロール（PSC）を通じて、保安の確保に取り組んでいる。また、国際港湾施設に対する立入検査結果及び海外における保安水準等を踏まえ、保安対策をより一層徹底している。



　

図表II-7-5-4　国際航海船舶及び国際港湾施設における保安措置


[image: 図表II-7-5-4　国際航海船舶及び国際港湾施設における保安措置]



3)航空におけるテロ対策の推進

　我が国では、航空機に対するテロ防止に万全を期すため、国際民間航空条約に規定される国際標準に従って、航空保安体制の強化を図っている。このような状況の中、我が国内外でのテロ・不法侵入等の事案に対応し、各空港においては、車両及び人の侵入防止対策としてフェンス等の強化に加え、侵入があった場合に迅速な対応ができるよう、センサーを設置するなどの対策を講じており、平成24年10月からは国際線旅客に対するランダム接触検査を実施することにより、金属探知機で検知できない爆発物等の機内持ち込みを防止する強化策を講じている。また、国際会議等に積極的に参加し、最新の保安対策等について、我が国の状況を紹介するなど、主要国との情報交換に努めている。




4)自動車におけるテロ対策の推進

　多客期におけるテロ対策として、車内の点検、営業所・車庫内外における巡回強化、警備要員等の主要バス乗降場への派遣等を実施するよう、関係事業者に対し指示している。




5)重要施設等におけるテロ対策の推進

　河川関係施設では、河川点検・巡視時の不審物等への特段の注意、ダム管理庁舎及び堤体監査廊等の出入口の施錠強化等を行っている。道路関係施設では、高速道路や直轄道路の巡回時の不審物等への特段の注意、休憩施設のゴミ箱の集約等を行っている。国営公園では、巡回警備の強化、はり紙掲示等による注意喚起等を行っている。また、工事現場では、看板設置等による注意喚起等を行っている。




（3）自動車に関する犯罪防止策

　自動車のナンバープレートの不正使用防止に封印制度注5が役立つとともに、自動車登録情報の不正取得や悪用を防ぐため、登録事項等証明書の交付請求手続に際し、請求者の本人確認、車台番号の明示等を義務付けている。




（4）物流におけるセキュリティと効率化の両立

　国際物流においても、セキュリティと効率化の両立に向けた取組みが先進国や国際機関を中心に行われている。我が国においては、物流事業者等に対してAEO制度注6の普及を促進するとともに、諸外国のAEO取得に向けた支援を行っている。平成23年度からは、AEO取得事業者が関与する輸出申告について、保税地域外で「許可」を取得できること等が可能となっている。


　航空貨物に対する保安体制については、荷主から航空機搭載まで一貫して航空貨物を保護することを目的に、ICAOの国際基準に基づき制定されたKS／RA制度注7を導入している。その後、米国からの更なる保安強化の要求に基づき、円滑な物流の維持にも留意しつつ同制度の改定を行った。新制度については、24年10月より米国向け国際旅客便搭載貨物について適用が図られており、26年4月からはすべての国際旅客便搭載貨物についても適用拡大される予定である。


　また、主要港のコンテナターミナルにおいては、トラック運転手等の本人確認及び所属確認等を確実かつ迅速に行うため、出入管理情報システムの導入を推進している。（22年度末から試行運転を開始）。




（5）情報セキュリティ対策

　社会経済活動全般のITへの依存度が高まる中、政府機関等への標的型メール攻撃をはじめとするサイバー攻撃の顕在化に伴い、情報セキュリティ対策への取組みの重要性が増している。政府の「情報セキュリティ政策会議」の方針に基づき、情報漏洩の防止対策等、国土交通省の情報セキュリティ対策及びIT障害による事業停止を防止するためのガイドラインの策定等、重要インフラ（鉄道・航空・物流）に係る情報セキュリティ対策を推進している。


　また、国土交通省や所管事業者等へのサイバー攻撃発生に備え、初動体制の整備、被害拡大の防止等に努めている。







注1　国際海運会議所等、海運に関連の深い各種団体により作成された、ソマリア海賊による被害を防止し又は最小化するための自衛措置（海賊行為の回避措置、船内の避難区画（シタデル）の整備等）をまとめたもの。


注2　海賊対処のための多国籍の連合任務。

注3　艦艇が特定の海域の中にとどまって警戒監視を行うことにより、航行する船舶を海賊行為から防護する活動。

注4　「見せる警備」…テロの未然防止を図るため、人々の目に触れる形で警備を行う施策

「利用者の参加」…テロに対する監視ネットワークを強めるため、一人一人の鉄道利用者にテロ防止のための意識を持ち行動することを促す施策


注5　自動車の検査・登録制度のひとつ。ナンバープレートの取り外し防止等のため、ナンバープレートを固定するボルト上にアルミ製のキャップ状のものを被せる。


注6　サプライチェーンにおいて高度なセキュリティ措置を講じている輸出入者等を税関がAEO（認定事業者）として認定し、通関手続の簡素化等の利益を付与する制度


注7　航空機搭載前までに、特定荷主（Known
Shipper）、特定航空貨物利用運送事業者又は特定航空運送代理店業者（Regulated
Agent）又は航空会社においてすべての航空貨物の安全性を確認する制度










◯2　事故災害への対応体制の確立



　鉄道、航空機等における多数の死傷者を伴う事故や船舶からの油流出事故等の事故災害が発生した場合には、災害の状況等を勘案し、国土交通省の災害対策本部（特に交通分野における大規模な事故災害の場合は政府の非常災害対策本部等）を設置し、迅速かつ的確な情報の収集・集約、関係行政機関等との災害応急対策が実施できるよう体制整備を行っている。


　海上における事故災害への対応については、巡視船艇・航空機の出動体制の確保、防災資機材の整備等を行うとともに、合同訓練を実施するなど、関係機関等との連携強化を図っている。また、油及び有害液体物質等による汚染事故に対しては、対応資機材等を充実させ、迅速かつ効果的に対処し得る体制の強化を図るとともに、油等防除に必要な沿岸海域環境保全情報を整備し提供している。











◯3　海上保安体制の強化



（1）業務体制の充実強化

　尖閣諸島周辺海域では、中国公船による領海侵入が執拗に繰り返されるなど、緊迫した状態が続いている。海上保安庁では、大型巡視船14隻相当による尖閣領海警備専従体制を確立するため、監視能力・制圧能力等を備えた1,000トン型巡視船の整備等の着実な推進のほか、石垣港における拠点機能を強化するため巡視船艇の係留施設の整備や本庁・管区本部及び巡視船艇間における迅速かつ的確な情報共有・伝達を通じた運用司令機能の強化等を実施するとともに、新たに就役する巡視船の乗組員等を配置する。加えて、更なる情勢の変化にも的確に対応し得る体制を確保するため、大型巡視船6隻の整備等に着手する。




（2）テロ対策の推進

　テロの未然防止措置として、臨海部の原子力発電所、石油コンビナート等の危険物施設、米軍施設等に対する巡視船艇・航空機による所要の警備を行っている。また、ゴールデンウィークや夏休み、年末年始等の旅客の移動が活発となる期間には、人が多く集まる旅客船ターミナルの警戒を重点的に実施している。


　また、前述のように、テロの未然防止のためには、関係機関はもとより民間との連携が重要であり、海上保安庁では、海事関係者や事業者等に自主警備の強化を働きかけるとともに、不審情報の提供依頼等を行い、地域と連携した取組みを実施している。




（3）不審船・工作船対策の推進

　不審船・工作船は、我が国領域内における重大凶悪な犯罪に関与している疑いがあり、その目的や活動内容を明らかにするためには、確実に不審船を停船させて立入検査を実施し、犯罪がある場合の犯人逮捕等適切な犯罪捜査を行う必要がある。このため、不審船・工作船への対応は、関係省庁と連携しつつ、警察機関である海上保安庁が第一に対処することとなっている。


　海上保安庁では、各種訓練を実施するとともに、関係機関等との情報交換を緊密に行い、不審船・工作船の早期発見に努めるとともに、不審船対応能力の維持・向上に努めている。




（4）海上犯罪対策の推進

　最近の海上犯罪の主な特色として、非漁業者が安易な気持ちで行うものから暴力団が資金源として組織的に行うものまで密漁事犯が多岐にわたるほか、処理費用の経費削減を目的として廃棄物を海上に不法投棄するなどの環境事犯が依然として発生していることが挙げられ、その形態も悪質・巧妙化している。また、国内における薬物・銃器犯罪の中には、暴力団や国際犯罪組織が関与する密輸事犯と密接な関係を有しているものもあり、また、国際犯罪組織が関与する密航事犯も発生している。


　各種海上犯罪については、依然として予断を許さない状況にあり、海上保安庁では、巡視船艇・航空機を効率的かつ効果的に運用することで監視取締りや犯罪情報の収集・分析、立入検査を強化するとともに、国内外の関係機関との情報交換等、効果的な対策を講じ、厳正かつ的確な海上犯罪対策に努めている。











◯4　我が国の海洋権益の保全



（1）海洋権益を保全するための警備活動

　近年、尖閣諸島周辺海域においては、中国・台湾公船による領海侵入事案や中国・台湾活動家等による領有権主張活動事案が発生している。特に平成24年9月、尖閣諸島のうち三島（魚釣島、北小島、南小島）を取得・保有して以降、中国公船が常態的に尖閣諸島周辺海域に接近し、領海侵入事案も発生しているほか、活動家による領有権主張活動も活発化している。


　また、東シナ海等の我が国排他的経済水域において、外国海洋調査船による我が国の同意を得ない調査活動が確認されている。

　海上保安庁では、こうした緊迫化する情勢に対して、海上警察権の強化に向けた海上保安官等の執行権限の充実強化等の制度改正を進め、24年9月、「海上保安庁法及び領海等における外国船舶の航行に関する法律の一部を改正する法律」が施行された。加えて、領海警備体制の強化を図り、巡視船艇・航空機による領海警備や我が国排他的経済水域における監視警戒活動を的確に行い、我が国の主権の確保、海洋権益の保全に努めている。




（2）領海及び排他的経済水域における海洋調査の推進及び海洋情報の一元化

　我が国の領海及び排他的経済水域には、調査データの不足している海域が存在しており、海上保安庁では、この海域において、海底地形、地殻構造、領海基線等の海洋調査を重点的に実施し、船舶交通の安全や我が国の海洋権益の保全、海洋開発等に資する基礎情報の整備を戦略的かつ継続的に実施している。また、内閣官房総合海洋政策本部事務局の総合調整の下、海洋情報の所在を一元的に収集・管理・提供する「海洋情報クリアリングハウス」を運用している。さらに、海洋に関する様々な自然情報（海底地形、海流、水温等）や社会情報（港湾区域、漁業権区域等）を一般ユーザーが活用できるよう、地図上に自由に重ねて表示できるウェブサービス「海洋台帳」を運用している。




（3）大陸棚の限界画定に向けた取組み

　平成20年11月に我が国が国連海洋法条約に基づき、国連の「大陸棚限界委員会」へ提出した、200海里を超える大陸棚に関する情報について、同委員会は24年4月20日に勧告を採択した。勧告では、我が国の国土面積の約8割に相当する大陸棚の延長が認められた一方で、一部海域では審査が先送りされたため、海上保安庁では、内閣官房総合海洋政策本部事務局の総合調整の下、関係省庁と連携して、引き続き、大陸棚の画定に向けた対応を行っていくこととしている。




（4）沖ノ鳥島の保全、低潮線の保全及び活動拠点の整備等

1)沖ノ鳥島の保全

　沖ノ鳥島は、我が国最南端の領土であり、国土面積を上回る約40万km2の排他的経済水域の基礎となる極めて重要な島であることから、基礎データの観測・蓄積や護岸等の損傷について点検、補修等を行っている。引き続き、2つの小島だけでなく環礁全体の保全を図るため、国の直轄管理により十全な措置を講じる。




2)低潮線の保全

　「排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備等に関する法律（低潮線保全法）」等に基づき、全国185箇所の低潮線保全区域を政令で指定し、区域内で行為規制を実施している。また、防災ヘリコプターや船舶等による巡視や衛星画像等を用いた低潮線及びその周辺の状況の調査を行い、域内における制限行為の有無や自然侵食による地形変化を確認することにより、排他的経済水域及び大陸棚の基礎となる低潮線の保全を図るとともに、低潮線の保全を確実かつ効率的に実施していくために、関連情報を適切に管理している。



　
図表II-7-5-5　低潮線の保全


[image: 図表II-7-5-5　低潮線の保全]



3)遠隔離島（南鳥島・沖ノ鳥島）における活動拠点の整備

　「低潮線保全法」等に基づき、本土から遠隔の地にある南鳥島・沖ノ鳥島において、海洋資源の開発・利用など排他的経済水域等の保全及び利用に関する活動拠点として、船舶の係留・停泊、荷さばき等が可能となる港湾施設の整備を進めている。











◯5　安全保障と国民の生命・財産の保護



（1）北朝鮮問題への対応

　北朝鮮による弾道ミサイルの発射や核実験実施等への対応として、「特定船舶の入港の禁止に関する特別措置法」に基づき、北朝鮮船籍船舶全船の入港禁止の措置を実施しており、平成25年4月には、国際情勢にかんがみ、措置の期間を27年4月13日まで延長した。海上保安庁では、本措置の確実な実施を図るため、北朝鮮船籍船舶の入港に関する情報の確認等を実施している。また、国連安保理決議第1874号等による対北朝鮮輸出入禁止措置の実効性を確保するための「国際連合安全保障理事会決議第千八百七十四号等を踏まえ我が国が実施する貨物検査等に関する特別措置法」に基づき、国土交通省及び海上保安庁では、関係行政機関と密接な連携を図りつつ、同法による措置の実効性の確保に努めている。


　なお、北朝鮮の指導者交代等を踏まえ、国土交通省としても情報の収集と連絡を含めた即応体制を強化し、不測の事態に備えた対策等を徹底し、以後も監視・警戒体制を継続している。また、24年4月13日及び同年12月12日の北朝鮮の「人工衛星」と称するミサイル発射事案並びに25年2月12日の北朝鮮の核実験実施事案においては、情報収集と情報提供等、国民の安全・安心の確保に努めた。




（2）国民保護計画による武力攻撃事態等への対応

　武力攻撃事態等における避難、救援、被害最小化の措置等について定めた「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」及び「国民の保護に関する基本指針」を受け、国土交通省、国土地理院、気象庁及び海上保安庁において「国民の保護に関する計画注」を定めている。国土交通省では、地方公共団体等の要請に応じ、避難住民の運送等について運送事業者である指定公共機関との連絡調整等の支援等を実施することなど、海上保安庁では、捜索、救助・救急活動、指定公共機関等の輸送力不足時における避難住民・緊急物資の輸送等を実施することなどを定めている。








注　平成20年10月の観光庁設置に際し、国土交通省の同計画を「国土交通省・観光庁国民保護計画」に変更した。










◯6　感染症対策



　新型インフルエンザ等対策については、平成24年5月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法」（以下「特措法」という。）が公布、25年4月に施行された。特措法では、感染拡大を可能な限り抑制し、国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響を最小とする観点から、1)事業者一般については、予防及び対策に協力するよう努め、まん延により生ずる影響を考慮し、その事業実施に関し適切な措置を講ずるよう努めなければならないこと、2)特定接種の対象となる登録事業者は、発生時においても、国民生活・経済の安定に寄与する業務の継続に努めなければならないこと、3)指定公共機関等は、発生時に新型インフルエンザ等対策を実施する責務を有する旨規定され、運送事業者である指定公共機関等は、新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれその業務計画で定めるところにより、旅客及び貨物の運送を適切に実施するため必要な措置を講じなければならないこととされている。


　25年6月には、特措法に基づく新型インフルエンザ等対策政府行動計画（以下「政府行動計画」という。）が閣議決定され、新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針、各発生段階における、実施体制、サーベイランス・情報収集、予防・まん延防止、医療、国民生活及び国民経済の安定の確保に関する対策が盛り込まれている。


　これを受け、国土交通省においても、国土交通省新型インフルエンザ等対策行動計画を25年6月に改定し、特措法で新たに盛り込まれた各種の措置の運用等について、1)運送事業者である指定（地方）公共機関の役割等、2)新型インフルエンザ等緊急事態宣言がされた場合における対応、3)法定化された特定接種の対象となり得る業種等を新たに規定し、4)行動計画の対象を新感染症に拡大した。この他、海外発生期では、国内でのまん延をできる限り遅らせるための水際対策に協力し、検疫空港・港が集約される場合には、集約が円滑に実施されるよう、空港・港湾管理者等の協力を促し、国内発生早期以降では、緊急の必要がある場合には、医薬品、食料品等の緊急物資の運送要請等を行うこととしている。











第8章　美しく良好な環境の保全と創造



第1節　地球温暖化対策の推進



◯1　地球温暖化対策の実施等



　京都議定書第一約束期間（2008〜2012年度）における我が国の温室効果ガス総排出量は、5箇年平均で12億7,800万t-CO2であり、1990年度比1.4％増となるものの、総排出量に森林等吸収源及び京都メカニズムクレジットを考慮すると、1990年度比8.4％減となり、京都議定書の目標（1990年度比6％減）を達成することとなった。


　我が国は、京都議定書第二約束期間（2013〜2020年度）には参加しないものの、これまでと同等以上の取組みを引き続き推進していくため、今後、新たな「地球温暖化対策計画」を策定することとしている。


　こうした政府動向を踏まえつつ、国土交通省においても、社会資本整備審議会環境部会及び交通政策審議会交通体系分科会環境部会を中心に、中期的地球温暖化対策等の検討を行っており、引き続き、省エネルギー対策や再生可能エネルギー導入の推進を最大限図っていく。


（国土交通省における主要な地球温暖化対策）

	低炭素都市づくりの推進

	
運輸部門対策の推進（環境対応車の開発・普及や最適な利活用の推進、交通流対策の推進、公共交通機関の利用促進、物流の効率化の推進、鉄道・船舶・航空における低炭素化の推進　等）

	家庭・業務その他部門対策の推進（住宅・建築物の省エネ性能の向上、下水道における省エネ対策等の推進　等）

	産業部門対策の推進（建設機械の環境対策の推進）

	温室効果ガス吸収源対策の推進（都市緑化等の推進）



　
図表II-8-1-1　国土交通省の地球温暖化対策


[image: 図表II-8-1-1　国土交通省の地球温暖化対策]

















◯2　地球温暖化対策（緩和策）の推進



（1）低炭素都市づくりの推進

　人口と建築物が相当程度集中する都市部において、都市機能の集約化とこれと連携した公共交通機関の利用促進、地区・街区レベルでのエネルギーの面的利用等のエネルギーの効率的な利用、みどりの保全・緑化の推進などによる低炭素まちづくりを促進する観点から、平成24年12月に「都市の低炭素化の促進に関する法律」が施行された。同法に基づき市町村が作成する「低炭素まちづくり計画」は、25年度末時点で11都市において作成されたところであるが、引き続き同計画に基づく取組みに対して、法律上の特例措置や各種の税制、財政措置等を通じ「低炭素まちづくり」を推進することとしている。




（2）環境対応車の開発・普及、最適な利活用の推進

1)自動車の燃費改善

　「エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）」に基づくトップランナー制度注1の燃費基準の策定や自動車の燃費の公表等を行っており、平成19年には27年度を目標年度とした燃費基準を策定している。さらに、25年には、32年度を目標年度とする乗用車の新たな燃費基準を策定した。24年度に出荷されたガソリン乗用車のうち8割以上が27年度を目標年度とした燃費基準を達成しているほか、平均燃費値は16年度と比較して約40％向上しており、引き続きより一層の燃費改善を図ることとしている。




2)燃費性能・排出ガス低減の向上を促す仕組み

　消費者が容易に識別・選択できるよう、燃費性能の高い自動車の普及促進を目的とした自動車燃費性能評価・公表制度を実施している。また、最新の排出ガス基準値よりも有害物質を低減させる自動車については、その低減レベルに応じ、低排出ガス車認定制度を実施している。なお、これらの制度による燃費性能等の表示については、「平成27年度燃費基準達成車」等のステッカーを貼付している。




3)環境対応車の普及促進

　環境対応車の普及促進については、環境性能に優れた自動車（エコカー）に対するエコカー減税（自動車重量税及び自動車取得税）やグリーン化特例（自動車税）等の税制優遇措置を実施し、平成25年度におけるエコカー減税対象車の販売台数は、販売台数全体の約82％（約440万台）を占めている。


　さらに、地球温暖化対策、大都市地域等における大気汚染対策等の観点から、トラック・バス・タクシー事業者を中心に、CNG自動車注2、ハイブリッド自動車、電気自動車の導入等に対する補助を行ったほか、交通の省エネ化・低炭素化に資する新たなカテゴリーの乗り物「超小型モビリティ」についても導入に対する補助を行うなど、環境対応車の普及促進のための施策を実施した。




4)次世代大型車等の開発、実用化、利用環境整備

　次世代大型車の開発・実用化を促進するため、平成23年度より、高効率ハイブリッドトラック、電気・プラグインハイブリッドトラック及び高性能電動バス等の技術開発を進めるとともに、これらの試作車に係る実使用条件下での実証走行試験等を行った。今後、実用化に向けた取組みを進める。




5)エコドライブの普及・推進

　関係省庁と連携し、平成24年11月の「エコドライブ推進月間」に「エコドライブ10のすすめ」の見直しを行ったのに加え、シンポジウムや講習会等を集中的に実施したほか、プレスリリース等により、エコドライブの普及啓発活動に努めている。さらに、自動車運送事業者等へのエコドライブ管理システム（EMS）注3普及・促進に努めている。




（3）交通流対策等の推進

　日本の自動車は世界トップレベルのカタログ燃費だが、走行燃費は米国並みである。このため、交通流の円滑化による走行速度の向上が実効燃費を改善し、自動車からの二酸化炭素排出量を減らすことから、様々な交通流対策を実施している。具体的には、都市部における交通混雑を解消させるため、都心部を通過する交通の迂回路を確保し都心部への流入の抑制等の効果がある環状道路等幹線道路ネットワークの整備、交差点の立体化、開かずの踏切等を解消する連続立体交差事業等を推進するとともに、円滑かつ安全な交通サービスの実現のため、ITS技術を用いて収集したビッグデータを活用し、既存ネットワークの最適利用を図るなど道路を賢く使う取組みを推進している。さらに、道路空間の再配分等による自転車利用環境の整備を推進している。また、道路施設の低炭素化を進めるため、LED道路照明灯の整備や再生可能エネルギーの活用等を実施している。



　

図表II-8-1-2　主要先進国における新車カタログ燃費と実走行燃費


[image: 図表II-8-1-2　主要先進国における新車カタログ燃費と実走行燃費]



（4）公共交通機関の利用促進

　自家用乗用車から公共交通機関へのシフトは、自動車の走行量削減になり、地球温暖化対策の面から推進が求められている。このため、ICカードの導入等情報化の推進や乗継ぎの改善等による公共交通利便性向上のほか、エコ通勤優良事業所認証制度による事業所単位でのエコ通勤の取組みを推進するとともに、地域独自のエコ通勤推進施策との連携を行うなどの通勤交通グリーン化を展開した。さらに、これまで実施した「環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業」の取組み成果及び分析・検証結果について、EST実現に取り組む地域に対し情報提供を全国規模で実施した。



　

図表II-8-1-3　モビリティ・マネジメントによる「エコ通勤」の推進


[image: 図表II-8-1-3　モビリティ・マネジメントによる「エコ通勤」の推進]



（5）物流の効率化等の推進

　国内物流の輸送機関分担率（輸送トンキロベース）はトラックが最大であり、5割を超えている。トラックのCO2排出原単位注4は、大量輸送機関の鉄道、内航海運より大きく、物流部門におけるCO2排出割合は、トラックが9割を占めている。国内物流を支えつつ、CO2の排出を抑制するために、トラック単体の低燃費化や輸送効率の向上と併せ、トラックの自営転換注5を含め、鉄道、内航海運等のエネルギー消費効率の良い輸送機関の活用を図ることが必要である。更なる環境負荷の小さい効率的な物流体系の構築に向け、共同輸配送、モーダルシフト、大型CNGトラック導入、物流拠点の低炭素化、港湾地域の低炭素化の取組みについて支援を行っている。また、10トントラックと同等の大きさの鉄道用31フィートコンテナの導入補助、新方式の鉄道用12フィート冷蔵コンテナの実証実験等を実施しているほか、省エネ船の建造促進等内航海運・フェリーの活性化に取り組んでいる。加えて、「エコレールマーク」（平成26年3月末現在、商品138件（192品目）、取組み企業83件を認定）や「エコシップマーク」（25年12月末現在、荷主82者、物流事業者98者を認定）の普及に取り組んでいる。また、海上輸送と陸上輸送の結節点である港湾では、港湾地域における省エネルギー化、再生可能エネルギーの導入円滑化及び利活用、CO2の吸収源拡大等の取組みを推進している。さらに、国際海上コンテナターミナル等の整備により、国際貨物の陸上輸送距離削減を図っている。


　このほか、関係省庁、関係団体等と協力して、グリーン物流パートナーシップ会議を開催し、荷主と物流事業者の連携による優良事業者への表彰や普及啓発を行っている。



　

図表II-8-1-4　グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組みの推進


[image: 図表II-8-1-4　グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組みの推進]



（6）鉄道・船舶・航空における低炭素化の促進

1)鉄道分野の更なる環境性能向上に資する取組み

　鉄道は他のモードに比べて環境負荷の小さい交通機関であるが、更なる負荷の軽減を図るため、蓄電池電車の技術開発のほか、環境省と連携し、鉄道関連施設や鉄軌道車両への低炭素化・省エネ化に資する設備等の導入を推進している。




2)海運における省エネ・低炭素化の取組み

　内航海運においては、「海運グリーン化総合対策」として、スーパーエコシップ注6等の普及促進、省エネ・低炭素化に資する新技術や設備の導入に対する補助等により、船舶の省エネ化を促進している。外航海運においては、国際的な枠組み作りと技術開発・普及促進を一体的に推進する観点から、船舶からのCO2排出量の50％削減を目標とする世界最先端の海洋環境技術開発を平成25年度より支援するともに、我が国は、25年1月の国際海運におけるCO2排出規制（燃費規制）の導入に続きIMOにおいて進められている燃費報告制度（実運航での燃費の「見える化」）や経済的規制等の国際的枠組み作りの議論を主導している。また、天然ガス燃料船の早期実用化・導入へ向けた環境整備として、25年6月に天然ガス燃料補給時の安全対策などを定めた標準的なガイドライン・オペレーションマニュアル等を取りまとめた。




3)航空分野のCO2排出削減の取組み

　飛行時間・経路の短縮を可能とする広域航法（RNAV）、運航者が希望する最も効率的な高度を飛行できるUPR注7方式の導入、最小のエンジン推力を維持し、降下途中に水平飛行を行うことなく継続的に降下する継続降下運航（CDO）方式の導入等の航空交通システムの高度化や、航空機用地上動力設備（GPU）の利用促進、空港内GSE注8車両のエコカー化等のエコエアポートづくりを推進している。また、管制機関と航空会社が連携をとり、効率的な運航を目指す「アジア太平洋環境プログラム」（ASPIRE）注9へ参画するなど、国際的な取組みの強化も実施するほか、航空分野のCO2排出削減に向けた国際的枠組作りの議論を主導している。さらに、平成25年度からは、代替航空燃料の普及促進に係る取組みを新たに開始している。




（7）住宅・建築物の省エネ性能の向上

　民生部門のエネルギー消費量は、他の部門に比べると過去からの増加が顕著であり、住宅・建築物の省エネルギー性能の向上は喫緊の課題である。このため、「省エネ法」に基づく省エネ基準について、外皮基準に加えて、設備性能や創エネ分も含めて総合的に評価する一次エネルギー消費量基準の導入を行った（平成25年度施行）。さらに、「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づき、高い省エネ性能を有する低炭素建築物の認定制度を開始し、その普及を図っている。


　このほか、省エネルギー性能を消費者に分かりやすく表示する住宅性能表示制度や建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）、住宅・建築物の居住性（室内環境）の向上と地球環境への負荷の低減等を総合的な環境性能として一体的に評価する建築環境総合性能評価システム（CASBEE）の開発・普及を図っている。


　また、住宅・建築物の省エネ化を推進するため、先導的な省CO2技術を導入するリーディングプロジェクトや住宅・建築物の省エネ改修、中小工務店によるゼロ・エネルギー住宅の取組みに対する支援を行うとともに、（独）住宅金融支援機構の証券化支援事業の枠組みを活用した金利引下げ等を実施している。また、民間事業者等の先導的な技術開発の支援、設計・施工技術者向けの講習会の開催等により、省エネ住宅・建築物の設計、施工技術等の開発・普及を図っている。


　さらに、既存ストックの省エネ対策を促進するため、既存住宅・建築物の省エネ改修工事に対する税制上の支援措置等を講じている。



（8）下水道における省エネ対策等の推進

　高効率機器の導入等による省エネ対策、下水汚泥の固形燃料化やバイオガスの有効利用等の新エネ対策、下水汚泥の高温焼却等による一酸化二窒素の削減を推進している。




（9）建設機械の環境対策の推進

　ハイブリッド等のCO2排出削減効果の高い建設機械を低炭素型建設機械として型式認定する制度を実施し、低利融資制度等の導入補助により支援を行っている。また、主要な建設機械である油圧ショベル、ブルドーザ、ホイールローダについて燃費基準値を設定し、これを達成した建設機械を燃費基準達成建設機械として型式認定する制度を実施している。




（10）都市緑化等によるCO2の吸収源対策の推進

　都市緑化等は、京都議定書における温室効果ガス吸収量報告の対象となる「植生回復活動」として、国際的にも位置付けられている。また、ヒートアイランド現象の緩和による熱環境改善を通じた都市の低炭素化や、その意義や効果に関する普及啓発についても京都議定書目標達成計画において位置付けられており、市町村が策定する総合的な緑に関するマスタープランである「緑の基本計画」等に基づき、都市公園の整備、道路、港湾等及び民有地における緑化を積極的に推進している。








注1　家電や自動車等の製品を指定し、その時点で最も消費電力量や燃費水準等が優れた製品を参考に数値基準を定め、製造事業者・輸入業者に対し、販売する製品が目標年度までに当該基準を満たすことを求めるもの。


注2　Compressed Natural Gas自動車（天然ガス自動車）のこと。

注3　自動車の運行において計画的かつ継続的なエコドライブの実施とその評価及び指導を一体的に行う取組み

注4　貨物1トンを1km輸送するときに排出されるCO2の量

注5　自家用トラック（自家用貨物を自ら運ぶトラック）から、複数荷主の積合せ貨物の運送等によって輸送効率の向上を図り、運送コストを低下させるため営業用トラック（他人からの依頼に応じ、貨物を有償で運ぶトラック）へ転換すること


注6　電気推進システムを採用し、CO2、NOxや燃費の向上に資する優れた環境性能と経済性を有する次世代内航船


注7　User Preferred Route

注8　Ground Service Equipments

注9　Asia and Pacific Initiative to Reduce Emissions










コラム　代替航空燃料（バイオジェット燃料）の普及促進



　ジェット機からのCO2排出削減対策として、代替航空燃料（バイオジェット燃料）への期待が世界的に高まっています。代替航空燃料は、藻類、ナンヨウアブラギリやアブラナなどの植物、使用済み食用油、都市ゴミなどを原料として作られ、化石燃料に比べ、原料生育過程を含むライフサイクル全体でみたCO2排出削減につながる可能性があります。


　国際民間航空機関（ICAO）では、平成22年の総会で、国際航空分野におけるCO2排出の削減目標が決議され、25年の総会では、その目標の達成のための大きな柱の一つとして持続可能な代替航空燃料の活用を進めていくことが合意されました。


　我が国では、21年から24年にかけて、代替航空燃料のテストフライトを実施し、フライト自体の技術的な実証は済んでおり、現在、代替航空燃料の普及に向けた取組みの検討段階に入っています。海外では、既に定期便などの有償飛行に代替航空燃料を使用した例もあり、今後、我が国では、こうした事例も参考に検討を進めていくこととしています。


　我が国における代替航空燃料の普及促進に向けては、いくつかの課題が挙げられます。まず、現状では、代替航空燃料の価格は、非常に高価格です。また、当面は輸入により供給量を確保していくことが必要です。さらに、例えば、輸送方法の確保や経年による既存施設への影響等についても検討する必要があります。


　これらの点に関しては、今後、多様な連携を図りつつ、課題解決に向けた取組みを関係者間で進めていきます。

　また、国際的な取組みとして、代替燃料によるCO2排出削減効果に関する世界共通の算定・評価基準の確立や、他業種の動向も踏まえた航空分野への代替燃料の世界的供給見通しに関する検討も必要です。これらの課題については、今後ICAOの専門家グループで検討されることとなっており、我が国もこうした検討に積極的に参加していくこととしています。



　
我が国で実施したテストフライトに使用された航空機


[image: 我が国で実施したテストフライトに使用された航空機]













◯3　再生可能エネルギー等の利活用の推進



　東日本大震災以後のエネルギー制約を踏まえ、今後、再生可能エネルギーの利活用が政府において重要課題となっている中、国土交通省は、特に、空港施設等の広大なインフラ空間、河川流水、安定かつ豊富な下水道バイオマス等といった再生可能エネルギーのポテンシャルを活用した導入を推進している。




（1）海洋再生可能エネルギー利用の推進

　四方を海に囲まれた我が国は、豊富な海洋再生可能エネルギーに恵まれている。

　そのうち、陸上に比べて広大で、かつ安定的に強い風が吹く洋上での風力発電は、今後の普及拡大が見込まれており、とりわけ港湾への注目が高まっている。


　そこで港湾局においては、まず港湾への導入手順を整理することとし、「港湾における風力発電について—港湾の管理運営との共生のためのマニュアル—」を平成24年6月に公表した。


　引き続き今年度より、港湾への導入に際して港湾本来の機能が確保されることを港湾管理者が確認するための判断指針となる、技術ガイドラインの検討を進めている。


　また、遠浅の海域が少ない我が国において、洋上に浮かぶ浮体式洋上風力発電も有望視されており、洋上という厳しい自然環境条件で安全に稼働させるための具体的な指針を示した「安全ガイドライン」を取りまとめた。


　さらに、今後、波力、潮流等の海洋エネルギーについても、浮体式等発電施設の安全面等を担保する制度を整備することとしており、関係省庁と連携して海洋再生可能エネルギーの普及拡大を図っていく。




（2）小水力発電の推進

　河川等における低炭素社会に向けた取組みとして、小水力発電の導入を推進している。具体的には、小水力発電の普及促進のため、河川法改正による従属発電の登録制導入や、地方整備局等の窓口において水利使用申請手続の相談・調査データ提供等によるプロジェクト形成支援、砂防堰堤における小水力発電設備の導入支援を行っているほか、直轄管理ダム等においてダム管理用発電設備の積極的な導入による未利用エネルギーの徹底的な活用を図っている。




（3）下水道バイオマス等の利用の推進

　固形燃料化やバイオガスの有効利用等による下水汚泥のエネルギー利用、未利用エネルギーである下水熱の利用について、PPP／PFI等によりを推進している。




（4）インフラ空間を活用した太陽光発電の推進

　東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化を踏まえ、下水処理場、港湾・空港施設における広大なスペースの有効活用に加え、官庁施設、鉄道施設等の公共インフラ空間における公的主体による太陽光発電設備の設置や導入のほか、道路・都市公園においては、民間事業者等が設置できるよう措置している。




（5）水素社会実現に向けた貢献の推進

　家庭用燃料電池（平成21年市場投入）や燃料電池自動車（27年市場投入予定）など、今後の水素エネルギー需要の拡大が見込まれる中、水素の製造、貯蔵・輸送、利用という観点から、水素エネルギー利活用社会の実現に向けた環境を整備する。




1)燃料電池自動車に係る基準の整備等

　平成27年から市場導入が予定されている燃料電池自動車の世界最速普及を目指すべく、燃料電池自動車の安全基準の整備を行った。



2)液化水素の海上輸送システムの確立

　液化水素の大量輸送を可能とする液化水素運搬船の早期建造が期待されるが、当該船舶は世界初であるため安全基準が存在せず、早急に安全要件を定める必要がある。そのため、平成25年度より、−253℃の超低温、水素分子の材料への浸透・透過、広い爆発範囲、高い着火性等の水素の特徴に対応した船舶の安全基準の検討に取り組んでいる。











◯4　地球温暖化対策（適応策）の推進



　最も厳しい緩和策をもってしても避けられない地球温暖化の影響に対して、その被害を最小限に防止・軽減し、あるいはその便益の機会を活用するための方策（適応策）が不可欠である。


　国土交通省としては、これまでも適応策の一環として、水害、土砂災害、高潮災害、渇水等の水災害に対する対策を積極的に推進しているが、政府全体としても、平成25年7月に中央環境審議会地球環境部会の下に気候変動影響評価等小委員会を設置し、27年夏頃の適応計画策定に向け、我が国における気候変動による影響の評価等に関して審議を進めている。


　今後は、政府の適応計画策定にあわせて、技術力を活かした温暖化予測、監視体制の高精度化に取組むとともに、水災害に対する対策に加えて、交通インフラ、ヒートアイランドなど多方面にわたる気候変動による影響を幅広く検討し、ハード・ソフト両面からの総合的な適応策の検討・展開に取り組む。











第2節　循環型社会の形成促進



◯1　建設リサイクル等の推進



　建設廃棄物は、全産業廃棄物排出量の約2割、最終処分量の約2割、不法投棄量の約7.5割を占め、その発生抑制、リサイクルの促進は重要な課題である。平成23年度の建設廃棄物の排出量は全国で約7,500万トン、24年度の再資源化等率は96.0％であり、20年度の93.7％と比較して向上しているが、再資源化等率を高い水準で確保するため、引き続き取組みが必要である。


　下水汚泥についても、全産業廃棄物排出量の約2割を占め、23年度の排出量は約7,500万トンであり、その減量化、リサイクルの推進に取り組んでいる。



　

図表II-8-2-1　産業廃棄物の分野別排出量と建設副産物の品目別再資源化率


[image: 図表II-8-2-1　産業廃棄物の分野別排出量と建設副産物の品目別再資源化率]



（1）建設リサイクルの推進

　「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」に基づき、全国一斉パトロール等による法の適正な実施の確保に努めている。


　また、「建設リサイクル制度の施行状況の評価・検討について　とりまとめ」の中で指摘されている石膏ボードの分別解体の徹底等、様々な課題を克服するため必要な検討調査を行い、建設リサイクルの促進を図ることとしている。


　また、建設リサイクルの基本的な考え方、目標などを盛り込んだ新たな「建設リサイクル推進計画」の策定のため、社会資本整備審議会及び交通政策審議会のもとに設置している「建設リサイクル推進施策検討小委員会」において建設副産物の高い再資源化・縮減率等の確保、将来的な建設廃棄物や建設発生土の発生増・再生利用減の懸念への対応、地域ごとに異なる建設リサイクルに係る課題等の重点課題に対する施策について、平成26年度より検討を行うこととしている。



　
図表II-8-2-2　建設リサイクルの取組み事例


[image: 図表II-8-2-2　建設リサイクルの取組み事例]



（2）下水汚泥の減量化・リサイクルの推進

　下水汚泥のリサイクルを推進（平成23年度リサイクル率55％）し、処理過程で発生するバイオガスの発電利用や天然ガス自動車への燃料利用、下水汚泥の固形燃料化等によるエネルギー利用や、下水・下水汚泥からのリンの回収・活用を進めている。さらに、下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）により、下水道資源を有効利用する革新的な技術及びシステムの実証を進めている。











◯2　循環資源物流システムの構築



（1）海上輸送を活用した循環資源物流ネットワークの形成

　循環型社会の構築に向けて循環資源の「環」を形成するため、循環資源の広域流動の拠点となる港湾をリサイクルポート（総合静脈物流拠点港）として全国で22港指定している。リサイクルポートでは、岸壁等の港湾施設の確保、循環資源取扱支援施設の整備への助成、官民連携の促進、循環資源の取扱いに関する運用等の改善を行っている。



　
図表II-8-2-3　リサイクルポートの指定


[image: 図表II-8-2-3　リサイクルポートの指定]



（2）廃棄物海面処分場の計画的な確保

　港湾整備により発生する浚渫土砂や内陸部での最終処分場の確保が困難な廃棄物等を受け入れるため、海面処分場の計画的な整備を進めている。特に大阪湾では、大阪湾フェニックス計画注1に基づいて広域処理場を整備し、近畿2府4県168市町村から発生する廃棄物等を受け入れている。また、首都圏で発生する建設発生土をスーパーフェニックス計画注2に基づき海上輸送し、全国の港湾等の埋立用材として広域利用を行っている。








注1　近畿2府4県168市町村から発生する廃棄物を、海面埋立により適正に処分し、港湾の秩序ある整備を図る事業。

注2　首都圏の建設発生土を全国レベルで調整し、埋立用材を必要とする港湾において港湾建設資源として有効利用する仕組み










◯3　自動車・船舶のリサイクル



（1）自動車のリサイクル

　「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」に基づき、使用済自動車が解体されたことを確認する制度を導入している。また、「道路運送車両法」の抹消登録を行う場合、使用済自動車に係る自動車重量税還付制度も併せて実施し、使用済自動車の適正処理の促進及び不法投棄の防止を図っている。




（2）船舶のリサイクル

　大型船舶のリサイクル（シップリサイクル）注は、バングラデシュやインド等の開発途上国を中心に実施されてきており、船舶リサイクル施設において繰り返される死傷事故や海洋汚染等が問題視されてきた。これらの問題を解決するため、我が国主導の下、国際海事機関（IMO）を中心に議論がなされた結果、「2009年の船舶の安全かつ環境上適正な再生利用のための香港国際条約（仮称）」（シップリサイクル条約）が採択された。本条約においては、船舶と船舶リサイクル施設のそれぞれについて検査と証書の保持が義務付けられ、アスベストやポリ塩化ビフェニル（PCB）等の新規搭載の禁止等が求められている。本条約の施行を支援するための各種ガイドラインについては我が国の主導の下、IMOにおいて策定作業を実施し、平成24年10月迄にすべてが採択されたところである。


　国内においては、世界に先駆け、環境に配慮した先進国型のシップリサイクルシステムに向け、市場特性を踏まえた事業運営スキーム等の検討を行うとともに、シップリサイクル条約の締結を見据えた条約の国内法化の検討も進めているところである。


　一方、個人所有のプレジャーボートは、そのほとんどが処理の難しい繊維強化プラスチック（FRP）製であるため、適切な廃棄処理ルートの確立が求められていたことから、FRP船のリサイクル技術を確立するとともに、処理ルートの構築に向けた取組みを行ってきた。この結果、17年からは（一社）日本マリン事業協会が主体となり、全国でFRP船のリサイクルに取り組んでおり、現在では年間約600隻が適切にリサイクルされている。








注　寿命に達した船舶は、解体され、その大部分は鋼材として再活用される。










◯4　グリーン調達注における取組み



　「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づく政府の基本方針の一部変更を受け、「環境物品等の調達の推進を図るための方針（調達方針）」が策定された。これに基づき、公共工事における資材、建設機械、工法、目的物について、環境物品等の調達を積極的に推進している。








注　ここでは「グリーン購入法」第2条に規定された環境物品等を調達することをグリーン調達という。










◯5　木材利用の推進



　木材は、加工に要するエネルギーが他の素材と比較して少なく、多段階における長期的利用が地球温暖化防止、循環型社会の形成に資するなど環境にやさしい素材であることから、公共工事に木材利用推進を図っている。


　「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」等に基づき、平成23年5月に「公共建築物における木材の利用の促進のための計画」を策定し、木造化や内装等の木質化に取り組んでいる。25年11月には、同法に基づく国の実施状況について公表した。また、地方公共団体と協力し設計段階における手引き書として、同年6月に木材利用の導入ガイドラインを公表した。


　そのほか、地域材等を活用した木造住宅・建築物の整備の推進のため、地域材を使用した木造長期優良住宅や先導的な設計・施工技術を導入する大規模木造建築物等の整備に対する支援、地域における木造住宅生産体制の整備、担い手の育成等に取り組んでいる。



　
図表II-8-2-4　木材利用の整備事例


[image: 図表II-8-2-4　木材利用の整備事例]













第3節　豊かで美しい自然環境を保全・再生する国土づくり



◯1　生物多様性の保全のための取組み



　平成22年10月に愛知県名古屋市で開催されたCOP10において戦略計画2011−2020（愛知目標）が採択されたことを受け、その達成に向けて、取組みを推進しているところである。さらに、24年9月には「生物多様性国家戦略2012-2020」が策定され、河川、都市の緑地、海岸、港湾等において生物の生息・生育地の保全・再生・創出等の取組みを引き続き推進することとしている。


　また、23年10月に、市町村が策定する総合的な緑に関するマスタープランである「緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画」（緑の基本計画）の策定等に当たっての参考資料として、「緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技術的配慮事項」を策定し、さらに、25年5月に、地方公共団体における生物多様性の状況や施策の進捗状況を評価するための「都市の生物多様性指標（素案）」を策定し、地方公共団体における都市の生物多様性の確保の取組みの促進を図っている。











◯2　豊かで美しい河川環境の形成



（1）良好な河川環境の保全・形成

1)多自然川づくり、自然再生の推進

　河川整備に当たっては、「多自然川づくり基本指針（平成18年10月策定）」に基づき、治水上の安全性を確保しつつ、生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観の保全・復元に努めている。


　また、自然再生事業等による湿地等の再生、魚道整備等による魚類の遡上・降下環境の改善等を推進するとともに、これらを多様な主体と連携して進めることにより生態系ネットワークを形成注し、流域の生態系の保全・再生を推進している。


　さらに、これらの取組みをより効果的に進めるため、河川水辺の国勢調査や世界最大級の実験水路を有する自然共生研究センターにおける研究成果等を活用するとともに、学識経験者や各種機関との連携に努めている。




2)河川における外来種対策の実施

　生物多様性を保全する上で大きな脅威の1つである外来種は、全国の河川において生息域を拡大しており、生態系への影響等が問題となっている。この対策として、「河川における外来種植物対策の手引き」、「河川における外来魚対策の事例集」（平成25年12月）等の周知を行うとともに、各地で外来種対策を実施している。




（2）河川水量の回復のための取組み

　良好な河川環境を保全するには、豊かな河川水量の確保が必要である。このため、河川整備基本方針等において動植物の生息・生育環境、景観、水質等を踏まえた必要流量を定め、この確保に努めているほか、水力発電所のダム等の下流の減水区間における清流回復の取組みを進めている。また、ダム下流の河川環境を保全するため、洪水調節に支障を及ぼさない範囲で洪水調節容量の一部を有効に活用するダムの弾力的管理及び弾力的管理試験を行っている（平成25年度は、全国の計16ダムで実施）。さらに、平常時の自然流量が減少した都市内河川では、下水処理場の処理水の送水等により、河川流量の回復に取り組んでいる。




（3）山地から海岸までの総合的な土砂管理の取組みの推進

　近年、土砂の流れの変化による河川環境の変化や海域への土砂供給の減少、沿岸漂砂の流れの変化等による海岸侵食等が気候変動により加速するおそれがあることから、山地から海岸まで一貫した総合的な土砂管理の取組みを関係機関が連携して推進している。具体的には、渓流、ダム、河川、海岸における土砂の流れに起因する問題に対応するため、関係機関との事業連携のための方針の策定を目指すなど、連携の強化を進めている。



　
図表II-8-3-1　総合的な土砂管理の取組み


[image: 図表II-8-3-1　総合的な土砂管理の取組み]



（4）河川における環境教育

　地域に身近に存在する自然空間として、川においては、近年、環境学習や自然体験活動等の様々な活動が活発に行われている。また、子どもが安全に水辺で学び、遊ぶためのプロジェクトの推進や情報発信を行うとともに、川には危険が内在し、安全に活動するためには正しい知識が不可欠であることから、市民団体が中心となって設立された特定非営利活動法人川に学ぶ体験活動協議会（RAC）等と連携し、川の指導者の育成等を推進している。さらに、急な増水による水難事故を防止するため、平成19年度に策定した「急な増水による水難事故防止アクションプラン」や20年7月に発生した兵庫県都賀川における水難事故を受けて取りまとめられた「中小河川における水難事故防止策検討WG」報告書等を参考に、水難事故を防止するための対策に取り組んでいる。




○子どもの水辺再発見プロジェクト

市民団体、教育関係者、河川管理者等が連携して、子どもの水辺を登録し、子どもの水辺サポートセンターにおいて様々な支援を実施。平成25年3月末現在、295箇所を登録。




○水辺の楽校プロジェクト

子どもの水辺として登録された箇所において、河川利用の促進、体験活動の充実を図るにあたって必要な水辺の整備を実施。25年3月末現在、281箇所を登録。




○全国水生生物調査

川にすむ生き物を調べることを通じて、身近な河川に接し、川への関心を呼び起こすことを狙いとして実施。24年度は61,818人が参加。調査地点（2,432地点）の59％で、「きれいな水」と判定された。








注　優れた自然条件を有している地域等を核として、これらを有機的につなぐことにより生息・生育空間のつながりや適切な配置を確保すること











◯3　海岸・沿岸域の環境の整備と保全



　高潮、津波、波浪等から海岸を防護しつつ、生物の生息・生育地の確保、景観への配慮や海浜の適正な利用の確保等が必要であり、「防護」「環境」「利用」の調和のとれた海岸の整備と保全を推進している。


　外国由来を含む漂流・漂着ごみにより海岸機能の低下や生態系を含めた環境・景観の悪化、船舶の安全航行確保や漁業への被害等が近年深刻化しているため、「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着物処理推進法）」に基づき、今後とも、関係機関と緊密な連携を図り、漂流・漂着ごみに対する実効的な対策を推進する。


　また、海岸保全施設の機能阻害の原因となる大規模な海岸漂着ごみを緊急的に処理するため、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が一体的・効率的に処理を行うことができる「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」を推進している。











◯4　港湾行政のグリーン化



（1）今後の港湾環境政策の基本的な方向

　我が国の港湾が今後とも物流・産業・生活の場としての役割を担い、持続可能な発展を遂げていくためには、過去に劣化・喪失した自然環境を少しでも取り戻し、港湾のあらゆる機能について環境配慮を取り込むことが重要である。そのため、港湾の開発・利用と環境の保全・再生・創出を車の両輪としてとらえた「港湾行政のグリーン化」を図っている。



　
図表II-8-3-2　港湾行政のグリーン化


[image: 図表II-8-3-2　港湾行政のグリーン化]



（2）良好な環境の積極的な保全・再生・創出

　港湾整備で発生する浚渫土砂等を有効に活用した干潟造成、覆砂、深堀跡の埋め戻し、生物共生型港湾構造物の普及等を実施し、事業着手後においては、順応的管理手法の導入により整備後の状況を継続監視するとともに、行政機関、研究所等の多様な主体が環境データを登録し、共有することができる海域環境データベースを構築し、環境データの収集・蓄積・解析・公表を図りつつ、沿岸域の豊かな自然環境の保全・再生・創出に積極的に取り組んでいる。


　また、自然環境の大切さを学ぶ機会の充実を図るため、保全・再生・創出した場を活用した「海辺の自然学校」を全国各地で実施している。




（3）放置艇対策の取組み

　放置艇については、船舶の航行や停泊、海洋性レクリエーション活動や漁業活動に影響を及ぼすとともに津波による二次被害も懸念されることから、小型船舶の係留保管能力の向上と放置等禁止区域の指定等の規制措置を両輪とする対策を実施している。


　平成25年5月には、放置艇の解消に向けて「プレジャーボートの適正管理及び利用環境改善のための総合的対策に関する推進計画」を策定した。











◯5　道路の緑化・自然環境対策等の推進



　道路利用者への快適な空間の提供、周辺と一体となった良好な景観の形成、地球温暖化やヒートアイランドへの対応、良好な都市環境の整備等の観点から、道路の緑化は重要である。このため、道路空間における木陰の創造を目的とする緑陰道路プロジェクトをはじめとした街路樹等の整備の推進や、沿道地域と連携・協力した維持管理を実施している。また、道路事業の計画・設計段階から貴重な自然環境のある場所はできるだけ回避し、回避できない場合は影響の最小化や代替措置を講じることを基本として、環境の保全・回復を図っている。



　
図表II-8-3-3　道路緑化の事例（東京都千代田区）


[image: 図表II-8-3-3　道路緑化の事例（東京都千代田区）]



　
図表II-8-3-4　芝生広場の事例（鳥取県鳥取市）


[image: 図表II-8-3-4　芝生広場の事例（鳥取県鳥取市）]













第4節　健全な水循環系の構築



◯1　水の恵みを享受できる社会を目指して



　これまで、戦後高度成長期の急激な水需要に対して水需給バランスの確保を優先して水資源開発施設の整備を進めてきた。一方、大規模災害や老朽化に伴う事故による広域かつ長期の断水の発生など水インフラの脆弱性、地球温暖化による気候変動リスク、健全な水循環系の確保などの社会からの要請、国際貢献のプレゼンスの強化などの、顕在化してきた様々な課題への対応が迫られている。


　これらを背景として、平成25年10月22日に国土交通大臣から、「今後の水資源政策のあり方」について諮問し、国土審議会水資源開発分科会調査企画部会において調査審議を行い、26年4月11日に、「今後の水資源政策のあり方について（中間とりまとめ）」がまとめられた。


　「中間とりまとめ」では、基本的理念である「水の恵みを享受できる社会」を目指して、いかなる事態が生じても、柔軟かつ臨機に、包括的に対応できる「幅を持った社会システム」の構築と、これまで実施してきた施策の継続・強化と新規施策の「重層的展開」、基本的・長期的な方向性を示す変曲点、今こそ「次世代水政策元年」として取り組むことが示されており、最終とりまとめに向けて、具体的な取組みについて検討していくこととしている。











◯2　水関係省庁の連携による健全な水循環系構築への取組み



　健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議は、水循環系の健全化に向けた考え方となる「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」を公表しており、地域の取組みを推進するため、関係省庁が連携しながら各種支援を行っている。



　
図表II-8-4-1　健全な水循環系の構築イメージ


[image: 図表II-8-4-1　健全な水循環系の構築イメージ]













◯3　水循環基本法及び雨水の利用の推進に関する法律の成立



　水循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進することにより、健全な水循環を維持・回復させ、我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上を目指すことを目的とした「水循環基本法」が、また、雨水の利用を推進することにより、水資源の有効な利用を図り、あわせて下水道、河川等への雨水の集中的な流出の抑制に寄与することを目的とした「雨水の利用の推進に関する法律」が平成26年3月に成立した。











◯4　水環境改善への取組み



（1）水質浄化の推進

　水質悪化の著しい河川等における、浄化導水、底泥浚渫、植生浄化等の水質浄化を霞ヶ浦（茨城県）、宍道湖・中海（島根県・鳥取県）等において行い、清浄な流水の確保を図っている。


　また、水環境の悪化が著しい全国の河川等で、水環境改善に積極的に取り組んでいる地元市町村等と河川管理者、下水道管理者等の関係者が一体となり、「第二期水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンスII）」を策定・実施している（34地区を選定）。



　
図表II-8-4-2　清流ルネッサンスII


[image: 図表II-8-4-2　清流ルネッサンスII]



（2）水質の調査と水質事故対応

　良好な水環境を保全・回復する上で、河川・湖沼・ダム・貯水池の水質調査は重要であり、平成24年は109水系の1,077地点を調査した。


　また、市民と協働で、水質調査マップの作成や水生生物調査を実施している。さらに、河川を多様な視点で総合的に評価する新しい水質指標に基づき、一級河川で住民協働調査を実施した結果、24年は約25％（76地点／305地点）が「泳ぎたいと思うきれいな川」と判定された。


　一方、油類や化学物質の流出等による河川の水質事故は、24年に一級水系で1,244件発生した。水質汚濁防止に関しては、河川管理者と関係行政機関により構成される水質汚濁防止連絡協議会を全国109水系のすべてに設立し、水質事故発生時の速やかな情報連絡、オイルフェンスの設置等被害の拡大防止に努めている。




	
全国で見ると、平成24年にBOD（生物化学的酸素要求量）値（又はCOD（化学的酸素要求量）値）が環境基準を満足した調査地点の割合は90％であった。

	
河川の調査地点のうち、BOD値がサケやアユが生息できる良好な水質とされる3.0mg／L以下となった地点は約94％であった。

	
人の健康の保護に関する環境基準項目（ヒ素等27項目）については、環境基準を満足した調査地点の割合は約99％で、ほとんどの地点で満足している。



　

図表II-8-4-3　BOD値（又はCOD値）が環境基準を満足した調査地点の割合


[image: 図表II-8-4-3　BOD値（又はCOD値）が環境基準を満足した調査地点の割合]








（3）閉鎖性海域の水環境の改善

　東京湾、伊勢湾、大阪湾、瀬戸内海等の閉鎖性海域では、陸域から流入する有機汚濁物質及び窒素・リンが多いことや、干潟・藻場の消失により海域の浄化能力が低下したことなどにより赤潮や青潮が発生し、漁業被害等が生じている。このほか、漂流ごみによる環境悪化、船舶航行の障害等問題が生じている。


　この状況を改善するため、1)汚泥浚渫、覆砂、深堀跡の埋め戻しによる底質改善、2)干潟・藻場の再生や生物共生型港湾構造物の普及による生物生息場の創出、3)海洋環境整備船による漂流ごみ・油の回収、4)下水道整備等による海域への流入汚濁負荷の削減、5)多様な主体が連携・協働して環境改善に取組む体制の整備等、美しい海域を取り戻す取組みを推進している。




（4）水環境改善に向けた下水道整備の促進

　流域別下水道整備総合計画の策定・見直しを適切に進め、閉鎖性水域における富栄養化の原因である窒素・リン等を除去する下水道の高度処理を推進する。また、施設更新の時期に達しない処理施設においては、部分的な施設・設備の改造等により早期の水質改善を目指す段階的な高度処理を併せて促進している。


　合流式下水道については、平成35年度末までに雨天時に雨水吐から放流される未処理下水の量と頻度の抑制等により、対策の完了を図ることとしている。











◯5　水をはぐくむ・水を上手に使う



（1）水資源の安定供給

　水利用の安定性を確保するためには、需要と供給の両面から地域の実情に応じた多様な施策を行う必要がある。具体的に、需要面では水の回収・反復利用の強化、節水意識の向上等があり、他方、供給面ではダム等の水資源供給施設の建設・維持管理、水資源関連施設の老朽化対策、危機管理対策、雨水・再生水等の利用による水源の複数化等がある。また、地下水の保全と利用のほか、水源地域を保全・活性化するため、「水源地域対策特別措置法」に基づいて、水源地域の生活環境、産業基盤等を整備し、あわせてダム貯水池の水質汚濁の防止等に取り組んでいる。


　さらに、地球温暖化に伴う気候変動が指摘されており、近年及び今後の降雨量の変動幅の増大、積雪量の減少及び融雪の早期化等の気候変動への対応として、渇水時のリスク管理、需要マネジメントによる節水型社会の構築、老朽化・メンテナンス対策、耐震化、水資源の状況及び水資源対策への国民の理解を促進により渇水リスクの回避に向けた取組みを進めている。




（2）水資源の有効利用

1)下水処理水の再利用拡大に向けた取組み

　下水処理水は、都市内において安定した水量が確保できる貴重な水資源である。下水処理水全体のうち、約1.3％が用途ごとに必要な処理が行われ、下水再生水としてせせらぎ用水、河川維持用水、水洗トイレ用水等に活用されており、更なる利用拡大に向けた取組みを推進している。




2)雨水利用等の推進

　水資源の有効利用のため、雨水を水洗トイレ用水や散水等へ利用する取組みを促進している。これらの利用施設は、平成24年度末において約1,900施設あり、その年間利用量は約781万m3である。引き続き雨水利用の推進を図るため、雨水利用施設の事例や利用上の配慮事項等を含めた実態把握を行い、利用者との情報共有を進めている。




（3）安全でおいしい水の確保

　我が国は水道が普及し、近年は、国民の安全でおいしい水へのニーズは更に高まってきている。このため、水道水源域におけるダム貯水池での水質保全対策、下水道の普及促進、高度処理の導入促進、合流式下水道の改善対策等を実施している。




（4）雨水の浸透対策の推進

　近年、流域の都市開発による不浸透域の拡大により、降雨が地下に浸透せず短時間で河川に流出する傾向にある。降雨をできるだけ地下に浸透させることにより、豪雨による浸水被害等を軽減させるとともに、地下水の涵養、湧水の復活への寄与等、健全な水循環系の構築を目的として、流域貯留浸透施設の整備を税制措置等により、推進・促進している。




（5）地下水対策の推進

　高度経済成長期に産業目的等で地下水が過度に汲み上げられた結果、各地で地盤沈下、塩水化等の地下水障害が発生した。地盤沈下が広範囲に発生した濃尾平野、筑後・佐賀平野、関東平野北部においては、地盤沈下防止等対策要綱に基づき、地下水の保全や利用の適正化等の取組みを行っている。











◯6　下水道整備の推進による快適な生活の実現



　下水道は、汚水処理や浸水対策によって都市の健全な発展に不可欠な社会基盤であり、近年は、低炭素・循環型社会の形成や健全な水循環の形成等の新たな役割が求められている。




（1）下水道による汚水処理の普及

　汚水処理施設の普及率は平成24年度末において、全国で約88％（下水道の普及率は約76％）になった（東日本大震災の影響により、調査対象外とした福島県を除いた46都道府県の集計データ）ものの、地域別には大きな格差がある。特に人口5万人未満の中小市町村における汚水処理施設の普及率は約74％（下水道の普及率は約48％）と低い水準にとどまっている。今後の下水道整備においては、人口の集中した地区等において重点的な整備を行うとともに、地域の実状を踏まえた効率的な整備を推進し、普及格差の是正を図ることが重要である。



　

図表II-8-4-4　都市規模別下水道処理人口普及率（平成24年度末）


[image: 図表II-8-4-4　都市規模別下水道処理人口普及率（平成24年度末）]



1)効率的な汚水処理施設整備のための事業連携

　汚水処理施設の整備については、一般的に人口密度が低い地区では個別処理である浄化槽が経済的であり、人口密度が高くなるにつれて、集合処理である下水道や農業集落排水施設等が経済的となるなどの特徴がある。このため、整備を進めるに当たっては、経済性や水質保全上の重要性等の地域特性を十分に反映した汚水処理に係る総合的な整備計画である「都道府県構想」が各都道府県において策定されている。近年の人口減少傾向も踏まえ、より効率的な汚水処理施設整備のため、都道府県構想の早急な見直しを推進している。また、広域的な汚泥処理等、他の汚水処理施設との連携施策の導入による効率的な整備についても積極的に推進している。



　
図表II-8-4-5　下水道計画の見直しと重点的な整備


[image: 図表II-8-4-5　下水道計画の見直しと重点的な整備]



2)下水道クイックプロジェクト

　本プロジェクトは、人口減少や厳しい財政事情を踏まえ、従来の技術基準にとらわれない地域の実状に応じた低コスト、早期かつ機動的な整備が可能な新たな整備手法を、有識者らにより構成される委員会において性能等の検証を行いながら、地域住民協力の下、広く導入を図るものである。平成25年度までに14市町村で社会実験を実施し、「工場製作型極小規模処理施設（接触酸化型）」等の6つの技術については有効性が認められたため、当技術を利用するに当たっての手引書を取りまとめている。また、他の技術についても全国で活用可能となるよう、検証・評価を進めている。



　

図表II-8-4-6　下水道クイックプロジェクト実施事例（工場製作型極小規模処理施設：北海道遠軽町）
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（2）下水道事業の持続性の確保

1)適正なストック管理

　下水道整備の進展に伴い、平成24年度末現在、下水道管路施設延長約45万km、下水処理場数約2,200箇所に及ぶ膨大なストックを有している。


　これらの下水道施設は、高度経済成長期以降に急激に整備がなされたことから、今後急速に老朽化施設の増大が見込まれている。24年度においては、小規模なものが主ではあるが、管路施設の老朽化や硫化水素による腐食等に起因する道路陥没が約3,900箇所で発生している。下水道は人々の安全・安心な都市生活や社会経済活動を支える重要な社会インフラであり、代替手段の確保が困難なライフラインであることから、効率的な管路点検調査手法や包括的民間委託の導入検討を行うとともに、予防保全管理を実践したストックマネジメントの導入に伴う計画的かつ効率的な老朽化対策を実施し、必要な機能を持続させることが求められている。




2)経営基盤の強化

　下水道事業の経営は、汚水処理費（公費で負担すべき部分を除く）を使用料収入で賄うことが原則であるが、事業の初期段階でまとまった費用が必要であり、面整備の進展とともに収入が安定する事業の性格上、構造的に資金不足が生じる場合もある。したがって、個々の事業においては、短期的な視点ではなく、施設の耐用年数を考慮した長期的な視点で収支状況を見ることが必要である。このため、「下水道経営健全化のための手引」等により、各地方公共団体における下水道経営健全化に向けた取組みを推進している。




3)民間委託の推進と技術力の確保

　下水処理場等の維持管理業務について、包括的民間委託注1の更なる推進に向けて、導入のための環境整備等の取組みを実施している。また、地方公共団体の要請に基づき、下水道施設の建設・維持管理等の効率化のための技術的支援、地方公共団体の技術者養成、技術開発等を地方共同法人日本下水道事業団が行っている。




（3）下水道による地域の活性化

　下水道整備による適切な汚水処理の実施や、良好な水環境の保全・創出により、地域の定住促進や産業・観光振興が図られるとともに、高度処理による再生水等を利用した水辺空間の創出、住民等による親水空間の維持管理を通じた地域活動の活性化、下水処理場の上部空間利用、下水熱による地域冷暖房、バイオガスのエネルギー活用等、下水道資源の有効活用により、下水道は多面的に地域活性化に貢献している。




（4）下水道分野の環境教育の推進

　小学校教員の方々と下水道行政担当者によるワーキンググループにより、授業で使いやすい下水道を活用した学習指導案を作成し、これら下水道教材を教員の方々が自由に利用できるように、「循環のみち下水道環境教育ポータルサイト」注2を通じて提供している。また、各小中学校における下水道に関する環境教育の実施に必要な経費の助成を行っている。



　
図表II-8-4-7　下水道分野の環境教育


[image: 図表II-8-4-7　下水道分野の環境教育]










注1　施設管理について放流水質基準の順守等の一定の性能の確保を条件として課しつつ、運転方法等の詳細については民間事業者に任せることにより、民間事業者の創意工夫を反映し、業務の効率化を図る発注方式


注2　http://www.jswa.jp/kankyo-kyoiku/index.html










第5節　海洋環境等の保全



（1）大規模油汚染等への対策

　大規模油汚染の大きな要因であるサブスタンダード船を排除するため、国際船舶データベース（EQUASIS）の構築等、国際的な取組みに積極的に参加するとともに、日本寄港船舶に立入検査を行い、基準に適合しているかを確認するポートステートコントロール（PSC）を強化している。また、旗国政府が自国籍船舶に対する監視・監督業務を果たしているかを監査する制度については、我が国の提唱により平成17年のIMO総会で任意の制度として創設が承認されたが、その後の取組みの進展を踏まえ、28年1月を目途に義務化される予定となっている。我が国は、監査の実効性向上のため、その運用方法の検討等について議論に参画している。


　他方、日本海等における大規模な油汚染等が発生した場合の対応策として、日本、中国、韓国及びロシアによる海洋環境保全の枠組みである「北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）」において、「NOWPAP地域油及び有害危険物質流出緊急時計画」を策定するなど、国際的な協力・連携体制の強化に取り組んでいる。また、本邦周辺海域で発生した大規模油流出事故については、大型浚渫兼油回収船により、迅速かつ確実な作業を実施できる体制を確立している。


　さらに、MARPOL条約注1において船舶からの油及び廃棄物等の排出が規制されており、附属書の改正により、25年1月には船舶発生廃棄物の規制が強化された。我が国では、港湾における適切な受入れを確保するため、船舶内で発生した廃油の受入施設の整備に対して税制等の支援を行うとともに、「港湾における船内廃棄物の受入れに関するガイドライン（案）」を策定した。




（2）船舶からの排出ガス対策

　窒素酸化物（NOx）は、人体への悪影響や酸性雨を引き起こす原因となるため、国際海事機関（IMO）では、MARPOL条約に基づき、船舶のエンジンから排出されるNOxを規制している。現在は世界中のすべての海域において、1次規制（平成17年にNOx排出規制が導入された時の基準値）から約20％のNOx排出削減となる2次規制が適用されているが、将来、1次規制から80％のNOx排出削減となる3次規制を導入することも同条約に規定されている。3次規制は、世界有数の舶用エンジン生産国である我が国が、環境に優しい舶用ディーゼル機関の研究開発と一体となってIMOに提案し、合意されたものである。3次規制対応技術の開発については、19年度より船舶からのNOx排出量を大幅に削減する舶用排ガス後処理装置（SCR脱硝装置）や、エンジン本体における燃焼改善手法の開発及び、実船で検証を実施し、目標であるNOx排出量80％削減を達成した。


　3次規制は、28年1月1日から導入される予定である。我が国は、SCR脱硝装置の認証ガイドライン策定に係る技術開発等を実施するとともに、3次規制の導入が28年から可能であることを主張する等、国際海運からの大気汚染物質の削減の議論に積極的に貢献してきている。




（3）船舶を介して導入される外来水生生物問題への対応

　船舶のバラスト水注2への混入又は外板等への付着により水生生物等が移動し、移動先の海域の生態系等に影響を及ぼす可能性が指摘されており、IMOにおいて平成16年に船舶バラスト水規制管理条約、23年には船体付着生物の管理ガイドラインが採択された。国土交通省は、条約の早期発効及びガイドラインの更なる改善に向け、IMOでの議論に積極的に参加しており、25年の第28回IMO総会では、我が国が主導したバラスト水処理装置の搭載期限を見直す決議案が採択された。また、条約発効の可能性が高まっていることから、条約実施のための法案（「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の一部を改正する法律案」）を第186回通常国会に提出した注3。







注1　船舶による汚染の防止のための国際条約

注2　主に船舶が空荷の時に、船舶を安定させるため、重しとして積載する海水

注3　条約についても、その締結について国会の承認を求めるため、同通常国会に提出された










第6節　大気汚染・騒音の防止等による生活環境の改善



◯1　道路交通環境問題への対応



（1）自動車単体対策

1)排出ガス規制の強化

　新車の排出ガス対策については、トラック、バス及び乗用車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の更なる低減を図るため、世界最高水準の厳しい規制（ポスト新長期規制）を平成20年に制定し、21年10月から順次強制適用している。また、ディーゼル特殊自動車については、22年に粒子状物質の規制強化を定め、23年10月より順次強制適用を行うとともに、26年1月には、新たに窒素酸化物の更なる低減やブローバイ・ガス対策等に関し関係法令を改正し、26年10月から順次強制適用をすることとしている。


　一方、使用過程車（既に使用されている自動車）の排出ガス対策は、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車NOx・PM法）」に基づく対策を実施するなど、一層の排出ガス対策に努めている。




2)次世代大型車等の開発・実用化

　次世代大型車の開発・実用化を促進するため、高効率ハイブリッドトラック、電気・プラグインハイブリッドトラック、高性能電動バス等について、産学官の連携により、車両の開発、実証走行試験等を実施し、安全上・環境保全上の技術基準の策定等、普及に向けた環境整備を進めている。




（2）交通流対策等の推進

1)大気汚染対策

　自動車からの粒子状物質（PM）や窒素酸化物（NOx）の排出量は、発進・停止回数の増加や走行速度の低下に伴い増加するため、沿道環境の改善の観点から、幹線道路ネットワークの整備、ボトルネック対策、交通需要マネジメント（TDM）施策等の交通流対策を推進している。



　

図表II-8-6-1　自動車からの浮遊粒子状物質（SPM）、窒素酸化物（NOx）の排出量と走行速度の関係
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2)騒音対策

　交通流対策とともに、低騒音舗装の敷設、遮音壁の設置、環境施設帯の整備等を進めている。また、「幹線道路の沿道の整備に関する法律」に基づき、道路交通騒音により生ずる障害の防止等に加えて、沿道地区計画の区域内において、緩衝建築物の建築費又は住宅の防音工事費への助成を行っている。











◯2　空港と周辺地域の環境対策



　航空機騒音に対し最も効果的な対策は、低騒音機材の導入であり、以前のDC8と現在のB767の騒音値80dB（A）注を比較した場合、騒音影響範囲は約9割減少している。低騒音機材の導入をしてもなお騒音影響が及ぶ地域については、民家の防音工事や移転補償事業といった対策が必要である。民家の防音工事は、今後のメンテナンスを残し、おおむね終了した。航空機騒音による障害は改善の方向にあり、各空港においても順次騒音対策区域の見直しを行っているところであるが、空港と周辺地域の調和ある発展を図るため、今後も騒音の軽減等を図るための対策を行うことが必要である。








注　周波数重み付け特性A（人間の耳の感度は周波数によって異なるため、人の感覚に近似した評価をするために行う周波数補正のこと）で補正された騒音（音圧）レベルのことをいう。











◯3　鉄道騒音対策



　新幹線の騒音対策については、環境基準を達成すべく防音壁の設置や嵩上げ、パンタカバーの設置、レールの削正等によって音の発生そのものを抑える音源対策等を行っている。なお、新設新幹線沿線において、これらの対策のみでは達成が困難な区域には、既存の家屋に対して防音工事への助成を行っている。


　また、在来線の騒音対策については、「在来線鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策指針」に基づき、新線建設の場合には一定の値以下のレベルになるよう、既設路線の大規模改良の場合には改良前より改善されるよう、それぞれ鉄道事業者に対し指導を行っている。











◯4　ヒートアイランド対策



　ヒートアイランド現象とは、都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象である。過去100年で、地球全体の平均気温が約0.7℃上昇している一方、日本の大都市では、約2〜3℃上昇しており、地球の温暖化の傾向に比べて、ヒートアイランド現象の進行傾向は顕著であるといえる。このヒートアイランド現象は、空調機器からの人工排熱の増加、緑地・水面の減少、地表面の人工化等が主な原因と言われている。


　平成25年には、総合的・効果的なヒートアイランド対策を推進するため、関係省庁の具体的な対策を体系的に取りまとめた「ヒートアイランド対策大綱」について、人工排熱の低減、地表面被覆の改善、都市形態の改善、ライフスタイルの改善という従来の4つの目標に、人の健康への影響等を軽減する適応策の推進という目標を追加する等の、改定を行った。国土交通省は、緑とオープンスペースの機動的確保等の対策を重点的に推進している。











◯5　シックハウス、土壌汚染問題等への対応



（1）シックハウス対策

　住宅に使用する内装材等から発散する化学物質が居住者等の健康に影響を及ぼすおそれがあるとされるシックハウスについて、「建築基準法」に基づく建築材料及び換気設備に関する規制や、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく性能表示制度等の対策を講じている。


　また、官庁施設の整備に当たっては、化学物質を含有する建築材料等の使用の制限に加え、施工終了時の室内空気中濃度測定等による対策を講じている。



　
図表II-8-6-2　シックハウス問題のイメージ


[image: 図表II-8-6-2　シックハウス問題のイメージ]



（2）ダイオキシン類問題等への対応

　「ダイオキシン類対策特別措置法」で定義されているダイオキシン類について、全国一級水系で水質・底質調査を実施している。平成24年度は、水質は約97％（208地点／215地点）、底質はすべての地点で環境基準を満足した。


　なお、環境基準を超えるダイオキシン類含有汚泥が確認された河川や港湾では、河川及び港湾における対策の基本的な考え方を統一し、20年4月に改訂した「河川、湖沼等における底質ダイオキシン類対策マニュアル（案）」や「港湾における底質ダイオキシン類対策技術指針（改訂版）」に基づき、ダイオキシン類対策を実施している。また、底質から基準を超えたダイオキシン類が検出されている河川及び港湾においては、公害防止対策事業にて支援を行っている。




（3）アスベスト問題への対応

　アスベスト問題は、人命に係る問題であり、アスベストが大量に輸入された1970年代以降に造られた建物が今後解体期を迎えることから、被害を未然に防止するための対応が重要である。


　平成25年度にアスベスト建材の使用実態を的確かつ効率的に把握するため、建築物石綿含有建材調査者の資格制度を創設した。

　また、「建築基準法」により、建築物の増改築時における吹付けアスベスト等の除去等を義務付けており、既存建築物におけるアスベストの除去等を推進するため、社会資本整備総合交付金等の補助制度を行っているほか、各省各庁の所管の既存施設における除去・飛散防止の対策状況についてフォローアップを実施している。


　さらに、吹付けアスベスト除去工事の参考見積費用や、アスベスト建材の識別に役立つ資料（目で見るアスベスト建材）、アスベスト含有建材情報のデータベース化、建築物のアスベスト対策パンフレット等により情報提供を推進している。











◯6　建設施工における環境対策



　公道を走行しない建設機械等が大気環境に与える負荷の低減を目的とした「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」による使用規制を実施しており、平成26年1月にNOx規制値を約1／10に強化する等の省令告示改正（26年10月から順次適用）を行った。また、排出ガス対策型、低騒音型、低振動型として指定された建設機械について直轄事業等で使用を推進し、普及促進を図っている。











第7節　地球環境の観測・監視・予測



◯1　地球環境の観測・監視



（1）気候変動の観測・監視

　気象庁では、温室効果ガスの状況を把握するため、大気中のCO2等を国内3地点で、北西太平洋の洋上大気や表面海水中のCO2を海洋気象観測船で観測しているほか、北西太平洋上空のCO2等を、航空機を利用して観測している。さらに、気候変動を監視し、地球温暖化予測の不確実性を低減するため、日射と赤外放射の観測を国内5地点で実施している。


　また、地球温暖化に伴う海面水位の上昇を把握する観測を行い、日本沿岸における長期的な海面水位変化傾向等の情報を発表している。


　このほか、気候変動の監視及び季節予報の精度向上のため、過去の全世界の大気状態を一貫した手法で解析した気象庁55年長期再解析（JRA-55）を実施した。


　さらに、観測結果等を基に、「気候変動監視レポート」や「異常気象レポート」を取りまとめ、毎年の気候変動、異常気象、地球温暖化等の現状や変化の見通しについての見解を公表するとともに、世界気象機関（WMO）温室効果ガス世界資料センターとして、世界中の温室効果ガス観測データの収集・提供を行っている。



　
図表II-8-7-1　日本における二酸化炭素濃度の推移


[image: 図表II-8-7-1　日本における二酸化炭素濃度の推移]



（2）異常気象の観測・監視

　気象庁では、我が国や世界各地で発生する異常気象を監視して、極端な高温・低温や大雨・少雨などが観測された地域や気象災害について、定期的に取りまとめて発表している。また、社会的に大きな影響をもたらした異常気象が発生した場合は、特徴と要因、見通しをまとめた情報を随時発表している。


　さらに、気象庁では、アジア太平洋地域の気候情報提供業務支援のため、世界気象機関（WMO）の地区気候センターとしてアジア各国の気象機関に対し、異常気象の監視・解析等の情報を提供するとともに、研修や専門家派遣を通じて技術支援を行っている。




（3）次期静止気象衛星整備に向けた取組み

　次期静止気象衛星「ひまわり8号及び9号」は、平成21年度より製造に着手しており、8号を26年度に、9号を28年度にそれぞれ打ち上げる計画である。これらの衛星では、台風や集中豪雨等に対する防災機能の向上に加え、地球温暖化をはじめとする地球環境の監視機能を世界に先駆けて強化している。




（4）海洋の観測・監視

　海洋は、大気と比べて非常に多くの熱を蓄えていることから地球の気候に大きな影響を及ぼしているとともに、人類の経済活動により排出されたCO2を吸収することによって、地球温暖化の進行を緩和している。このことから、地球温暖化をはじめとする地球環境の監視のためには、海洋の状況を的確に把握することが重要である。


　気象庁では、国際的な協力体制の下、海洋気象観測船により北西太平洋において高精度な海洋観測を行うとともに、人工衛星や海洋の内部を自動的に観測する中層フロートによるデータを活用して、海洋の状況を監視している。


　その結果については、気象庁ホームページ「海洋の健康診断表」により、我が国周辺海域の海水温・海流、海面水位、海氷等に関する情報とともに、現状と今後の見通しを解説している。


　海上保安庁では、アルゴフロートのデータを補完するため、伊豆諸島周辺海域の黒潮変動を海洋短波レーダーにより常時監視・把握するとともに、観測データを公表している。また、日本海洋データセンターにおいて、我が国の海洋調査機関により得られた海洋データを収集・管理し、関係機関及び一般国民へ提供している。



　
図表II-8-7-2　海洋気象観測船による地球環境の監視


[image: 図表II-8-7-2　海洋気象観測船による地球環境の監視]



　

図表II-8-7-3　気象庁ホームページで公表している「海洋の健康診断表」の例


[image: 図表II-8-7-3　気象庁ホームページで公表している「海洋の健康診断表」の例]



（5）オゾン層の観測・監視

　気象庁では、オゾン・紫外線を観測した成果を毎年公表しており、それによると世界のオゾン量は長期的に見て少ない状態が続いている。また、紫外線による人体への悪影響を防止するため、紫外線の強さを分かりやすく数値化した指標（UVインデックス）を用いた紫外線情報を毎日公表している。




（6）南極における定常観測の推進

　国土地理院は、南極地域の測地観測、地形図の作成・更新、デジタル標高データの整備等を実施しており、得られた成果は、南極観測隊の円滑・安全な活動に資するとともに、地球環境変動等の研究や測地測量・地理空間情報に関する国際的活動に寄与している。


　気象庁は、昭和基地でオゾン、日射・赤外放射、地上、高層等の気象観測を継続して実施しており、観測データは南極のオゾンホールや気候変動等の地球環境の監視や研究に寄与するなど、国際的な施策策定のために有効活用されている。


　海上保安庁は、海底地形調査を実施しており、観測データは、海図の刊行、氷河による浸食や堆積環境等の過去の環境に関する研究等の基礎資料として役立てられている。また、潮汐観測も実施し、地球温暖化と密接に関連している海面水位変動の監視に寄与している。











コラム　「GEBCO指導委員会」委員長に海上保安庁海洋情報部長が選出



　全世界の海洋に関する海底地形図の作成プロジェクトを推進する「GEBCO（ジェブコ）注1指導委員会注2」の委員長に、平成25年10月、谷伸（たにしん）海洋情報部長が選出されました。この選出は、我が国におけるGEBCOプロジェクトへの深い関与と豊富な科学的知識が評価されたものです。過去にはエリザベス女王の科学顧問であったロートン卿も本委員長を務めており、谷部長は6代目となります。


　四つのプレートがぶつかり合い、1,000万人都市のすぐ近くに水深9,000メートル以上の海溝があるなど世界的に見ても極めて複雑な海底地形を有する我が国は、海底の驚異を明らかにするため、また、地震や火山噴火のメカニズムの解明などのために古くから海底地形の調査と海底地形図の作成に力を入れてきました。24年に認められた、日本の面積の8割に相当する31万平方キロメートルに及ぶ我が国の大陸棚延伸においても精緻な海底地形の情報が重要な役割を果たしました。我が国は海底地形調査及び海底地形図作成に関する世界の最先進国とされています。


　海底地形の情報は、地震・火山噴火や津波のような海域を起源とする自然災害の科学的解明や対応のために不可欠であるほか、地球規模の気候変動を検討する際にも重要な情報とであると指摘されています。また、海洋資源（海底のエネルギー・鉱物資源、洋上風力・潮力などの再生可能エネルギー等）の開発や水産に海底地形の情報は重要です。このようなことから国際的にも精密な海底地形図への関心が高まっています。


　一方で、精密な海底地形データが共有されている海域は、世界全海域の10％程度にとどまっています。未だに測量されていない海域での地形調査の推進や、測られたのに共有されていないデータの掘り起こしは重要な課題であり、今後、データの充実、海底地形情報へのニーズに応じた地形図や地形情報の作製、このような作業を行う次世代の育成など困難な課題に、各国・各機関・専門家の協力を得て取り組んでいくこととしています。



　
GEBCO指導委員会が作成する海底地形図


[image: GEBCO指導委員会が作成する海底地形図]









注1　GEBCO（海底地形総図）について

世界全体の海底地形図を作成する唯一の公式な事業で、国際水路機関（IHO）とユネスコ政府間海洋学委員会（IOC）が共同で推進している。1903年にモナコのアルベール大公が提唱して開始された。


注2　GEBCO指導委員会について

GEBCOプロジェクトの総合調整を執るもので、IHO及びIOC選出の各5名、計10名の委員で構成されている。










◯2　地球環境の予測・研究



　気象庁及び気象研究所では、世界全体及び日本付近の気候の変化を予測するモデルの開発等を行い、世界気候研究計画（WCRP）等の国際研究計画に積極的に参加している。気象研究所では、炭素循環過程等を含む地球システムモデルの開発及び温暖化予測研究を行っており、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次評価報告書（平成25年〜26年に公表）に対し積極的に貢献した。また、気象庁では、24年度に、高度化した地域気候モデルを用いて従来より詳細な日本周辺の温暖化予測を示した「地球温暖化予測情報第8巻」を公表した。


　国土技術政策総合研究所では、将来における気候変動に対応するための方策を治水や利水、環境の観点から多面的に検討し設定するために必要となる技術的基盤の提示を目的としてこれまで実施してきた研究の成果を「気候変動適応策に関する研究（中間報告）」として25年に公表した。











◯3　地球地図プロジェクトの推進、地球測地観測網



　我が国は、地球地図国際運営委員会事務局を務め、各国の地理空間情報当局と協力し、全球陸域を対象にしたデジタル地理空間情報である地球地図の整備・公開を進め、地球地図プロジェクト（平成25年12月現在182の国と地域が参加）を主導するとともに、地球規模の地理空間情報管理に関する国連専門家委員会（UNCE-GGIM）等の場を通じて、地球環境の把握・解析等への利活用を促進している。また、VLBI（電波星による測量技術）やSLR（レーザ光により人工衛星までの距離を測る技術）を用いた国際観測、験潮、絶対重力観測、国際GNSS事業（IGS）への参画等により、地球規模の地殻変動等の観測・研究を行っている。さらに、衛星データの解析等により植物の活性度等のデータを整備する「国土現況モニタリング」を行っている。











第9章　戦略的国際展開と国際貢献の強化



第1節　インフラシステム輸出の促進



◯1　政府全体の方向性



　新興国を中心とした世界のインフラ需要は膨大であり、急速な都市化と経済成長により、今後の更なる市場の拡大が見込まれている。このため、我が国の成長戦略・国際展開戦略の一環として、インフラシステムに関する我が国の強みのある技術・ノウハウを最大限に活用して、世界の膨大なインフラ需要を積極的に取り込んでいく必要がある。


　一方で、プロジェクト受注のための国際的な競争は熾烈であり、我が国企業の受注に向けては、様々な側面で官民が緊密に連携し、我が国企業受注に向けた環境整備を図っていくことが必要である。


　このことから、政府においては平成25年3月に「経協インフラ戦略会議」を設置し、国土交通大臣を含む関係閣僚を中心に、政府として取り組むべき政策を議論の上、25年5月17日、「インフラシステム輸出戦略」を取りまとめた。同戦略は、同年6月14日に閣議決定された「日本再興戦略」において、その迅速かつ着実な実施が盛り込まれたところである。


　インフラシステム輸出戦略においては、2020年における我が国企業のインフラ関係受注の目標額を約30兆円（現状約10兆円）とすることを目指している。そのための施策の柱として、同戦略においては、1)企業のグローバル競争力強化に向けた官民連携の推進、2)インフラ海外展開の担い手となる企業・地方公共団体や人材の発掘・育成支援、3)先進的な技術・知見等を活かした国際標準の獲得、4)新たなフロンティア分野への進出支援、5)安定的かつ安価な資源の確保の推進、を掲げている。











◯2　国土交通分野におけるインフラシステム輸出の考え方



　国土交通省においても、「インフラシステム輸出戦略」に基づき、国土交通分野におけるインフラシステム輸出を推進することとしているが、競合する諸外国との競争に勝ち抜き、我が国企業が受注を獲得するためには、ハードとソフトが一体となって安全で信頼性の高いシステムを構築するといった我が国の強みを発揮し、相手国のニーズに柔軟に対処していくことが必要である。


　そのため、トップセールスや国際会議での情報発信等を通じプロジェクトの川上（構想段階）からの参画をめざすとともに、我が国の技術・基準の国際標準化や相手国でのスタンダード化を通じ、我が国企業が参画しやすい環境を整備する。また、巨額の初期投資や長期にわたる整備、需要リスクといった交通・都市インフラ分野における課題に対応する他、海外で事業展開する企業のトラブル等の解決を支援する等、我が国企業の受注と事業展開を多角的に支援していく。











◯3　川上からの参画・情報発信



　インフラプロジェクトの獲得に向けては、まず川上から参画し、相手国のニーズをくみ上げてこれに合わせた提案を行うとともに、我が国技術による安全性や信頼性、運営段階も含めトータルで見た費用対効果の高さについて、トップセールスやセミナーなどの機会を活用して、相手国の理解を深めていく必要がある。


　具体的には、平成25年度において、国土交通大臣はミャンマー、シンガポール、タイ、ベトナム、インドネシアを歴訪し、相手国のトップや国土交通分野を担当する閣僚との協議や意見交換を通じ、我が国インフラのトップセールスに取り組んだ。また副大臣・政務官においても合計で13か国を訪問し、インフラニーズの見込める国に対しては、会談等の相手国に対して我が国インフラのアピールを行った。


　このほか、諸外国の大臣等要人の来日・表敬といった機会や、セミナーの開催や新興国等の要人招聘を通じ、我が国インフラの優位性に関する発信に積極的に取り組んでいる。特に25年9月に東京において開催された「第8回APEC交通大臣会合」に際しては、APECに加盟する21の国と地域（エコノミー）の交通担当大臣等が一堂に会する機会を活用し、「テクニカルツアー」として陸海空の交通インフラを紹介する5つのコースを用意した。テクニカルツアーには、大臣会合に参加した20のエコノミーの代表を含む約70名が参加し、我が国の優れたインフラを実際に体験していただいた。


　一方、我が国インフラについての情報発信を行うとともに、官民が連携してインフラ輸出を進めていく場として、水、道路、鉄道、港湾、エコシティといったそれぞれのインフラ分野において海外官民協議会を設置している。25年度においては、「航空インフラ国際展開協議会」が新たに設立され、同年4月に第1回が開催されている。このほか、防災分野については、26年度早期に、「日本防災プラットフォーム」を設立予定である。











◯4　ソフトインフラの展開



　国際規格の制定に向けた議論に積極的に参画することにより、我が国規格を反映させるほか、相手国における我が国規格・標準のデファクト・スタンダード注化を進める。これらにより、我が国企業の進出・受注に向けて有利な環境整備を進めるとともに、国際規格等について我が国を含めたアジア太平洋諸国の国土・都市構造についても反映するよう働きかけている。








注　事実上の標準。公的な標準ではなく、市場の大勢を占めることにより標準とみなされている規格。










◯5　インフラ輸出に取組む企業支援



　海外のインフラプロジェクトにおいては、近年、川下（管理・運営段階）を含めて発注される事例が増加する傾向にある。一方で、相手国では法令や商慣行の相違もあり、海外での事業においてトラブルを抱える企業も多く、多角的な視点から民間の活動を支援する必要がある。


　具体的には、

1)新興国等のインフラ事業では、厳しい財政事情を背景に、民間の事業参画・資金を期待する民間活用型が増加している。そのうち、交通や都市開発の分野では、長期的にはリターンが期待される一方で、長期にわたる整備、運営段階の需要リスク、現地政府の影響力という特性があり、これに適切に対応することが、本邦企業の参画に当たっての課題となっている。


　このため、日本再興戦略の一環として、我が国事業者の交通事業・都市開発事業の海外市場への参入促進を図るため、財政投融資の産業投資に585億円を新たに計上し、需要リスクに対応し、「出資」と「事業参画」を一体的に行う（株）海外交通・都市開発事業支援機構（以下「機構」という。）を創設することとし、平成26年4月に所要の法律が成立したところである。


　機構は、我が国企業と協調して現地事業体に出資等の資金供給を行うとともに、現地での事業への参画として、役員・技術者等の人材派遣や相手国側との交渉を行うこととしている。また、インフラシステム海外展開は国の重要な政策であることから、国土交通大臣が、関係大臣とも連携しつつ、適切に機構を管理していく。


2)また、国土交通省に「海外建設ホットライン」を設置し、海外建設プロジェクトにおける施工技術、施工管理マネジメントの課題に関する我が国企業からの相談に答えている。更に、寄せられた相談事項を踏まえ、我が国建設企業が安定的に海外展開できるよう、相手国政府との協議等を行っている。


3)加えて、海外建設市場データベースの拡充、在外公館からの建設産業情報の収集、建設・不動産企業の海外PPP事業への参画のための戦略検討を実施している他、我が国建設・不動産企業の海外におけるビジネス環境整備のための法制度整備を支援している。











コラム　（株）海外交通・都市開発事業支援機構について



　我が国においては、世界に先がけて少子高齢社会に直面する中で、中長期的に経済成長を続けていくため、成長・拡大を続ける国際マーケットの獲得競争に打ち勝っていくことが重要となっています。特に、世界のインフラ市場は、急速な都市化と経済成長により、今後の更なる拡大が見込まれています。このような膨大なインフラ需要を公共投資だけで賄うのは困難であることから、近年では、民間の資金とノウハウを活用したPPPによる運営型の事業が増加しており、これが、各国の民間企業にとって大きな事業機会となっています。


　このような中、「日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）」では、2020年に約30兆円のインフラシステムの受注を実現するという目標を掲げ、官民一体の取組みを推進することとしています。交通や都市開発の分野における運営型の事業は、長期的にはリターンが期待されることに加え、安全性や信頼性の高さやライフサイクルコストの低さという点で、日本が強みを活かせる事業です。一方で、これらの事業には、大きな初期投資、長期にわたる整備、運営段階の需要リスクという特性があるため、民間だけでは参入が困難です。


　民間においても、インフラシステム海外展開に取り組む機運が高まっています。国土交通省が開催した「インフラ海外展開推進のための有識者懇談会（家田仁座長）」では、25年2月の取りまとめに至る議論において、民間の有識者から、プロジェクトのリスクを軽減するための施策が必要であるとの意見をいただきました。


　これら政府方針や民間ニーズを踏まえ、国土交通省は、海外の交通や都市開発のプロジェクトに対して「出資」と「事業参画」を一体的に行う（株）海外交通・都市開発事業支援機構（以下「機構」という。）の創設に向けた取り組みを進めています。機構に関する国の予算として、平成26年度財政投融資計画において、1,095億円（産業投資注1585億円、政府保証注2510億円）が盛り込まれました。また、26年4月、機構の設立に関する法律が成立しました。


　機構は、以下の支援を行うことにより、交通と都市開発の海外市場に対する我が国企業の参入の促進を図り、もって我が国経済の持続的な成長に寄与することを目的としています。また、これを通じ、日本の技術とノウハウが、当該事業が行われる国や地域の人々の役に立つことも期待されています。


1)出資

　日本企業が海外でインフラ事業に参入する際、関係企業は、現地で事業運営を行う事業体を設立します。機構は、これら関係企業と共同して現地事業体に出資します。


2)事業参画

　機構は、出資先の現地事業体に対して、以下の事業参画を行います。

	日本の技術や経験を活かすため、役員や技術者などの人材を派遣。

	日本政府の出資機関として、相手国と交渉。





　
[image: 図　（株）海外交通・都市開発事業支援機構]










注1　財政投融資（産業投資）：国が保有するNTT株、JT株の配当金などを原資として行っている産業の開発及び貿易の振興のための投資。政策的必要性が高くリターンが期待できるものの、リスクが高く民間だけでは十分に資金が供給されない事業に対して、資金を供給する点が特徴。


注2　財政投融資（政府保証）：政策金融機関・独立行政法人などが金融市場で資金調達する際に、政府が保証をつけることで、事業に必要な資金を円滑かつ有利に調達するのを助けるもの。











第2節　国際交渉・連携等の推進



◯1　経済連携における取組み



（1）EPA／FTA（経済連携協定／自由貿易協定）締結への対応

　我が国は、アジア・太平洋地域、東アジア地域、欧州などとの経済連携を戦略的に推進することとしている。平成26年3月時点では、世界の国・地域との間で13のEPA／FTAが発効している。このような協定を活用し、我が国の運輸、建設業等の国際競争力の強化及び海外展開の推進の観点から、相手国における外資規制の撤廃・緩和等のサービス分野の自由化、相手国の政府調達に関する参加機会の拡大を推進する。




（2）世界貿易機関（WTO）への対応

　WTOドーハ・ラウンド交渉において、我が国は一層の貿易自由化を目指し、海運・建設サービス分野における複数国会合の議長を務めるなど、国土交通分野に関わる交渉に積極的に参加している。平成24年からは、ドーハ・ラウンド交渉全体が停滞する中で、サービス分野の一層の貿易自由化を目的とした日本を含む有志国・地域による新サービス貿易協定（TiSA）の策定に向けた議論が行われており、25年6月から交渉を開始している。


　また、政府が行う調達手続の透明性の確保と市場参入の拡大を図ることを目的とした政府調達協定（GPA）改正交渉が、23年12月に開催されたWTO政府調達閣僚会合において実質的妥結に至り、24年3月、WTO政府調達委員会において改正議定書が正式に採択された。発効に向けGPA参加国・地域が受諾に係る国内手続を進めてきた結果、26年3月7日に発効要件である全参加国・地域の２／3の受諾書の寄託が行われ、改正GPAは26年4月6日に発効した。我が国は25年12月に国会承認を得た後、国内手続を経て26年3月17日に受諾書をWTO事務局へ寄託しており、我が国の改定議定書は26年4月16日に発効した。











◯2　国際機関への貢献と戦略的活用



（1）アジア太平洋経済協力（APEC）への対応

　国土交通省では、APECの交通・観光分野に係る大臣会合及び作業部会に積極的に取り組んでいる。

　平成25年9月には、第8回APEC交通大臣会合が東京で開催され、国土交通大臣が、APEC首脳会議の議長国であるインドネシアの運輸大臣とともに議長を務めた。同会合では、「APEC域内の高質な交通を通じた連結性の強化」を基本テーマに議論が行われ、議論の成果として、1)2020年までにAPEC地域の交通ネットワークがどのような姿になるかを示す「コネクティビティ・マップ」を策定すること、2)加盟国・地域の経験を持ち寄ったインフラの投資・資金調達・運営のベストプラクティスを共有すること、3)利便性・安全性・環境保護性に重点をおいた「質の高い交通（Quality
Transport）」ビジョンを策定すること等が取りまとめられた「大臣共同声明」が採択された。

　同声明の主旨は、同年10月に開催された首脳会議における首脳宣言にも盛り込まれた。なお、大臣共同声明に掲げられた上記3つのイニシアチブについては、27年フィリピンにおいて開催予定である第9回APEC交通大臣会合にその取り組みを報告することとされている。


　また、観光分野では、25年10月にAPEC旅行円滑化に関するハイレベル政策対話がインドネシアのバリで開催され、ビザ円滑化等に関する議論が行われた。




（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）

　国土交通省は、平成15年に創設された日本とASEANの交通分野の協力枠組みである「日ASEAN交通連携」の下、様々な協力プロジェクトを実施している。この「日ASEAN交通連携」におけるプロジェクトの進捗状況について確認するとともに、今後の方向性、新たなプロジェクトについて議論するため、「日ASEAN交通大臣会合」等の会合が毎年開催されている。


　25年12月にラオスで開催された「第11回日ASEAN交通大臣会合」では、「日ASEAN交通連携」の新たな行動計画（パクセー・アクション・プラン）が合意された。この行動計画は、ASEANにおける「質の高い交通」を実現するため、1)交通円滑化、2)交通インフラ、3)質の高い、持続的な交通、4)人材育成の4つの政策分野の下、協力プロジェクトを実施することを内容とする。このほか、同会合において、1)新航空セキュリティ向上プロジェクト、2)道路技術に関する協力プロジェクト、3)交通インフラ整備のためのPPP推進協力プロジェクトの3つの新規協力プロジェクトや、日ASEANとの地域的な航空協定締結に向けた検討を開始することが承認された。




（3）経済協力開発機構（OECD）

　国土交通省では、OECDの下部組織のうち、国際交通フォーラム（ITF）、造船部会、地域開発政策委員会（TDPC）並びにOECD及びITFが共同で設置している共同交通研究センター（JTRC）に参画している。


　ITFは、54ヵ国の交通担当大臣を中心に、年1回、世界的に著名な有識者・経済人を交え、交通政策に関するハイレベルかつ自由な意見交換を行う国際枠組みであり、これまで、交通分野に関する気候変動問題、グローバリゼーション等に関して議論を行ってきた。平成25年5月の大臣会合では、「交通と資金調達」をテーマとして、民間資金の活用による財源確保の必要性などが議論された。また、新関西国際空港株式会社が、同テーマに関して優れた取組みを行ったとして、ITF2013最優秀賞（Transport
Achievement Award）を受賞した。

　OECD造船部会では、造船市場の公正な競争条件を確保するため、各国の造船政策の健全性を評価する政策レビューの実施や、各国の金融支援等の状況を取りまとめた政策支援一覧表の作成などを通じて、造船主要国間の政策協調と相互監視を行っている。


　TDPCでは、国土・地域政策等に関する各加盟国の政策レビュー、グリーン成長戦略における都市政策などの検討や、コンパクトシティ政策、高齢社会における持続可能な都市政策等の調査等に積極的に取り組んでいる。我が国は、25年12月にフランスで開催されたTDPC閣僚会議において副議長を務め、今後、レジリエント注な都市づくりの検討を行っていく旨の議長声明の取りまとめに貢献した。


　JTRCでは、道路の運用、維持管理、整備のための財源の最適化、異常気象や気候変動に対応したインフラ等、加盟国に共通した政策課題について調査研究を行っており、我が国も異常気象や気候変動へのインフラの適応等のワーキングチームに参画している。




（4）国際連合（UN）

1)国際海事機関（IMO）、国際労働機関（ILO）への対応

　我が国は世界有数の海運・造船国として、IMOの活動に積極的に参加しており、主導的な役割を果たしている。平成24年1月にはIMO事務局長に日本人が初めて就任するなど具体的には、海賊対策をはじめ、船舶からの温室効果ガス削減対策、旅客船の安全の確保、IMOの組織・予算改革等の重要課題への取組みについて、積極的に貢献しているところである。


　また、ILOで採択された「2006年の海上の労働に関する条約」について、我が国は25年8月に批准し、26年8月に我が国において発効予定である。本条約が求める、船舶における適切な労働条件及び生活条件等について確実に対応できるよう、取組みを進めているところである。




2)国際民間航空機関（ICAO）への対応

　ICAOは、国際民間航空の安全かつ秩序ある発達及び国際航空運送業務の健全かつ経済的な運営に向け、一定のルール等を定めている国連のもとに位置づけられている国際機関である。我が国は加盟国中第2位の分担金を負担し、また、第1カテゴリー（航空輸送において最も重要な国）の理事国として、ICAOの諸活動に積極的に参加し、国際民間航空の発展に寄与している。


　ICAOは、アジア・太平洋地域の航空交通管理能力の向上のため、平成25年6月にアジア・太平洋地域事務所（在バンコク）の北京支所を開設した。我が国は、ICAOへの貢献と戦略的活用の観点から、職員を派遣するなど支所の活動に貢献している。


　また、25年9月〜10月に開催された第38回ICAO総会では、国際航空分野の気候変動対策に関する世界的な排出削減制度の構築が決定された。我が国は、積極的発言や調整を通じ合意に貢献した。




3)国連防災世界会議等

　国連防災世界会議は、国際的な防災戦略について議論する国連主催の会議であり、第1回（平成6年、横浜）、第2回（17年、神戸）と、日本で開催された。第2回会議では、17年から27年までの国際的な防災の取組指針である「兵庫行動枠組」が策定された。27年3月に仙台市において開催される第3回国連防災世界会議では、兵庫行動枠組の後継枠組の策定が行われる予定であり、我が国にとって、東日本大震災の被災地の復興を世界に発信するとともに、防災に関する我が国の経験と知見を国際社会と共有し、国際貢献を行う重要な機会と位置づけられる。


　また、第2回アジア・太平洋水サミット（25年5月、タイ）、水と災害ハイレベル・パネル（同年6月、日本）、ブダペスト水サミット（同年10月、ハンガリー）等の国際会議において、国土交通省は災害に対する事前予防の重要性等について主張するとともに、関係各国・関係機関に対し第3回国連防災世界会議へのハイレベルの参加の呼びかけを実施した。このほか、25年度に開催した米国、韓国、EUとの二国間会議等において、東日本大震災をはじめ数々の災害で得られた教訓を踏まえ、兵庫行動枠組の後継枠組において強調すべき点について意見交換を行った。







注　変化に耐える又は迅速に回復する能力、しなやかさ、強靭さ










◯3　横断的分野における取組み



（1）二国間での次官級会合

1)ミャンマー

　平成25年3月、ミャンマーにおいて同国運輸省と「第1回日ミャンマー交通次官級会合」を開催し、同国における海事・港湾・航空・気象の各分野でのプロジェクトについて、現状や課題を確認するとともに、マスタープラン策定をはじめ計画的なインフラ整備に向け協力を強化することで一致した。


　また、同年12月には、同国において先方鉄道運輸省と「第1回日ミャンマー陸上輸送分野高級実務者会合」を開催し、同国における鉄道インフラと自動車交通政策の現状と今後の課題について調査等を進め、協力の具体化を検討していくことで一致した。


　さらに、26年1月にはミャンマーにおいて「第1回日・ミャンマー建設次官級会合」を開催し、道路、建築・住宅分野や、建設業に関する法制度に係る、両国の取組みや課題、技術等に関する情報交換を行った。




2)インドネシア

　平成25年9月にインドネシアにおいて「第1回日・インドネシア建設次官級会合」を開催し、全体会合では、地下空間の活用、インフラのライフサイクルコスト・維持管理、防災の3つのテーマについて、また、個別のワーキングでは、道路、砂防、水資源、下水道、建築物の各分野について、両国における取組みや課題、技術等に関する情報交換を行った。


　さらに、同年10月、札幌において「第4回日インドネシア交通次官級会合」を開催し、両国間で進められて来た物流、鉄道、自動車、港湾、海上交通及び航空の分野における協力プロジェクトについて進捗状況を確認し、明らかとなった課題の解決策等について意見交換を行った。これに対してインドネシアからは、輸出入の増加に対応する質の高い物流システムや、鉄道サービスにおける利用者利便（ICカード）・安全・環境の向上に関し高い関心が示され、今後も両国間で緊密な協力・連携を図っていくことを確認した。




3)韓国

　平成26年3月、沖縄において「第9回日韓運輸ハイレベル協議」を開催し、物流政策や交通分野の安全対策、自動車の代理運転制度の現状等について、両国における取組事例に関する情報交換を行うとともに、両国間で交通分野における協力を継続することで一致した。




4)インド

　平成25年10月、日印双方の更なる都市の経済的、社会的な成長、発展に大きく貢献することを目的として「第7回都市開発に関する日印交流会議」を東京において開催し、都市交通、都市開発、水環境分野における情報及び意見交換を実施した。




（2）ジャカルタ首都圏投資促進特別地域（MPA）注

　平成25年12月に東京で開催された「第4回首都圏投資促進特別地域（MPA）運営委員会」においては、両国間で協力して進められている鉄道、道路、港湾、航空及び下水道等のプロジェクトを、円滑かつ早期に実現するため協力を進めていくことで、国土交通大臣と経済担当調整大臣等との間で一致した。




（3）その他新興国における取組み

　インドにおけるシームレスで信頼性の高い物流インフラの構築を図るため、平成24年10月（第1回：デリー）及び25年7月（第2回：チェンナイ）に、局長級による「日印港湾・物流政策対話」を開催し、南部港湾の整備、完成車鉄道輸送スキーム等、物流環境改善について意見交換を実施した。


　ロシアについては、25年4月の総理訪露の際に、国土交通省とロシア運輸省との間で締結した「運輸分野における協力覚書」を踏まえ、シベリア鉄道の競争力強化・効率性向上、極東港湾の利活用の促進等について、「日露運輸作業部会」等の場を活用して意見交換を実施した。同国の都市環境問題に関しては、二国間協力の枠組みとして「日露都市環境問題作業部会」が創設され、第1回総括会合を25年4月にモスクワで開催した。また、総理が訪露の機会に日露フォーラムで行ったスピーチにおいて、日露間の経済協力を進める分野の一つとして、都市環境分野に具体的に言及し、我が国が貢献可能であることをアピールした。このほか、同年9月に作業部会議長間会合を開催し、具体的な協力分野等について合意をするとともに、同年10月には、関連する企業・団体等の幅広い参加の下、作業部会の日本側推進母体となる「日露都市環境協議会」を設立した。








注　我が国とインドネシアとの連携の下、ジャカルタ首都圏のインフラ開発等を加速化するため、「首都圏投資促進特別地域（MPA）構想に関する協力覚書」（平成22年10月に外務省、経済産業省、国土交通省が署名）に基づき、インドネシア関係閣僚との間で、同国のインフラ案件及び投資制度を閣僚レベルで協議する枠組み。











◯4　個別の分野における多国間・二国間の取組み



（1）土地・建設産業分野

　平成25年10月のボスポラス海峡横断鉄道開通式に併せて、イスタンブールにおいて建設産業分野における協力関係の構築等を目的として、国土交通副大臣が出席して日・トルコ建設会議を開催した。


　また、ミャンマーにおいては、26年1月に、ベトナムにおいては26年2月に、土地・建設産業分野における法制度整備に関する関係省庁等とのセミナーをそれぞれ開催した。




（2）都市分野

　平成25年10月にベトナムとの間で環境共生型都市開発の推進に関する協力覚書を締結し、26年3月には、公共交通一体型都市開発に関するセミナーを開催した。


　このほか25年度においては、インド及びフィリピンにおいて都市交通システムに関するセミナーを開催したほか、ミャンマー及びベトナムにおいて駐車場政策に関する意見交換を実施した。


　また、韓国、EU、フランスとの間で二国間会合を開催し、都市政策等に関する情報交換や交流を行っている。

　さらには、我が国の官民が連携して、都市交通システムの海外展開について情報共有・意見交換・海外への情報発信を行うべく、26年2月に、都市交通システム海外展開研究会を開催した。




（3）水分野

　水問題は地球規模の問題であるという共通認識のもと、国際会議等において問題解決に向けた議論が行われている。平成25年は国連「国際水協力年」として様々な取組みが行われ、国土交通省では、第2回アジア・太平洋水サミット（25年5月、タイ）、水の協力に関するハイレベル国際会議（同年8月、タジキスタン）、ブダペスト水サミット（同年10月、ハンガリー）、2014年世界水の日記念式典（26年3月、東京）等の国際会議での議論に積極的に参画し、水と衛生、防災に関する取組みの強化についてメッセージを発信した。


　また、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）やアジア河川流域機関ネットワーク（NARBO）と連携し、水問題解決のための有効な手法とされている統合的水資源管理（IWRM）計画の策定支援のため「河川流域におけるIWRMガイドライン」等の作成、研修等を通じてIWRMの普及・促進に貢献している。


　また、韓国、米国とは、河川・砂防・水資源管理等に係る二国間会合を開催し、情報交換、技術協力等を推進している。

　ベトナムとは、農業農村開発省と24年6月に締結した水資源施設管理の協力に関する覚書に基づくワークショップを26年3月に開催し、水分野に関する協力を推進している。建設省との間では、22年に締結した下水道分野に関する協力覚書を26年3月に更新し、下水道推進工法の規格策定支援を実施した。


　インドネシアとは、25年9月の日尼建設次官級会合において水資源分野や下水道分野に関して意見交換を行うなど、協力関係を深めている。


　南アフリカ共和国に関しては、25年7月にJICAと共同で同国地方政府の下水道技術者を招聘し、維持管理に関する研修を実施した。同年9月には、第3回日・南アフリカ水資源管理ワークショップを開催し、同国水省との共同決議を更新するなど、協力関係を強化している。


　サウジアラビアとは、25年11月に下水道分野の政府間協議を実施したほか、26年1月に下水再生水利用に関する技術や下水道事業の民営化への支援に向けた本邦研修を実施した。


　このほか、北九州市、大阪市、東京都、横浜市、神戸市、福岡市、川崎市、埼玉県、日本下水道事業団、滋賀県、国土交通省等からなる連合体である、水・環境ソリューションハブが、セミナーや現地調査、研修を通じて、途上国に下水道事業の経験、ノウハウを提供している。




（4）防災分野

　我が国が過去の災害経験で培った防災に関する優れた技術や知見を活かし、相手国の防災機能の向上及びインフラの海外展開に寄与する取組みを進めている。


　具体的には、防災面での課題を抱えた新興国等を対象に、両国の産学官で協働し、互いのニーズに適合した技術や解決策を追求する「防災協働対話」の取組みを関係機関とも連携しながら、様々な機会を捉えて、国別に展開することとしており、「インフラシステム輸出戦略」にも位置づけられた。これまでに、ミャンマー、タイ、ベトナム、南アフリカ、インドネシア及びトルコとそれぞれ「防災協働対話」の実施に関する文書を締結し、これに基づき、平成26年2月にはミャンマーと、同年3月にはベトナムとそれぞれ「防災協働対話」の一環として官民のワークショップを開催した。


　また、26年度早期に、産学官が連携し、防災分野における、国際競争力を持つ製品・サービスの開発や海外への売り込みを図ることを目的とした「日本防災プラットフォーム」を設立予定である。なお、本組織は「防災協働対話」の国内の受け皿としての機能も期待される。


　他方、世界の水災害被害の軽減に向けて、災害予防が持続可能な発展の鍵であるという国際共通認識を形成するため、我が国の経験・技術を発信するとともに、水災害予防の強化に関する国際連帯の形成に努めている。また、UNESCOの協力機関として認定を受けている（独）土木研究所内の水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）では、衛星情報を活用した総合洪水解析システム（IFAS）や降雨流出氾濫モデル等の開発及び途上国におけるリスクマネジメントの研究を行うとともに、これらの成果を活用して博士課程、修士課程をはじめ各種短期研修を行い、途上国における人材育成に取り組んでいる。また、UNESCOやアジア開発銀行と共同し、アジアの水災害に脆弱な国・地域を対象に、洪水予警報システムの構築やワークショップの開催等を通じた、技術協力・国際支援を実施している。


　この他、25年3月には日EU双方の防災対策の充実を目的として、EU防災総局と国土交通省の間での防災協力に関する書簡の交換を実施し、これに基づき閣僚級・実務者級会合をそれぞれ実施した。またブラジルとは、近年の急速な都市化の進行に伴う災害リスクの上昇の改善を図るため、同年8月のRIO国際防災セミナーを通じて、土砂災害対策リスクアセスメントの能力強化のための情報交換、技術協力を推進している。


　さらに、海外で発生した大規模な水害・土砂災害に際し、国土交通省から専門家を派遣し、災害状況の把握や今後の対策等について技術的助言を実施している。例えば、同年7月にインドネシアで発生した大規模天然ダムの決壊では、迅速に技術者を派遣し、今後の対策等について助言を実施した。また、同年11月にフィリピン中部を襲った台風第30号（Haiyan）に際しては、国際緊急援助隊の専門家チームとして、災害状況把握及び復興計画基本方針等に対する助言・指導、並びに災害評価を行うための専門家を派遣した。




（5）道路分野

　日本の道路技術に対する各国の理解と信頼性の向上を目的として、ミャンマー及びトルコを対象に舗装の再生技術やITS技術のモデルプロジェクトを実施し、現地で実際の施工やデータ収集・処理の実演を行った。また、我が国が得意とするトンネル技術の活用が想定される新規案件発掘のため、ラオス及びモロッコで調査を実施した。


　このほか、アジアを中心とした10カ国にて、高速道路会社や道路関係の民間企業の協力の下、道路分野の政策・技術に関するセミナーを開催し、各国のニーズに対応する我が国の道路技術をPRした。


　また、世界道路協会（WRA）における各技術委員会やアンドラで開催された冬期道路会議等に積極的に参画し、構造物の老朽化対策や交通安全等の各分野において世界各国との技術交流・情報共有を推進している。


　このほか、9年ぶりに日本で開催したITS世界会議（平成25年10月、東京）では、65カ国から約2万人の参加者を得て、展示やセッション、最新のITS技術を体験できるデモンストレーション等が行われ、先進的なITS技術をPRした。また、会議に併せて閣僚級会談が開催され、国土交通副大臣らが参加各国の閣僚級とITS政策に関する情報交換を行った。




（6）住宅・建築分野

　韓国、中国、フランス、カナダ及びドイツとの間で定期的に局長級の二国間会合を開催し、住宅政策、建築基準、建築技術等に関する情報交換等を行っている。平成25年10月には、中国と住宅産業の発展をテーマに、26年3月にはドイツと建築物の環境対策をテーマにそれぞれ意見交換を行った。


　また、ミャンマーとの間でも25年8月に初めて両国政府による日緬建築住宅会議を行い、建築基準等について議論するとともに、10月には民間も含めたセミナーを実施し、両国企業間の情報交換を行った。




（7）鉄道分野

　高速鉄道分野においては、インド、タイ等において新幹線技術の導入に向けた取組みを進めている。また、都市鉄道についても海外展開の推進に取組んでいる。


　平成25年8月及び9月には、国土交通大臣がタイ、ベトナム、シンガポール等を訪問し、我が国高速鉄道及び都市鉄道システムの導入に向けたトップセールスを行った。また、訪日した各国要人にも、それぞれの関心に応じて視察など我が国鉄道システム導入についての働きかけを行った。さらに国土交通副大臣・国土交通政務官も、アジア諸国をはじめ英国、米国等各国の要人に対して働きかけを実施した。このほか、25年は、インドやミャンマー等について官民が連携して鉄道セミナーを開催した。




（8）海事分野

　国際海事機関（IMO）においては、船舶の安全や海洋環境保護など海事分野の多くの点について世界的な取組みを行っている。そのほか、我が国と関係の深い国との二国間会談や国際協力といった取組みを行っている。二国間会談について平成25年度は、韓国及びEUとの間で局長級会談を実施し、クルーズ産業の振興や温室効果ガス排出削減対策、旅客船の安全規制等の重要事項について情報共有や意見交換を実施した。


　また、国際協力について25年度は、フィリピンに対して船舶安全政策に関する専門家を派遣したほか、ミャンマー等東南アジア諸国において船員教育者への研修等を実施した。




（9）港湾分野

　海外港湾EDIシステムのミャンマーでの導入に向けた取組みや、モザンビーク等での面的・広域的な港湾開発に係る調査の実施、「海外港湾物流プロジェクト協議会」の活動（平成25年7月に第4回、26年3月に第5回を開催）等を通じ、我が国の港湾関連産業（港湾物流・インフラ関連企業）の海外展開を支援している。


　また、25年11月、日中韓による第14回北東アジア港湾局長会議を開催し、クルーズの促進等、最近の港湾行政に関する情報交換等を行った。その他、国際航路協会（PIANC）や国際港湾協会（IAPH）等の国際会議の場を通じて、我が国の技術基準の海外展開の推進や情報交換を実施している。




（10）航空分野

　平成25年7月、第50回アジア太平洋航空局長会議において、我が国と空域を接する国と地域を含むアジア太平洋地域における航空の安全性や航空セキュリティ、国際民間航空の持続可能な成長の達成に向けて意見交換を行った。また、同年11月には、韓国と航空政策対話を実施し、今後も航空分野全般において広く協力していくことを確認した。




（11）物流分野

　平成24年7月に開催された第4回日中韓物流大臣会合における合意に基づき、シャーシの相互通行の推進、北東アジア物流情報サービスネットワーク（NEAL-NET）の機能強化、パレットの品質や荷役機器の寸法等の標準化等について、日中韓3国間の協力を推進している。


　また、日ASEAN交通連携の枠組みのもと、日本とASEAN各国との二国間政策対話において、各国における物流環境の改善に係る協議等を行っているところ、25年10月には日タイ物流政策対話、26年1月には日インドネシア物流政策対話をそれぞれ開催した。このほか、アジア物流圏全体の物流の質を高めるため、25年12月には、メコン地域物流訓練センターに物流事業に精通した我が国専門家を派遣し、同センター講師の養成に取り組んだ。更には、アセアン域内の連結性を高めるため、国際高速RORO船を活用したアジア海陸一貫輸送網の構築に係る実証調査を実施した。




（12）測量・地図分野

　国土交通省においては、UNCE-GGIM注1に積極的に参画し、地球規模の測地基準系の構築に貢献するとともに、地球地図プロジェクト注2推進のため、途上国への技術支援、国際会議等の場を通じた普及活動を実施している。さらに、UN-GGIM-AP注3の事務局長を務めるほか、関係各国と協働で地殻活動監視を推進している。


　このほか、24年の第10回UNCSGN注4及び第18回IHC注5において、政府代表団として地名表記に関する議論等に参加した。4年の第6回UNCSGN以降、韓国等は、「日本海という名称を東海（East
Sea）に改称するか併記すべき」との主張を繰り返している。国土交通省は、外務省等関係省庁と連携し、国際社会に日本海単独呼称への正しい理解と支持を求めている。




（13）気象・地震津波分野

　世界の国々の気象業務の実施・推進に協力するため、世界気象機関（WMO）の枠組みの下、気象観測データや技術情報の相互交換に加え、我が国の技術を活かした台風や気候等の情報を各国に提供している。また、国際連合教育科学文化機関・政府間海洋学委員会（IOC）の枠組みの下、北西太平洋における津波情報を各国に提供し、防災に貢献している。




（14）研究分野

　我が国の優れたインフラ関連技術等のアジア諸国への普及を見据えて、ベトナム、インドネシア、インド等との研究連携ロードマップに基づき、国土交通省は現地政府研究機関と連携して現地適応性を高めた環境舗装等の建設技術の基準類の共同研究等を行っている。平成25年度においては、ベトナム及びインドネシアと共同ワークショップを開催し、研究連携プロジェクトにおける技術的討議、研究協力に関する意見交換を行った。また、現地JICA専門家との連携、中堅・若手研究者の招へい等も推進している。




（15）海上保安分野

　北太平洋海上保安フォーラム（日、加、中、韓、露、米6箇国）及びアジア海上保安機関長官級会合（アジア18箇国・1地域）並びにロシア、韓国及びインドとの二国間長官級会合、連携訓練等を通じて、捜索救助、海上セキュリティ対策等の各分野で海上保安機関間の連携・協力を積極的に推進している。


　また、国際海事機関（IMO）の航行安全小委員会において作業グループの議長を務めているほか、国際水路機関（IHO）の各委員会等における海図作成に関する基準の策定、コスパス・サーサット機構における北西太平洋地域の取りまとめ、国際航路標識協会（IALA）の各委員会等における次世代船舶自動識別装置（AIS）の開発に係る検討、アジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）に基づく情報共有センターへ当庁職員を派遣するなど、国際機関へ積極的に参画している。このほか、開発途上国における海上保安分野の能力向上支援の取り組み等を通じて、国際貢献を果たしている。







注1　地球規模の地理空間情報管理に関する国連専門家委員会

注2　地球環境問題の分析等に必要な基盤的な地理情報データベース（地球地図データ）を世界各国の地理空間情報当局の自主的協力の下で整備するプロジェクト


注3　国連地球規模の地理空間情報管理に関するアジア太平洋地域委員会

注4　国際連合地名標準化会議

注5　国際水路会議

　











コラム　“トルコ国民150年の夢”実現に日本の建設技術が貢献〜ボスポラス海峡横断鉄道が開通〜



　トルコ共和国建国90周年にあたる平成25年10月29日、イスタンブールでボスポラス海峡横断鉄道の開通式典が開催されました。同国最大の都市であるイスタンブールは、ボスポラス海峡を挟んでアジア側のアナトリア半島と、ヨーロッパ側のバルカン半島にまたがった都市です。これまで海峡を渡る交通手段はフェリーなどの海上輸送と2本の橋梁しか存在しなかったため、慢性的な交通混雑が発生していました。高度な輸送システムの整備によるこうした交通混雑の解消等を目的として、海峡横断鉄道の建設計画と海峡の東西に存在する既存路線の改良計画の2つからなる「マルマライ・プロジェクト」が実施されてきました。このうち、日本の建設企業を中心とした企業連合がこの海峡横断鉄道工事を請け負い、開通させたのです。


　海峡を横断するトンネル構想自体はおよそ150年前に設計図が描かれていました。しかし、海峡の潮流は世界有数と言われる速度に加え、上層と下層では流れが逆であり、最も深いところで水深約60mもある場所での工事となるため、これまで実現に至りませんでした。今回、日本の建設企業は、鉄筋コンクリート製の函体11個を海底に沈め、海底においてそれぞれ接続することでトンネルを作りあげる「沈埋工法」と呼ばれる工法を用いて、“トルコ国民150年の夢”と呼ばれた海峡横断トンネルを完成させました。


　また、翌30日には、日本の建設技術をアピールするため、両国の政府関係者や民間企業から約150名が参加し、第2回日・トルコ建設会議を国土交通省とトルコ運輸海事通信省とで開催しました。日本と同様に地震国であるトルコでは防災技術に対する関心も高まっており、本会議ではこれを踏まえて、日本が有する建築の耐震・免震・制震技術や日本の防災対策についてアピールを行いました。


　トルコでは、マルマライ・プロジェクト以外にも、イスタンブール南東60kmに位置するイズミット湾を横断する長大橋建設プロジェクトのような各種のインフラ整備が計画・進行しており、日本の建設企業が参画しているものもあります。また、24年から25年度にかけて首脳会談が3回開催されるなど、日本とトルコの協力関係も強化されています。国土交通省では、今後も経済成長の続くトルコにおいて、我が国の優れた建設技術が貢献できるよう引き続き支援してまいります。



　
[image: マルマライ・プロジェクト開通式／開通式における安倍総理の挨拶]













第3節　国際標準化に向けた取組み



（1）自動車基準・認証制度の国際化

　安全で環境性能の高い自動車を早期・安価に普及させるため、我が国は国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（UNECE／WP29）等に積極的に参加し、安全・環境基準の国際調和を推進するとともに、その活動を通じ、安全・環境性能に優れた日本の自動車や新技術を国際的に普及させていくこととしている。このような活動を推進するため、具体的には、1)日本の技術・基準の戦略的国際基準化、2)アジア諸国との連携、3)全世界的かつ車両単位の相互承認の実現、4)基準認証のグローバル化に対応する体制の整備、を4つの柱とした「自動車基準認証国際化行動計画」を着実に実施し、自動車基準認証制度の国際化を推進している。




（2）鉄道に関する国際標準化等の取組み

　欧州が欧州規格の国際標準化を積極的に推進するなど、我が国鉄道システムの海外展開に当たって、国際標準化への対応は重要な課題である。我が国の優れた技術が国際規格から排除されると既存の国内規格が淘汰される可能性があるなど、鉄道関係産業に大きな影響を与えるため、戦略的対応が必要である。このため、「鉄道技術標準化調査検討会」では、鉄道技術に関する学識経験者や鉄道関係産業と協力して、鉄道の国際規格戦略の審議、国際規格に関連する国内規格対応の審議等、積極的な活動を行っている。


　平成25年11月に国際標準化機構（ISO）の鉄道分野専門委員会（TC269）の第2回総会を日本で開催し、個別規格の提案及び委員会の運営に貢献するなどの成果を上げた。


　また、我が国初の鉄道分野における国際規格の認証機関である（独）交通安全環境研究所は、認証室設立以来、着実に認証実績を積み重ね、我が国鉄道システムの海外展開に寄与している。




（3）船舶や船員に関する国際基準への取組み

　国際的な海上運送事業は、様々な国籍の船舶・船員により営まれており、船舶の安全や海洋環境保護については、SOLAS条約、MARPOL条約、STCW条約等の世界的なルールに従い、営まれる必要がある。我が国は従来より、これら条約の策定作業に積極的に参画し、貢献してきている。平成25年度には、国際海事機関（IMO）において、我が国が提案した復原性（船舶の安定性、転覆しにくさの指標）に関する新基準がおおむね合意されるなどの成果を挙げた。




（4）土木・建築分野における基準及び認証制度の国際調和

　近年、市場の国際化が進展している土木・建築・住宅分野における外国建材の性能認定や評価機関の承認等の制度の運用、JICA等による技術協力等の施策を実施し、ISOによる設計・施工技術の規格制定に参画するなど、土木・建築分野における基準及び認証制度の国際調和の推進に取り組んでいる。また、我が国の技術的蓄積を国際標準に反映するための対応、国際標準の策定動向を考慮した国内の技術基準類の整備・改定等について検討を進めている。




（5）高度道路交通システム（ITS）の国際標準化

　効率的なアプリケーションの開発、国際貢献、国内の関連産業の発展等を図るため、ISOや国際電気通信連合（ITU）等の国際標準化機関におけるITS技術の国際標準化を進めている。


　特にITSの国際標準化に関する専門委員会（ISO／TC204）に参画し、ITSスポットによるプローブ情報の収集や活用等に関する標準化活動を行っている。また、自動車基準調和世界フォーラム（UN／ECE／WP29）において、先進安全自動車（ASV）に係る国際基準の策定等を目指した活動を行っている。平成25年6月にはITSの活用に関するガイドラインが策定された。




（6）地理情報の標準化

　地理空間情報を異なる地理情報システム（GIS）間で相互利用する際の互換性を確保することなどを目的として、ISOの地理情報に関する専門委員会（ISO／TC211）における国際規格の策定に積極的に参画している。併せて、国内の地理情報の標準化に取り組んでいる。




（7）技術者資格の海外との相互承認

　APECエンジニア相互承認プロジェクトでは、参加国・地域間における技術資格の相互承認に基づく有資格技術者の流動化を促進している。APECアーキテクトプロジェクト（建築家登録制度）では、我が国は、平成20年7月にオーストラリアとの「APECアーキテクト日豪二国間相互認証協定」、21年7月にニュージーランドとの「APECアーキテクト日本・ニュージーランド二国間相互受入覚書」に署名し、建築設計資格者の流動化を促進している。




（8）下水道分野

　「知的財産推進計画2010（平成22年5月21日策定）」に基づき、下水道分野で国際展開を目指す本邦企業が高い競争性を発揮できる国際市場を形成することを目的として、戦略的な国際標準化を推進している。現在、「水の再利用」に関する専門委員会（ISO／TC282）及び「汚泥の回収、再生利用、処理及び廃棄」に関する専門委員会（ISO／TC275）においては、関連する本邦下水道技術が優位となるように議論に参加している。25年度に発効されたISO55000シリーズ「インフラのアセットマネジメント」に対しては、国内事業者の認証取得を支援している。











コラム　「水の再利用」に関する国際標準化に向けた取組みについて



　多くの国際標準を作成するISOは、平成25年6月に「水の再利用」全般に係る国際標準化に向けた検討を行うための専門委員会（TC282）を設置しました。我が国はTC282の幹事国として議論をリードしていくこととなりますが、幹事国の取得は水分野では初めてのこととなります。


　「水の再利用」の国際標準化については、気候変動に伴う地球規模の渇水リスクの高まりや世界的な人口増加等を背景に世界の水市場が拡大する中で、膜処理技術等の日本が世界に誇る再生水技術に関して主導的に国際標準規格を策定することにより、同技術の海外展開等、国際競争力の強化を図ることを狙いとしています。



　
TC282で国際標準化が期待される膜処理技術


[image: TC282で国際標準化が期待される膜処理技術]




　26年1月に、第一回TC282が東京において開催され、10カ国（日本、イスラエル、中国、カナダ、エチオピア、フランス、韓国、シンガポール、米国、オーストリア）41名が出席し、会議における基本方針が確認されたところです。この第一回会議に続き、第二回会議については同年11月にイスラエルにおいて開催を予定しており、国際標準化の取組みの本格化、議論の加速化を図ってまいります。



　
TC282会議（東京）の様子


[image: TC282会議（東京）の様子]













第10章　ICTの利活用及び技術研究開発の推進



第1節　ICTの利活用による国土交通分野のイノベーションの推進



　内閣総理大臣を本部長とするIT総合戦略本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）と連携し、「世界最先端IT国家創造宣言」（平成25年6月14日閣議決定）に掲げられた国土交通分野における情報化施策を推進している。











◯1　ITSの推進



　最先端のICTを活用して人・道路・車を一体のシステムとして構築する高度道路交通システム（ITS）は、高度な道路利用、ドライバーや歩行者の安全性、輸送効率及び快適性の飛躍的向上の実現とともに、交通事故や渋滞、環境問題、エネルギー問題等の様々な社会問題の解決を図り、自動車産業、情報通信産業等の関連分野における新たな市場形成の創出につながっている。



　

図表II-10-1-1　ITSスポットと対応カーナビとの高速・大容量通信により、多様なサービスを実現


[image: 図表II-10-1-1　ITSスポットと対応カーナビとの高速・大容量通信により、多様なサービスを実現]




　また、平成25年6月に閣議決定された「世界最先端IT国家創造宣言」に基づき、世界で最も安全で環境にやさしく経済的な道路交通社会の実現を目指し、交通安全対策・渋滞対策・災害対策等に有効となる道路交通情報の収集・配信に係る取組み等を積極的に推進している。




1)社会に浸透したITSとその効果

（ア）ETCの普及促進と効果

　ETCは、今や日本全国の有料道路で利用可能であり、車載器の新規セットアップ累計台数は平成25年12月時点で約4,453万台、全国の高速道路での利用率は約89.3％となっている。従来高速道路の渋滞原因の約3割を占めていた料金所渋滞はほぼ解消され、CO2排出削減等、環境負荷の軽減にも寄与している。さらに、ETC専用ICであるスマートICの導入や、ETC車両を対象とした料金割引等、ETCを活用した施策が実施されるとともに、有料道路以外においても駐車場での決済やフェリー乗船手続等への応用利用も可能となるなど、ETCを活用したサービスは広がりと多様化を見せている。




（イ）道路交通情報提供の充実と効果

　走行経路案内の高度化を目指した道路交通情報通信システム（VICS）対応の車載器は、平成25年9月末現在で約3,958万台が出荷されている。VICSにより旅行時間や渋滞状況、交通規制等の道路交通情報がリアルタイムに提供されることで、ドライバーの利便性が向上し、走行燃費の改善がCO2排出削減等の環境負荷の軽減に寄与している。




2)新たなITSサービスの技術開発・普及

（ア）スマートウェイの全国展開

　これまで、産学官が一体となり、交通安全、渋滞対策、環境対策等を目的とし、人と車と道路とを情報で結ぶITS技術を活用した次世代の道路スマートウェイの展開を進めてきた。具体的には、平成23年より、高速道路上を中心に設置したITSスポットによる多様なサービスが全国で開始された。


　ITSスポット及び対応カーナビにより、ダイナミックルートガイダンス（広域的な渋滞情報の提供）、安全運転支援（落下物や渋滞末尾、天候等の情報提供）及びETCの3つの基本サービスを実現した。また、一部の機種では、インターネット接続により地域観光情報の提供も可能となり、今後は、駐車場等のキャッシュレス決済、物流支援等、様々なサービスへの展開が期待されている。これらに加え、車両の運行支援に資するよう走行経路確認等の実現に向けた検討を行っている。




（イ）次世代のITSの実現に向けた検討

　安全・安心、円滑な道路交通の実現のため、ITSスポットサービスの普及促進を行うとともに、ビッグデータである車両の走行履歴や挙動履歴等の大量のプローブ情報を収集・分析することで、きめ細やかな道路管理等に資する取組みを進めている。また、ACC（車間距離制御システム）搭載車両を使用した渋滞解消について、官民連携による技術検討等を進めるとともに、高速道路上の自動運転に関する課題整理等を行い、検討結果を取りまとめた。




（ウ）先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進

　ASV推進計画に基づき、ICT技術等の先進技術を利用してドライバーの安全運転を支援する先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及に取り組んでいる。具体的には、ドライバー異常時対応システム、ドライバーの過信、システムの複合化、車車間通信・歩車間通信等の通信利用型安全運転支援システムの開発促進といった事項について検討を進めている。



　

図表II-10-1-2　通信利用型安全運転支援システムのイメージ（先進安全自動車（ASV））


[image: 図表II-10-1-2　通信利用型安全運転支援システムのイメージ（先進安全自動車（ASV））]













◯2　地理空間情報を高度に活用する社会の実現



　位置や場所に関する情報「地理空間情報注1」を、ICTを用いて更に高度に利活用するため、平成24年3月27日に閣議決定された新たな「地理空間情報活用推進基本計画」に基づき、誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を活用できる「G空間社会（地理空間情報高度活用社会）」の実現に向けた取組みを推進している。




（1）社会の基盤となる地理空間情報の整備・更新

　様々な地理空間情報の活用の基礎として社会全体で共通に利用できる電子国土基本図注2及び基盤地図情報注3について、各種行政機関と連携して迅速な整備・更新を進めている。また、空中写真、地名に関する情報や国土数値情報、電子基準点による地殻変動の常時監視等、国土に関する様々な情報の整備を行っている。さらに、東日本大震災からの復興のための基準点や位置情報を補正するためのパラメータの整備、地図の整備、今後の災害に備えたハザードマップ整備のための基礎資料となる地形分類等の情報整備、発災時における空中写真の緊急撮影等、迅速な国土の情報の把握及び提供を可能とする体制の整備等を行っている。




（2）地理空間情報の活用促進に向けた取組み

　整備された地理空間情報は、その多くがインターネットを用いて幅広く提供されている。また、様々な情報を検索・閲覧・入手できる地理空間情報ライブラリーやWeb上で様々な情報の重ね合わせができる地理院地図注4の充実、社会全体での共有と相互利用を更に促進するための産学官の取組みを推進している。さらに、地理空間情報の個人情報の取扱い・二次利用促進に関し、ガイドラインの普及促進等を行うとともに、一般への更なる普及と新たな産業・サービスの創出のため、平成25年11月に「G空間EXPO2013」を産学官が連携して開催した。








注1　空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報（当該情報に係る時点に関する情報を含む）及びこの情報に関連づけられた情報。G空間情報（Geospatial
Information）とも呼ばれる。

注2　これまでの2万5千分1地形図をはじめとする紙の地図に代わって、電子的に整備される我が国の新しい基本図。我が国の領土を適切に表示するとともに、全国土の状況を示す最も基本的な情報として、国土地理院が整備する地理空間情報


注3　電子地図上における地理空間情報の位置を定める基準となる、測量の基準点、海岸線、公共施設の境界線、行政区画等の位置情報。項目や基準等は国土交通省令で定義される。国土地理院において、平成23年度までに初期整備が行われ、現在は電子国土基本図と一体となって更新されている。


注4　インターネットを通じて地図等を閲覧できるウェブ地図（http://cyberjapan.jp/）。手持ちの地理空間情報を、電子国土基本図を始めとする様々な地図データと重ね合わせ表示できる。


　










◯3　電子政府の実現



　「新たな情報通信技術戦略」等に基づき、電子政府の実現に向けた取組みを行っている。なかでも、オンライン利用については、業務プロセス改革計画の推進等、国民の利便性の向上及び行政運営の効率化に取り組んでいる。


　自動車保有関係手続きに関しては、検査・登録、保管場所証明、自動車諸税の納付等の諸手続をオンラインかつ一括して行える“ワンストップサービス（OSS）”を関係府省と連携して推進しており、現在では、新車の新規登録を対象に、11都府県で導入している。平成25年12月24日に閣議決定された「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」に基づき、29年度までにOSSの全国展開や対象手続の拡大が実現するよう取組みを進めている。











◯4　公共施設管理用光ファイバ及びその収容空間等の整備・開放



　e-Japan重点計画等を受け、世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成を進めるため、公共施設管理用光ファイバ及びその収容空間等の整備・開放を推進してきた。


　公共施設管理用光ファイバについては、大容量データの迅速かつ安定した提供・共有等による公共施設管理の効率化を目的に、公共施設管理の効率化と大容量データ等の迅速かつ安定した提供・共有等を行うことを目的に、河川、道路、港湾及び下水道において整備を進めている。国の管理する河川・道路管理用光ファイバは、施設管理に支障のない範囲で民間事業者等へ開放しており、平成25年度は、約500kmの利用申込みがあった。











◯5　ICTの利活用による高度な水管理・水防災



　近年情報技術が伸展する中、新たな技術を現場にあてはめることにより水管理・水防災の高度化を進めている。

　河川・流域の監視のため、雨量観測においては、局所的な雨量をほぼリアルタイムに観測可能な新型レーダXRAIN（国土交通省XバンドMPレーダネットワーク）の整備を行っているほか、流量・水位観測においては、ADCP（超音波のドップラー効果を応用した流速計）やCCTV等の映像を活用した画像解析（図表II-10-1-3　図-1）といった新たな技術の導入・実用化を進めている。また災害時の浸水範囲の把握にあたっては、合成開口レーダ（SAR）やSNSへの投稿や様々な位置情報等のビッグデータの活用を検討している。


　また、航空レーザ測量（LP）による高精度の地形データの取得に加え、モービルマッピングシステム（MMS）による画像情報を活用した維持管理の効率・効果の向上を図る取組みを進めている。


　こうして得られた雨量・水位情報や高精度の地形データ等を用いて、従来よりも高度な洪水予測モデルである「分布型流出モデル」による洪水シミュレーション・リスク把握（図表II-10-1-3　図-2）に取り組む等、更なる危機管理を進めている。このほかに、地形、地質、地表水等のデータを基にして地下水の動きを立体的に可視化できるモデルを筑後・佐賀平野の地盤沈下防止等対策要綱地域で構築し、その結果等を用いて今後の地下水の保全と利用の適正化について検討を進めていく。


　また、豪雨等により発生する土砂災害の平常時の監視については、広域的な降雨状況を高精度に把握する雨量レーダ、火山監視画像、地すべり監視システム等で異常の有無を監視する。さらに、大規模な斜面崩壊が発生した場合に備え、大規模崩壊監視警戒システム（図表II-10-1-3　図3）注の整備を推進し、迅速な応急復旧対策や、的確な警戒避難による被害防止・軽減に役立てていく。



　

図表II-10-1-3　高度な水管理・水防災のためのICTの利活用例


[image: 図表II-10-1-3　高度な水管理・水防災のためのICTの利活用例]




　下水道分野においては、センサー・ロボット等による現地調査の高度化・効率化、ビッグデータの集約・分析技術等による効率的な下水道経営、シミュレーション技術・予測技術等による的確な施設運転を実現するための検討を進めている。








注　大規模崩壊監視警戒システムとは、1)斜面崩壊に伴い発生する地盤振動から崩壊発生位置や規模を推測する振動センサー、2)崩壊位置の確認や規模の計測を行う衛星画像解析、3)雨量レーダの技術等を組み合わせて活用することで大規模な土砂災害の発生を早期に把握し、関係機関への情報配信を行うシステム











第2節　技術研究開発の推進



◯1　技術政策における技術研究開発の位置づけと総合的な推進



　「日本再興戦略（平成25年6月閣議決定）」において、日本産業再興プランの柱の一つとして「科学技術イノベーションの推進」が掲げられ、「科学技術イノベーション総合戦略（25年6月閣議決定）」を強力に推進することとされるなど、「科学技術イノベーション」に期待される役割が増大している。


　国土交通省では、「第4期科学技術基本計画」を含めた、これら政府全体の方針を踏まえつつ、第3期国土交通省技術基本計画に基づき、産学官の連携体制の一層の充実を図るとともに、分野横断的な技術研究開発を総合的に推進しており、その成果を公共事業及び建設・交通産業等へ積極的に反映している。




（1）施設等機関、特別の機関、外局、独立行政法人における取組み

　施設等機関、特別の機関、外局や研究を主たる業務とする国土交通省所管の独立行政法人における取組みは図表のとおりである。独立行政法人においては、公共性、透明性及び自主性を備え、適正かつ効率的に業務を運営するという趣旨を十分踏まえつつ、民間を含む関係機関との一層の連携強化を図りながら、それぞれの社会・行政ニーズに対応した研究を重点的・効率的に行っている。



　

図表II-10-2-1　施設等機関、特別の機関、外局における平成25年度の主な取組み


[image: 図表II-10-2-1　施設等機関、特別の機関、外局における平成25年度の主な取組み]



　

図表II-10-2-2　研究を主たる業務内容とする国土交通省所管の独立行政法人における平成25年度の主な取組み


[image: 図表II-10-2-2　研究を主たる業務内容とする国土交通省所管の独立行政法人における平成25年度の主な取組み]



（2）地方整備局における取組み

　技術事務所及び港湾空港技術調査事務所においては、管内の関係事務所等と連携し、土木工事用材料及び水質等の試験・調査、施設の効果的・効率的な整備のための水理実験・設計、環境モニタリングシステムの開発等、地域の課題に対応した技術開発や新技術の活用・普及等を実施している。




（3）建設・交通運輸分野における技術研究開発の推進

　建設技術に関する重要な研究課題のうち、特に緊急性が高く、対象分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり、産学官の連携により、総合的・組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェクト」において、平成25年度は、「災害拠点建築物の機能継続技術の開発」等、計6課題について、研究開発に取り組んでいる。


　また、交通運輸分野においても、安全の確保、利便性の向上、環境の保全等に資する技術研究開発を産学官の連携により、効率的・効果的に推進しており、25年度は、「交通分野における高度な制御・管理システムの総合的な技術開発の推進」に取り組んでいる。




（4）民間企業の技術研究開発の支援

　民間企業の研究開発投資を促進するため、試験研究費に関する税制上の特例措置による支援を行っている。



（5）公募型研究開発補助制度の推進

　建設分野の技術革新を推進していくため、国土交通省の所掌する建設技術の高度化及び国際競争力の強化、国土交通省が実施する研究開発の一層の推進等に資する技術研究開発に関する提案を公募する「建設技術研究開発助成制度」では、政策課題解決型技術開発公募（2〜3年後の実用化を目標）、震災対応型技術開発公募（1〜2年後の実用化を目標）の2種類の公募を行い、平成25年度は新規3課題、継続23課題を採択した。


　また、交通運輸分野については、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構において実施していた「運輸分野における基礎的研究推進制度」を24年度で廃止し、広く産官学の知見を結集して真に必要な基礎的研究を国において重点的に実施するため、「交通運輸技術開発推進制度」を創設した。同制度において、25年度は「交通インフラにおける事前防災・減災対策及び的確な維持管理・更新」等5つの研究テーマについて研究課題の公募を行い、5課題を採択した。











◯2　公共事業における新技術の活用・普及の推進



（1）公共工事等における新技術活用システム

　民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等で積極的に活用するための仕組みとして、新技術のデータベース（NETIS）を活用した「公共工事等における新技術活用システム」を運用している。これまでに公共工事等に関する技術の水準を一層高める画期的な新技術として推奨技術を21件、準推奨技術を47件選定した。また、現場の維持管理の効率化を推進するため、NETISを活用し、技術テーマを設定し、応募のあった技術について現場で活用・評価することで、新たな技術の現場への導入や更なる技術開発を推進している。




（2）新技術の活用支援

　公共工事等における新技術の活用促進を図るため、各設計段階において活用の検討を行い、活用の効果の高い技術については工事発注時に発注者指定を行っている。また、発注事務所が積極的に活用を検討する新技術について、発注の合理化に資する暫定歩掛を平成25年度までに3技術作成している。











第3節　建設マネジメント（管理）技術の向上



◯1　公共工事における積算技術の充実



　公共工事の透明性を確保することを目的に、各種積算基準類の公表を行っている。また、平成24年度からは積算の効率化を進めるため「施工パッケージ型積算方式」の試行を開始し、25年度に拡充している。さらに、近年の不調不落に対応すべく大都市地域で行う道路維持工事等の間接費補正や応札者の見積りを予定価格に反映することができる積算方式の試行を実施している。また、22年度から工事請負契約における受発注者間の双務性の向上の観点から、請負代金額の変更があった場合の金額の算定や部分払金額の算定を行うための単価等を前もって協議して合意しておくことにより、設計変更や部分払に伴う協議の円滑化を図ることを目的として実施する「総価契約単価合意方式」を導入している。


　加えて、土木工事費積算要領及び積算基準を定めるとともに、土木工事標準歩掛を設定しており、25年度は社会インフラの老朽化に対応するため、橋梁補修用の歩掛新設、維持修繕用の歩掛改定及び間接工事費率の見直しを実施している。また、建設機械等損料については、施工者の保有する建設機械等について実態調査を行い、建設機械の基礎価格、維持管理費用、稼働状況等を把握し改定を実施している。











◯2　CIM・BIMの取組み



　公共事業の計画・調査・設計段階から3次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階においても3次元モデルに連携・発展させ、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報を共有することで、建設生産システムの効率化・高度化、公共事業の品質確保や環境性能の向上及びライフサイクルコストの縮減を図るCIM（Construction
Information
Modeling）の導入に向けた取組みを行っている。平成24年度から全国11の直轄事業をモデル事業として選定し、詳細設計においてCIM導入の試行を開始し、効果・課題等を検証している。25年度は、概略設計・予備設計、工事施工段階においても試行を導入・拡大し、制度・技術の両面からCIM導入に向けた検討を進めている。


　また、官庁営繕事業においても、BIM（Building Information
Modeling）の効率的・効果的な活用により、官庁施設の品質確保、施設の整備・保全に係るライフサイクルコストの縮減及び官庁施設における顧客満足度の向上に資することが期待される。このため、25年度は、3件の直轄事業において、BIM活用事業の試行を行い、BIM導入の効果・課題等を検証している。加えて、官庁営繕事業におけるBIMを利用する場合の基本的な考え方と留意事項を「官庁営繕事業におけるBIMモデルの作成及び利用に関するガイドライン」として、26年3月に取りまとめ、公表した。











第4節　建設機械・機械設備に関する技術開発等



（1）建設機械の開発及び整備

　国が管理する河川や道路の適切な維持管理、災害復旧の迅速な対応を図るため、維持管理用機械及び災害対策用機械の全国的な整備に取り組んでいる。


　また、治水事業及び道路整備事業の施工効率化、省力化、安全性向上等を図るため、建設機械と施工に関する調査、技術開発に取り組んでいる。




（2）機械設備の維持管理の合理化と信頼性向上

　災害から国民の生命・財産を守る水門設備、揚排水ポンプ設備、道路排水設備等は、昭和40年代後半から建設が進み、老朽化した設備が多くなっている。このため、設備の設置からの経過時間や稼働時間に基づき分解整備等を行う保全に加え、設備点検時に計測した振動値の解析や潤滑油の成分分析等の点検監視技術を開発及び現場での試行を継続し、機械設備の長寿命化や信頼性向上を図る。




（3）建設施工における技術開発成果の活用

　大規模水害、土石流災害、法面崩落等の二次災害の危険性が高い災害現場において、安全で迅速な復旧工事を行うため、遠隔操縦が可能で、かつ、分解して空輸できる油圧ショベルを開発し、平成25年度までに11台配備している。




（4）社会インフラ用ロボットの開発及び導入

　インフラの老朽化、地震・風水害等の災害への備え、人口減少・少子高齢化等、我が国の抱える諸課題に対し、我が国の強みであるロボット技術について、現場・フィールドに根付いた開発・導入を図ることで、社会インフラの維持管理及び災害対応の効果・効率の向上に取り組んでいる。平成25年度は、経済産業省と協同で「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入検討会」を開催（25年7月）し、「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入重点分野」を策定（25年12月）した。これを受け、新たに開催した「次世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会」の5つの専門部会（橋梁維持管理、トンネル維持管理、水中維持管理、災害調査、応急復旧）で、開発・導入促進のため取り組むべき事項の具体化及び目標の審議を行い、公募要領の策定を進めた。



　

図表II-10-4-1　次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の促進
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はじめに



　インフラ整備の起源をたどれば、太古の時代より様々な足跡が考古学的見地から見つかっているが、インフラストラクチャーの語源に依拠すれば、その起源は古代ローマ時代に遡ることができる。古代ローマ人は、現代人から「インフラの父」とも呼ばれる民族であって、インフラストラクチャーという言葉は、古代ローマ人が使用したラテン語の「下部」を意味する「インフラ」と、「構造」を意味する「ストゥルクトゥーラ」から合成されたものであると言われている。


　古代ローマ人が築いたインフラには、神殿、円形闘技場、公共浴場等様々なものがあるが、ローマの政治家「アッピウス・クラウディウス」（紀元前340〜273年）によって立案・着工されたアッピア街道・アッピア水道は、偉大なインフラとして後世に名を残すこととなるローマ街道とローマ水道の手本となった注。


　アッピア街道の着工から数百年後の紀元6世紀に、イタリアを訪れた東ローマ帝国の重臣が、ローマ街道が長きにわたり機能し続けることに驚嘆したというエピソードがあるが、ローマ帝国において、各街道の修理修復が適切に行われていたことがその背景にある。



　
図表1　アッピア街道（イタリア・ローマ）
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　一方、古代中国のインフラ整備に目を向けると、秦の時代（紀元前221〜206年）、蜀の郡守・李冰（りひょう）が、現在の中国四川省成都市の北西約60kmに位置する長江の支流岷江（みんこう）に、都江堰（とこうえん）と呼ばれる水利施設を築造している。都江堰の築造は、岷江の水害を防ぐだけでなく、成都平原への引水を可能とした。以来、成都平原は「天府の地」と呼ばれ、中国でも有数な農業地帯となった。都江堰は、2200年余りを経た現在も築造当時の機能を果たし続けているが、それは、歴代の河川管理者によって維持管理のための改修工事が行われ続けたことによるところが大きい。


　このように歴史を紐解けば、偉大なインフラは洋の東西を問わず不断の維持管理・更新によって、時代を越えてその役割を果たし続け、歴史に名を残してきたと言える。



　
図表2　都江堰の位置
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図表3　都江堰（中国・四川省都江堰）


[image: 図表3　都江堰（中国・四川省都江堰）]




　国土交通省では、高度成長期以降に整備された我が国の社会インフラが、今後急速に老朽化することが見込まれるなか、社会資本全般に関する本格的なメンテナンス時代に向け2013年を「メンテナンス元年」と位置付け本格的な対策を始動させたところである。本白書では、これからの社会インフラの維持管理・更新について、経済社会の状況やインフラの老朽化の現状等を踏まえて考察し、今後の国土交通行政の方向性を提示する注。
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注　更に古い時代の道としては、例えばアケメネス朝ペルシアの王ダレイオス1世（在位：紀元前522〜486年）によって建設された王の道がある。


注　一般に、「インフラ」という場合、道路や下水道等の物理的なものが想定される。例えば広辞苑（第6版）では、インフラは「産業や社会生活の基盤となる施設。道路・鉄道・港湾・ダムなど産業基盤の社会資本、および学校・病院・公園・社会福祉施設等の生活関連の社会資本など。」とされている。一方、「社会インフラ」という場合には、各種公共サービスや制度一般を含めて論じられることもある。例えば、内閣府（2013）「平成25年度年次経済財政報告」では、「社会インフラ」について「道路、港湾、空港、上下水道や電気・ガス、医療、消防・警察、行政サービスなど多岐に渡る」としている。このように「社会インフラ」という場合、その概念は非常に幅の広いものを含む場合があるが、本白書では、物理的な施設である社会資本、いわゆる「インフラ」を中心に、交通関連インフラに関連して提供される公共交通サービスを含めて「社会インフラ」として捉え、その維持管理・更新について考察する。このため、本白書において、一般には「社会インフラ」という用語を用いることとするが、物理的な施設のみを対象として論じる場合には「インフラ」もしくは「社会資本」という用語を用いることがある。
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